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7はじめに
循環型社会への転換が、先進国を中心に廃棄物問題の深刻化を契機として進められてき
ている。廃棄物処理費用が行財政逼迫要因となり、最終埋立処分地も逼迫化するという事
態が、先進国共通の深刻な問題として顕在化してきたのである。こうした問題に対処する
ため、1990 年代から先進各国で廃棄物の発生抑制とともにリサイクルを制度化する取組が
進められてきた。
近年は、途上国における循環型社会形成も重要な意義を持っている。何故なら、途上国
は、後発性の利益を活かしながら圧縮型の発展経路を辿ることで、かつての先進国の発展
速度よりも速く成長する可能性があるためである。つまり途上国は、先進国が発展途上で
抱えた課題について予防的かつ効率的に対応していくことが必要なのである。
既に途上国では、適正な廃棄物処理やリサイクル能力が不十分な状況で、拡大していく
生産や消費活動から排出される廃棄物を適正に処理できないことによる外部不経済が生じ
ている。特に途上国のリサイクルでは、都市部の貧困層がインフォーマルなビジネスとし
て取組んでいる場合が多く、彼らが不十分な技術や装備で処理する際に環境汚染や健康被
害が生じている。近年では、使用済み電気・電子機器（e-waste）の処理やリサイクルにお
いて、以上の問題が深刻化している。
このような問題の発生は、途上国が経済発展とともに大量生産・大量消費・大量廃棄型
の社会へと移行することに対して、廃棄物処理やリサイクル処理能力が量や質ともに不足
していくことに起因する。つまりこの問題は、工業化による経済発展上の構造的な要因に
よるもので、途上国に共通の社会的リスク(1)として捉えることができる。
ここでいう社会的リスクとは、具体的には上記のような都市貧困層によるインフォーマ
ルなリサイクルに伴う環境汚染や健康被害が生じるリスクであり、換言すれば、経済発展
に伴って社会に生じる環境リスクや健康被害リスク、貧困発生リスクである。
ところで、廃棄物処理やリサイクル処理能力には、廃棄物管理行政における政策遂行能
力も含まれるが、多くの途上国では、行政の体制や財政的な要因によって廃棄物管理行政
の遂行能力が不十分である。したがって問題の解決に向けては、経済発展上の構造的な要
因分析を踏まえた上で、行政の能力不足を補うリスク管理システムの検討が必要である。
以上の問題認識に立ち、本研究は、途上国における循環型社会形成の政策課題として、
リサイクルセクター(2)の能力形成に焦点を当て、上記のようなリサイクルセクターをめぐる
社会的リスクの発生要因とそのリスク管理方策について分析を行うものである。具体的な
分析対象は環境汚染や健康被害の懸念が深刻な e-waste 処理とする。また、計量的な分析
においては、e-waste そのものに関するデータの利用可能性が乏しいことから、鉄スクラッ
プを指標として分析を行う。
リスクの発生要因については、経済発展上の構造的な要因とリサイクル資源市場構造要
8因に着目して分析を行う。経済発展上の構造的な要因は、都市貧困層が二重経済構造下で
の農工間労働移動によって生じるメカニズムに焦点を当て、都市貧困層の発生とインフォ
ーマルなリサイクルセクターとの関連を分析する（第２章）。リサイクル資源市場構造要因
は、リサイクル資源として鉄スクラップを取り上げ、主に次の 2 点の分析を行う。第一に、
低・中所得国が、リサイクル資源の供給不足になり、高所得国が供給過剰となる傾向を検
証する（第３章）。また、「高所得国ではリサイクル資源が供給過剰で、低・中所得国では
供給不足である」という状況を緩和するのがリサイクル資源貿易である。しかし、リサイ
クル資源に汚染性の高い物質が含まれることで高所得国から低所得国への汚染輸出リスク
が高まる。第二には、この点について検証を行う（第４章）。
リスク管理方策については、途上国の行政の政策執行能力の制約が大きいことから、行
政とともにリサイクルセクターをめぐる生産連鎖(3)上の産業主体(4)との連携が必要である。
こうした視点にもとづいて、まず、先進国の経験も踏まえてリサイクルセクターの発展プ
ロセスの分析を行い、リサイクルセクターが健全に発展するための基本的な方策を検証す
る（第５章）。次に、こうした方策を実施するために、行政だけではなく、生産連鎖上の前
方連関産業と後方連関産業との連携可能性を分析する。前方連関産業とは製品メーカーで
あり、後方連関産業はリサイクル資源の最終需要者としての素材産業である。製品メーカ
ーとの連携方策として、EPR 政策(5)の導入可能性を分析し（第６章）、最終需要者である素
材産業との連携方策は、CSR 調達システム(6)の導入可能性を分析する（第７章）。最後にこ
れらの分析結果を踏まえて、リサイクルセクターの健全な発展シナリオを提示する（第８
章）。
以上のように本研究は、途上国のリサイクルセクターに関する社会的リスクについて、
経済発展に伴う構造的な要因で社会的リスクが高まるメカニズムを解明するものである。
また、そのメカニズムを踏まえて基本的なリスク管理方策を明らかにし、そうした方策を
進めるためにリサイクルセクターの生産連鎖上の産業主体間の連携による対処の可能性を
示すものである。
途上国のリサイクルセクターに関する研究が、現状を把握し問題を提起するための静学
的な視点での分析が主流である中で、本研究は経済発展という動学的な視点を導入した分
析を行う。さらに、リスク管理方策として、途上国への EPR 政策の適用とともに、リサイ
クル資源の需要主体の調達責任を問うシステムの可能性を分析する点も、全く新しい方法
論の提示となるものである。
注
(1) 社会的リスクという用語は、主に Beck（1986）が、産業社会が富の生産だけでなく、
同時に生活基盤を破壊するようなリスクをも生産し分配することを指摘し、近代社会を
9「リスク社会」として捉える社会理論を提唱する中で導入されたものである。この理論
の中では、地球温暖化や生態系の破壊などの環境リスク、遺伝子操作や原子力発電、食
品添加物などの技術的リスク、治安悪化や就労形態の不安定化（失業も含む）などの社
会的リスクといった類型化を行っている。こうした類型から、社会的リスクという概念
は労働市場政策に関する議論の中でも導入されている。本稿で使用する社会的リスクと
いう用語は、社会のシステム（制度や組織）そのものを見直す視点からの対応が迫られ
るリスクと定義し、その意味で、社会的リスクという概念の中に、環境リスクや健康被
害リスク、貧困リスク等を含むものとしている。
(2) リサイクルセクターとは、「収集・運搬（あるいは回収）」、「リサイクル（廃棄物から有
用な資源を抽出する作業）」「リサイクル残渣の処分」を行う主体であり、各活動に特化
する事業者や総合的に取組む事業者が存在する。
(3) 生産連鎖とは、ある生産活動の産出物が他の生産活動への投入となる連鎖。ここでは、
産出物にはリサイクル資源も含むものとする。
(4) 生産連鎖上での産業主体とは、例えば e-waste に関連するリサイクルセクターを起点に
すると、e-waste を供給する主体は電気・電子機器の消費者や生産者である。リサイクル
セクターは e-waste を適正に処理してリサイクル資源を産出する。産出されたものが金
属スクラップの場合には、鉄鋼業などの素材産業の投入となる。
(5) EPR 政策とは、拡大生産者責任（EPR：Extended Producer Responsibility）という政
策原則を取入れた廃棄物処理・リサイクル政策。OECD（2001）によれば EPR とは、「製
品に対する生産者の物理的および（または）財政的な責任について、製品ライフサイク
ルの使用後の段階にまで拡大するという環境政策アプローチである。」と定義している。
つまり、製品に対する生産者の責任を製品使用後の段階にまで拡大することで、a.地方自
治体主導による廃棄物処理・リサイクルシステムから生産者が関与するシステムへと転
換し効率化を図ること、b.製品設計の際に環境に配慮する（Design for Environment, 以
降、DfE）よう生産者に動機を与えること、を目的とした政策原則である。先進国では、
特に 1990 年代以降に、容器包装廃棄物の増加や、処理困難なあるいは汚染度の高い有害
物質を含むような e-waste の増加に伴い、EPR 政策に基づいた循環型社会形成を進めて
きた経緯がある。
(6) CSR 調達システムとは、企業活動に必要な資源の調達先の選定において、調達先の収益
性や品質だけでなく、環境や社会面でも適正な企業活動を行っていることを評価基準と
するシステム。こうした評価基準による調達を通じて、サプライチェーン全体の持続可
能性を高めていく取組である。
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第１章 循環型社会形成における政策課題分析の視座
はじめに
循環型社会の構築とは、大量生産、大量消費、大量廃棄によって自然の浄化能力や再生
産能力を損ねてしまうような発展パターンから、これらの能力を損ねず、できる限り自然
の物質循環と整合的であるような発展パターンへの転換(1)を図るものである。具体的には、
製品の再使用（Reuse）や資源の再生利用（Recycle）等、資源の有効利用によって廃棄物
発生量の最小化を図り、残渣については自然の浄化能力を損ねないよう適正な廃棄処分を
行う経済社会である。我が国の場合は、廃棄物の最終埋立処分場の逼迫という環境問題へ
の対応として、廃棄物の排出抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用（Recycle）とい
ういわゆる３Ｒ政策を促進し、ごみゼロの社会の構築を目指している。1990 年代に先進諸
国は我が国と同様の問題に直面し、各国でリサイクルを促進する法整備が進められた。我
が国でも、2000 年に「循環型社会形成推進基本法」が制定され、前後して製品別のリサイ
クル法も制定されている。現在では、３Ｒ政策の実施によって、最終埋立処分場の逼迫状
況は緩和され、社会全体の資源生産性も向上する等、一定の成果をあげている。
こうした転換は、先進国だけでなく、近年は、途上国における循環型社会形成も重要な
意義を持っている。途上国では、適正な廃棄物処理やリサイクル能力が不十分な状況で、
拡大していく生産や消費活動から排出される廃棄物を適正に処理できないことによる外部
不経済が生じている。この問題が深刻なのは、近年、急増している e-waste の処理である。
e-waste には価値の高いリサイクル資源とともに有害物質も含まれており、不十分な技術や
装備で処理する際に環境汚染や健康被害が生じている。また、途上国のリサイクルの主な
担い手は、都市部の貧困層が中心となるインフォーマルセクターであり、彼らの活動にお
いて、環境汚染や健康被害といった社会的リスクが顕在化している。つまり、途上国の循
環型社会形成では、廃棄物処理やリサイクル能力の脆弱性がもたらす、環境汚染や健康被
害、貧困といった社会的リスクの管理が重要な課題なのである。
以上のような背景のもと、本研究は、途上国における循環型社会形成の政策課題として、
リサイクルセクターの能力形成に焦点を当て、上記のようなリサイクルセクターをめぐる
社会的リスクの発生要因とそのリスク管理方策について分析を行うものである。
本章では、本研究の問題設定、仮説、分析枠組みの整理を行う。第 1 節で、循環型社会
形成の意義とともに、途上国における循環型社会形成の主な論点を整理する。第 2節では、
第１節をふまえて本研究の問題設定を行い、先行研究の動向から本研究の焦点を絞り目的
の整理を行う。第 3 節では、本研究の仮説設定と仮説を検証するための分析枠組みを整理
し、第 4 節で各章の位置づけを示す。
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１．途上国における循環型社会形成の論点
１－１．循環型社会構築の意義
（１）持続不可能な生産・消費
大量生産・大量消費・大量廃棄という経済活動のパターンは、物質フローの観点から見
れば、自然から資源として大量に抽出された物質が、様々な加工によって製品化され、消
費され、廃棄されるという直線的な流れである。廃棄されたものは、焼却、埋立や投棄な
どによって処分され自然界に放出される。これは、自然の廃棄物浄化能力に大きく依存す
る形で成立する経済社会である。細田（2010）によれば、従来、人間の活動は自然の物質
循環の一部として取り込まれていたが、経済活動規模の拡大に伴って、自然の物質循環に
対して人為的な物質フローが大きなインパクトを与え、自然の浄化能力そのものを損ねる
結果を招いていることを指摘している。人間の活動による自然の物質循環の乱れは、経済
の観点からは外部不経済として位置づけられる。また、このような状態は、人間活動によ
る廃棄物の排出速度が、自然の物質循環の速度を上回っている場合である。この点は、
Herman Daly （1990）の持続可能な開発の定義においても言及されている。以下にその
原則を示す。
a.土壌、水、森林、魚など「再生可能な資源」の持続可能な利用速度は、再生速度を超え
るものであってはならない（例えば魚の場合、残りの魚が繁殖することで補充できる程度
の速度で捕獲されれば持続可能である）。
b.化石燃料、良質鉱石、化石水など、「再生不可能な資源」の持続可能な利用速度は、再
生可能な資源を持続可能なペースで利用することで代用できる程度を越えてはならない
（石油を例にとると、埋蔵量を使い果たした後も同等量の再生可能エネルギーが入手でき
るよう、石油使用による利益の一部を自動的に太陽熱収集器や植林に投資するのが、持続
可能な利用の仕方ということになる）。
c.「汚染物質」の持続可能な排出速度は、環境がそうした物資を循環し、吸収し、無害化
できる速度を超えるものであってはならない（たとえば、下水を川や湖に流す場合には、
水性生態系が栄養分を吸収できるペースでなければ持続可能とはいえない）。
a.は自然の再生産能力、b.は資源の有限性、c.は自然が有する浄化能力に関する原則であ
る。現代の大量生産は化石燃料や鉱物資源等の枯渇性資源の大量消費に依存した活動であ
ることから、b.の原則を脅かすパターンであり、利用する資源が再生可能な資源の場合には、
a.の原則を脅かすパターンとなる。また、大量消費・大量廃棄は、c.の原則を脅かすパター
ンである。
（２）自然の浄化能力を超える廃棄物処分量
現実に原則 c.を脅かす状態とはどのようなことであろうか？自然の物質循環が有する廃
棄物の浄化能力を測る指標としては、生物による物質の分解能力などが想定されるが、廃
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棄物との関連を見る上では、生物による廃棄物の分解の場としての最終埋立処分地の確保
可能量が挙げられる。よって、原則 c.を脅かすという状態は、現実的には最終埋立処分地が
不足するという事態を想定することができる。現実に、人口密度の高い先進国を中心に、
廃棄物発生量の増加とともに最終埋立処分地の逼迫という問題が顕在化している。例えば、
我が国の平成 20 年の産業廃棄物の最終処分場容量の残余年は 8.5 年となっている。平成 5
年ではこの残余年数はわずかに 2.5 年であった。残余年数の増加は、産業廃棄物の最終処分
量の減少によるものである。残余年数が増加したとはいえ、現状の残余年数では不足状態
という評価が下されている（財団法人日本産業廃棄物振興センター ウェブサイト 2011）。
（３）循環型社会形成への歩み
1992 年に開催された「開発と環境に関する国連会議（リオ・サミット）」で採択された「ア
ジェンダ２１」には、「持続可能な消費と生産（Sustainable Consumption and Production
〈SCP〉）」という考え方(3)が示され 、国連環境計画（UNEP）等の国際機関においてその
考え方の普及が図られている。SCP とは、「将来世代の需要を損なうことなく、基本的な需
要が満たされ、より質の高い生活を支える製品とサービスを利用することである。すなわ
ち、その製品とサービスが、ライフスタイルの全過程において、資源と有害物質の利用、
廃棄物と汚染物質の排出を最小限に抑えるものでなければならない」という考え方である。
ここに示された、「資源と有害物質の利用、廃棄物と汚染物質の排出を最小限に抑えた消
費や生産」を実現する取組として、特に 1990 年代以降に先進各国を中心にリサイクルの制
度化が進められた。ＥＵでは、1994 年 12 月に「容器包装指令」、2000 年 10 月に「自動車
リサイクル指令」、2003 年 2 月に「電気・電子機器リサイクル指令」、及び「有害物質使用
制限指令」がそれぞれ発令され、各国での国内制度化が進められてきた。特にドイツでは、
ＥＵ指令による製品別の法整備とは別に、1994 年に「循環経済廃棄物法」(Closed Substance
Cycle and Waste Management Act)が制定されている。その内容は、廃棄物の適正処理以
前に廃棄物の排出抑制を求めるという先駆的な政策の導入であった。取組の優先順位を排
出抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、回収（Recover）とし、この制度によって、製造業者
は廃棄される部分ができる限り少ない製品を開発し、リサイクルによって資源の有効利用
を図ることが求められた。アメリカでは、岡澤（2010）によれば、土地面積の小さな東部
の州などを中心に最終処分場の設置が次第に困難になりつつあるが、国家全体としてみれ
ば最終処分場が逼迫しているという状況ではない。そのため、廃棄物の排出抑制やリサイ
クルによる循環型社会形成はそれほど重要な政策課題とはなっていない。したがって、ア
メリカではリサイクル等を強制する法制度はなく、廃棄物の排出抑制やリサイクルは市民
の自主性に委ねられた活動となっている。資源回収や再生は市場経済を通じて行われるべ
きとの発想である。リユース市場は日本やＥＵよりも発達しており、中古車価格は日本の
数倍以上であり、平均使用年数は約 18 年と日本の平均使用年数の 11.7 年に対してかなり
長い。リサイクルパーツの利用率も高いという。我が国では、2000 年に「循環型社会形成
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推進基本法」が制定され、排出抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用（Recycle）と
いう取組の優先順位を示し、これらの組合せを３Ｒと称している。これに前後して製品別
のリサイクル法も制定されている。1997 年 4 月に「容器包装リサイクル法」、2001 年 4 月
に「家電リサイクル法」、2005 年 1 月には「自動車リサイクル法」がそれぞれ施行されて
いる。政策の効果を測るために、資源生産性(4) 、循環利用率(5) 、最終処分量(6) をモニタリ
ング指標としており、環境省（2011）によれば、各指標とも順調に改善傾向にある。資源
生産性は、平成 2 年以降、概ね上昇傾向にあり、平成 19 年度には 36.1 万円／トンであり、
平成 12 年度の 26.3 万円／トンから 37%上昇している。循環利用率も平成 2 年以降、概ね
上昇傾向であり、平成 19 年度には 13.5%となり、平成 12 年度の 10.0%から 3.5%上昇して
いる。最終処分量は、平成 2 年以降、概ね下降傾向であり、平成 19 年度には 2,700 万トン
となり、平成 12 年度の 5,700 万トンから 53%も減少している。我が国は、循環型社会形成
という政策目標の下での取組において大きな成果をあげたといえる。
（４）３Ｒという概念の国際的な普及
我が国は、３Ｒを制度化し、資源生産性や循環利用率、最終処分量の改善に大きな成果
を上げたという経験を踏まえて、３Ｒの取組を中心とした循環型社会形成を世界に普及す
る活動を進めている。その軸となる活動は、３Ｒイニシアティブであり、2004 年 7 月にア
メリカのジョージア州シーアイランドで開催された G8 サミットにおいて、我が国が提言し
採択された。３Ｒイニシアティブの主な活動は、2005 年 4 月の東京での３Ｒイニシアティ
ブ閣僚会議、及びその後の高級事務レベル会合（２回開催）等での議論であり、2008 年の
神戸での G8 環境大臣会合において、それまでの議論をふまえた「神戸３Ｒ行動計画」がま
とめられている。この行動計画では、３Ｒは資源の有効利用を促進し、環境と経済の両立
を図る取組であるとの認識のもと、各国はそれぞれの状況に応じて適切な行動をとること
に合意した。具体的な行動としては、先進国は特に資源生産性を向上させるための目標を
設定し、具体的な取組を進めることが求められている。また、途上国における３Ｒへの取
組については、先進国は途上国の能力向上を支援し、技術移転や情報共有を進めることが
求められている。さらに、適正な国際資源循環の実現のために、途上国ではリユース可能
製品や再生可能資源の環境面での適正管理が必要であり、そのための先進国の支援も求め
られている。また、再製造製品の貿易自由化を進めることも示されている。この行動計画
は、同年７月の北海道洞爺湖サミットの首脳宣言において、首脳らの支持を受けている。
この一連の会合では、先進国とともにアジア諸国を中心として途上国も出席しており、３
Ｒという概念の国際的な普及が進められた。
１－２．循環型社会の基本的条件
ここで循環型社会が成立するための基本的条件に関して、原理的な考察によってリサイ
クルに関する市場の基本的な条件について把握を行う。図 1-1 に、廃棄物の発生から収集・
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運搬、中間処理、最終処分までの流れを示す。リユースは、廃棄物発生の前段階としてこ
こでは省いた。発生した廃棄物の処理については、収集・運搬を経て、図１-1 に示す３つ
の方法を選択することができる。すなわち、廃棄物の中から有用物をリサイクルするか、
焼却処理を行うか、直接埋立を行うかである。いずれを選択するかは、それぞれの処理費
用の比較によって費用が最小である処理が選択される。各費用構造は以下の通りである。
図 1-1． 廃棄物の適正処理・処分のフロー
・リサイクル費用＝分離・抽出費用
＋環境汚染防止費用
－リサイクル資源販売収益
＋リサイクル残渣埋立費用
・焼却費用＝焼却そのものの費用
＋環境汚染防止費用
－リサイクル費用（焼却残渣中の有用物リサイクル）
＋焼却残渣埋立費用
・直接埋立＝最終処分埋立費用
３つの処理方法ともその量は異なるが最終埋立処分費がかかり、最終埋立処分場の希少
性が高まる中ではこの費用は上昇していくため、できる限り最終処分量が少なくなる処理
方法が選択される。また、リサイクルには、廃棄物中の有用物質を取り出すための分離・
抽出等の費用がかかる。加えて、廃棄物中の環境汚染物質や汚れの除去等のために環境汚
廃棄物発生 収集・運搬 リサイクル
焼却
リサイクル市場
循環資源の輸入 循環資源の輸出
製造業等
最終処分（埋立）
＜中間処理＞
リサイクル残渣埋立
焼却残渣埋立
直接埋立
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染防止費用が必要となる。最終的にはこれらの費用とリサイクル資源の販売収益との差額
が、リサイクル費用となる。焼却の場合にも、焼却そのものの費用に加えて、焼却にとも
なう環境汚染防止費用が必要となる。最終的には、これらの費用から焼却残渣のリサイク
ル利用による収益との差額が、焼却の費用となる。直接埋立は、中間処理を行わないので、
最終処分埋立量が最も多くなる方法となる。ところでリサイクル資源価格は、天然資源価
格や輸入されるリサイクル資源の価格などにも影響を受けるため一定ではない。一般に、
天然資源価格が高騰すれば、リサイクル資源価格も上昇するが、天然資源価格が下がった
場合には、リサイクル資源が有価で取引できなくなり、費用を支払って、処分を行うよう
になる(7)。つまりリサイクル費用は、これらの市況の影響を大きく受けることになる。
さて、上記のような市場が適正であるための条件を整理するために、まず不適正な市場
のケースを想定してみる。先述のフローは、いわば廃棄物処理・処分サービスを提供する
プロセスであり、排出者の立場からは、最も価格が安くかつ信頼のあるサービスの購入を
行おうとする。そこで生じる不適正な行為は、処理事業者が処理費をもらいながら費用が
かかる処理を行わず、受け取った廃棄物を不法投棄する、あるいは海外に不法輸出を行っ
て大きな利潤を得ようとする場合が想定される。また、不法投棄ではなく、一部の費用を
削減するために、例えば環境汚染防止の措置を行わない等の不適正処理が想定される。
これらの不法投棄、不法輸出、不適正処理は、細田 （2010）によれば、その根源的な問
題の一つが、市場の中の情報の非対称性にあることを指摘している。情報の非対称性には
２つあり、１つが、廃棄物に関する組成等の内容に関するデータについて、排出者あるい
はその製品の製造者が最も詳細な情報を有しているにもかかわらず、そのような情報が処
理事業者に提供されないため、効率的で適正な処理ができない場合があるというものであ
る。廃棄物には、有用な資源が含まれる場合があると同時に、有害物質等も含有されてい
る場合があり、不適切な廃棄物処理によって環境汚染が生じる可能性がある。細田（2010）
は、廃棄物が有するこれらの特性を潜在資源性及び潜在汚染性と定義している。製造業者
や排出者と処理業者の間に廃棄物の潜在資源性と潜在汚染性に関する情報の非対称がある
ために、リサイクルや焼却、最終埋立処分等の段階で汚染が除去しきれず、リサイクル市
場の質を低下させることにつながる。また、２つ目の情報の非対称は、処理事業者が排出
者に対して適正な処理を実施したことに関する情報提供が不足している点である。処理事
業者は処理の効率化によって競争力を向上させることが求められるが、不法投棄や不適正
処理などによって利益を得ようとする不正事業者が生じる可能性がある。排出者は、処理
事業者に処理費を払って廃棄物処理サービスを購入した後は、移管した廃棄物が適正に処
理されたか否かについて情報を得ることができず、排出者側からの不正事業の監視ができ
ない。価格のシグナルだけで市場のアクターは動くため、いわゆる悪貨が良貨を駆逐する
ことになりかねない。
第１の情報の非対称の解消に向けて、生産者にその製造品の使用済み後の適正な処理責
任を負わせる拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility: EPR）という考え方(8)
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によるリサイクル制度が導入されている（細田 2010）。実際にＯＥＣＤの諸国では、この考
え方に基づいたリサイクル制度の構築を行ってきている (9)。EPR によって、製造業者は、
使用済み製品の適正処理に関して責任を負うため、製品に関する情報を処理事業者に提供
して、不適正な処理によるコスト増を抑える動機づけが働く。第２の情報の非対称の解消
については、排出者が処理の各段階での適正な処理を確認することを義務付けた廃棄物マ
ニフェスト制度の導入が行われている。排出事業者は、処理の各段階で、処理事業者が適
切に処理をした証明であるマニフェスト伝票を回収し、必要なマニフェストが排出者の手
元にあることによって、最終的に適正な処分が完了したことを確認するものである。
また、EPR は、第１の情報の非対称の解消だけでなく、使用済み後の処理コストが低減
できるよう製品の設計段階からリサイクルのしやすさや有害物質の使用を抑えた製品設計
への動機づけが生じることになり、製造業者は製品に関連する物質フロー全体の制御を行
うことになる。この点で、EPR は適正なリサイクル市場管理を行うために重要な政策措置
であるといえる。
以上の考察から、適正なリサイクル市場の基本的な条件は、市場の中の情報の非対称の
解消するための制度であり、EPR や廃棄物マニュフェスト制度はその主要な制度であると
位置づけることができる。この他、廃棄物の回収・中間処理（リサイクル含む）、最終処分
といったことが適正に実施できる基本的なインフラの整備が必須であり、これは、主に行
政主導の分野である。また、回収、処理・処分に関する適正な技術についても重要な条件
であることは言うまでもない。途上国の循環型社会形成においても、以上のような適正な
リサイクル市場の基本的条件をいかに満たしていくかが重要な論点となる。
１－３．経済発展と廃棄物問題
途上国における廃棄物問題や廃棄物管理システムを概観し、経済発展段階の差異に着目
した廃棄物管理能力形成の分析的視点の抽出を行う。
（１）経済発展段階と廃棄物発生量
近年、アジア地域諸国などをはじめとして、途上国では急激な経済発展を遂げてきてお
り、工業化や都市化が進展する国々では都市部を中心に廃棄物発生量が増加している。田
中 （2011）は、2050 年までの世界の廃棄物発生量を推計しており、2010 年の世界の廃棄
物発生量は 104.7 億トンと推定され、これが 2025 年には約 148.7 億トン、2050 年には約
223.1 億トンであり、2010 年から 2050 年の間に 113.2％増加することが予測されている。
Imura et al.（2005）によれば、経済発展段階に応じて一人・一日当たりのごみ発生量が異
なり、先進国は 1kg/人・日を越えており、低開発国ではその半分程度であるという。この
点は、AIT/UNEP RRC.AP （2010）においても同様の分析がなされており、一人・一日当
たりのごみ発生量は所得が上昇するほど増加することが示されている。さらに、AIT/UNEP
RRC.AP （2010）は、廃棄物組成の特徴として、所得が高くなるほど食品廃棄物の含有割
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合が低下していく傾向があることを示している。これは、所得が増加すると一人・一日当
たりごみ発生量が増加するとともに、紙やプラスチック等の無機物の廃棄物含有割合が増
加し、相対的に食品廃棄物の含有割合が下がっていくためである。ごみの組成は、経済発
展に伴う産業構造やライフスタイルの変化を反映している。つまり、廃棄物の発生量は経
済発展とともに増加し、その組成において高度な処理を要する物質の含有割合が高まって
いくのである。
一方で、Imura et al.（2005）によれば、都市ごみの回収率は、所得が上がるほど高くな
り、先進国では 95-100%であるのに対し、低開発国では 70%以下となっている。リサイク
ルの主な担い手は、途上国ではインフォーマルリサイクルセクターが占める割合が大きく、
所得が下がるほどその割合が大きくなっている。中西（1995）や速水（2006）が示すよう
にインフォーマルリサイクルセクターは都市貧困の温床となっている。また、Imura et al.
（2005）によれば、地方自治体財政における廃棄物管理の支出割合は、低開発国の都市で
は 15～40%であり、新興国の都市で 5～25%、先進国の都市で 1～5%と、廃棄物管理は先
進国よりも途上国の方が地方財政の圧迫要因となっている。つまり、途上国においては、
経済発展とともに廃棄物発生量が増加し、その処理内容も高度になっていくにもかかわら
ず、廃棄物処理やリサイクルに関する公的なシステムが不十分で非常に脆弱な状態なので
ある。
（２）途上国の廃棄物管理システム
AIT/UNEP RRC.AP （2010）は、アジア諸国(10) を対象に各国の廃棄物管理の現状を整
理している。それによると、アジア各国では廃棄物管理に関するなんらかの法整備が進め
られており、３Ｒについても、日本、韓国、シンガポール、マレーシア、フィリピン等は
既に関連する法整備を行っている。またインドネシアやベトナム等は国際機関等の支援を
受けながら３Ｒに関する国家戦略を策定しつつある。ただ、法や国家戦略等の整備が進ん
でも、所得の低い国では資金、技術、行政能力等の不足によって実際の執行能力が低いこ
とが課題である。都市ごみの収集、分別、処理、処分については、ほとんどの国において
地方自治体が管理主体となっており、中国では地方自治体から独立した専業の公社が管理
主体となっている。一方で、廃棄物処理施設の建設や運営において民間企業の役割の重要
性が増している。具体的には、地方自治体が廃棄物処理に関する事業権を民間企業に与え、
民間企業が廃棄物処理施設の建設からその運営事業を行うケースがみられる。処理技術に
ついては各国様々である。分別に関しては、先進国以外は手作業による分別が多い。中間
処理については、焼却処理を行う国は、日本、韓国、シンガポール等であり、他の国では
コンポスト化(11)や野焼き(12)を行っている国もある。また、最終処分については、先進国で
は衛生管理型の最終埋立処分が行われているが、他の国ではほとんどがオープンダンピン
グ(13) である。オープンダンプは、環境及び公衆衛生面で必要な対策をとっていないため、
浸出水による表流水や地下水の汚染、悪臭、衛生害虫獣の繁殖などが発生する。このよう
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な環境は、オープンダンプでごみの収集を行うウェイスト・ピッカーに重大な健康被害を
もたらしている。
３Ｒに関する取組は、先進国と途上国では大きく異なる。例えば、日本や韓国では、3R
を基本的な考え方とした廃棄物政策を進めており、その実施においては、行政主体の廃棄
物管理から、民間の活力を導入した効率的な廃棄物管理へと移行することを目指している。
このような観点から、関連する環境産業の育成やリサイクル市場の育成も図られている。
一方、途上国では、資金や技術の不足などから行政による廃棄物管理が充分ではなく、信
頼のある民間事業者も多くはない。また、先述したように、収集サービスやリサイクル活
動において、ウェイスト・ピッカーなどのインフォーマルリサイクルセクターの占める割
合が大きく、途上国経済において貧困層を中心に一定の雇用を保っていることが大きな特
徴である（AIT/UNEP RRC.AP 2010）。ウェイストピッキングは廃棄物処理の様々な段階
で行われている。ガラス容器、プラスティックボトル、金属など経済的価値の高い資源は、
戸別に個人や廃棄物処理業者が収集する。その他の有価物は歩道脇のごみ容器の中から、
あるいは埋立地でウェイスト・ピッカーによって選別回収されている（McDougall et al.
2004）。
１－４．循環型社会形成とリサイクル資源貿易
近年、アジア地域を中心にリサイクル資源貿易が拡大してきている。リサイクル資源貿
易によって、各国で資源の有効利用が進み、基本的には、市場全体での資源効率性が高ま
ると考えられる。しかし、現実のリサイクル資源貿易には、汚染性の高い廃棄物が含まれ
ることにより途上国への環境汚染輸出リスクを有する。本項では、リサイクル資源貿易が
輸入国な輸出国内のリサイクル市場に及ぼす影響やリスクについて整理を行う。
（１）リサイクル資源貿易が途上国へ及ぼす影響
①不適正な処理による環境汚染、健康被害
先進国では相対的にリサイクル資源のストックが豊富であるため、リサイクル資源の回
収促進を図るほどリサイクル資源の供給過剰になる可能性が高く、結果的にリサイクル資
源が先進国から需要のある途上国へと輸出される傾向(14)にあると考えられる。輸出先であ
る途上国におけるリサイクルの主な担い手はインフォーマルセクターである。インフォー
マルセクターは充分な処理設備や技術を有しておらず、処理の過程で発生する環境や健康
への悪影響に充分な配慮ができていない場合が多い。特に、廃家電や廃パソコンなどのい
わゆる e-waste は有害物質を含んでおり、これらの廃棄物から金属をとりだす作業が、不
適切な技術や設備で実施されることで、環境や健康に重大な悪影響を及ぼしている。先進
国から途上国に輸出されたリサイクル資源や使用済み製品は、結果的にこれらのインフォ
ーマルセクターの手によって解体や分別が行われるため、リサイクル資源貿易は先進国か
ら途上国への環境汚染輸出リスクを有しているといえる。Puckett et al.（2002）によれば、
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潜在汚染可能性が高いリサイクル資源についての規制が無ければ、市場原理に従って最も
規制の緩い国に e-waste 等の有害廃棄物が流れ着くことになり、このような場合には
e-waste の輸出を止めるべきであると主張している。Puckett et al.（2002）は、汚染の具
体的な事例として中国の Guiyu における不適正な処理事例を紹介している。Guiyu ではコ
ンピュータの解体が、町の郊外の河川沿いで実施されており、ワイヤーから銅を回収する
為の野焼きが行われ、手作業で分解された部位から有用な金属を回収する為に酸化還元反
応による回収が行われている。大量の処理残渣は河川岸や道路などに投棄されている。野
焼きによる大気汚染や河川岸に投棄された残渣による河川の水質汚染が問題となっている。
また、汚染された河川や池から採取した魚を地元の人々が食べており、間接的な健康被害
の懸念もある。実際に汚染された河川水のサンプルを採取して汚染濃度の調査を実施した
ところ、例えば、そのサンプルの鉛の含有量は WHO（世界保健機構）が飲料水のガイドラ
インにて示した基準の 2,400 倍に達していた。
②不正貿易と貿易障害の発生
廃棄物の輸出入は基本的にバーゼル条約 で禁止(15)されている。バーゼル条約下では、リ
サイクル目的であることを貿易当事国が承認した場合にのみ貿易が許可される。ところが
鉄スクラップなどの合法的なリサイクル資源に有害物質を含む廃棄物を混載して輸出を行
う偽装貿易が発生している。水際で阻止できない場合には、途上国において不適正な処理、
不法投棄などが行われ、環境汚染や健康被害の原因となる。日本からの不正貿易の事例と
しては、中国の青島における不正な廃プラスチック輸入があげられる。2003 年、日本から
中国の青島に持ち込まれた廃プラスチックが中国の法規、規制基準に違反したものである
ことが発覚した。この事件を契機に、中国政府は 2003 年 5 月 8 日付けで日本からの廃プラ
スチックの輸入を全面的に禁止したのである。不正貿易の手口には、通関手続きなしで輸
入する行為である密輸と、不正でない商品に不正なものを混載して、合法な貿易であるこ
とを装う偽装貿易がある。密輸の実態はなかなかつかめないが、広東省への e-waste の密
輸は良く知られた事例である。以上の例のように、不正貿易のために正式な市場で流通し
ているものまでが輸入規制対象とされる場合があり、実質的に貿易障害となっている事例
もある。
また、途上国は所得水準が低いため、新製品を購入するよりも中古品を長期にわたって
利用する。このような背景から使用済みの家電、パソコン、自動車など様々な商品につい
て国際的な中古品市場が形成されている。しかし、先進国から廃棄物同然の使用済み家電
製品が中古品として偽って輸出される場合があり、輸入した途上国での不適正な処理や不
法投棄によって環境汚染や健康被害が発生する。このように途上国への中古品輸出は、結
果的に環境汚染輸出となるリスクを孕んでいる。
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（２）リサイクル資源貿易が輸出国内のリサイクルセクターに与える影響
（１）で示したような途上国でのリスクの顕在化に加えて、輸出国側のリサイクルセク
ターに及ぼす負の影響がある。例えば、中国向けを中心とする PET ボトルの海外輸出需要
の急増によって、我が国国内の PET ボトルリサイクルの関連産業の経営が危機に瀕すると
いう状況が発生した。我が国では、容器包装リサイクル制度下で、廃 PET ボトル→市町村
による回収→市町村から指定法人への引渡し→再生品化業者、という PET ボトルのリサイ
クルルートが構築されている。しかし、PET ボトルがこのリサイクルルートから外れて、
海外へ輸出され、輸出量が急増することで結果的に国内の再生品化業者に渡る原料が不足
し、「ボトル to ボトル」のリサイクル工場が操業停止に追い込まれた事例がある。こうした
問題への対策として、政府は市町村に指定法人への円滑な引渡しに関する協力を求めてい
った。
Satake et al.（2010）は、リサイクル資源の市場均衡モデルを構築して、上記のような
リスクが生じるメカニズムを説明している。具体的には、制度下でのリサイクルルートを
指定法人ルート、市町村が指定法人以外の事業者と取引するルートを独自処理ルートと定
義して、２つの市場が連関した均衡モデル構築することで、PET ボトルの輸出価格の上昇
が独自処理量の増加と指定法人処理量の減少をもたらすことを解明している。加えて、独
自処理ルートへの流れを抑制し、指定法人処理への流れを強化する取組に関する経済厚生
分析も行っている。その結果、リサイクル資源の国際市場価格変動を安定化することがで
きれば、国内で閉じた資源循環よりも国際資源循環の方が経済的厚生を高める可能性があ
ることを導いている。しかし、こうした分析には、次の点を考慮する必要性も指摘してい
る。第一に環境汚染輸出リスク、第二に国内での資源循環促進がリサイクル技術開発を促
進する効果、第三に PET ボトルの回収費用は行政が負担していること、である。
（３）リサイクル資源貿易に関する国際的な議論
３Ｒイニシアティブの議論のまとめである「Ｇ８環境大臣会合３Ｒ行動計画」では、「国
際的な循環型社会の構築」に向けて次のような方策の実施を求めている。第一に健全な国
際資源循環のための連携を掲げ、各国内での循環型社会形成を優先させること、また、有
害廃棄物の越境移動を規制するバーゼル条約の規定を尊重すること、という２つのセーフ
ガードが実施される場合において、環境影響の低減と資源の有効利用に資するリサイクル
資源貿易を推進することとしている。第二に、３Ｒに関係した物品・原料・製品等の国際
流通の推進を掲げ、各国での廃棄物の定義の差異を是正する努力を行うこと、再製造製品
や環境配慮型設計製品の国際的な流通促進を図ること、国際的資源循環で流通する物品や
サービスの信頼性を確保するための情報を共有すること、有害廃棄物処理能力がない途上
国から、有害廃棄物を処理能力のある先進国へ輸出し適正に処理する協力を進めることと
している。
以上の内容は原則的なものであり、具体的にリサイクル資源貿易がもたらすマイナスの
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影響を解消する手立ては示されていない。当然、個別のケースで解決を図り、個別ケース
の経験を共有しながら抜本的な解決方法を模索することになるのだろう。国際社会は条件
付きでリサイクル資源貿易の推進を奨励する一方で、Amit Ray （2008）は、あくまでマ
イナスの影響があるのならばリサイクル資源貿易は制限すべきであり、この貿易を制限し
ても途上国経済の発展の障害にはならないと主張している。今後は、リサイクル資源貿易
が有する環境汚染輸出リスクが発生するメカニズム等について分析を深め、より具体的な
対処を検討していく必要がある。特に、リサイクル資源貿易による環境汚染輸出は、先進
国の循環型社会制度の抜け道として貿易が利用され、リサイクル資源の輸入国である途上
国の不十分な廃棄部管理能力とが連関して発生する。途上国の廃棄物管理能力形成は、経
済発展段階に応じた取組を進める必要があることから、この点を考慮したリサイクル資源
貿易の管理体制などを検討していく必要がある。
１－５．途上国における循環型社会形成の問題構造
以上のように、途上国では経済発展に伴う廃棄物処理ニーズの高まりに対して、現実の
処理能力が十分に備わっていない状態であることが明らかである。途上国では廃棄物管理
が地方財政の非常に大きな圧迫要因となっていること、所得の低い国ほどインフォーマル
リサイクルセクターがリサイクルの担い手であることなどが、途上国における廃棄物・リ
サイクル処理システムが非常に脆弱であることを示している。こうした脆弱なシステムは、
外部不経済をもたらす。その深刻な例が、インフォーマルリサイクルセクターによる
e-waste の処理である。e-waste には貴重な金属類が含まれていると同時に、処理困難で有
害な物質も含まれている。彼らが、不十分な技術や装備で e-waste を処理するために環境
汚染や健康被害が生じているのである。また、こうした脆弱な廃棄物・リサイクル処理シ
ステムはリサイクル資源貿易との関わりにおいても、社会的なリスクを有していることは
１－３．で示したとおりである。先進国では循環型社会制度の整備が進められているもの
の、細田（2010）が指摘する循環型社会が有する情報の非対称性によって、リサイクル資
源貿易が先進国の国内リサイクル制度の抜け道となる可能性がある。この抜け道が途上国
の脆弱な廃棄物・リサイクル処理システムとつながるときに社会的リスクが顕在化する。
こうした社会的リスクを回避するためには、基本的には行政が規制や財政的な措置など
によって廃棄物処理やリサイクルの能力向上を図ることが必要となる。しかし、多くの途
上国では行政における体制や財政的な要因によって政策遂行能力に大きな制約がある。途
上国における循環型社会形成はこうした制約下で、上記のような社会的リスクの適正な管
理が求められているのである。
22
２．先行研究と本研究の目的
２－１．先行研究
途上国における循環型社会形成の問題構造をふまえると、その脆弱なリサイクルセクタ
ーの能力形成が重要な政策課題であることが明らかである。したがって以下に途上国にお
ける脆弱なリサイクルセクターに着目し、そのリスク要因分析とリスク管理方策に関する
先行研究を整理する。
（１）リスク要因
まず、脆弱なリサイクルセクターが有する社会的リスク要因としては、このセクターが
貧困の温床であることと、貧困で零細な経営主体であるために環境汚染や健康被害を生じ
やすいという点が挙げられる。こうした都市インフォーマルリサイクルセクターの内部構
造に関する研究として、中西（1995）や速水（2006）は、都市貧困層が生業として従事す
る廃品回収業において、貧困の再生産が生じていることを明らかにしている。また小島ら
（2008）は、アジアの途上国を対象に各国のリサイクルの現状と課題を整理している。さ
らに Medina（2007）は、世界各国のインフォーマルリサイクルセクターの歴史的経緯や現
状を分析し、その社会的な役割を積極的に評価し、社会的に重要なセクターとしてフォー
マルな社会システムの中に組込むことを提唱している。都市インフォーマルリサイクルセ
クターが有する環境汚染や健康被害リスクについては、数多くの研究実績が有り、特に
e-waste の処理の現状や問題点について国際機関による現状分析レポートがある。
以上の研究は、各国の都市インフォーマルリサイクルセクターがもたらす社会的リスク
についての現状や内部要因に着目した分析が中心である。逆に、こうした問題と外部要因
との関係を分析した実績は非常に少ない。先述のように、こうしたリスクは、経済発展に
伴って変容する廃棄物・リサイクル処理ニーズと、その処理能力との間に生じるギャップ
がもたらす。この点を踏まえると、経済発展にともなう生産・消費・貿易などの構造変化
とこの問題との関係を分析する必要がある。
途上国内での処理能力の不足に加えて、リサイクル資源貿易に伴う環境汚染リスクが顕
在化している。有害性のある廃棄物の輸出入については、国際条約であるバーゼル条約に
もとづいた規制・管理が行われている。しかし、中古品として、あるいは部品のリユース
目的で輸出される廃自動車、廃家電等については規制対象外となっている。そのため、廃
棄物同然の製品を中古品に偽装して輸出したり、スクラップ類に混入させる等の手段で、
途上国への不適正な輸出が行われている。各国のインフォーマルリサイクルセクターがそ
うした輸入品を処理することで環境汚染や健康被害が生じている。小島ら（2010）は、リ
サイクル資源貿易が有する汚染リスクについて、アジア各国の現状と課題やバーゼル条約
の運用上の課題を分析している。Basel Convention（2011）は西アフリカが関わる e-waste
貿易を対象とし、Wang et al.（2013）は中国に関わる e-waste 貿易を対象として、環境汚
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染などの社会的リスクの現状を分析している。
こうしたリサイクル資源貿易の環境汚染リスクへの対応として、例えば、竹歳（2009）
は、リサイクル資源についての二国間の部分均衡モデルを用いた余剰分析により、環境汚
染という外部不経済に対処する為に、貿易自体は制限せずに国内の歪みを是正することが
ファーストベストであることを確認している。
佐竹・斉藤（2011）は、リサイクル資源貿易の経済厚生分析によって、輸出国には、通
常の貿易の利益に加えて、それまで廃棄処分に要していた費用と公的なリサイクルに要し
ていた費用が節約されるという利益があることを示している。さらに輸入国については通
常の貿易の利益があるものの、途上国の場合には、インフォーマルリサイクルセクターに
関する外部不経済リスクがあることを考慮した政策が必要であることを示している。そし
て、以上のような環境リスクについて、各国内におけるリスク回避措置が最善策であると
した上で、国内での回避措置が困難であれば、貿易制限が正当化されうることを指摘して
いる。
Copeland（1991）は、廃棄物の貿易を廃棄物処理サービの貿易と捉えることで、そうし
た貿易は比較優位によるものであることを説明している。また、廃棄物の輸入によってそ
の国の廃棄物処理セクターで汚染などの外部不経済が生じている場合には、対策として廃
棄物処理セクターに対する課税や規制強化を行うよりも、関税を上げるといった貿易制限
を行う方が、海外からの廃棄物流入フローと国内での不法投棄を減少させる効果が高いこ
とを示している。なぜなら、課税や規制強化は不法投棄の誘因となって結果的に汚染を増
加させる可能性があるためである。つまり国内政策では外部不経済を完全には制御できな
い場合には貿易制限が必要であることを示したのである。
同様の研究として、Puckett et al.（2002）は、潜在汚染可能性が高いリサイクル資源に
ついての規制が無ければ、市場原理に従って最も規制の緩い国に e-waste 等の有害廃棄物
が流れ着くことになり、このような場合には e-waste の輸出を止めるべきであると主張し
ている。
以上の研究は、リサイクル資源貿易にともなう環境汚染リスクの現状分析が中心である。
経済発展に伴って変容する廃棄物・リサイクル処理ニーズとその処理能力との間に生じる
ギャップが社会的リスクをもたらすという点を踏まえると、経済発展とともに変容してい
くリサイクル資源貿易需要と都市インフォーマルリサイクルセクターとの関係ついても研
究を行う必要がある。
（２）リスク管理政策
細田（2010）は、循環型社会が抱える根源的なリスク要因として市場における情報の非
対称性を指摘し、こうした情報の非対称を解消するための生産連鎖上の管理システムの必
要性を指摘している。１－２に示したとおり重要な情報の非対称は2つあり、例えばe-waste
を例にとれば次の点が指摘できる。第一に、使用済み電気・電子機器に含まれる素材、有
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害物質や処理困難物等に関する情報について、その製品の製造業者が最も詳細な情報を有
しているのに対して、処理事業者には十分な情報提供ができないことである。情報不足の
処理事業者による不適正な処理によって環境汚染リスクが高まる。第二に、処理事業者が
e-waste の排出者に対して、適正な処理を実施したことに関する情報提供が不足しているこ
とである。つまり、排出者は e-waste の処理から最終処分までのプロセスを監視できず、
不適正な処理、不法投棄、不法輸出に関するリスクを管理することができないでいる。以
上のような情報の非対称によるリスクを管理する制度として、細田（2010）は EPR 政策や
産業廃棄物マニフェスト制度をあげている。EPR 制度は、生産者がその製造品に対して使
用済み後の適正な処理責任を負うもので、生産者責任にもとづく適正処理プロセスの中で
は産業廃棄物マニュフェストのようなシステムが不可欠になる。
実際に EPR の考え方は、ドイツや日本などを始め多くの先進国におけるリサイクル制度
の中で導入されてきている。途上国においても同様のシステムを導入することが考えられ
るが、途上国への導入には限界があるとの議論がある。小島ら（2008）は、アジア諸国の
廃棄物管理制度やリサイクルシステムの現状を踏まえた上で、EPR 政策の途上国への適用
について次のような課題があるとしている。第一に、途上国では責任を問うべき生産者や
輸入者を特定できない場合が多いという点である。途上国では、中古品や模造品の流通が
活発であり、生産者は小規模零細な修理業者などが多く、EPR の対象となる生産者を特定
することは難しい。第二に、途上国において生産者や輸入者を特定できたとしても、イン
フォーマルリサイクルセクターが、フォーマルな回収・リサイクル業者が市場で適正に機
能するための障害になるという点を上げている。Akenji et al.（2011）は、途上国では EPR
政策の運用に不可欠な廃棄物回収・処理に関する基本的なインフラや能力が不足している
点を挙げている。EPR を導入するにしても、それが機能するためには、自治体による廃棄
物回収システムや処理施設、適正なリサイクル技術、そうした技術を使える人材、リサイ
クル教育等があるとしている。また、Herat and Agamuthu（2012）は、途上国では、イ
ンフォーマルリサイクルセクターの役割が大きいため、先進国での EPR 政策導入事例を真
似することはできないとしている。むしろインフォーマルリサイクルセクターを社会的に
適正に機能させるような措置を優先し、EPR 制度は段階的に構築する必要があると説いて
いる。
以上の整理を踏まえると、循環型社会において情報の非対称がもたらす社会的リスクを
管理する制度が必要であり、途上国のリサイクルセクターの能力形成においても、そうし
た視点での研究が必要であるといえる。また、情報の非対称にともなうリスク管理として、
先進国を中心に EPR 制度の導入が進められており、途上国におけるその適用可能性につい
ても重要な研究課題である。しかし、途上国における EPR 制度の適用には上記のような課
題があり、今後の研究においては、EPR 制度の導入の前提となる条件や、それを満たすた
めの方策に関する研究も必要である。加えて、情報の非対称にともなうリスク管理方策と
して、EPR 以外の方策の可能性に関する研究も必要である。
25
２－２．本研究の目的
１．で把握した途上国の循環型社会形成の問題構造を踏まえると、脆弱なリサイクルセ
クターがもたらす社会的リスクの管理が重要な政策課題であることが明らかである。また、
２－１．の先行研究を踏まえると、リサイクルセクターの能力形成に関する分析において、
次の 2 点が重要な視点となる。第一に経済発展と廃棄物処理・リサイクル能力との間のギ
ャップが発生する構造的なメカニズムの解明である。そうしたメカニズムを踏まえたうえ
で、第二には、情報の非対称性がもたらすリスクを制御するシステムの導入可能性を検討
する必要がある。
したがって、本研究は、途上国における循環型社会形成の政策課題として、リサイクル
セクターの能力形成に焦点を当て、脆弱なリサイクルセクターをめぐる社会的リスクの発
生要因とそのリスク管理方策について分析を行う。リスク要因については、経済発展に伴
い生産・消費・貿易構造が変容するなかで、廃棄物処理・リサイクルニーズと廃棄物処理・
リサイクル能力との間のギャップが発生する構造的なメカニズムの分析を行う。また、リ
スク管理については、情報の非対称を解消する政策としての EPR 制度の途上国への適用可
能性を分析し、加えて EPR 制度を補完する政策の可能性について分析を行う。
３．本研究の分析枠組み
３－１．本研究の仮説
途上国における循環型社会形成の社会的リスクは、工業化による発展過程で、大量生産・
消費・廃棄型社会への移行にともない、発生する廃棄物の処理ニーズに対してその処理能
力とのあいだに大きなギャップが生じるためである。そのギャップがもたらす深刻な外部
不経済の顕著な例として先述の e-waste 処理に伴う問題がある。具体的なギャップの原因
は、都市貧困層が担う脆弱なリサイクルセクターと財政力や政策執行力に乏しい行政であ
る。このギャップは、経済発展に伴い生産・消費・貿易構造が変容するなかで生じるもの
で、e-waste 処理で示したような社会的リスクは、リサイクルセクターの内部要因に加えて、
外部構造的な要因によるところが大きいと考えられる。ところでこうしたリスクの管理に
ついては、一般に途上国の行政能力には財政や体制面で大きな制約がある。したがって、
行政とともにリサイクルセクターに関する生産連鎖上の産業主体と連携して健全なリサイ
クルセクターの育成支援を行うことが考えられる。生産連鎖上の産業主体とは、例えば、
e-waste を処理するリサイクルセクターを起点にすると、e-waste を供給する主体は電気・
電子機器の消費者や生産者であり、e-waste から抽出した金属資源を需要するのは素材産業
である。この場合、電気・電子機器の生産者と素材産業が連携すべき産業主体となる。
以上の点を踏まえ本研究は、「途上国におけるリサイクルセクターがもたらす社会的リス
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クは、経済発展過程上の構造的要因によるものである。その解決にあたっては、行政とと
もにリサイクルセクターに関する生産連鎖上での産業主体が連携した対処が必要である」
との仮説を設定し、その検証を通じて問題解決のアプローチを考察する。
図 1-2. 本研究の分析枠組み
３－２．分析枠組み
本研究は、図 1-2 で示すように、途上国のリサイクルセクターがもたらすリスク要因とし
て、経済発展による生産・消費・貿易の構造変化によるリサイクルセクターへの影響を分
析する。また、リスク管理方策では、生産連鎖上の産業主体との連携による能力形成に焦
点を当て、EPR 政策とともに、それを補完する政策としてリサイクルセクターの生産物を
調達する主体の調達責任に着目した方策の可能性を分析する。
本研究では、問題分析の対象を環境汚染や健康被害の深刻な e-waste 処理とした。また
計量的な分析においては、e-waste そのものに関するデータの利用可能性が乏しいことから、
鉄スクラップを指標として分析を行う。鉄スクラップはベースメタルとして製造業との連
関が深く市場に広く流通する資源であることから、妥当な指標である。
なお、本研究では以下のような用語の定義を行う。
循環資源：リユース及びリサイクルによる製品や資源
循環資源貿易：リサイクル資源とともにリユース品（中古品）を含む貿易
リサイクル資源：リサイクルによって抽出された資源
リサイクル資源貿易：リサイクル資源を対象とした貿易
リサイクル経済：リサイクル資源が流通する市場
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リサイクルセクター：
図 1-1 で示す、「収集・運搬（あるいは回収）」、「リサイクル（廃棄物から有用な資源
を抽出する作業）」「リサイクル残渣の処分」を行う主体であり、「収集・運搬（あるい
は回収）」に特化する事業者や「リサイクル」に特化する事業者が存在する。
（１）リスク要因分析
リスク要因分析については、仮説として示した「途上国におけるリサイクルセクターが
もたらす社会的リスクは、経済発展過程上の構造的要因によるものである。」との視点に立
ち、経済発展に伴うリサイクルセクターの構造変化とリサイクル資源の需給構造変化の分
析を行う。
①二重経済構造下での都市インフォーマルリサイクルセクターの発生
経済発展に伴うリサイクルセクターの構造変化として、都市インフォーマルセクターが
工業化に伴う農工間の労働移動過程で生じ、経済発展によって増加→衰退していくプロセ
スについて、事例分析による検証を行う。加えて、経済発展に伴うリサイクル資源の需給
構造特性について、低・中所得国段階では、輸入依存型で、発展とともに国内回収が増加
することも検証する。以上の分析により、経済発展段階によりリスクの諸相と要因が異な
ることを整理する。
②リサイクル経済の発展要因
リサイクル経済の発展要因を解明するために、ケーススタディーとして鉄スクラップを
取り上げ、その国内回収量の決定要因に関する計量分析を行う。貿易、生産、消費の拡大
によって、高所得国では鉄スクラップが供給過剰で、低・中所得国では供給不足であると
いう構造を明らかにする。
③リサイクル資源貿易とリサイクルセクターの社会的リスク
②で実証する「高所得国では鉄スクラップが供給過剰で、低・中所得国では供給不足で
ある」という状況を緩和するのがリサイクル資源貿易である。しかし、リサイクル資源に
汚染性の高い物質が含まれることで高所得国から低所得国への汚染輸出リスクが高まる。
この点を示すために、鉄スクラップの貿易構造に関する計量分析を行い、汚染性の高いリ
サイクル資源貿易パターンを明らかにする。
（２）リスク管理方策分析
リスク管理政策分析については、仮説として示した「その解決にあたっては、行政とと
もにリサイクルセクターに関する生産連鎖上での産業主体が連携した対処が必要である」
との視点に立ち、以下の作業仮説を設定し分析を行う。
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①リサイクルセクターの発展プロセスに応じた育成方策
途上国における都市部インフォーマルリサイクルセクターの主体は、小規模零細あるい
は個人生業であり、十分な設備や装備がないために環境汚染や健康被害が生じている。そ
うした脆弱な経営主体の能力形成には、「経営主体の規模の経済性が発揮できるような組織
化によって、汚染問題などへのコスト負担能力が高められ、同時に社会的な責任主体とし
ての規範的な行動を促す」ことが必要である。事例分析を通じて、こうした視点での政策
の妥当性の検証を行う。
②生産連鎖上の産業主体の連携によるリスク管理分析
途上国における環境分野の政策執行能力は、財政面や体制面での制約が大きい。したが
って、①で示した政策を効果的に実施するためには、行政とともにリサイクルセクターを
めぐる生産連鎖上の産業主体との連携が必要である。この点について、まずリサイクルセ
クターの後方連関産業である製品メーカーの責任を問う拡大生産者責任（EPR）制度の導
入可能性を分析する。次に、リサイクルセクターの前方連関産業である素材産業の調達責
任を問う CSR 調達システムの導入可能性を分析する。
途上国における EPR 制度の適用可能性については、家電製品に関する EPR 制度の事例
分析を通じて、基本的に EPR の対象となる製品の消費市場はあっても生産能力がない国で
は、EPR の適用には限界があることを明らかにする。
また、リサイクル資源の需要主体の調達責任に着目した政策の検討として、鉄スクラッ
プを対象とし、その最終的な需要主体である鉄鋼産業における CSR 調達システムの導入可
能性を考察する。鉄鋼業において中核的な企業が大規模な国営企業である場合と複数の民
間電炉企業である場合では、異なるアプローチが求められるが、いずれの場合も NGO やメ
ディアとの連携が必要であることを明らかにする。
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４．各章の位置づけ
各章の位置づけは以下のとおりである。
（第１章）
第１章では、循環型社会の定義と意義を明らかにし、途上国における問題の重要性を確
認する。そして、国際的な環境政策分野での循環型社会に関する論点を整理した上で、本
研究の問題設定、仮説、分析枠組みの整理を行う。
（第２章）
都市インフォーマルリサイクルセクターに関する社会的リスクは、「経済発展過程上の構
造的要因によるものである。」との視点に立ち、西アフリカ、アジア、中南米諸国を対象に
e-waste 処理で生じている問題の分析を行う。具体的には、各国で生じている問題と、経済
発展に伴うリサイクルセクターの構造やリサイクル資源の需給構造の変化との関係につい
て分析を行う。
第１章：
本研究の目的、問題設定、仮説、分析枠組みの明確化
第２章：
途上国の循環型社会の現状と課題分析
第５章：
リサイクルセクターの発展プロセス分析
第３章：
リサイクル経済の発展要因分析
第４章：
リサイクル資源の貿易構造分析
第６章：
途上国におけるEPR政策の適用可能性分析
第７章：
途上国におけるCSR調達政策の適用可能性
分析
第８章：
仮説の検証結果のまとめと政策的含意の整理
＜リスク要因分析＞ ＜リスク管理方策分析＞
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（第３章）
経済発展に伴うリサイクル資源の需給構造の変化要因を解明するために、事例として鉄
スクラップの国内回収量の決定要因に関するパネルデータ分析を行う。第２章では、事例
分析を通じて経済発展に伴うリサイクル資源の需給構造変化を把握するが、本章ではその
点を計量的に検証するとともに、変化をもたらす要因の抽出により、低・中所得国と高所
得国の鉄スクラップの国内市場に関する需給特性の差異を明らかにする。
具体的には、次の仮説を検証する。第一に中・低所得国では、工業製品や素材の希少性
が高いため、鉄スクラップの国内供給不足となり、高所得国では、逆に供給力過剰となる
こと。第二に低・中所得国では、工業の成長や消費拡大により鉄スクラップの需要は増加
するが、高所得国では、高品質な製品や素材への選好が強まるため、鉄スクラップの需要
は減少すること。第三に中・低所得国では、経済発展に伴う直接的な需要が大きな要因と
なるが、高所得国では、リサイクル制度や環境意識の高まりなどが、リサイクルを促進す
る要因となること。
（第４章）
リサイクル資源の需給構造の一環として、リサイクル資源の貿易構造を解明するために、
鉄スクラップを対象とした貿易特化係数分析を行う。また、分析を通じて汚染リスクの高
い貿易パターンの特定を行う。具体的には、第 3 章で検証した、「低・中所得国は鉄スクラ
ップの国内供給不足となり、高所得国は鉄スクラップの供給過剰となる傾向があること」
を踏まえて、低・中所得国では輸入特化となり高所得国では輸出特化となる傾向があるこ
とを検証する。
（第５章）
途上国におけるリサイクルセクターの発展プロセスに関する分析を行う。具体的には、
「事業主体の規模の経済性の発揮させるような組織化により、途上国のリサイクルセクタ
ーが抱える環境問題や労働問題への対処能力が高められ、社会的責任主体としての意識が
高まり規範的行動が促される」ことを仮説とした事例分析を行う。事例分析では、組織化
を促すような、ライセンス制度、インフォーマルリサイクルセクターの公的なシステムへ
の組込み、工業団地への囲い込みといった政策事例をとりあげ、「組織としての規模の経済
性が発揮され環境保全コスト等の負担能力が向上したか」、「社会的責任主体としての行動
が促されているか」、といった視点で分析を行う。
（第６章）
５章で示したような基本的な政策を進めるために、リサイクルセクターの生産連鎖上の
産業主体との連携による対処の可能性を分析する。まず６章では、製品の生産者責任を製
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品使用後の処理や処分にまで拡大するEPR 制度の途上国への適用可能性について分析する。
1990 年代から先進国において EPR 制度の導入が進み、各国で循環型社会構築が図られて
きた。一部の途上国でも EPR 政策の導入を進めている。しかし、途上国では中古品や模造
品市場が大きく、EPR を担うべき生産者や輸入者を特定できない場合が多いことから、EPR
政策導入に限界があることが指摘されている。本章では、こうした限界も途上国の条件に
よって異なるとの仮説のもとに、既に EPR 制度を導入しているナイジェリアと中国におけ
る EPR 政策運用の課題の分析を行う。
（第７章）
５章で示したような基本的な政策を進めるために、リサイクルセクターの生産連鎖上の
産業主体との連携による対処の可能性を分析する。7 章では、リサイクル資源の需要主体の
調達責任に着目し、需要主体における CSR 調達システムの導入可能性を分析する。
具体的には、CSR 調達システムの動向把握を踏まえて、CSR 調達システムの成立条件を
整理し、そうした成立条件の途上国における実現可能性を評価する。具体的な分析対象と
するリサイクル資源は鉄スクラップであり、その需要主体としての鉄鋼産業である。ここ
で想定する CSR 調達システムとは、サプライチェーン上の調達先に、環境面、社会面、経
済面で社会的責任主体として適正な企業活動を求めるもので、企業間の契約ではそうした
調達基準に基づくことを条件とする。こうすることで、サプライチェーン上からは、汚染
や児童労働など不適正な企業活動を行う主体を排除することができ、サプライチェーン上
の中核企業は必要に応じて調達先企業が適正な活動を行うための支援を行うイメージであ
る。金属リサイクルでは、例えば鉄スクラップの最終需要者である鉄鋼企業が中核となっ
て、CSR 調達システムを構築することを想定している。
（第８章）
第７章までの分析結果を踏まえて、本研究のリスク要因分析とリスク管理方策分析で明
らかとなった点を整理する。また、この整理を踏まえて、途上国における健全なリサイク
ルセクターの発展シナリオの提示を行う。
むすび
途上国におけるリサイクルセクターやリサイクル資源の需給構造に関する研究は、現状
を把握し問題を提起するための静学的な視点での分析が主流である。本研究は、そうした
研究分野に経済発展という動学的な視点を導入し、事例の比較分析に加えて計量的な実証
分析を行うことで上記のような様々な知見を得るものである。特に、途上国を対象とした
リサイクル市場に関する定量的なデータが乏しい中で、鉄スクラップを指標としてリサイ
クル経済に関する決定要因の計量的分析を行う点、貿易特化係数分析によって汚染リスク
の高い貿易パターンを特定する点等は、この分野において新しい分析アプローチである。
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さらに、リスク管理方策として、途上国へのEPR政策の適用が議論の主流であるところに、
CSR 調達システムというリサイクル資源の需要主体の調達責任を問うシステムの導入は、
全く新しい方法論の提示であると言える。
また本研究は、リサイクルセクターの生成・成長やリサイクル資源の需給特性の変化に
ついて、経済発展に伴う産業構造の変動要因との関連から分析を進める。その上で、経済
発展過程での循環型社会の意義や機能の変化を明確にしていく。この点で本研究は、経済
開発論の分野において、循環型社会形成が重要な概念であり分析対象であることを示すも
のである。さらに、リサイクル資源の需要主体の調達責任を問うシステムの分析は、環境
政策論において、リサイクル制度の基本的政策である EPR 政策以外の新たな政策の可能性
を示すこととなる。加えて、このシステムは、リサイクル資源貿易について直接的な貿易
規制を伴わない汚染リスク管理方策ともなりうる。この点で、貿易論において、貿易の利
益と環境保全の両立を実現するリスク管理方策の一つの可能性を提示するものである。
以上のように、本研究は、新しい分析アプローチや政策提示を行うことに貢献可能な内
容であると考える。
注
(1) 自然の物質循環の中にはごみは存在しない。人間社会においても資源の循環的な利用を
行いごみが発生しない社会をイメージしたもの。実際には、資源循環を進めてできるかぎ
り最終処分すべき残渣が少なくなるような社会ということになる。
(2) 本稿では、 廃棄物の収集、運搬、中間処理（焼却、リサイクル）、最終処分といったサ
ービスを提供する産業、及びこれらに必要な装置、プラント等を製造する産業と定義する。
(3) 2002 年にヨハネスブルグで開催された「持続可能な開発に関する世界サミット」におい
ては、ＳＰＣに関する 10 年間の行動計画が提案された。
(4) 資源生産性＝GDP／天然資源等投入量
(5) 循環利用率＝循環利用量／（循環利用量＋天然資源等投入量）
(6) 最終処分量＝廃棄物の埋立量
(7) リサイクル資源のこのような取引を逆有償での取引という。細田（1999）は、リサイク
ル資源の価値の相対的変化について理論的な整理を行っている。
(8) 1990 年代初頭にスウェーデンのルンド大学の Thomas Lindhqvist 教授によって、拡大
生産者責任（Extended Producers’ Responsibility: EPR）というリサイクル促進を図るた
めの新しい概念が提唱された。これは、製品に関する製造者の責任を製品のライフサイク
ル全体にまで負わせるというものである。 つまり、従来は製造者の製品に対する責任は
製品の製造から消費までであったが、その責任を製品の廃棄に至るまで拡大するものであ
る。
(9) EPR の考え方は、先進諸国における廃棄物政策やリサイクル政策に取り入れられはじめ、
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1994 年には OECD から EPR に関するガイダンスマニュアルが発行されている。このＥ
ＰＲガイダンスマニュアルでは、ＥＰＲを、製品に対する製造業者の物理的及び（もしく
は）財政的責任が、製品ライフサイクルの使用後の段階にまで拡大される環境政策アプロ
ーチと定義されている。
(10) 日本、韓国、ラオス、マレーシア、モンゴル、ミャンマー、フィリピン、シンガポー
ル、タイ、ベトナム
(11) 食品残渣や木屑、糞尿などの有機系廃棄物を微生物により発酵させて堆肥化する処理。
堆肥化後は、肥料や土壌改良剤として再生利用される。
(12) ここでは廃棄物を野外で焼却すること。
(13) 最終処分方法は大きくオープンダンプ、コントロール・ダンプ、衛生埋立に区分でき
る。オープンダンプは、単に地面にごみを積み下ろして投棄するだけで管理は一切行わな
い。コントロール・ダンプはオープンダンプに管理者が設置され、処分場の境界が明確に
設定されるような形態である。衛生埋立は、さらに管理が進み、浸出水対策やガス対策等
が行われ、環境影響に関するモニタリングが導入される。
(14) リサイクル資源が先進国から途上国へと輸出される傾向については、例えば、Van
Beukrering and Bouman（2001） 等の実証研究がある。
(15) 一定の廃棄物の国境を越える移動等の規制について国際的な枠組み及び手続等を規定
した条約である。廃棄物であってもリサイクル目的の貿易で当事者国の承認を得られれば、
貿易が可能となる。
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第２章 リサイクルセクターに関する社会的リスクの諸相と問題の分析
はじめに
一般に途上国では、廃棄物管理やリサイクルに関する行政能力やインフラ・技術・資本
が不足しているため様々な問題が生じている。特に、循環型社会の重要な機能であるリサ
イクルの担い手は、都市インフォーマルセクターである場合が多く、不十分な技術や装備
などから、廃棄物の回収、解体作業などにおいて、環境汚染や健康被害などが生じている。
さらにインフォーマルリサイクルセクターの従事者にとっては、フォーマルセクターへの
ステップアップにつながることが少なく、実態としては貧困の温床となっている。
こうした問題に対処し、途上国において適正な循環型社会を形成するためには、上記の
ような問題の発生リスクの構造を分析する必要がある。都市失業や貧困層の拡大について
は、Harris and Todaro（1970）が、二重経済構造下での農村賃金率と都市期待賃金率の格
差に基づく労働力移動の結果であることを説明するモデル（以降、ハリス＝トダロ・モデ
ル）を構築している。このモデルによれば、こうした構造は、農村賃金率と都市期待賃金
率が一致するまで続くことになるが、その期間は途上国の発展のパターンや発展段階によ
って様々であると考えられる。
本章では、途上国のリサイクルセクターに焦点をあて、ハリス＝トダロ・モデルを分析
枠組みとして、経済発展に伴うリサイクルセクターの構造変化に関する分析を行う。加え
て、経済発展に伴うリサイクル資源の需給構造変化についても分析を行う。そしてこれら
の分析結果を踏まえて、脆弱なリサイクルセクターがもたらす社会的リスクの管理方策に
関する考察を行うものである。なお、以上の分析は、異なる発展段階にある途上国を対象
に、各国の e-waste 処理に関する問題事例の比較によって行う。
第１節では、途上国のリサイクルセクターがもたらす問題の諸相を概観し、第２節では、
二重経済構造がもたらすリサイクルセクターの脆弱性に関する先行研究のレビューを行っ
た。また第３節で、途上国の経済発展に伴うリサイクルセクターのリスク要因変化に関す
る分析を行い、第４節では、経済発展段階に応じたリサイクルセクターのリスク管理方策
に関する考察を行った。
１．途上国のリサイクルセクターに関する問題の諸相
途上国のリサイクルセクターは個人や零細企業が中心となるインフォーマルセクターが
担っている。インフォーマルセクターによるリサイクルは、主にウェイスト・ピッカーと
呼ばれる回収人や仲買人、回収した廃棄物から二次素材を取り出す零細なリサイクル業者
によって行われている。これらのインフォーマルセクターは、多くの場合、都市貧困層で
あるために様々な社会的問題が生じている。こうした問題発生構造を以下に概観する。
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１－１．問題の基本的な構造
途上国においては、経済発展とともに廃棄物量が増加するだけでなく、廃棄物に占める
使用済みの工業製品や耐久消費財等の割合が高まることで、廃棄物の処分やリサイクル処
理において高度な技術を要するようになっていく。特に近年では、e-waste が急増しており、
その適正なリサイクルや廃棄物処理能力の増強が求められている。図 2-1 に示すように、所
得水準の上昇に応じて一人あたりの e-waste 発生量も上昇し、その増加率は高所得国にな
ると逓減していくことがわかる。
図 2-1 一人あたり e-waste 発生量と所得水準の相関
（出所）Step（2015）より作成
e-waste には、資源として価値のある金属類が含まれる。例えば、山末ら（2011）は、ノ
ートPCに含まれる品位評価を行う中で、ノートPCからリサイクル可能な素材として、金、
銀、銅、鉄、アルミニウム、タンタル、インジウム、プラスチック類をあげている。一方
で、重金属などの様々な有害物質も含まれているため、リサイクルや最終処分にあたって
は、適切な技術や設備が必要となる。しかし途上国では、廃棄物の不法投棄や不十分な技
術や装備による処理によって、生活環境の汚染や健康被害等の問題が生じている。
こうした問題の発生構造を把握するために、途上国における e-waste の処理の流れと主
なアクターを図 2-2 に示した。図 2-2 は、Skinner et al.（2010）が作成したインドにおけ
る e-waste 流通の詳細な構造図を参考にさらに模式的な図として整理したものである。
e-waste は、個別の各家庭、産業（企業）、行政機関から、使用済みの家電製品やコンピュ
ータ、携帯電話などとして排出される。こうした使用済み製品は、インフォーマルセクタ
ーであるウェイスト・ピッカーと呼ばれる回収人が、各戸や企業等を訪問して回収する。
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各家庭や企業は、使用済み製品や廃棄物をウェイスト・ピッカーに引き渡すことで現金収
入が得られ、また、それらの廃棄物を適正に処理する時間と費用を省くことができる。そ
して、ウェイスト・ピッカーは、回収物を仲買人に引き渡す。回収物の中で程度の良いも
のは、仲買人から修理・改造屋に引き渡され、修理・改造後に中古品市場をとおして再利
用される。それ以外の回収物は、解体屋に引き渡される。解体屋では手による解体がほと
んどであり、十分な装備がないために事故や怪我などが生じやすい。そして分別・解体さ
れた部品や素材などがリサイクル事業者に引き渡される。リサイクル事業者は、回収物か
らプラスチックや鉄、銅、アルミニウム、その他貴金属などの素材を抽出しリサイクル資
源として、国内での利用や海外への輸出が行われる。このリサイクル事業者もインフォー
マルな零細事業者である場合が多く、十分な装備や設備、技術を有しないために、健康被
害や汚染が生じている。例えば、廃ケーブル内の銅線を抽出するための野焼き、プラスチ
ックの直接溶解、酸を使ってプリント基板から金属を抽出、ハンダ付け溶解などの作業に
よって、健康被害や汚染の発生リスクを高めることになる。
修理・改造や解体、リサイクルの過程で生じた残渣、あるいは各発生源からの直接的な
投棄物が最終処分場に集積する。最終処分場は、多くの場合、オープンダンピング（野積、
投棄）状態である。オープンダンピングの最終処分場では、さらに有価物を拾い出すため
にウェイスト・ピッカーが集まっており、ダンプサイト周辺の劣悪な環境下で居住してい
る場合もある。残渣中には重金属などの有害な物質が含まれている場合が有り、最終処分
場からの浸出水にそうした有害物質が混入することで、周辺環境の汚染や健康被害が生じ
る。以上の整理の中で登場した、ウェイスト・ピッカー、仲買人、修理・改造屋、解体屋、
リサイクル業者は全てインフォーマルセクターであるが、国によっては例えば行政による
認定事業者などフォーマルな主体として存在する場合がある。しかしその数は相対的には
少なく、存在したとしても、汚染処理コスト等を負担するフォーマルな主体よりも、そう
した処理を行わないインフォーマルな主体の価格競争力が高いために、フォーマルな主体
が増加しない。
以上が途上国の国内で発生する e-waste の流れであるが、これに先進国からの中古品の
輸入や e-waste の偽装貿易による輸入の流れが加わる。中古品の輸入では、廃棄物同然の
製品が含まれている場合があり、そうした製品は中古市場ではなく、インフォーマルな仲
買人を通じて先に示したインフォーマルなリサイクル流通に流れる。また、ミックスメタ
ルスクラップ(1)などの輸入において e-waste が混入されている場合が有り、これもインフォ
ーマルに仲買人や分別・解体事業者を通じて、リサイクル流通に流れることになる。
37
図 2-2 途上国における資源循環の流れ（e-waste を主な例として）
（出所）Skinner et al.（2010）の図を踏まえて筆者作成
１－２．環境汚染リスク及び健康被害リスク
Puckett et al. （2002） は中国の Guiyu を事例として、e-waste のインフォーマルセク
ターによる処理に伴うリスクについて、部品別に作業過程での身体上の危険と環境汚染リ
スクを表 2-1 のように整理している。また、Sepulveda et al. （2010）は、インフォーマ
ルリサイクルに関連する有害物質を、1)e-waste に含まれるオリジナルな有害物質、2)リサ
イクル処理プロセスにおいて使用する有害物質、3)最初の物質が変化することで構成される
副産物、に分類している。これらの物質は、投棄サイトからの浸出水、解体や裁断作業か
ら発生する粒子状物質や廃水、焼却から発生する飛灰(2)やボトムアッシュ(3)、水銀合金(4)の
クッキング、ハンダ溶解(5)による煙霧、その他処理過程での廃水や浸出水といった形態で環
境中に放出される（図 2-3）。
Zhao et al.（2010）や Wang et al.（2011）などのいくつかの研究は、中国において不十
分な技術による e-waste の処理が、土壌汚染や水質汚染などの環境への悪影響や、健康へ
の悪影響をもたらしていることを示している。Nordbrand（2009）によれば、中国におい
て、こうした処理による健康被害として、皮膚や胃、呼吸器官、その他の臓器の病気の発
生が見られるという。しかし、Lundgren （2012）は、これらの研究は短期的な現象をと
らえたものであり、e-waste 処理従事者を対象とした長期にわたる疫学調査はまだ実施され
ていない点を指摘している。
Feazzoli et al.（2010）は、中国を対象とした e-waste 処理による有害物質の排出に関す
る既存の研究成果を収集し、インフォーマルセクターによる e-waste の処理（野焼き）場
所やその近傍において環境中の有害物質濃度が明らかに高いこと、水田土壌や魚の体内で
有害物質が検出されていることを整理している。その結果の抜粋を表 2-2 に示す。また、表
2-2 に示した有害物質が人体へ及ぼす主な影響の可能性について表 2-3 に示す。さらに
家庭
産業
行政機関
輸入
ウェイスト・ピッカー
仲買人 解体
修理
改造
リサイクル
二次資源の輸出
国内利用
最終処分
（不法投棄）
（野焼き）
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Feazzoli et al.（2010）は、関連する有害物質の蓄積性が高いため、食物連鎖を通じて身体
や生態系への拡散が進み、何世代にもわたって人体への悪影響が及ぶリスクもあるとして
いる。つまり、e-waste 処理に伴う環境汚染や健康被害のリスクは、地球規模の重要な問題
として捉えるべきものであることを指摘している。
以上のような不適正な e-waste 処理に由来する有害物質の人体への蓄積に関する研究も
進められている。Liu et al.（2011）は、中国におけるインフォーマルな e-waste 処理の一
大拠点であるGuiyu の子供の血液中のPb濃度を分析し、Guiyu の子供のPbの血中濃度が、
周辺地域よりも高いこと、Pb の血中濃度の高さは、Guiyu 内での居住地域内の e-waste 処
理場数や両親の e-waste 処理への従事時間と高い正の相関があることを明らかにしている。
また、Pb の血中濃度の高さと子供の気質の関係についても分析し、Pb の血中濃度の高まり
が、子供の活動性（身体運動の活発さ）、近接／回避性（積極性／消極性）、順応性（環境
変化へのなれやすさ）といった気質要素に影響を与えている可能性を指摘している。具体
的には、Pb の血中濃度が高い Guiyu の子供は、他の地域の子供よりも活動性は高いが、
消極的であり順応性が低いという結果が得られている。
Zhao et al.（2010）は、中国における e-waste 処理の一大拠点の一つである Taizhou 内
の２つの地域の住民を対象に、PCBs と PBDEs の血中濃度の分析を行っている。２つの地
域とは、e-waste の解体を行う Wenling と、解体後のコンデンサやモーター、ケーブルな
どが集積する Luqiao である。分析の結果、２つの地域の住民は、e-waste 処理に起因する
PCBs と PBDEs の汚染にさらされており、２つの地域の e-waste の処理特性を反映して、
Luqiao では PCB の血中濃度が高く、Wenling では PBDEs の血中濃度が高いことが明らか
になった。Zhao et al.（2010）は、以上の 2 つの地域において、PCBs や PBDEs の人体へ
の高い水準での蓄積によって、今後、健康被害が生じる可能性があることを指摘している。
以上のような視点でのリスクとは別に、インフォーマルなリサイクルにおいて多くの場
合、児童労働が問題となる。例えば、Prakash＆Manhart（2010）によれば、ガーナにお
ける e-waste のインフォーマルリサイクル従事者には、11 歳から 18 歳くらいまでの少年が
いるという。彼らは、回収物の野焼きや手解体作業に従事している。さらに 9 歳から 12 歳
までの少女が e-waste の回収に従事していることも確認されている。e-waste のインフォー
マルな処理に従事している児童は、上述のような健康被害に加えて、貧困や劣悪な衛生環
境によって、身体的にも精神的にもその健全な成長が阻害される。
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表 2-1 中国の Guiyu における e-waste のインフォーマルな処理に伴うリスク
（出所）Puckett et al.（2002）を踏まえて筆者作成
e-waset部品
中国のGuiyuで観察された
処理プロセス
業務上の潜在的な危険 環境面での潜在的な危険
ブラウン管（CRT)
銅製のブラウン管ヨークの破
砕、除去、投棄
・珪肺症
・CRTガラスの破損による傷害
・カドミウムやその他の物質を含む
蛍光物質との接触や破裂
鉛、バリウムやその他の重金属
の地下水への浸出、毒性のある
蛍光物質の拡散
プリント基板
金属類を取り外した後のプリン
ト基板の野焼き
・スズ、鉛、ベリリウム、臭化ダイ
オキシン、カドミウム、水銀等の飛
散による、従業員や住民への影響
・呼吸器への刺激
・表流水や地下水へのスズや鉛
による直接的な汚染
・臭化ダイオキシン、ベリリウ
ム、カドミウム、水銀の拡散
プリント基板上の金
はんだ外しとコンピュータチッ
プの除去
・スズと鉛の飛散
・臭化ダイオキシン、ベリリウム、
カドミウム、水銀の飛散
左記と同様の物質の大気中への
排出
チップと金が埋め込
まれた他の部品
硝酸や塩酸を利用した科学的除
去を川岸で実施
・酸の目や皮膚への付着は、不治の
傷害をもたらす。
・酸や塩基性、硫化化合物のガスや
飛沫の拡散は、呼吸器への刺激や肺
水腫、循環器系疾患、さらには死に
至る病をもたらす。
・炭化水素、重金属、臭化物の
河川等への直接的な排出
・河川の酸性化が、魚や植物の
生態系を破壊
コンピュータとその
周辺機器からのプラ
スチック
低品質のプラスチックとして利
用するために、裁断や低温融解
により分離
臭化ダイオキシン、重金属類の拡散
炭化水素、臭化ダイオキシン、
重金属の排出
ワイヤー類 銅を回収するための野焼き
野焼きエリアの近隣住民や従業員へ
の、臭化及び塩化ダイオキシン、多
環芳香族炭化水素の拡散
炭化水素系の灰の大気や河川、
土壌への拡散
その他のゴム類やプ
ラスチックで覆われ
た部品類
鉄やその他の金属を回収するた
めの野焼き
炭化水素やダイオキシンの拡散
炭化水素系の灰の大気や河川、
土壌への拡散
トナーカートリッジ
防護装備なしで、ペイントブラ
シを使ってトナーを回収
・気管支への刺激
・炭素微粒子は発がん性物質
・シアン、黄色、マゼンタのトナー
は未知の毒性を有する
シアン、黄色、マゼンタのト
ナーは未知の毒性を有する
鉄、銅、貴金属の回
収、精錬
炉を使って有機物を含む廃棄物
から鉄や銅を抽出する
ダイオキシンと重金属の拡散 ダイオキシンと重金属の拡散
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表 2-2 不適正な e-waste 処理による環境汚染（中国）
（出所）表中の「環境基準等」以外のデータは Feazzoli et al.（2010）の table3 から抜粋
表 2-3 EEE 中に含有される有害物質、及び e-waste の焼却過程で発生する有害物質
（出所）表中の「人体への主な影響の可能性」は Feazzoli et al.（2010）の table2 から抜
粋、その他の項目は各種資料より作成
野焼きの実施場所
での検出量
野焼きの実施場所
近傍での検出量
野焼きのない場所
での検出量
環境基準等
データ
出所
AS （μg/g） 5.95-7.12 4.36-4.80 0.94-1.13 0.1mg/L (※1) （※5）
Cd （μg/g） 0.07-0.10 0.54-0.55 0 0.003mg/L (※1） （※5）
Pb （μg/g） 1.35-1.60 1.73-1.87 0.15-0.22 0.1mg/L (※1） （※5）
As （μg/g,dw） 3.05-5.58 5.87 （※6）
Cd （μg/g,dw） 0.55-7.86 0.14 0.587mg/kg,dw (※2） （※6）
Pb （μg/g,dw） 52.0-64.6 29.8 20.9mg/kg,dw (※2） （※6）
Cd （μg/g,dw） 5.51-42.9 150mg/kg,dw (※3） （※7）
Pb （μg/g,dw） 856-7038 97.8-123 79.4-93.1 150mg/kg,dw (※3） （※7）
PCDDs/Fs （pg/g,dw） 30948-967500 13317-37418 228-834 1000pg/g （US基準） （※7）
大気 PCDDs/Fs （pg/㎥） 6.523 0.8pg TEQ/㎥ （※4） （※7）
魚(tilapia) PBDEs （ng/g,ww） 115 4.1 （※8）
魚(mud carp) PCBs （ng/g,ww） 6983-19588 67.8-82.8 （※9）
（※1) 日本の排水基準
（※2) 日本の水田土壌の表土に含まれる重金属量の試算結果より
（※3) 日本の土壌汚染対策法にもとづく重金属類の土壌含有量基準
（※4) 日本の大気環境基準
（※5） Wong et al.(2007b)
（※6） Fu et al.(2008)
（※7） Wong et al.(2007)
（※8） Luo et al.(2007)
（※9） Wu et al.(2008)
水
水田土壌
土壌
主な有害物質
有害物質 EEE中の含有、あるいはe-waste処理過程での発生 人体への主な影響の可能性
皮膚変質、神経伝導、糖尿
病、がんのリスクの増加
腎臓障害、腎毒性、骨の疾
病、生殖機能、肺への影響
の可能性
子供の神経行動発達、貧
血、腎臓障害、慢性の神経
毒性
生殖機能、神経行動発達、
免疫発達、発がん
生殖機能、神経行動発達、
甲状腺機能
肝臓、甲状腺、免疫機能等
の発がん、生殖機能、神経
行動発達
発がん、突然変異、奇形発
生
Cd
Pb
PCDD/Fs
PBDEs
PCBs
PAHs
As 液晶パネルのガラスの消泡剤として使用。
ブラウン管、バッテリー、プリンターインク、トナー、
プリンタードラム等に含まれる。
ブラウン管、バッテリー、プリント基板等に含まれる。
PCDDs、PCDFsはダイオキシン類。物を燃やしたり、塩素
を含む有機化合物を製造する工程などで、副生成物とし
て生成される。e-wasteの燃焼処理過程で発生。POPs条約
（残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約）に
おいて、POPs（persistent organic pollutants）物質と
なっている。
プラスチックの難燃性を高めるために添加される有機臭
素系難燃剤。POPs条約において、POPs候補物質となって
いる。
PCBの使用はOECD国では禁止されているが、過去に製造さ
れたEEEの中にはPCBが含まれているものがある。
一般に電気機器中の絶縁体、特にコンデンサ、変圧器に
含まれる。POPs条約において、POPs物質となっている。
PAHs（多環芳香族炭化水素）は、炭素を含む物質の不完
全燃焼によって生じる有機汚染物質。e-wasteの燃焼処理
過程で発生。
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図 2-3 不適正なリサイクル処理による有害物質の環境への放出
（出所）Sepulveda et al.（2010）を踏まえて筆者作成
２．二重経済構造がもたらす循環型社会の脆弱性
１．では途上国のリサイクルセクターがもたらす諸問題を概観した。これらの問題を改
めて大別すると、以下のように整理できる。まず、廃棄物の不適正な処理による健康被害、
環境汚染の発生である。これは、零細なリサイクル事業者や解体事業者が不十分な装備や
技術による処理を行うために生じている。また、ウェイスト・ピッカーも最終処場でのピ
ッキングでは、怪我や汚染による健康被害のリスクにさらされている。そして、これらの
従事者は都市貧困層であり、ほとんどの事業体はインフォーマルセクターである。貧困で
あるが故に、装備や技術の不足を解消できない。さらに貧困がもたらす問題として、こう
した作業に児童が従事し十分な教育を受けることもできないという労働問題も孕んでいる。
さて、こうした問題の背景として、一つには、途上国の発展過程における二重経済構造
という状況下で都市貧困層が発生するという現象がある。都市貧困層が糧を得るための手
段の一つとして、特別なスキルや経験値をあまり要しないウェイスト・ピッカーや、解体
やリサイクルといった作業に不十分な装備のままで従事する。また、途上国における工業
化の発展過程において、様々なリサイクル資源への需要が増加する中で、こうした都市貧
困層によるインフォーマルな資源回収・リサイクルシステムが、比較的コストのかからな
いシステムとして温存されている。その結果、インフォーマルなリサイクルに従事する貧
困層は、フォーマルセクターへの移行や貧困からの脱出が果たせないでいる。
これらの背景は、途上国における循環型社会のリスク要因であるとも言える。本節では、
こうした要因について、都市インフォーマルセクターの発生やインフォーマルなリサイク
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ルが有するリスクに焦点をあて、関連する先行研究を概観した。
２－１. 途上国の開発課題としてのインフォーマルセクター
「インフォーマルセクター」という概念が普及したのは、1960 年代後半から 1970 年代
前半にかけてのことである。1950 年代から途上国では急速な工業化とそれに伴う農村部か
ら都市部への労働移動が進んでいたが、次第に工業化や労働移動の進展が停滞し、むしろ
貧困層が増加していった。つまり、当時の途上国の都市では、工業化に伴って都市への人
口流入が急増していたが、工業化で創出される近代的雇用部門としてのフォーマルセクタ
ーの拡大が追いつかずに、大量の失業者が発生していたのである。インフォーマルセクタ
ーという概念はこうした状況下で普及していったという（坂田 2015）。
この概念の普及が画期的に進んだのが、ILO（1972）がアフリカにおける雇用問題の調
査とそれにもとづいた政策提言をとりまとめた、通称「ケニアレポート」という報告書の
中でインフォーマルセクターの定義がなされたことによる。インフォーマルセクターとは、
具体的には、途上国の都市部での露天商、廃品回収人、自転車タクシーの運転手、日雇い
労働者等の都市雑業層であり、その特徴は、「低い参入障壁」「現地資源の利用」「小規模生
産単位」「労働集約的で低い技術水準」「公的機関外での技術習得」「公的規制のない競争的
市場」などであるとされている（ILO 1972）。松薗（2007）は、ケニアレポートは定義だ
けでなく、インフォーマルセクターという機能が経済発展に貢献し貧困層の生存戦略とも
なっているという点を積極的に評価しており、こうした視点もその後の議論に向けた大き
な問題提起となったことを指摘している。
ケニアレポート以降、インフォーマルセクターの形成や存続のメカニズムについて数多
くの研究がなされている。坂田（2015）によればこれらの研究による議論を以下の３つに
分類できるとしている。第一に、インフォーマルセクターは、農村部門から移動したもの
の都市の工業部門に吸収されない労働力から構成され、生産性の低い経済活動を行う部門
であるという解釈がある。つまり、インフォーマルセクターは、経済発展の初期段階にお
ける労働市場のゆがみによって生じ、経済成長とともに次第に消滅する部門であるとする
視点である。これは、ケニアレポートをはじめ 1970 年代の ILO の見解である。第二には、
インフォーマルセクターはフォーマルセクターと構造的に密接に連関した部門であるとす
る解釈がある。フォーマルセクターは競争力を高めるために、常により安価な製品や労働
力を提供する従属的な部門を必要とし、インフォーマルセクターはそうした必要により生
じる資本主義システムの一部であり、経済が成長しても消滅はしない部門であるという視
点である。第三には、インフォーマルセクターは、規制や税の徴収を避けて利潤を最大化
するために登録を逃れている部門という解釈がある。インフォーマルセクターは、自発的
な選択による経済主体であり決して貧しくはなく、消滅あるいはフォーマル化するか否か
は、規制や税制といった外部環境に依存しているとする視点である。
以上の視点は、お互いに相反する視点ではなく、インフォーマルセクターの多様な実態
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を分析した結果であると解釈できる。経済発展の初期段階からのインフォーマルセクター
の発生は、上記の第一の解釈が基本である。農村からの過剰流入となった労働者層は、賃
金が低く労働条件が悪くとも、第二の解釈のようなフォーマルセクターから付随的に発生
するインフォーマルセクターという就業機会に従事せざるを得なくなるという構造である。
第二の解釈では、経済が成長してもフォーマルセクターとインフォーマルセクターの連
関は変わらないので、インフォーマルセクターは消滅しないとしているが、問題はインフ
ォーマルセクターの労働条件が改善するか否かである。経済が成長することで労働需要が
増加し、労働移動が自由で競争的な市場であれば賃金条件が改善するはずである。下川
（1999）は、インフォーマルセクターとフォーマルセクター間での労働移動が困難であっ
ても、インフォーマルセクター生産財市場の競争促進とインフォーマルセクターによるク
レジットへのアクセスの改善が同時に行われることで、2 つのセクター間の賃金格差は最終
的には解消されることを理論モデルによって示している。
ただし、実際のインフォーマルセクター内やフォーマルセクターとの間では、よりよい
賃金や労働条件を求める上昇移動が様々な要因によって阻まれている。例えば、より良い
条件の就業機会は限られていること、社会保障制度が不完備であるために求職活動の機会
費用が高いこと、地縁等の特定の人的ネットワークによる利益誘導が活発で、労働市場の
分断や閉鎖性が高いこと等が挙げられる（坂田 2015）。
第三の解釈に示した規制や徴税を回避するという動機は、インフォーマルセクターにも
フォーマルセクターにも生じる。前者は、各企業が小規模であるために、規制への対応や
租税支払等について、企業経営に必要なコストとして負担できず、インフォーマルセクタ
ーとならざるを得ない場合である。後者のケースはコスト負担能力の欠如ではなく、利潤
最大化のために自発的にフォーマルセクターからインフォーマルセクターへと移行する場
合である。実際に、自発的な移行主体も含めるとインフォーマルセクターすべてが必ずし
も貧困層であるということではない。こうした特性のインフォーマルセクターがフォーマ
ル化するか否かは、徴税対象を捕捉し、規制や制度を運用していく行政の政策優先度や政
策遂行能力に依存する。
以上の考察を踏まえると、インフォーマルセクターは経済成長や行政能力の高まりによ
って基本的には消滅していくが、そのためには相当な水準の経済成長や行政能力向上が必
要であることがわかる。実際に ILO でも 1991 年の総会において「インフォーマルセクタ
ーのジレンマ」というテーマで、経済成長が進んでも期待されたとおりにインフォーマル
セクターが消滅しないことについての報告がなされ、インフォーマルセクターを規制すべ
きか、あるいは雇用の創出機会として発展させるべきかという議論があった。この報告で
は、議論の結論として、問題の所在はフォーマルかインフォーマルかではなく、むしろそ
の労働環境であるという見解を示している。
つまりインフォーマルセクターは、基本的には、様々なビジネスと雇用創出機能を有す
るものの、低賃金や労働市場の閉鎖性などから、貧困の温床となっている点が問題なので
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ある。
図 2-4 に、各国の非農業セクターの従業者に占めるインフォーマルセクターの従事者割合
と、一人当たり GDP との相関図を示す。これらの 2 つの指標間にはある程度の相関がある
ことがわかる。その傾向は、所得水準が低い国ほどインフォーマルセクターの従事者割合
が高くなるというものである。つまり、経済成長によってインフォーマルセクターは減少
していくことが確認できる。
一方で近年では、製品・サービス市場や資本市場、労働市場のグローバル化とともに、
先進国も含めて各国で格差の拡大や就業形態の不安定化リスクが増大している。こうした
リスクの増大によって、途上国の発展過程で生じる過渡的なインフォーマルセクターだけ
ではなく、先進国での労働のインフォーマル化もグローバルな課題となってきている。1999
年の ILO 総会ではこれを「インフォーマル経済」の進展と捉え、インフォーマル経済には、
Decent work（適切な人間らしい労働）の欠如が最大の課題であるとして問題提起を行って
いる。
図 2-4 各国の非農業部門におけるインフォーマルセクター従事者割合と所得水準
（出所）インフォーマルセクター従事者割合は ILO（2013）、各国の一人当たり実質 GDP
（2005 年の UD ドルを基準とした 2010 年の値）は World Bank
２－２．都市インフォーマルセクターの発生要因に関する理論モデル
都市インフォーマルセクターの発生要因を論じるに当たり、途上国における経済発展の
理論モデルとして、Lewis（1954）による二重経済論にふれる必要がある。通称ルイス・モ
デルと呼ばれているこのモデルは、途上国経済を生存部門と資本家部門に区分し、この 2
部門間が併存する経済構造を二重経済とし、2 部門間の労働移動が経済発展の推進力となる
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ことを理論化した。生存部門とは伝統的社会としての農業部門であり、資本家部門は工業
部門として捉えられる。前者は、全ての労働者に等しい生存賃金が与えられ、後者では、
利潤最大化原理に基づき、賃金率と労働の限界生産性が等しくなるところで労働力が雇用
されることを前提としている。そして、農業部門に限界生産力が生存賃金よりも低い余剰
労働力が存在する場合には、工業部門は農業部門の生存賃金に移動コストを加えた賃金で
農業部門の余剰労働力を吸収することができる。図 2-5 で示す OmL3 が農業部門に存在す
る余剰労働力である。工業部門は、当初農村部門から移動してきた OmL1 の労働力を生存
賃金 W0に移動コストを加えた W1で雇用していたが、利潤 AW1T1 を生産拡大のために投
資することで、工業の労働限界生産力曲線が上へシフトする。賃金 W1で農業部門からの雇
用吸収による工業の生産拡大は、OmL3 まで続く。つまり、賃金 W1での農工部門間労働移
動が、農業部門の余剰労働力が枯渇するまで続く。農業部門の余剰労働力が枯渇すると、
部門に関係なく経済全体に労働力不足状態となる。こうした状況では、全ての労働者に等
しい賃金が与えられるといった伝統社会の分配メカニズムは成立せず、全ての部門で労働
力の分配が限界原理で決定される経済へと転換し、二重経済構造は消滅する。このような
二重経済構造が消滅する時点を転換点という。図 2-5 の点 T3 が転換点となる。転換点以降
は、全体に労働不足経済という状況下で経済発展が進んでいく。以上が、二重経済構造の
基本的な理論モデルである。
ルイス・モデルは、伝統社会としての農村部門に存在する余剰労働力を工業部門が吸収
することを前提としていたが、現実には、近代社会としての工業部門では、資本集約的か
つ労働節約的な投資が行われやすく、農村部門から移入してくる非熟練労働力との間には
質的にも量的にも乖離が生じる。その結果、工業部門が集積する都市部には、都市貧困層
が発生し、企業からの雇用ではなく生業的な労働が中心のインフォーマルセクターが形成
される。途上国において、リサイクル資源の回収や解体、リサイクルといった分野では、
このインフォーマルセクターが主体であり、貧困、健康被害、環境汚染などの諸問題を有
していることは先述の通りである。こうした、都市・農村間の労働移動と都市貧困層との
関係をふまえて開発された労働移動モデルがハリス＝トダロ・モデルである。
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図 2-5 ルイス・モデルの概念図
（出所）福井（2008）による概念図を模式化
Harris and Todaro （1970）は、都市部門と農村部門の二重構造のもと、都市部門の賃
金率は農村部門の賃金率よりも高く、この賃金率格差によって農村部門から都市部門への
労働移動が生じるとしている。しかし、都市部門の賃金率がかなり高いためにその雇用力
も限られており、農村部門からの過剰な移入によって失業が発生することになる。そこで、
農村部門からは失業の可能性も含めた就業確率を考慮した期待賃金率と農村部門での賃金
率との格差によって労働移動が行われる。しかし、実際の都市部門の賃金率で雇用できる
労働力と、農村部から労働力が移出後の賃金率が期待賃金率と等しくなる点まで流出した
労働力の差が失業となってしまう。
以下に、中西（1997）によるハリス＝トダロ・モデルの解説を概観する。図 2-6 におい
て、MP1と MP2はそれぞれ農村部門と都市部門の限界生産性である。都市部門の最低賃金
率 W2が高いために、都市部門では O2L2しか雇用できない。W2が高いのは、労働組合との
協定や高学歴や高熟練な人材のみを雇用対象としているなどの要因による。こうした条件
下で完全雇用となるためには、農村部門では W10、工業部門では W2という賃金率で均衡す
る必要がある。しかし農民はより高い賃金を求めて、都市部門での賃金 W2に雇用される確
率を乗じた都市期待賃金率 Wu と農村の賃金 W1とが等しくなるまで、農村から都市の都市
部門への労働移動が生じる。曲線 qq は都市人口が多いほど都市部門で得られる期待賃金率
が減少していくことを示している。つまり、W2が一定であるならば、都市部門で雇用され
る確率は O2L2／Lu（その時の都市人口）であり、Lu が増加することで雇用確率が減少し
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ていくため都市期待賃金率も減少していくことを示している。都市では O2L2しか雇用でき
ないにもかかわらず、農村から都市の工業部門への労働移動により失業が発生する。結局、
農村では W1という賃金水準で O1L1、都市では W2の賃金水準で O2L2の雇用、同時に L1L2
の失業という状況で経済が均衡する。これが都市貧困層発生のメカニズムを理論化したモ
デルである。
中西（1997）は、このモデルから、都市失業を解消させるための政策について、原理的
な考察を行っている。まず、農村部門及び都市部門の限界生産性曲線を上方へシフトさせ
る政策である。すなわち、技術の進歩の促進などによって、両部門の生産性向上を図るの
である。また、両部門への補助金の付与によっても都市失業の解消が可能であることを明
らかにし、農村部門への補助金だけでも原理的には二重経済構造を解消することが可能で
あるとしている。こうした原理的な考察にもとづき、発展過程における農村部門の生産性
向上の重要性を示し、特に、土地なしの農村貧困層への支援の重要性を強調している。
図 2-6 ハリス＝トダロ・モデルの概念図
（出所）中西（1997）の図を一部簡略化
２－３．都市インフォーマルリサイクルに内在する問題解決に向けた研究
ハリス＝トダロ・モデルと環境汚染との関係を分析したのが、大東 （2007）である。具
体的には、都市工業から汚染排出のある小国開放ハリス・トダロモデルで、農村・都市賃
金補助金がどのような条件下で工業からの汚染排出量を減少させるか、また経済厚生を改
善するのかを分析している。主な結果は、農村賃金補助金は工業汚染量に影響を与えない
のに対して、都市賃金補助金は、汚染的生産要素が資本と補完要素の関係にあるという現
実妥当性のある状況において、工業汚染量を減少させる可能性があるとしている。しかし、
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E２
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都市賃金補助金は、工業雇用と都市失業の改善という観点からは環境保護政策と整合的に
働くが、経済厚生を改善するという観点からはそれと相反することを導いている。
また、ハリス＝トダロ・モデルと都市インフォーマルセクターとしてのリサイクルとの
関連を分析したのが、福山 （2010）である。具体的には、都市におけるリサイクル部門（フ
ォーマル部門）と都市失業者によるインフォーマルなごみ収集行動を考慮したハリス＝ト
ダロ・モデルを用いて、特に、リサイクル部門への補助金とインフォーマルセクターへの
支援策が途上国の社会厚生にどのような影響を及ぼすかについて明らかにしている。結果
としては、インフォーマルセクターを支援することよりもリサイクル部門に補助金を与え
て成長させることが途上国の社会厚生上昇につながるという政策的含意を導いている。
以上の２つの先行研究は、都市インフォーマルセクターとしてのリサイクルシステムが
抱える問題解決の政策的措置として補助金の導入を前提としているが、実際には、例えば
公的な廃棄物・リサイクルシステムの中に、インフォーマルセクターを組み込んでいくと
いった取組によって、フォーマル化を図ろうとしている政策事例が散見される（Gunsilus et
al. 2011）。また、最も根本的な解決は、インフォーマルなリサイクルへの就労よりもより
条件の良い転業機会を増大させることであると考えられる。
藤井・平川（2008）は、日本の廃棄物収集の形態変容とリサイクル産業近代化の歴史的
分析において、インフォーマルなウェイスト・ピッカーが消滅したのは、日本の高度成長
によってリサイクル資源の相対価格が低下したこと、転業機会の増大により機会費用が上
昇したことなどの点をあげている。こうした条件により、インフォーマルなウェイスト・
ピッカーが減少したのは 1960 年代中頃からであるという。
ところで、日本におけるルイス・モデルの転換点は、南（1970）の分析によれば 1960
年前後である。ちなみに日本は 1964 年に OECD に加盟した。つまり、日本の経験をふま
えると、全ての部門で労働力の分配が限界原理で決定される経済へと転換すること、そし
て転換以降にも近代部門を中心とした経済発展が持続することが、インフォーマルなリサ
イクルの根本的な解消に向けた必要条件であると考えられる。
以上のように、都市インフォーマルリサイクルは、長期的には経済発展によって消滅す
る可能性があるが、経済発展上の過渡的なセクターであるとみなすために、現状の問題解
決に向けた政策的な対処を怠る場合も多くあると考えられる。実際に、先進国として高度
成長を遂げた国よりも低・中所得国として留まる国の方が圧倒的に多いのが現状である。
こうした点から、Medina（2007）は、都市インフォーマルリサイクルの機能や社会的な
役割を積極的に評価し、社会的に重要なセクターとしてフォーマルな社会システムの中に
組込むことやその具体策について提唱している。例えば、途上国においては、都市インフ
ォーマルセクターはリサイクル資源の効率的な供給源として、素材産業のサプライチェー
ンに組み込まれたセクターとして長年機能してきている国がある。また、労働集約的な作
業であることから一定の雇用も創出している。さらに、国内のリサイクル資源を低廉なコ
ストできめ細かく回収することで、海外からのリサイクル資源の輸入コストを削減するこ
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とにも貢献している。同時に、家計や行政における廃棄物処理コストの削減にも貢献して
いる。こうした機能や役割を発揮させることで、経済的な効果は相当な規模になるとして
いる。そして、インフォーマルリサイクルセクターが内在する諸問題を解決しつつ、以上
のような機能や役割を発揮させるためには、個人生業的なインフォーマルセクターの活動
の組織化や、公的な廃棄物管理システムへの統合化を図ることが重要であるとしている。
実際に、中所得国でも発展が長期にわたって停滞している場合には、都市インフォーマ
ルセクターの存在も長期にわたり、自らの活動や政策的な措置によって社会的な地位を得
た組織として定着している国もある。
３．経済発展に伴うリサイクルセクターのリスク要因変化分析
１．で示した問題や２．の先行研究を踏まえると途上国におけるリサイクルセクターの
リスク構造は、同じ途上国という括りでも、経済発展度合いによって異なると考えられる。
そこで本節では、途上国のリサイクルセクターが有するリスク構造について、経済発展度
合いによる差異があるとの視点に立ち、具体的な事例による分析を行った。
３－１．分析枠組み
１．で示した問題の把握から、途上国における循環型社会のリスク要因は、経済発展に
伴う廃棄物量やリサイクル需要の増加に対して、適正な処理能力の形成が不十分であるこ
とが理解できる。具体的にリサイクルについては、都市部のインフォーマルリサイクルセ
クターが不適正な装備や技術による処理によって健康被害や汚染といった外部不経済をも
たらしている。２．で示した先行研究概要を踏まえて、この都市インフォーマルリサイク
ルセクターと経済発展段階との関係を構造化すると、次のような仮説を構築することがで
きる。まず、経済発展段階と都市インフォーマルリサイクルセクターの形成や増加、減少、
消滅といった関係を図 2-7 に示す。図 2-7 は、トラン（2010）が経済発展段階を市場経済
の発展過程との関係から 3 段階に区分することを提示したものに、各段階における都市イ
ンフォーマルリサイクルセクターの状況を加えたものである。
・途上国において、工業化の進展とともにハリス・トダロモデルが示すメカニズムによっ
て都市失業が発生し、参入障壁の低い生業的なインフォーマルリサイクルセクターが拡
大する。都市インフォーマルセクターの形成期は、図 2-7 の AB の後半から BC の初期段
階期間に対応する。また急増期は、BC 全期間に対応する。トラン（2010）は、BC 期を
市場経済が機能するための制度やインフラが構築される期間であるとしている。都市イ
ンフォーマルリサイクルセクターは、市場経済形成期において自然発生的に形成される
市場であるが、低賃金や労働市場の閉鎖性などから貧困の温床となり、不十分な技術や
装備によって環境汚染や健康被害が生じるという問題点を孕んだ市場と言える。
・さらに工業化の進展により経済全体が成長し、産業規模の拡大や多様化が実現すること
で転業機会が増加し、次第にインフォーマルリサイクルセクターは消滅していくことが
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考えられる。こうした転換は、ルイス・モデルが示すような産業全体が労働力不足経済
へと転換する時点から生じるものと考えられる。この転換点が図 2-7 の C に当たり、高
所得国に向けて成長する CD が、都市インフォーマルリサイクルセクターの減少・消滅
期に対応する。しかし、都市インフォーマルリサイクルが消滅しても社会におけるリサ
イクルという機能が消滅するわけではない。公的なシステムとして、あるいはより高い
付加価値を生み出す産業組織として発展してくことが想定される。
・上記の仮説は、一国の経済が工業化することによって、低所得国→中所得国→高所得国
へと発展を遂げることを前提としたものである。一方で、工業化による発展過程で経済
成長が長期にわたり停滞する場合がある。その原因として、低廉な労働力や豊富な天然
資源を活用した成長が十分に果たせない場合や、あるいは、これらの条件に依存しすぎ
たために産業の多様化や高度化が果たせない場合などが考えられる。こうした場合には、
都市インフォーマルセクターの解消プロセスには至らないため、その存在も長期にわた
ることとなる。これが図 2-7 の CE 期に対応する。トラン（2010）も指摘しているよう
に、実際にCを迎える所得水準は国の地理的あるいは歴史的条件などによって異なるが、
概ね、Lewis（1954）のいう労働過剰から労働不足経済への転換、あるいは速水（2000）
のいう要素投入型発展から全要素生産性中心の発展への転換点といった近辺であると捉
えることができる。つまり、CE にある国は、労働過剰から労働不足経済へ、あるいは要
素投入型発展から全要素生産性中心の発展への転換が停滞している国であると言える。
現実には、こうした停滞は C の近傍に限らず、BC の間のどの水準でも生じ、長期的な経
済停滞に陥る可能性がある。
・また、都市インフォーマルリサイクルの盛衰を決定付ける要因として、リサイクル資源
の需給特性を踏まえる必要がある。これは、先行研究では見いだせなかった視点である。
需要面では、特にリサイクル資源を需要する素材産業の立地が大きな要因であり、工業
的な発展によって素材産業による需要量も増加する。しかし供給面では、工業化の初期
段階ではリサイクル資源の潜在的な蓄積量が少ないため、国内回収だけでは足りず、海
外からのリサイクル資源の輸入に依存することになる。さらに工業化による経済発展が
進展することで廃棄物発生量が増加し、リサイクル資源の潜在的な蓄積量が増加する。
リサイクル資源の潜在的な蓄積量が増加することで国内での回収量が増加し、次第に輸
入量を上回っていく。こうしたリサイクル資源の需要と輸入、国内での回収の関係を示
したのが図 2-8 である。つまり、都市インフォーマルリサイクルセクターの処理対象は、
工業化の初期段階では、海外から輸入したリサイクル資源が中心であるが、工業化が進
展すると次第に国内回収のリサイクル資源が占める割合が増加していく。
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図 2-7 経済発展段階に応じた都市インフォーマルセクター
（出所）図の概念提示及び経済発展段階の定義はトラン（2010）による
図 2-8 リサイクル可能資源の国内回収と輸入
経済発展段階
都市インフォーマルリサ
イクルセクター
AB 伝統社会、貧困の悪循環 形成期
BC 経済発展の初期段階、市場経済の段階的形成、
貧困からの脱出
急増期
CD 経済離陸と高所得国への持続的発展 減少・消滅期
CE 経済停滞、持続的発展の失敗 定常化
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３－２．事例分析
３－１．で示した仮説をもとに、西アフリカ諸国、中国、中南米諸国におけるインフォ
ーマルリサイクルを対象として、a.現状、b.問題点、および c.問題発生の構造的要因の分析
を行った。分析にあたっては、途上国のリサイクルにおいて特に環境汚染や健康被害など
の問題が深刻化している e-waste のリサイクルを分析対象とした。
問題発生の構造的要因の分析では、３－１．で示した仮説をふまえて、対象国の産業構
造や農工間の労働移動状況などに着目することで「経済発展段階と産業構造」を整理し、
e-waste に関するリサイクル資源の貿易や国内回収の動向に着目することで「e-waste リサ
イクル市場構造」の整理を行った。
（１）西アフリカ諸国
アフリカ諸国では、電気・電子機器（Electrical and Electric Equipment：以降 EEE）
の利用量が急増しており、それに従って e-waste の処理量も急増している。Basel
Convention（2011）が示すところによると、世界全体で見れば、アフリカ諸国における EEE
の利用量の水準は低いが、過去十年間で PC の普及は 10 倍、携帯電話の普及は 100 倍も増
加した。また、アフリカ諸国で PC や携帯電話のようないわゆる Information
Communication Technology（以降、ICT）機器の利用が増加したのは、先進国からの輸入
中古品を低価格で入手できるようになったためである。
しかし一方で、こうした輸入中古品の一部が、既に廃棄物同然のものであり、中古品と
しての再使用ではなく、含有する金属類のリサイクルを目的としたものが相当量含まれて
いる。そして、その処理を十分な技術や装備を持たないインフォーマルセクターが行うこ
とで、汚染や健康被害が深刻化している（Basel Convention 2011）。
西アフリカ地域がそうした中古品輸入が盛んであり、特にガーナとナイジェリアは輸入
拠点化しており、内陸各国への輸入中古品の流通拠点となっている。Basel Convention
（2011）は、これらの拠点での e-waste の処理状況と問題点を把握するため、西アフリカ
地域のベニン、コートジボワール、ガーナ、リベリア、ナイジェリアを対象とした調査を
実施している。以下の現状と問題点は、この調査結果をもとに必要なデータを加えて整理
したものである。
①現状(6)
西アフリカ地域諸国の中でも、中古品の輸入拠点であるガーナやナイジェリアでの EEE
の利用量が多く、したがって、e-waste の発生量もこの 2 カ国が多い（表 2-4）。特にナイ
ジェリアは、市場に導入された EEE 量も e-waste の発生量も西アフリカ諸国の中で圧倒的
に規模が大きい。また、それぞれについて一人当たりの量をみると、ナイジェリアとガー
ナが他に比べて多くなっている（表 2-4）。
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表 2-4 西アフリカ諸国の e-waste 発生量等
（出所）Step（2015）より作成
e-waste に関するインフォーマルリサイクルセクターの活動は、回収、手解体、金属回収
のための野焼き、残渣のオープンダンピングである。ベルンやリベリアのような金属素材
の流通量が少ない国では、e-waste に関わるインフォーマルリサイクルセクターは個人が多
く、コートジボワールやナイジェリア、ガーナのように、鉄、アルミニウム、銅などの金
属素材流通が大きい国では、組織的に活動するインフォーマルリサイクルセクターが多い
という。ナイジェリアとガーナでは、インフォーマルな回収とリサイクルは、ほとんどが
両国の北部地域からの移住者によるものである。これら北部地域の主な産業は小規模農業
であり、気候変化によって食糧不足に陥る地域でもある。一方で、ナイジェリアとガーナ
では、組織化された修理セクターが存在する。ガーナの Accra やナイジェリアの Lagos で
は、修理セクターは数万人規模の人々の雇用を生んでいるという。修理セクターの一部は、
地方行政に法人登録し納税も行うフォーマルセクターとして活動している。また、e-waste
に含まれる金属の回収において、現在の西アフリカのリサイクルでは、主に鉄、アルミニ
ウム、銅などの金属回収を中心としており、プリント回路基板などに含有されている希少
金属の回収はほとんどなされておらず、なされたとしてもアジアのリサイクル施設に国際
価格以下で輸出されている。
次に、西アフリカ地域の e-waste の貿易について概観する。e-waste の貿易については、
西アフリカはヨーロッパとの結びつきが強い。この貿易の担い手は、零細な企業から大企
業まで非常に多様であり、アフリカからヨーロッパへの移住者や一時的な滞在者も含まれ
る。また、中古自動車の輸出業者が、中古の EEE や e-waste の貿易にも関わっている。ナ
イジェリアが西アフリカ地域で最も EEE と自動車（新製品も使用済み製品も）を輸入する
国であり、ガーナがそれに続く。また、イギリスが EEE を最も多く輸出する国であり、大
きな差をつけてこれにフランスやドイツが続く。ガーナの Accra やナイジェリアの Lagos
はこうした貿易の拠点都市となっている。Lagos については、Andreas Manhart et al.（2011）
が、西アフリカ地域の e-waste 集積地、あるいは中古品の輸入拠点として機能している現
状や問題点を詳細に分析している。この分析によれば、輸入された中古 EEE の 70%は中古
品として利用可能であるが、21％は修理後に販売され、9%は使用不可能で直ちにリサイク
ル市場に引き渡されるものであるという。
ナイジェリア コートジボワール ガーナ ベニン リベリア
kg/人 2.1 1.1 2.3 1.4 0.3
千トン 343 26 58 13 1
kg/人 1.3 0.8 1.4 0.9 0.2
千トン 219 20 38 8 1
市場に導入されたEEE
e-waste
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②問題点(6)
西アフリカ地域における e-waste の現状の問題点は以下のとおりである。
まず、e-waste の回収やリサイクルに従事する人々の収入を概観する。e-waste の回収や
リサイクルによる日々の収入は変動が激しく、0.22US ドル／日～9.5US／日ドルであると
いう。この収入は、家族で分け合うことになるため、ナイジェリアとガーナの e-waste 処
理に従事する世帯のほとんどは、貧困ラインの 1.25US ドル／日・人以下で生活をしている
と考えられる。一方、修理セクターの一日の収入は 2.2US ドル／日～22US／日ドルであり、
工場オーナー等の経営者以外の従業員の収入は日に 4.0US ドル／日ドル以下であるという。
以上の点から、インフォーマルリサイクルセクターは貧困層が中心であることが理解で
きる。インフォーマルリサイクルセクターは、十分な装備や設備を有しないままに処理を
行うため、環境汚染や健康被害が生じる。主に、手解体や金属素材の抽出、野焼きなどの
最終処分過程においてそうした問題が生じている。例えば電線ケーブルの野焼きは、西ア
フリカ地域のどの国でも行われているもので、ダイオキシンによる環境汚染や健康被害の
直接的な原因となっている。
また、ヨーロッパ諸国からの e-waste の不正な輸出も問題となっている。ヨーロッパ諸
国からの e-waste の輸出拠点が、アムステルダムやアントワープである。両港では、使用
済み EEE を中古製品、私的製品、寄付品、個人利用、その他として取扱っている。しかし、
取扱う使用済み EEE の中には、既にリユースが不可能な廃棄物同然の物が含まれており、
これらの輸出を偽装するために、使用済み製品のラベルが操作される場合があるという。
両港は、e-waste の不正な貿易を厳しく取締まるには、体制的にも財政的にも厳しい制約が
あるとしている。基本的に e-waste のような有害廃棄物の OECD 国から非 OECD 国への
輸出は Basel 条約によって禁止されている。しかしこの条約に基づく貿易管理では、廃棄
物の定義や有害性の定義において国家間で差異があること、モニタリングや規制管理の遂
行能力不足が大きな課題となっている。
ところで、ガーナでは国内で回収した鉄スクラップが中国など海外の需要家に流れるた
め、国内の製鉄所への資源投入が不足する事態に陥っている。ガーナ共和国政府はこうし
た事態を規制するために、くず鉄輸出非合法化法案を提案している。ガーナからは、くず
鉄が輸出され続けており、くず鉄を原料とする現地鉄鋼部門は稼働率わずか 30％と厳しい
状況にある中、大手製鉄会社のワホメが閉鎖に追い込まれ 700 人が失業した。こうした問
題に対処するため上記の法案が提出されているという（全日本金属産業労働組合協議会
2013）。以上のように、リサイクル資源の国内での蓄積量がまだ少ない国では、リサイクル
資源貿易によって資源が国外へ流出し、リサイクル資源を原料とする国内産業の存立を危
うくするという問題が生じる可能性がある。
最後に、より付加価値の高いリサイクルビジネスへの転換も今後の課題としている。西
アフリカ諸国では現在、e-waste からは主に鉄やアルミニウム、銅などの回収が主である。
今後は、廃プリント回路基板を大量に集積させて効率的に希少金属などの抽出を行い、公
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平な国際価格での貿易を行うことが将来のビジネス機会であるとしている。その前提とし
ては、希少金属を抽出する適正な技術の具備や、抽出した希少金属の国内販路開拓が求め
られる。
③問題発生の構造的要因
a.経済発展段階と産業構造
以上の問題発生の構造的な要因について考察を行う。まず、西アフリカ諸国の所得水準
や都市化、産業構造などから経済発展段階上の特徴を把握する（表 2-5）（図 2-9）。いずれ
の国も、農業や鉱業が主要産業であり、天然資源豊富国として一次産品輸出依存型の経済
であることがわかる。
ところで、天然資源豊富国の経済成長に関する分析として、大野（2013）は一国の天然
資源の豊かさは長期的には成長と負の相関があることを確認している。この主な理由とし
て、天然資源部門の拡大が製造業部門の縮小を招くという点をあげている。そのメカニズ
ムは次のとおりである。天然資源輸出によって得られる外貨収入によって、サービス、賃
金、土地代、工業用サービスなどの非貿易財の価格を押し上げる。その結果、貿易財であ
る工業製品は、製品価格に比べてコストが上昇し、国際競争力を失うことになる。加えて、
熟練労働者も天然資源部門に集中するために、総じて製造業部門は生産要素コストが上昇
し、天然資源輸出が増加するほど国内の製造業は衰退することになる（大野 2013）。
また、平野（2009）は、世界の資源国の名目 GDP が一次産品価格と非常に高い相関を示
すことを検証し、資源依存型経済で一次産品価格の高騰に支えられた成長は脆弱であり、
長期的には維持できないと指摘している。
表 2-5、図 2-9 に示すように、西アフリカ諸国は一次産品の生産や輸出に依存した国々で
あり、一次産品の国際価格の低迷などにより、経済停滞や悪化が長期にわたって続いたこ
とが読み取れる。つまり、西アフリカ諸国の経済は一次産品の国際相場に翻弄される脆弱
な構造であり、大野（2013）や平野（2009）が指摘するように、今後一次産品依存経済が
続けば、製造業による経済発展は停滞する可能性が高い状況にあるといえる。
ところで、南（1970）は日本のルイス転換点、つまり労働不足経済への転換が 1960 年に
生じたとしている。当時の日本の一人あたり実質 GDP は 7,079US ドル（2005 年の US ド
ル基準）、都市人口率が 63％、製造業の GDP 構成割合が 34.6%である。吉川と宮川（2009）
によれば、1950 年～1960 年は高度成長の第一期であり、テレビ、電気洗濯機、冷蔵庫など
耐久消費財が普及していくプロセスであった。また、鉄鋼業における技術革新と耐久消費
財に対する需要の爆発的な増大を反映し、一次金属・機械産業に傾斜した成長がみられた
としている。
西アフリカ諸国の所得水準は転換点を迎えた当時の日本の水準よりもはるかに低く、工
業化や都市化の進展度合いもかなり低い状況であることがわかる。つまり工業による経済
発展の初期段階であり、農村都市間の労働移動はあるものの、都市部の工業部門が未発達
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であるがために、都市部においてフォーマルな就業機会を獲得できない都市貧困層が発生
している。実際に、ナイジェリアとガーナでは、都市部のインフォーマルリサイクルの従
事者は、ほとんどが両国の北部の農村部からの移住者である。また、ベルンやリベリアの
ような低所得国でも、都市部の工業部門が未発達であるため、都市貧困層であるインフォ
ーマルリサイクルセクターが形成されている。しかし、ナイジェリアやガーナのインフォ
ーマルセクターでは組織的な活動が多いのに対し、ベルンやリベリアでは個人での活動が
多いという。これは、工業部門の生産規模水準の差異に起因し、ベルンやリベリアではナ
イジェリアやガーナよりも金属資源の需要量が少ないことによるものと考えられる。
以上の点から、問題の構造的要因をまとめると次のようになる。西アフリカ諸国は、工
業化の初期段階にあり、農工間労働移動が活発化することで都市部のインフォーマルリサ
イクルセクターが急拡大している。一方で、西アフリカ諸国は、一次産品依存型の経済構
造であるために、工業部門の成長が遅く国際経済情勢の影響を受けやすい脆弱な経済であ
る。こうした状況からから脱しない限り、都市貧困層であるインフォーマルリサイクルセ
クターに伴う問題は長期化することが考えられる。
表 2-5 西アフリカ諸国における経済構造（その１）
（出所）外務省ホームページ、JETRO ホームページデータより作成
ナイジェリア コートジボワール ガーナ
一人あたり実質GDP（2012年）
(2005 年USドル基準)
1,071 958 724
（World Bankの2013年時点で
の分類）
低位中所得国 低位中所得国 低位中所得国
都市人口率（％）（2012年） 50 52 53
主な産業 原油、天然ガス、農業等 農業（コーヒー、ココア等）
農業（カカオ豆）、
鉱業（貴金属、非鉄金属、石油）
主な貿易品（輸出） 原油及び天然ガス、鉱物性生産品
カカオ豆，原油・石油製品，天然ゴ
ム
金，石油，カカオ豆・製品，木材
主な貿易品（輸入） 機械、電気機器、輸送機器 食品，原油・石油製品，一般機械 機械類，石油，食料品
実質経済成長率（％） 7.0（2013年：世銀） 9.5(2012年：世銀） 7.6（2013年：EIU）
失業率（％）
23.9
（2011年：ナイジェリア統計局）
データなし 4.2(2010：世銀）
粗鋼生産量（千トン、2012年） 100 データなし 25
概要
OPEC第7位（2012年）の産油国でありなが
ら、原油収入が適切に利用されておら
ず、貧困の緩和、インフラの整備が進ん
でいない。
農業が基幹産業であり、農業の従事
人口は全体の約80％、GDP割合は約
30％、輸出の大部分を占める。主要
産品であるココア、コーヒー等の一
次産品の国際価格の低迷や膨大な対
外債務により、経済的危機に陥り、
1989年よりIMF・世銀の下で構造調
整計画を開始した。しかし、経済改
善策が不十分、国情不安定等の状況
により、融資の停止、再開という経
緯をたどった。1993年より産油を開
始し、近年は石油・石油製品輸出額
がコーヒー、ココアの輸出額と並
び、主要貿易品目となっている。
農業・鉱業が主要産業。主要輸出品
は金、石油、カカオ豆で、国際市況
や天候の影響を受けやすい。農業は
GDPの約20％，雇用の約半数を占め
る。1970年代後半から80年代前半に
かけて経済的困難に直面。1983年か
ら世銀主導の構造調整に取り組み、
80年代後半から平均5％のGDP成長率
を維持。しかし、90年代の金やカカ
オの国際価格低迷等により経済が悪
化した。 近年は、2010年に開始さ
れた石油の商業生産により、7%以上
の高い経済成長率を実現している。
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表 2-5 西アフリカ諸国における経済構造（その２）
（出所）外務省ホームページ、JETRO ホームページデータより作成
図 2-9 西アフリカ諸国の所得水準の推移
注）縦軸は一人あたり実質 GDP（ドル／人）で、2005 年の US ドルを基準とした値
（出所）World Bank Data より作成
ベニン リベリア
一人あたり実質GDP（2012年）
(2005 年USドル基準)
568 276
（World Bankの2013年時点での
分類）
低所得国 低所得国
都市人口率（％）（2012年） 46 49
主な産業
農業（棉花、パームオイル）、
サービス業（港湾業）
鉱業（金、ダイヤモンド）
農林業 （天然ゴム、木材）
主な貿易品（輸出） 棉花、再輸出品 ゴム、鉄鉱石、丸太、金
主な貿易品（輸入） 食品、資本財、石油製品 機械・運搬機器、石油製品、食物
実質経済成長率（％） 5.4（2012年：世銀） 10.8（2012年：世銀）
失業率（％） データなし 3.7（2010年：世銀）
粗鋼生産量（千トン、2012年） データなし データなし
概要
ベナン経済の主力は棉花産業とコトヌ港での港
湾サービス業である。産業の多角化が進んでお
らず、更にナイジェリアとの関係悪化が貿易量
の減少に直結してしまう経済構造にある。2008
年時点で、棉花産業を含む第一次産業は、GDP
の約30％、雇用の50％を占めている。棉花価格
の低下や、棉花の生産量が減少、さらにコトヌ
港がロメ港（トーゴ）との熾烈な競争に晒され
ている点などが、ベナン経済の不安材料であ
る。
戦乱により国家経済は著しく疲弊。その後ド
ナーによる復興支援や難民帰還による経済活動
の活性化、国内情勢の安定に伴う投資の増加、
農業分野の復興、主要輸出品であるゴムの国際
市場価格の上昇等に加え、大規模な鉄鉱採掘の
再開、木材の禁輸解除、ダイヤモンドの制裁解
除（2007年5月）が大きなプラス要因となり、
実質GDP成長率は2007年以降10％前後で推移し
ている。
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b. e-waste リサイクル市場構造
e-waste から回収される金属類の直接の需要として、ナイジェリアとガーナでの鉄鋼産業
がある。e-waste から回収した鉄スクラップは粗鋼生産原料として流通していると考えられ
る。この流通において、都市貧困層がインフォーマルな回収とリサイクルに携わっている。
ガーナでは、国内回収の鉄スクラップが中国などの海外の需要家に買取られてしまうため
に、国内の製鉄所への資源投入が不足する事態に陥っている。また、西アフリカ諸国は中
古の EEE についてヨーロッパとの貿易が盛んであり、ガーナやナイジェリアにはこうした
貿易の拠点都市が存在する。この背景には、経済発展とともに EEE や自動車などの耐久消
費財需要が高まるものの、国内にその生産能力はほとんどなく、所得水準が低いために中
古品の輸入が活発化したことが挙げられる。こうした中古品輸入の中に違法な e-waste 輸
入も紛れている。
つまり、西アフリカ諸国では、素材産業による金属のリサイクル資源需要が存在するも
のの、一次産品依存型の発展であるために工業部門全体の発展が遅く、金属のリサイクル
資源流通はあまり多くない。これは、国内の家庭や産業から回収する金属のリサイクル資
源もあまり多くはないためである。一方で、中古品輸入の急増によって中古品に偽装した
e-waste 輸入が増加しており、インフォーマルリサイクルセクターは、こうした中古品貿易
関連の e-waste のリサイクルに従事する割合が高いと考えられる。
（２）アジア
アジアについては、近年、著しい規模と速度で経済発展を遂げている中国が、世界有数
の EEE の輸出国となり、また同時に世界有数の e-waste 輸入国となっている。こうした結
果として、中国では、国内から発生する廃棄物と、海外からの輸入品由来の e-waste がも
たらす深刻な問題に直面している。以下の現状や問題点は、Wang et al.（2013）による報
告内容をもとに必要なデータを加えて整理したものである。
①現状(7)
表 2-6 に示すとおり、対象としたアジア諸国の中では、市場に導入された EEE の量や
e-waste の発生量とも圧倒的に大規模なのが中国である。それぞれの一人あたりの量も同様
である。インド、ベトナムやパキスタンは表 2-4 で示したナイジェリアやガーナと同水準で
ある。ここでは、e-waste 発生量が圧倒的な規模である中国の現状を中心に分析を行う。以
下の現状及び問題に関する分析内容は Wang et al.（2013）による報告内容をもとに必要な
データを加えて整理したものである。
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表 2-6 アジア諸国の e-waste 発生量等
（出所）Step（2015）より作成
中国では、EEE が急激に普及している。2011 年時点での都市部における、カラーTV、
冷蔵庫、洗濯機、エアコンなどの基本的な家電の世帯あたり所有数は 1.0 に近く、携帯電話
は 2.05 である。1990 年からの伸びでは、携帯電話、コンピュータ、エアコンなどが急伸し
ている。同様の対象品目で、農村部における所有数は、携帯電話とカラーTV がそれぞれ 1.80、
1.15 であり、冷蔵庫が 0.63、洗濯機が 0.63、エアコンが 0.23、コンピュータが 0.18 と、
普及の程度に都市部との大きな差が生じている。
中国では、都市部を中心に EEE の普及が急速に進む中で、その廃棄物である e-waste の
リサイクルが特に沿岸部において盛んである。しかも、フォーマルな事業主体ではなく、
インフォーマルなリサイクル事業者が大宗を占めている。インフォーマルリサイクルセク
ターには一般的に健康や環境を保護するための十分な装備や設備がない。近年では、先進
国からの不法な輸入 e-waste の処理がもたらす環境や健康への被害について、世界的な注
目を集めている。
中国のインフォーマルリサイクルセクターは、主要な水路や港湾の近辺にクラスターを
形成している。例えば、珠江河口デルタの Guiyu、Longtang、Dali や、揚子江デルタの
Taizhou の他、Hebei Province、Hunan Province、Jiangxi Province などに集積地がある。
Guangdong Province は Hong Kong に隣接しているため、Hong Kong 経由の e-waste の
不法輸入が盛んであり、中国で最大の集積地となっている。また、Guangdong Province は、
電子機器メーカーやおもちゃ、電気機械などの企業が立地する地域であり、e-waste から抽
出される部品や素材の大きな需要地でもある。
中国では、上記のクラスターの中でも Guangdong Province の Guiyu と、Zhejiang
Province の Taizhou が二大拠点となっている。Guiyu は、人口がおよそ 15 万人で、その
うち 10 万人が移住者である。Guiyu では、300 以上の企業と 3,000 以上の工房が e-waste
のリサイクルに従事している。また Guiyu にある 28 の村のうち 20 が e-waste リサイクル
に従事している。リサイクルに従事するほとんどの労働者が Hunan や Anhui といった農
村部からの移住者で、１日に 1.5US ドル程度にしかならない e-waste の手解体や単純処理
に従事している。Taizhou は、二次素材生産で有名な都市で、25 年以上も e-waste のイン
フォーマルリサイクルに従事している。Taizhou では、1990 年代から、輸入した金属スク
ラップや、使用済みキャパシタ(8)、家電製品、発電機、ケーブルワイヤーなどの処理を始め
中国 インド ベトナム パキスタン バングラディシュ
kg/人 9.2 2.5 2 2.2 1.4
千トン 12,405 3,026 180 389 208
kg/人 4.4 1.3 1.3 1.4 0.8
千トン 6,033 1,641 116 266 126
市場に導入されたEEE
e-waste
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た。しかし、地元の製造業が電子産業から他の産業へと移行したために、次第に e-waste
のインフォーマルリサイクルから撤退しつつある。
次に中国における e-waste 回収システムを概観する。回収もリサイクルと同様にインフ
ォーマルセクターが主な担い手となっている。ウェイスト・ピッカーは、地方からの移民
で個人事業主が多く、都市部の各家庭をまわり、使用済みのプラスチック、古紙、金属ス
クラップから使用済み家電まで、現金と引き換えに回収して回る。ウェイスト・ピッカー
が個別世帯をまわり廃棄物を回収するシステムは、社会の中で一定の機能を果たしている。
つまり、個別世帯は、使用済み製品や廃棄物を回収人に引き渡すことで現金収入が得られ、
また、それらの廃棄物を適正に処理する時間と手間を省くことができるのである。しかし
一方で、ウェイスト・ピッカーはフォーマルセクターへのステップアップにつながること
が少なく、インフォーマルリサイクルと同様に貧困の温床となっている。
図 2-10 中国におけるインフォーマルリサイクル拠点の分布
（出所）Wang et al（2013）
中国においてはインフォーマルリサイクル従事者が大きな割合を占める中で、フォーマ
ルリサイクラーも存在する。フォーマルリサイクラーとは、ライセンスを取得し認定企業
として指定された e-waste 解体企業である。e-waste のリサイクルライセンスは、各省の環
境保護部から発行される。処理するリサイクル物によって、有害物質取扱許可が必要にな
る。これは 2011 年の政府環境保護省による家電リサイクル法にもとづく制度である。地域
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の e-waste リサイクル企業の処理能力が地域のニーズに適合するように、各省は e-waste
リサイクル産業に関する５ヵ年計画を作成し、適合した地域リサイクラーにライセンスを
付与することとなっている。こうしたフォーマルなリサイクル企業に廃家電などが流通す
ることを促進する制度として Home Appliance Old for New Rebate Program（家電買い替
え割引制度：2009–2011 年）が実施された。図 2-11 に”Old for New Program”で指定さ
れたフォーマルリサイクラーの分布を示す。沿岸部の経済発展著しい地域ではフォーマル
リサークラーが多くなっている。内陸部では、そもそもEEEの普及率が低いために、e-waste
のリサイクル率は沿岸部に比べて相当低くなっている。そのため、フォーマルリサイクラ
ーも少ない。内陸部の省は面積が広大であるために、フォーマルリサイクラーにとって採
算性の低い地域となっている。2008 年以降、中国ではフォーマルリサイクラーの数が増加
してきたが、技術的にはまだ初期段階にあるという。例えばほとんどのフォーマルリサイ
クラーは、手解体が主たる技術であり、十分な解体技術や精製技術を有している企業は少
ないのが現状である。また、多くのフォーマルリサイクラーは、テレビ、冷蔵庫、洗濯機、
エアコン、コンピュータといった、補助金対象品の処理しか行っておらず、他の e-waste
については扱っていない。これは、この 5 タイプの廃家電が制度的に回収されるため、企
業としては回収コスト負担がないというメリットがあることによる。
図 2-11 中国におけるフォーマルリサイクラーの分布
（出所）Wang et al（2013）
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中国では、中古品とリサイクル資源への旺盛な需要から、相当な量の e-waste を輸入し
てきた。その結果、アメリカやヨーロッパ、韓国や日本などの近隣アジア諸国からの e-waste
を受け入れる世界最大の e-waste 処分地のようになっている。以上のような状況を踏まえ
て中国政府は、2000 年 2 月 1 日に e-waste 輸入を禁止した。しかし、e-waste の定義に曖
昧な部分があることから、その後も e-waste の輸入が増加した。さらにその後、数回に渡
る制度の改良によって、2009 年には、廃ガラス、廃バッテリー、廃コンピュータ、OA 機
器、廃家電、廃通信機器、廃電子部品の輸入が禁止された。環境保護省によれば、これら
の規制改革と税関や品質検査部との共同による e-waste 輸入のモニタリングによって、不
法な輸入は抑制されたという。しかし、これらの規制改革によっても、e-waste はいまだに
中国へ複数のルートにより流入している。
②問題(7)
e-waste のインフォーマルリサイクルは、労働集約的で、手解体作業が中心である。再使
用可能な部品は、中古部品として再利用し、そうでないものはリサイクルされる。再生可
能な部品とリサイクルによる再生資源が収入源となる。バッテリー類、モーター類、発電
機、集積回路基盤などのリユース品は、解体による回収の際の優先度が高い部品である。
これらの部品は、修理や組立を行う修理業へと売られる。市場価値のあるリサイクル資源
は解体によって抽出され、様々な精製処理プロセスを通じて抽出物の品質を高めていく。
需要の高いリサイクル資源は、貴金属、鉄、非鉄（銅、アルミ、磁石、様々な合金）とプ
ラスチックである。このうち貴金属が最も市場価値が高く、インフォーマルリサイクラー
の主な収入源となっている。
しかし、インフォーマルリサイクラーは、健康被害や環境汚染を防止するための十分な
処理プロセスがなく、必要な訓練も受けていないため、健康被害や環境汚染が発生する。
以上のようなリスクを伴う e-waste については、政府から輸入規制強化が実施されている。
輸入規制強化により、中国本土への e-waste の直接流入はほとんど見られなくなった。し
かし、スクラップ業者や密輸業者は、大量の鉄スクラップ及び銅スクラップ輸入への
e-waste の混載による輸入を行っている。中国では、鉄スクラップや銅スクラップ、その他
金属スクラップが混在したミックスメタルの輸入が合法であり、e-waste の混載輸入の有力
なルートとなっている。
e-waste を中古品やスクラップへ混載する輸入以外に、e-waste を香港やベトナム経由で
輸入するルートがある。香港は、中国の一国二制度のもとで同じバーゼル条約国であって
も、e-waste の輸入規制が異なることで、香港経由で中国本土に流入する e-waste が増加し
ている。中国本土では、どのような e-waste も例外なく輸入禁止であるが、香港では、中
古の EEE と e-waste の輸入あるいは経由は合法となっている。しかも、一旦、香港に入っ
たものは、直接的な再使用目的であれば廃棄物の輸出入許可なしで、どのような国へも輸
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出可能である。つまり、e-waste と中古の EEE の区別の困難さや香港と中国本土の異なる
規制基準によって、結果的に中国本土への e-waste 流入は途絶えることがない。
ベトナムは、中国と同様に e-waste の輸入を禁止しているが、例外規定として、再輸出
のための e-waste や中古 EEE の輸入が認められている。この例外規定によって、ベトナム
経由で中国本土に e-waste や中古 EEE の合法的な流入を可能としている。アメリカや日本
から、使用済みの CRT テレビや家電製品の e-waste や中古品が、Haiphon 港を通じてベト
ナムに入る。ベトナムへ移入後は、中国の Dongxin との国境である Mong Cai に移送され
る。そして、中国の Guangzhou にトラックで運ばれ、そこで再組立てが行われて、不法に
ベトナムに輸出される。Dongxin から Mong Cai へ密輸される再組立て家電は北部ベトナ
ムの Hanoi や Haphon のような中古市場で売りに出される。いくつかの再生品は、中国の
市場でも売り出されているという。
③問題発生の構造的要因
a.経済発展段階と産業構造
問題発生の構造な要因について考察を行う。まず、中国とともに、e-waste の処理量が多
いインド、ベトナム、パキスタン、バングラディシュを対象に所得水準や都市化、産業構
造などから経済発展段階上の特徴を把握する（表 2-7）（図 2-12）。
中国、インド、ベトナムは工業的な発展を進めており、特に中国の急激な発展は目覚し
い。パキスタン、バングラディシュは農業や繊維産業が主要産業である。これらの国々の
発展段階を、日本のルイス転換点における所得水準や産業構造をベンチマークとして判断
してみる。先に示したように、南（1970）によれば日本のルイス転換点は、1960 年に生じ
たとしている。日本の転換点における所得水準をふまえると、急激な工業化を果たした中
国でさえ当時の日本の所得水準の半分程度である。したがって、中国以外は工業的発展の
初期段階にあり、中国は工業的発展による成長軌道上に位置する段階であると考えられる。
以上の点からこれらの国々では、農村から都市への労働移動が生じていると考えられる。
実際に中国では、近年の沿海都市部を中心とした急激な工業的発展により、農村部の農業
部門から都市部の工業部門への労働移動が顕著となり、こうした移動労働層は「農民工」（農
村戸籍のままで都市部に就業する労働者）と呼ばれている。中国の都市部のインフォーマ
ルリサイクルセクター従事者も地方からの移住者が多いことは先述の通りである。しかし、
2000 年以降にはこの農民工の賃金が上昇していることから、中国はルイスの転換点を迎え
つつあるという議論(9)がある。
中兼（2012）は、中国における転換点論争をレビューした上で、転換点の解釈や農村部
の過剰労働力の定義の違いによって、転換点通過に関する判断が異なることを指摘してい
る。また、中国では都市と農村が制度的に分断されているという特殊性が有るため、他国
ほど自由な労働移動はできないが、こうした論争があることは、ルイス・モデルやハリス
＝トダロ・モデルの労働移動モデルで説明可能な合理的な経済構造になりつつあることの
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証左であるとしている。
ところで、2012 年の東部の一人あたり GDP は、57,722 元（約 9,235US ドル）であり、
全国平均の 38,420 元（約 6,140US ドル）の 1.5 倍に達する。また、最も低い西部の 31,357
元（約 5,000US ドル）の 1.8 倍である（中国統計年鑑 2013）。つまり、地域的に見れば、
かつての日本で転換点が生じた時の所得水準に達している地域がある一方で、同じ国内で
も地域間で 2 倍近い所得格差があることがわかる。そして、中国の e-waste のインフォー
マルリサイクル拠点は、東部地域の沿海部に点在しているのである。e-waste のインフォー
マルリサイクル拠点の沿海部地域立地は、沿海部が工業的発展の著しい地域であり金属ス
クラップ類の需要が急増していること、一方で市場でのリサイクル資源の蓄積量がまだ少
ないために、海外からの輸入に依存せざるを得ないこと、といった要因によるものと考え
られる。中国国内での様々な EEE の普及率が高まりをみせているものの、e-waste として
の発生量はまだそれほど多くはないことから、海外から e-waste を輸入することになる。
工業的発展が著しく、e-waste に含有されるような金属スクラップや貴金属などへの需要が
増加することで e-waste の輸入量も増加し、そうした輸入品の処理拠点が沿海部地域に生
じるのである。ただし、インフォーマルリサイクルの主体は、資本力がないために地価の
高い都市部ではなく都市郊外の農村部に立地する。同じ沿海部でも都市部と農村部では所
得格差が大きいため、都市近郊農村の中には村全体がインフォーマルリサイクル集積拠点
となるケースもある。つまり、農工間労働移動の一部は、中国の沿海部地域内の都市近郊
農村が村ごとインフォーマルリサイクル拠点となるという形態で生じているのである。遠
隔の農村部から移住してきた農民工が、都市貧困層としてインフォーマルリサイクルに従
事する場合もあるが、これは回収人として就業することが多いものと考えられる。
以上が、インフォーマルリサイクル拠点立地の構造的要因であるが、一方で沿海部地域
ではフォーマルなリサイクル拠点の立地も多い。フォーマルといえども手解体による作業
が中心であるが、中には機械化によってより効率的な事業を展開している企業も出始めて
いる。日本のルイス転換点付近でのインフォーマルリサイクルの動向をベンチマークとす
れば、中国の沿海部地域の高所得地域では転業機会にも恵まれ、インフォーマルリサイク
ルが少なくなり、次第に企業的なフォーマルセクターにシフトしていく可能性もあると考
えられる。中国以外の国々では、その経済発展段階や産業構造から、金属のリサイクル資
源需要は中国ほど旺盛ではないが、工業化や都市化にともなう農工間労働移動で生じた都
市部インフォーマルリサイクルセクターが増加している、あるいは長期の経済停滞により
定着しつつある段階であると考えられる。
b. e-waste リサイクル市場構造
中国の e-waste リサイクル市場構造の特徴は、沿岸部を中心とした工業発展や全国のイ
ンフラ整備需要の拡大により、金属のリサイクル資源への需要が非常に大きく旺盛である
ことが挙げられる。表 2-7 に示すとおり、中国は粗鋼生産規模が他国に比して圧倒的に大き
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く、世界一の生産規模を有している。国内の e-waste の一人あたり発生量が、西アフリカ
諸国よりは多いため、国内での金属のリサイクル資源回収量も西アフリカ諸国よりは多い
ものと考えられる。中国において、家電リサイクル法、自動車リサイクル法が整備された
のも、国内での金属資源の回収量とその需要が拡大したことに対応したものと捉えること
ができる。一方で、海外からの e-waste の輸入は政府の規制があるにもかかわらず盛んで
ある。これは、非常に旺盛な金属のリサイクル資源需要があるものの、e-waste 等の国内蓄
積量が相対的に少ないために、輸入に依存せざるを得ない状況にあると考えられる。中国
政府による 2000 年、2009 年の e-waste 輸入規制強化によって、中国本土への直接的な流
入は見られなくなったが、ミックスメタルや中古品輸入への e-waste の混載や、香港やベ
トナム経由でのルートによる輸入が増加している。つまり、中国では e-waste の国内回収
によるリサイクル資源の市場流通が急拡大しているが、依然として、沿岸部を中心に海外
からの e-waste の輸入による資源回収も盛んである。
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表 2-7 アジア諸国における経済構造（その１）
（出所）外務省ホームページ、JETRO ホームページデータより作成
中国 インド ベトナム
一人あたり実質GDP（2012年）
(2005 年USドル基準)
3,345 1,123 986
（World Bankの2013年時点での
分類）
低位中所得国 低位中所得国 低位中所得国
都市人口率（％）（2012年） 51.9 31.6 31.7
主な産業
繊維、食品、化学原料、
機械、非金属鉱物
農業、工業、鉱業、IT産業 農林水産業、鉱業、軽工業
主な貿易品（輸出）
自動情報処理機械類、衣類、
携帯電話類
石油製品、宝石類、
機械機器、化学関連製品、繊維
携帯電話・同部品、縫製品、
PC・電子機器・同部品、
履物、原油等
主な貿易品（輸入） 原油，鉄鉱等，自動車類
原油・石油製品、金、
機械製品
機械設備・同部品、
PC・電子機器・同部品、
布地、携帯電話・同部品、
石油製品等
実質経済成長率（％）
7.8
（2012:中国国家統計局）
4.7
（2013：インド政府資料）
5.4
(2013)
失業率（％） 4.1(2012) 3.6(2012） 1.8(2012)
粗鋼生産量（千トン、2012年） 716,542 77,561 5,298
概要
高成長が継続する一方で，都市と農村
の経済格差の拡大，エネルギーの確
保，環境汚染，社会保障の拡充等，多
くの課題も抱えている。
インドは独立以来、輸入代替工業化政
策を進めてきたが、1991年の外貨危機
を契機として経済自由化路線に転換
し、規制緩和、外資積極活用等を柱と
した経済改革政策を断行。その結果、
高い実質成長を達成。2005年度-2007
年度には3年連続で9％台の成長率を達
成し、2008年度は世界的な景気後退の
中でも6.7％の成長率を維持、2010-
2011年度は8.4％まで回復したが、欧
州債務危機及び高インフレに対応する
ための利上げ等の要因により、経済は
減速傾向にあり、2012年度は4.5％、
2013年度は4.7％の成長率となった。
2014年5月に発足したナレンドラ・モ
ディ政権は、経済重視の姿勢を見せて
おり、今後の政策及び政権運営が注目
されている。
1989年頃よりドイモイの成果
が上がり始め、1995年から
9％台の高い経済成長を続け
たが、1997年に入り、成長率
の鈍化とアジア経済危機の影
響を受け、外国直接投資が急
減し、1999年の成長率は
4.8％に低下した。2000年代
に入り海外直接投資が増加
し、2000年～2010年の平均経
済成長率は7.26％と高成長を
達成したが、2011年以降は5%
代の成長率で推移。近年ベト
ナムは一層の市場経済化と国
際経済への統合を推し進めて
おり、2007年1月、WTOに正式
加盟を果たしたが、不透明な
マクロ経済状況、未成熟な投
資環境、国営企業の非効率性
等懸念材料も残っている。
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表 2-7 アジア諸国における経済構造（その２）
（出所）外務省ホームページ、JETRO ホームページデータより作成
パキスタン バングラディッシュ
一人あたり実質GDP（2012年）
(2005 年USドル基準)
769 593
（World Bankの2013年時点での
分類）
低位中所得国 低所得国
都市人口率（％）（2012年） 37.4 32
主な産業 農業、繊維産業 衣料品・縫製品産業、農業
主な貿易品（輸出） 繊維製品、農産品、食料品
既製品（ニットを除く）、ニットウェア、
冷凍魚介類、ジュート製品、革製品、
ホーム・テキスタイル
主な貿易品（輸入）
石油製品、原油、機械類、
農業、化学品、食料品、
パーム油
石油製品、繊維、化学薬品、機械機器、
食用油、プラスティック・ゴム、
鉄鋼製品、綿花、紡績糸、穀物類
実質経済成長率（％）
4.1
（2014パキスタン経済白書）
6.18
（2013、バングラデシュ統計局）
失業率（％） 5.0(2008) 5.0(2009)
粗鋼生産量（千トン、2012年） 850
概要
経済不況や国際収支の悪化から，2008年
11月にIMF融資が決定し、IMFプログラム
の下、経済改革に取り組んだものの、所
期の目標を達成しないまま2011年9月を
もって同プログラムは終了した。その後
も、パキスタン人民党（PPP）政権下
で、経済危機は深刻化した。外貨準備の
減少、ルピーの減価、財政赤字の拡大傾
向が続き，電力不足も経済活動の深刻な
足かせとなった。2013年9月にIMFから
EFF（拡大信用供与ファシリティ）を通
じた3年間の融資が承認された。パキス
タン政府は，引き続きEFFの下、財政赤
字削減、歳入増加、電力セクター改革、
投資環境整備、国営企業改革等に取り組
んでいる。
2012年度（2011年7月-2012年6月）のバン
グラデシュ経済は、欧州経済危機等の影響
を受けながらも、6.3％の経済成長率を達
成した。背景として縫製品輸出や海外労働
者送金の安定的伸長、比較的バランスの取
れた産業構造、農業セクターの安定した成
長といった要因があげられる。他方、縫製
品輸出や海外労働者の海外送金に依存する
ところが大きく構造的に脆弱であるため、
産業の多角化と電力・道路等の基礎インフ
ラの整備が課題である。
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図 2-12 アジア諸国の所得水準の推移
注）縦軸は一人あたり実質 GDP（ドル／人）で、2005 年の US ドルを基準とした値
（出所）World Bank Data より作成
（３）中南米
中南米諸国は、分析対象の中で最も所得水準が高い地域である。しかし、一次産品依存
型経済であるため長期の経済停滞が生じ、結果的に都市部にインフォーマルリサイクルセ
クターが長期にわたり存在している。インフォーマルリサイクルセクターが社会の適正な
機能として定着することは中南米諸国に共通の課題となっている。また、e-waste は急激に
増加しているものの、国内の中古市場が大きいために使用済み製品がリサイクル処理され
る量はまだ少ない。また、国内での e-waste の蓄積量が多いため、海外からの輸入もあま
りないと考えられる。将来的には e-waste がインフォーマルリサイクルセクターに流入す
ることによる健康被害や汚染リスクの顕在化が懸念されている。
以下の現状と問題把握は、アルゼンチンを対象とした Lindhqvist et al.（2008）による
報告内容をもとに必要なデータを加えて整理したものである。
①現状(10)
表 2-8 に示すとおり、対象とした中南米諸国の中では、市場に導入された EEE や e-waste
の量はその規模の点でブラジルが最も多い。しかし、それぞれの一人あたりの量は、メキ
シコが最も多いが、他の二カ国と比べてもあまり大きな差はない。ここでは、アルゼンチ
ンを対象とした Lindhqvist et al.（2008）による報告内容をもとに必要なデータを加えて
現状の整理を行った。
69
表 2-8 中南米諸国の e-waste 発生量等
（出所）Step（2015）より作成
アルゼンチンでは、EEE の普及が進展中であり、例えば、プリンタやコピー機、PC、携
帯電話が急増している。特に、海外ブランド製のラップトップ PC の輸入や携帯電話の販売
は著しく増加している。これらの製品は、ブランド製品と非ブランド製品があり、後者の
場合には製造者を特定できないようなものもある。また非ブランド製品と中古品は、一般
に品質が高くなく、価格も安い。しかし、近年は、ブランド製品の価格が低下しているた
め、非ブランド製品と中古品市場は縮小していくものと想定されている。白物家電(11)は従
来からの金属スクラップ業者が処理しているが、e-waste はそうした事業者による処理量は
未だ少ない。現状では e-waste を保管し、有用な部品はリユースするといったことが中心
である。また、アルゼンチンでは修理業が数多く存在し、すぐに製品を廃棄するのではな
く、中古品として再生させて利用する機会も多い。こうした修理業や中古品流通は低所得
層の雇用機会となっている。今後、もし従来からの金属スクラップ業者が、e-waste 処理を
行う場合には有害廃棄物の処理に配慮する必要がある。こうした事業者以外に、e-waste を
専門に処理する政府認定事業者がある。情報通信事業者や、相当量の EEE を使用する銀行
や飲料製造業、自動車製造業などが、そうした e-waste 専門処理事業者を活用している。
また、PC 製造や携帯電話製造分野の外資系企業は、増加する e-waste の処理のために、ア
ルゼンチン国内での適正な回収システムの検討を進めている。
アルゼンチンでは、インフォーマルセクターが自治体の廃棄物管理におけるリサイクル
部分に従事している場合がある。特に、容器包装や古紙などのリサイクルでは中心的な役
割を果たしている。このセクターは、cartoneros と呼ばれる回収人が道路上のビン（廃棄
物収集箱）から有価物を回収して、仲買人に売り渡すという機能を果たしている。このシ
ステムは、環境汚染や健康被害、社会問題などをもたらす懸念があり、その改善に向けた
議論が政府やメディアなどでも進められている。しかし、cartoneros のようなインフォー
マルセクターが、e-waste を取り扱うまでには至っていない。したがって、他の途上国に見
られるような、不十分な装備や設備による処理が有害廃棄物による環境汚染や健康被害を
もたらすといった問題は生じていない。今後の対応に向けて、NGO や全国的な商工団体で
ある CAMOCA などの支援により、cartoneros を組織化して e-waste の適正な回収や解体
処理を行うための能力開発事業を進めている。
ブラジル メキシコ アルゼンチン
kg/人 9.3 10.8 8.5
千トン 1,850 1,241 348
kg/人 7 8.2 7
千トン 1,412 958 292
市場に導入されたEEE
e-waste
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②問題(10)
以上のように、アルゼンチンでは、EEE の市場が急拡大し、それに伴い e-waste も増加
しているものの、現状ではそれらを保管し、有用な部品はリユースするといったことが中
心であり、インフォーマルセクターによるリサイクル処理はあまり行われていない。つま
り、現状では e-waste に関する問題は比較的小さいものである。また、数は少ないが現在
でも e-waste 処理の適正な技術を有する専門事業者も存在することから、そうした事業者
が拡大していくことで e-waste 処理に関する外部不経済はそれほど生じないかもしれない。
Lindhqvist et al.（2008）は、むしろ e-waste 処理を新たな産業創出としてとらえた取組
に力を入れるべきであり、そうすることで、雇用創出や資源の有効利用といった効果が期
待できるとしている。特にアルゼンチンでは、EEE の保有は、個人よりも企業や行政組織
で保有している割合が多いため、企業間の連携により効率のよい e-waste の回収システム
が構築できる可能性がある。そうした産業化により、e-waste が自治体の廃棄物管理システ
ムへ流れることを防ぎ、ネガティブな影響を抑制することができるとしている。
ただし、cartoneros を含むインフォーマルリサイクルセクターが、e-waste の回収や解
体処理を行うようになった場合には、フォーマルな e-waste 処理施設への資源の安定供給
が脅かされる可能性がある。また、フォーマルな e-waste 処理システムが、国内のインフ
ォーマルリサイクルセクターから資源を買い取るようなシステムとなった場合には、不法
輸入の e-waste もその流れに乗り、結果的に不法な輸入を助長する懸念もあるとしている。
Lindhqvist et al.（2008）は、以上のようなアルゼンチンにおける e-waste 処理の可能性と
懸念を示した上で、他のラテンアメリカ諸国でも同様の状況にあり、e-waste の処理能力強
化に向けた対策は非常に少ないことを指摘している。
③問題発生の構造要因
a.経済発展段階と産業構造
問題発生の構造な要因について考察を行う。まず、アルゼンチンとともに、e-waste の処
理量が多いと考えられるブラジル、メキシコを対象に所得水準や都市化、産業構造などか
ら経済発展段階上の特徴を把握する（表 2-9）（図 2-13）。3 カ国とも上位中所得国であり、
工業的な発展が進んでいる。これらの国々の発展段階を、日本のルイス転換点における所
得水準や産業構造をベンチマークとして判断してみる。南（1970）によれば日本のルイス
転換点は、1960 年に生じ、その当時の日本の一人あたり実質 GDP が 7,079US ドル（2005
年の US ドルを基準とした値）であることをふまえると、ブラジルとアルゼンチンは、まさ
に日本が転換点を迎えた所得水準に近づきつつあり、メキシコは既に越えている。ただし、
転換点にあった日本の産業構造と大きく異なるのは、これらの 3 カ国が資源国であり農業
国でもあるという点である。また、これら 3 カ国を含む中南米の資源国は、70 年代から 80
年代にかけて長期の経済停滞を経験している点も大きな特徴である（図 2-13）。
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表 2-9 中南米諸国における経済構造
（出所）外務省ホームページ、JETRO ホームページデータより作成
ブラジル メキシコ アルゼンチン
一人あたり実質GDP（2012年）
(2005 年USドル基準)
5,730 8,532 6,195 (2006年)
（World Bankの2013年時点での
分類）
上位中所得国 上位中所得国 上位中所得国
都市人口率（％）（2012年） 84.9 78.4 91.3
主な産業
製造業、鉱業（鉄鉱石他）、
農牧業（砂糖、オレンジ、コーヒー、大
豆他）
自動車、自動車部品、
航空宇宙、エレクトロニクス、物流、
農業、観光
農牧業
（油糧種子、穀物、牛肉）
工業
（食品加工、自動車）
主な貿易品（輸出）
一次産品 46.8％
（鉄鉱石、原油、大豆等）、
工業製品 37.4％
（燃料油、航空機、自動車部品等）、
半製品13.6％
（粗糖、木材パルプ、鉄鋼半製品等）
工業製品・同部品、自動車・同部品、
電気・電子機器、鉱産品、原油
燃料、大豆油かす、工業製品、
動植物油、穀物
主な貿易品（輸入）
原材料及び中間材44.7％
（化学・医薬品、鉱産物、
輸送用機器付属品等）、
資本財21.8％
（工業用機械、事務・科学用機器等）、
燃料及び潤滑油15.8％、
非耐久消費財7.7％
（医薬品、食料品等）、
耐久消費財10.0％
（乗用車、家庭用機械器具等）
工業製品・同部品（電気・電子機器）、
鉱産品
機械、自動車、電気機器、
産業用資材
実質経済成長率（％）
0.9
（2012:IMF）
3.9
9.2
(2012,名目）
失業率（％） 6.7(2011) 4.9(2012) 7.2(2012)
粗鋼生産量（千トン、2012年） 34,524 18,095 4,995
概要
世界第7位かつ南米最大の経済規模を誇
る。ルセーフ大統領は近年の政権の財政
安定化政策を踏襲。経済安定と改革重視
の政策をとり国際的信用を維持。
メキシコは1990年代前半にAPEC参加
（1993年），NAFTA発効（1994年），
OECD加盟（同年）を実現。1994年12月に
通貨危機が発生。その後，深刻なリセッ
ションを経験するも，危機を境に生じた
ペソ安により貿易収支が黒字に転化。
GDP成長率も1996，1997年は5％超の高成
長を記録。1999年及び2000年には，好調
な米国経済と石油価格高騰を背景に輸出
が拡大。
近年の実質経済成長率は2007年には米
国経済の悪化を受けた自動車など輸出製
造業の不振等の影響で3.3％，2008年は
1.2％と低下。2009年は，世界的な経済
危機の影響により，-6.2％となったが，
2010年は5.5％に回復。2011年及び2012
年は3.9％，2013年は1.1％となった。
1990年代には、兌換制（1ドル
＝1ペソの固定相場）の下で、
自由開放経済政策を促進。この
結果、ハイパーインフレの収
束、投資の増加により、高い成
長率を達成。
1999年1月のブラジル金融危機
の影響もあり、次第に景気が低
迷し、2001年後半には金融不安
が金融危機や全般的な経済危機
に転化。2003年5月に発足した
キルチネル政権は、社会政策の
重視を表明。ペソ安や一次産品
市況の好調による輸出の増加と
賃金・年金の引き上げによる内
需の拡大により、経済回復に成
功し、高成長を維持。インフレ
の高進、エネルギー価格の高騰
を抑えるための財政支出の増
大、輸出課徴金を巡る農牧団体
との対立や国際金融危機の影響
等から、一時的に経済の見通し
が悪化したが、一次産品価格の
高騰などもあり、経済の回復・
成長を見せている。
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図 2-13 中南米諸国の所得水準の推移
注）縦軸は一人あたり実質 GDP（ドル／人）で、2005 年の US ドルを基準とした値
（出所）World Bank Data より作成
資源国の経済発展については、大野（2013）が確認したように天然資源の豊富さと経済
成長はマイナスの関係にある。これは、天然資源輸出で得られる外貨収入によって非貿易
財の価格が押し上げられ、その結果、貿易財である工業製品のコストも上昇し、国際競争
力を失うことになるためである。また、平野（2009）は、資源輸出依存型の経済は、１次
産品価格の影響を大きく受け、持続的な成長という点では脆弱性が高いと指摘している。
以上のような要因が、中南米の資源国にも作用し、製造業が伸び悩み、長期的な経済停滞
や数次にわたる債務危機などに陥ったものと考えられる。農工間労働移動という点で見れ
ば、鉱業の雇用吸収力が大きくなく、製造業の成長が停滞する傾向が強いことなどから、
都市貧困層が生じやすく、長期にわたり貧困層が解消されにくい経済構造となっていった
ものと考えられる。
こうした国では、都市インフォーマルリサイクルセクターの存在も長期にわたり、自ら
の活動や政策的な措置によって社会的な地位を得た組織として定着している。インフォー
マルリサイクルセクターは、長年、古紙、プラスチック、金属スクラップ類などの回収や
リサイクルに従事しており、アルゼンチンの例で見たように、e-waste の処理への取組はこ
れからという状況である。ただし、かなり工業化が進展した段階であるため、アフリカ諸
国とは異なり、EEE の国内や外国資本の大手生産者が主導することで、e-waste の適正な
処理を進めるための技術の導入や産業組織化などを進めることが可能であると考えられる。
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b. e-waste リサイクル市場構造
対象とした中南米諸国は、他の地域に比べて所得水準がかなり高く、工業化による経済
発展も相当程度進んでいる。従って、国内における e-waste 蓄積量も多く、現在も家電製
品とは別に PC や携帯電話などの急激な普及によって e-waste が急激に増加している。こう
した状況から、国内の e-waste からの資源回収も進んでいると考えられる。アルゼンチン
の例では、使用済みの家電製品については、フォーマルな金属スクラップ事業者による処
理が進められている。ただし、近年急激に普及した PC や携帯電話が使用済みになった物に
ついては、まだそのリサイクル処理は本格化しておらず、修繕しリユースするといった中
古品市場流通が中心となっている。また、中南米諸国では e-waste の国内蓄積量が多いた
め、e-waste の輸入は少ないと考えられる。
西アフリカ諸国やアジア諸国では、インフォーマルリサイクルセクターが e-waste を扱
っていた。西アフリカ諸国は e-waste から鉄や銅のようなベースメタルのスクラップの抽
出が中心であるが、中国ではそれらに加えて貴金属の抽出が盛んである。中南米の国々の
e-waste リサイクルは、ベースメタルのスクラップの抽出が中心であり、フォーマルな処理
事業者が行っている。e-waste からの貴金属のリサイクルはこれからのビジネスとして期待
されている。e-waste がインフォーマルセクターによって処理されることはあまりなく、ア
ルゼンチンの例で見たように、cartoneros のような伝統的なインフォーマルリサイクルセ
クターは、容器包装や古紙などの回収が中心である。今後、e-waste がインフォーマルリサ
イクルセクターに流入することが懸念されているが、既に存在するフォーマルな e-waste
処理事業者や金属スクラップのリサイクル事業者の拡大によって、適正なリサイクルビジ
ネスとして発展する可能性がある。
４．途上国のリサイクルセクターに関するリスクの管理方策に関する考察
以上のように、西アフリカ、アジア、中南米諸国における e-waste を対象として、イン
フォーマルリサイクルの現状と問題、及びその背景となる要因構造の分析を行った。分析
対象とした国の所得分類は、低所得国から上位中所得国である。しかし、同じ中所得国で
もアフリカのガーナの一人あたり実質 GDP は 724US ドル（2005 年の US ドルを基準にし
た値）から、メキシコの一人あたり GDP は 8,532US ドルとかなり大きな差がある。結果
として、循環型社会におけるリスク構造に、経済発展度合いに応じた差異があることが分
析できた。その分析結果概要を表 2-10 に示す。
４－１．経済発展段階とリサイクルセクターに関するリスク要因
アフリカのナイジェリアやガーナ、コートジボワールは、原油等の天然資源に恵まれた
国であり農業国でもある。これらの国では、天然資源の輸出額増加が所得水準向上をもた
74
らしてきた。ただし、資源輸出依存型の成長は、製造業をはじめとして産業の多様化や発
展を伴わないために、所得分配上のひずみによって所得格差が生じる。こうした所得格差
は、消費構造に次のような影響を与える。一般に所得水準向上は家計の購買力を高め、家
電製品などの耐久消費財の消費増加をもたらす。しかし所得格差が大きいと、新製品を購
入するほどの余裕のある所得層が増えないために中古品需要が拡大する。工業化の初期段
階では、中古品の市場流通量も多くないために、海外からの中古品輸入が増加する。分析
対象となった国々でも、同様の消費構造があることが明らかである。したがって、これら
の国々では、e-waste の国内蓄積量は未だ少なく、国内からの回収もこれから増加していく
ことが想定される。一方で、中古品輸入の増加により、e-waste の中古品輸入への混入や偽
装などによる不法な輸入も急増しており、インフォーマルリサイクルに伴う諸問題も、
e-waste の不法輸入品の取扱いに由来するものが多いと考えられる。つまり、国内回収の
e-waste よりも、海外からの不法輸入 e-waste の急増が、インフォーマルリサイクルの活発
化とそれに伴う外部不経済を生じさせているといえる。
中国は、資源に恵まれた国であるとともに、その低廉で豊富な労働力を活かして世界の
生産工場としての発展を遂げてきた。こうした発展過程で、沿岸部を中心にインフォーマ
ルリサイクルの大拠点が形成されてきたのである。中国は西アフリカ諸国よりはかなり所
得水準が高いものの、国内での所得格差が大きく、耐久消費財市場は、新製品とともに中
古製品市場も大きい。また、海外からの中古品輸入も多い。一方、中国の場合には中古品
需要とともに、素材産業によるリサイクル資源の需要が大きく、そのことが e-waste 輸入
を禁止してもなお、e-waste の不法輸入が増加してきた要因であると言える。これは、国内
における e-waste の蓄積量が未だ少ないという要因も作用している。また、素材産業のリ
サイクル資源需要は西アフリカ諸国よりもはるかに大規模であり、従来の鉄や非鉄のスク
ラップだけでなく、e-waste の含有される貴金属や希少金属類などの高付加価値な素材に対
するものである。つまり、中国においても西アフリカ諸国と同様に、国内回収の e-waste
よりも、海外からの不法輸入 e-waste の急増が、インフォーマルリサイクルの活発化とそ
れに伴う外部不経済を生じさせているといえる。ただし、こうした問題は、素材産業のよ
り高付加価値なリサイクル資源に対する大規模な需要に起因している点が、西アフリカ諸
国とは異なる。
中南米のブラジル、メキシコ、アルゼンチンは、西アフリカ諸国と同様に、原油等の天
然資源に恵まれた国であり、分析対象国の中では最も所得水準の高い上位中所得国である。
その所得水準は、かつての日本がルイスの転換点を迎えたと評価された年の所得水準とほ
ぼ同等の水準にある。しかしこれらの国は、その発展過程で長期的な経済停滞を経験して
いるという特徴がある。この詳細な原因は様々であろうが、資源輸出依存型の成長の限界、
すなわち製造業の伸び悩みとともに産業の多様化や高度化が進展せず、国内での所得格差
が拡大することで、内需による成長力も損なわれてしまうというジレンマに陥ったものと
考えられる。さらにこれらの国々の特徴として、相当な所得水準にあるにもかかわらずイ
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ンフォーマルリサイクルセクターが相当な規模で残存しているという点があげられる。こ
れは長期の経済停滞によって所得格差が十分に是正されずにいる結果であると捉えること
ができる。インフォーマルリサイクルセクターは、主にガラスびんや古紙、廃プラスチッ
ク類などを扱っており、長期にわたって存在しているために、自らの活動や政策的な措置
によって、社会的な機能として定着している。西アフリカ諸国や中国と異なり、インフォ
ーマルリサイクルセクターによる e-waste の処理は行われておらず、ベースメタルのスク
ラップの抽出はフォーマルな金属スクラップのリサイクル事業者によって行われている。
また、今後は、貴金属のリサイクルも含めて e-waste 処理專門のフォーマルなビジネスセ
クターの振興が期待されている。つまり、中南米においては、伝統的なインフォーマルリ
サイクルセクターによる e-waste 処理がないために、西アフリカ諸国や中国のような深刻
な外部不経済は発生していない。むすろ、所得水準も高く技術力も備えているために、
e-waste 処理を新たなフォーマルなビジネス機会として生かしていく可能性も高いと言え
る。
表 2-10 各地域のリスク構造のまとめ
以上の結果から、経済発展段階と都市インフォーマルリサイクルセクターとの関係や
e-waste 市場構造と都市インフォーマルリサイクルセクターの関係を示す仮説の図中に、改
めて分析対象国の位置をプロットすると以下のようになる（図 2-14）（図 2-15）。図 2-14
では、BC を都市インフォーマルセクターの増加期としたが、分析の結果、その初期段階を
急増期、後半段階を増加傾向が逓減していく期間とに区分し、前者の期間に位置するのが
西アフリカのナイジェリア、ガーナとし、後者の期間にあるのが中国とした。CE は発展途
上における長期の経済停滞により、インフォーマルリサイクルセクターが定常化するパタ
ーンである。資源依存型大国としてアルゼンチンを位置づけたが、様々な所得水準でこう
ナイジェリア、ガーナ 中国 アルゼンチン
経済発展段階と
産業構造の特徴
・工業化初期段階
・農工間労働移動が急増
・要素投入型発展期
・一次産品輸出中心
・工業化が進展し製造業が発展
・農工間労働移動は鈍化
（ルイス転換点を迎えつつある）
・全要素生産性型発展への転換期
・工業製品輸出
・工業化が進展
・農工間労働移動は鈍化
（ルイス転換期）
・全要素生産性による発展期
・一次産品輸出依存型発展
（長期の経済停滞を経験）
e-wasteリサイクル
市場構造
・中古EEEの輸入急増
（e-waste輸入は禁止）
（中古EEE偽装輸入の増加）
・中古市場の急拡大
・e-wasteからベースメタル抽出
・国内の鉄鋼業などの素材産業によ
る資源需要（小規模需要）
・国内回収したベースメタルを海外
の需要国へ輸出（ガーナ）
・中古EEE輸入＋国内での回収増加
（e-waste輸入は禁止）
（中古EEE偽装輸入）
（国内でのe-waste回収増加）
・中古市場の定常化
・e-wasteからベースメタルや
希少金属類の抽出
・国内の鉄鋼業など素材産業による
資源需要（大規模需要）
・国内回収が中心
・中古市場の定常化
・e-wasteのリサイクルはこれから
・国内の鉄鋼業など素材産業による
資源需要（大規模需要）
インフォーマルリサ
イクルの特徴
・急増期
・沿岸部に集積地が点在
(港湾都市が中古EEE輸入拠点化）
・定常化あるいは減少への転換期
・沿岸部に大集積地形成
（都市近郊農村全体が拠点化）
（リサイクル工業団地化）
・フォーマルな事業者も増加
・定常期
・社会的機能として定着化
・フォーマルな事業者との共存
・公的な廃棄物管理システムへの組込
インフォーマルリサ
イクルによる外部不
経済
・健康被害、環境汚染、児童労働等 ・健康被害、環境汚染、児童労働等 ・e-waste由来の問題は生じていない
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した長期停滞が生じ、都市貧困層としてのインフォーマルリサイクルセクターが定常化し
ている国は多いと考えられる。
図 2-14 対象国の位置
（経済発展段階と都市インフォーマルセクターの関係から）
（出所）図の概念提示及び経済発展段階の基本的な定義はトラン（2010）による
経済発展段階
都市インフォーマル
リサイクルセクター
分析対象国
AB 伝統社会、貧困の悪循環 形成期
BC
・経済発展の初期段階
・市場経済の段階的形成
・貧困からの脱出
増加期
（急増期）
西アフリカ
（ナイジェリア、ガーナ）
・経済発展の進展、
・市場経済の段階的形成、
・ルイス転換点
増加期
（増加傾向の逓減）
中国
CD 経済離陸と高所得国への持続的
発展
減少・消滅期
CE ・経済停滞
・持続的発展の失敗
定常化 アルゼンチン
（アルゼンチン）
（中国）
（日本、韓国、台湾、アメリカ、EU 諸国など）
西アフリカ（ナイジェリア、ガーナ）
77
図 2-15 対象国の位置
（e-waste リサイクル市場構造と都市インフォーマルセクターの関係から）
図 2-15 は、図 2-8 でリサイクル資源の国内回収と輸入、国内回需要の関係を仮説として
示したものに、本章での事例分析対象国の位置を加えたものである。事例分析は e-waste
を対象としたことから、図 2-15 では、リサイクル可能資源としての e-waste の国内回収量、
輸入量、リサイクル可能資源としての e-waste の国内需要の関係を示している。e-waste か
ら抽出される資源は、ベースメタル（鉄、銅、アルミニウム等）とレアメタル（希少金属）
である。
工業化による発展の初期段階では、国内での e-waste の排出量や蓄積量が少ないことか
ら、e-waste の輸入が増加する。実際には、途上国では e-waste も含めた有害廃棄物の輸入
が禁止されており、多くの場合EEEの中古品を偽装して輸入される。事例分析の結果より、
ナイジェリアやガーナはこの e-waste 輸入期にあたり、都市インフォーマルリサイクルセ
クターの活動による外部不経済は、輸入 e-waste の取扱によるところが大きい。ところで、
ガーナは国内で回収した鉄スクラップが海外の需要国に輸出され、国内の鉄鋼産業の経営
にマイナスの影響を与えている。つまりこの例は、工業化の初期段階であっても、国内で
回収したリサイクル資源の輸出国にもなる場合があることを示している。この背景は、当
該国の工業が未発達であるため、回収したリサイクル資源の国内需要が非常に小さく、直
（中国） （日本、韓国、台湾、
アメリカ、EU 諸国等）
（アルゼンチン）（ガーナ）（ナイジェリア）
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接に外貨獲得のための財となるためである。ガーナでは、国内に鉄スクラップの蓄積が豊
富にある訳ではなく、輸入や国内で回収した e-waste から抽出したものである。したがっ
て、e-waste をリサイクル可能資源とした図 2-15 では、ガーナは e-waste の輸入期に位置
することとなる。ただし、同様の図が、例えばリサイクル資源としての鉄スクラップを対
象とした場合には、図 2-16 のようにガーナの状況を示すことができる。つまり、国内で回
収した希少なリサイクル資源を国内産業の資源ではなく、外貨獲得のための財として輸出
することは、工業化の初期段階におけるリサイクル資源貿易の類型の一つと捉えることが
できる。鉄スクラップを対象としたリサイクル資源貿易構造分析は 4 章で行う。
図 2-15 に戻ると、中国は、ガーナやアフリカよりもさらに工業化が進展し、e-waste の
蓄積量が増加しているため、輸入とともに国内回収量の規模も大きくなっている。つまり、
都市インフォーマルリサイクルセクターの活動による外部不経済は、輸入 e-waste だけで
はなく、国内回収の e-waste の取扱によるものも含まれる。アルゼンチンは e-waste の輸
入はほとんどなく、都市インフォーマルリサイクルセクターは国内回収品の取扱が中心で
ある。使用済みの白物家電等はインフォーマルリサイクルセクターが処理してきたが、健
康被害や汚染がそれほど大きな問題とはなっていない。使用済み PC や携帯電話などの回
収・処理はメーカーが担っている部分も大きく、インフォーマルリサイクルセクターへの
流入はまだない。
図 2-16 対象国の位置
（鉄スクラップ市場構造と都市インフォーマルセクターの関係から）
（ガーナ）
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４－２．経済発展段階に応じたリサイクルセクターのリスク管理方策
３．の分析により、都市インフォーマルリサイクルは、工業化の初期段階で農工間の労
働力移動という経済発展のための要素供給過程で生じることが明らかとなった。ハリス＝
トダロ・モデルによれば、都市インフォーマルリサイクルセクターに関する問題の抜本的
な解決には、農村と都市の両部門の限界生産曲線を上方にシフトさせること、すなわち農
村部と都市部の両方の限界生産性を向上させ経済的発展を実現することで都市失業自体を
解消することができるというものである（図 2-6）。また、両部門への補助金の付与によっ
ても農村と都市の両部門の限界生産曲線を上方にシフトさせることができる。前者の方策
は、経済発展という非常に長期的な視点での取組となる。後者は、途上国における厳しい
財政事情の中で、限界生産性曲線の上方シフトをもたらすほどの規模での補助金付与が現
実的な取組であるか否かは疑わしい。
先述のとおり、日本ではルイスの転換点である 1960 年代中頃に都市インフォーマルリサ
イクルセクターが消滅した。藤井・平川（2008）が明らかにしたように、この主な要因は、
日本の高度成長によってリサイクル資源の所得に対する相対価格が低下したこと、転業機
会の増大により機会費用が上昇したことである。すなわち、上記で示した都市部の限界生
産性曲線の上方シフトが飛躍的に進んだ結果であると言える。こうした長期的な経済発展
による抜本的な問題解決は、多くの途上国において究極の目標であると言える。
しかし、現実には多くの途上国では短期的あるいは中期的な取組も必要としている。ま
た、多くの途上国では様々な経済発展段階において長期の経済停滞に直面する可能性が高
く、都市インフォーマルリサイクルセクターも多くの国で定常化することが考えられる。
そこで、Medina（2007）が指摘するように、途上国社会の重要な機能として育成するため
に、個人の生業的な活動の組織化やフォーマルな廃棄物管理・リサイクルシステムへの統
合化などが必要である。工業化の初期段階では、脆弱なリサイクルセクターの産業組織化
が大きな課題となるが、経済発展とともに産業組織としての高度化も必要になると考えら
れる。
むすび
本章では、西アフリカ、アジア、中南米の経済発展途上にある国々を対象として、それ
ぞれのリサイクルセクターの問題構造を分析し、リサイクルセクターがもたらす社会的リ
スクは経済発展過程上の構造的要因によるものであることを明らかにした。経済発展上の
構造的要因として仮説で設定したのは、経済発展に伴うリサイクルセクターの構造変化と
リサイクル資源需給構造変化である。
リサイクルセクターの構造変化については、工業化に伴う農工間労働移動で都市貧困層
としてのインフォーマルリサイクルセクターが生じ、経済発展とともに増加→減少（淘汰）
→消滅という変化を遂げることが確認できた。この変化は、経済発展に伴い人件費が上昇
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し転業機会が増加すること、フォーマルなリサイクルシステムが整備されていくことなど
でもたらされる。ただし、消滅に至るのは高所得国段階であり、多くの途上国ではインフ
ォーマルリサイクルセクターが長期的な存在となる可能性が高いことも明らかにできた。
リサイクル資源の需給構造変化については、次の 3 点が明らかになった。第一に、工業
化の初期段階でリサイクル資源需要が増大するものの、国内でのリサイクル資源の蓄積量
が少ないために、主に先進国からの輸入リサイクル資源に依存した循環型社会となること。
第二に、工業化が進展しリサイクル資源の蓄積量も増加することでリサイクル資源の国内
回収が活発になることである。第三に、工業化の初期段階で、国内のリサイクル資源需要
が小さい場合には、国内で回収したリサイクル資源を外貨獲得の財として輸出することで
ある。
都市インフォーマルリサイクルセクターは高所得国になると消滅するが、しかし、多く
の途上国は低・中所得国に長期にわたってとどまる場合が多く、インフォーマルリサイク
ルセクターも長期的に社会の中に定着した存在となる。したがって、経済発展による自然
消滅を待つのではなく、現在、解決すべき問題としてリスク管理を行っていく必要がある。
注）
(1) 金属系の混合物に対する俗称で、混合物は様々である。主に鉄くずや銅、亜鉛、アルミ、
ニッケル等の非鉄くず、真鍮やステンレスなどが混合している。金属の回収や再生目的
で輸出されている。
(2) 微小粒子よりなる灰で、空中に浮遊する性質より「飛灰（フライアッシュ）」呼ばれる。
廃棄物焼却炉からの焼却廃ガス中に含まれている。飛灰には、焼却で生成したダイオキ
シン類の 90％が含まれ、重金属類も含まれている。したがってわが国では、飛灰を直接
埋立処分することはできず、溶融固化、セメント固化、薬剤処理などの中間処理（溶出
防止）が義務づけられている(EIC ネット 2015a)。
(3) 廃棄物の焼却によって焼却炉の底などから回収される焼却灰。飛灰と同様にダイオキ
シンや重金属を含むため、わが国では土壌汚染や地下水汚染防止、飛散防止の管理が求
められる(EIC ネット 2015b)。
(4) 金属水銀は温度計、圧力計などの計器、電極、水銀灯、歯科用アマルガムなど幅広い
用途をもつ。金属水銀は脳内に蓄積しやすく、体内で酸化反応を受ける前に脳に移行し
た水銀によって中枢神経障害を起こす場合がある(EIC ネット 2015c)。
(5) はんだは金属同士の接合に使用されるもので、鉛とスズの合金である。鉛には毒性が
あるため、EU では、RoHS 指令により鉛を電気・電子製品への鉛の使用が原則として禁
止されている。RoHS 指令とは、電気・電子機器における特定有害物質の使用制限につい
ての欧州連合(EU)による指令であり、2006 年７月に施行された。
(6) 「①現状」及び「②問題点」の内容は、Basel Convention （2011）をもとに、必要な
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データを加えて整理したものである。
(7) 「①現状」及び「②問題点」の内容は、Wang et al.（2013）をもとに、必要なデータ
を加えて整理したものである。
(8) コンデンサの別称であり、コンデンサは電気を蓄えたり放出したりする電子部品で、電
圧の安定化や電流ノイズの除去などの機能を果たす。
(9) 中兼（2012）によれば、こうした議論の端緒となったのが、社会科学院人口・労働経済
研究所所長の蔡坊の論文であるとしている。蔡は、2004 年から農民工不足が顕著になり、
農民工の賃金上昇も激しくなって、中国は本格的な労働不足経済の状況に入りつつある、
という分析を行った。中兼（2012）は、深セン市における最低賃金の 1992 年から 2012
年までの推移を分析し、2004 年から急激に最低賃金が上昇し始めていることを確認して
いる。
(10) 「①現状」及び「②問題点」の内容は、Lindhqvist et al.（2008）をもとに、必要な
データを加えて整理したものである。
(11) 冷蔵庫、洗濯機、掃除機、電子レンジ、ルームエアコンなど日常的に使用する家電製
品の総称。かつて白色の製品が多かったことから、白物と称されている。
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第３章 リサイクル経済の発展要因分析－鉄スクラップリサイクルのパネルデータ分析－
はじめに
近年、持続可能な消費と生産という問題意識のもと、資源やエネルギーの有効活用、適
正な廃棄物管理などの面から、先進各国で循環型社会形成に向けた取組が進められている。
一方、途上国では相対的に工業製品やその素材等の希少性が高いため、リユースやリサイ
クルへの需要が旺盛である。ただし、都市貧困層等のインフォーマルセクターが担い手で
あり、不十分な技術や装備による健康被害や環境汚染が生じている。今後、持続的な経済
的発展が期待される途上国において、こうした課題を克服しながら、適正な循環型社会の
形成を図ることが求められている。
今後、途上国は後発性の利益を活かしながら圧縮的な発展が求められるところであるが、
循環型社会形成においても先進国の経験を活かすことで重要である。この点で、循環型社
会システムについて先進国と途上国の差異を捉え、経済発展とともに発展するメカニズム
を解明することが重要である。例えば、先進国と途上国の経済構造の比較から、リサイク
ルの質や量は経済発展ともに変化していることが想定される。そうした変化を決定する社
会経済要因を把握することは、途上国における循環型社会形成の方策を検討する上で必要
であろう。
以上のような問題認識のもと、本章では、鉄スクラップリサイクルを対象として、各国
の鉄スクラップ国内回収量の決定要因を明らかにすることを目的としてパネルデータ分析
を行う。鉄スクラップの供給力を高める要因、需要拡大を促進する要因に区分し、それぞ
れの主たる要因を抽出して政策的含意を導くものである。また分析においては、高所得国、
低・中所得国、高炉のある国、高炉のない国に区分してそれぞれの要因の特質の把握を行
う。
第１節では、鉄スクラップリサイクルの要因分析に関する予備的考察として、鉄スクラ
ップリサイクルの基本的なプロセスの把握や先行研究レビューを行い、第 2 節では、第 1
節の予備的考察に基づき、鉄スクラップリサイクルの決定要因に関する仮説を構築する。
第 3 節では、仮説の検証として、各国の鉄スクラップ回収量データを整備し、パネルデー
タ分析を実施する。第 4 節では、分析結果を踏まえた考察と政策的含意を導き出し、むす
びで本章のまとめを行う。
１．鉄スクラップリサイクルの要因分析に関する予備的考察
１－１．鉄スクラップリサイクルのプロセス
鉄スクラップのリサイクルプロセスを把握するために、まず、鉄鋼製造プロセス全体を
概観する（図 3-1）。鉄の原料は鉄鉱石であり酸化鉄として自然に存在する。従って、製鉄
ではこの酸化鉄から酸素を分離する、つまり還元を行うプロセスが必要となる。還元のた
めに石炭からコークスをつくり、コークスと酸化鉄を高炉に投入して高温で反応させるこ
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とで銑鉄が製造される。この銑鉄を転炉に移し、転炉内で酸素と反応させることで、銑鉄
中に含有されていた炭素や不純物の含有量を調整して粗鋼ができる。そしてこの粗鋼から、
連続鋳造や圧延といった工程を経て、様々な鉄鋼製品が製造される。
これが基本的な製造プロセスであるが、一方で、鉄スクラップを原料として、製鉄を行
う方式がある。市中あるいは生産プロセスから回収された鉄スクラップが原料の場合には、
還元のプロセスは必要ない。電気炉で融解させて粗鋼を製造する。粗鋼製造後のプロセス
は、高炉と同様である。また、原料となる酸化鉄の還元において、コークスを使う高炉方
式ではなく、主として天然ガスを用いて還元を行う「直接還元方式」という生産方式があ
る。この方式でできた鉄を直接還元鉄と称する。高炉のように大規模なプラントは必要で
はなく、コークスも不要なので、天然ガスを産出する発展途上国において導入が進められ
てきた方式である。直接還元鉄を電気炉で融解させて粗鋼を製造する。粗鋼製造後のプロ
セスは、高炉と同様である。
次に、使用済み製品や生産プロセスから排出された廃棄物から鉄スクラップを回収する
プロセスを概観する。鉄スクラップは、家庭から使用済み製品として排出された家電製品、
パソコン、携帯電話、自動車などから回収されるものと、様々な製品製造過程において発
生する廃棄物から回収するものに大別できる。そして、回収→分別・解体・加工処理→製
鋼メーカーへ納入といったプロセスを経る。回収のシステムは、国によって様々である。
例えば、我が国では、拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility :EPR）に基づ
いた家電リサイクル法によって、リサイクルの義務は家電の製造事業者が負う。また、廃
家電の回収と家電メーカーへの引渡しは、家電の小売事業者が負う。廃家電を引き取った
家電メーカーは適切に分別や解体、加工処理を行う義務がある。我が国の場合、複数の家
電メーカーが、分別・解体・加工処理を行うためのリサイクル企業を設立し、リサイクル
の効率化が図られている。先進国を中心にこの EPR を基本としたリサイクル制度の整備が
進められており、細かな点では異なるものの、基本的には製造事業者がリサイクル義務を
負うこととなっている(1)。
一方、途上国ではこうした制度化は進んでおらず、リサイクル資源のインフォーマルな
市場の中で鉄スクラップも流通している場合が多い。例えば、ウェイスト・ピッカー(2)が各
家庭に赴き廃家電等の回収（買取）を行い、回収したものを仲買人に引渡し、仲買人は再
資源化事業者に販売する。再資源化事業者とは、分別・解体・加工等を行う事業者である
が、途上国では非常に零細で、不十分な技術や装備、環境保全対策等のために、健康被害
や環境汚染が生じている（Puckett et al.2002）。最後に再資源化事業者で抽出された鉄スク
ラップなどのリサイクル資源は、製鋼メーカー等の素材企業に納入される。製鋼メーカー
は主に電炉メーカーであるが、鉄スクラップは転炉での粗鋼製造にも混入させるため、一
部は高炉メーカーへの納入となる。
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図 3-1 鉄スクラップの循環構造
１－２．鉄スクラップの市場特性
鉄スクラップの市場特性を、冨高（2013）及び渡邉（2010）の成果を踏まえて、供給、
需要、価格といった視点から以下のように整理した。
（１）供給
鉄スクラップは、工業製品の生産工程からの発生品であり、かつ使用済み自動車や廃家
電製品などの「解体・老廃」品として発生するものである。したがって、鉄スクラップの
発生量は鉄鋼の蓄積量と強い相関があることが知られている。鉄鋼の蓄積量とは、これま
で生産された鉄鋼の現時点での蓄積量を意味する。経験的には蓄積量の 2％程度が年あたり
の鉄スクラップ発生量とされているが、実際の発生量は景気動向によって大きく左右され
る。例えば、不況による製品の生産量の減少は、工場から発生する加工スクラップの減少
をもたらし、新規建設案件の減少は建築物解体からの発生量の減少をもたらす。さらに、
消費者の製品買い替え需要の減少により、使用済み製品由来の発生量も減少する。このよ
うに、工業製品の増産、建築物の建て替え需要、商品の買い替え需要といった要因を経て
景気の影響を受けるため、発生量は景気動向に遅行する傾向がある。
（２）需要
鉄スクラップは、本来は廃棄物であり、鉄鋼や電炉メーカー等の需要があって初めて商
品価値が生じる。したがって、直接的な需要は鉄鋼産業によるが、間接的には鉄鋼を素材
として含有する財の需要動向にも左右される。例えば自動車、家電製品、建設、機械等の
生産投資動向に影響を受ける。
また、鉄スクラップリサイクルのプロセスでも見たように、鉄スクラップを主たる原料
として粗鋼生産を行うのは電炉メーカーである。したがって、基本的には電炉の立地が多
い国では、鉄スクラップの需要も大きいと言える。鉄スクラップを原料とした製鋼の場合、
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様々な鉄鋼製品のスクラップの混合物であるため、含有される微量元素の制御に限界が生
じる。したがって、一般に電炉では高級品質を要求されない建材類の生産が中心となる。
ただし近年では、電炉による製鋼技術の進歩により、薄板などの高品質の製品や特殊鋼な
どの生産を行っている例もある。
ところで、高炉方式の製鉄所は大量生産を行う大規模プラントであり、その建設と運用
には膨大な資金を必要とする。一方で電炉の製鉄所は高炉よりも低コストで整備できるた
め、経済発展の初期段階では電炉による製鉄が先行すると考えられる。したがって、こう
した国では鉄スクラップ需要は大きい。また、先進国においても、電炉の割合が大きい国
では鉄スクラップ需要は大きい。さらに、高炉が主力である国においても、高炉による製
鉄では一定割合の鉄スクラップを原料とすることから、一定程度の鉄スクラップ需要があ
る。鉄スクラップの需要は大きいが、鉄鋼蓄積量が少ない国では、鉄スクラップを輸入す
ることになる。逆に、鉄スクラップの需要は大きいが、鉄鋼蓄積量も相当な規模に達して
いる国では、鉄スクラップを輸出することになる。菅（2002）の分析によれば、例えば日
本のように国内で高炉メーカーと電炉メーカーの価格競争がある場合には、結果的に電炉
メーカーのシェアが伸びず、鉄スクラップの利用が進まず、余剰となった鉄スクラップは
輸出されることになるという。
（３）価格
鉄スクラップ価格は基本的にはその需給ギャップによって決定されるが、為替や天然資
源である鉄鉱石の価格動向、投入するエネルギー価格にも影響を受けると言われている。
また、発生品であるため供給弾力性に乏しく、結果的に需要の動向に敏感に反応する相場
商品である。例えば日本では、1990 年代初頭の需要低迷によって価格低下が続き、廃自動
車は有価ではなく、逆に処理料を徴収しないと引き取れない「逆有償」という事態に陥っ
た。そしてこの当時は廃棄物の不法投棄も増加した。
鉄スクラップの価格は需要に敏感なため、景気の先行指標として認識されている。しか
し、先述のように発生量は景気動向に遅行するため、結果的に価格の乱高下が生じること
になる。また従来、鉄スクラップは国内の鉄鋼需要が相場の大きな決定要因であったが、
現在では国際商品化したことで、輸出価格も相場の大きな決定要因となっている。
１－３．先行研究
鉄スクラップのリサイクル決定要因について理論的あるいは実証的な分析を行った先行
研究は見いだせなかった。一方で、鉄スクラップ流通の全体構造やその動向を整理した研
究がある。渡邉（2010）は、日本の鉄スクラップ流通構造、供給要因としての鉄鋼蓄積量
の動向、需給バランス、価格決定要因等について、統計データや業界での経験値にもとづ
いた整理を行っている。冨高（2013）は、業界での歴史的事実に基づいて、日本における
鉄スクラップ流通構造の変遷を詳細に分析している。また、菅（2002）は、鉄スクラップ
86
の流通構造を踏まえ、高炉メーカー製品と電炉メーカー製品との価格競争下で、鉄スクラ
ップ価格が低下するケースを想定したシミュレーションを行っている。この研究では、鉄
スクラップ価格の低下が、電炉比率の上昇、家計消費支出や資本形成の価格の低下、CO2
排出量の減少といった結果をもたらすことを導いている。
さらに関連する研究として、家庭におけるリサイクル活動の決定要因に関する先行研究
がある。Duggal et al.（1991）、Reschovsky and Stone（1994）、Jenkins（1999）は、各
世帯で実施したリサイクル量のデータを被説明変数とし、社会経済要因及び政策要因を説
明変数とした回帰分析により、世帯のリサイクル活動の決定要因の抽出を行っている。い
ずれも対象物は、家庭から排出される廃棄物のリサイクルで、アメリカの世帯がサンプリ
ングの対象となっている。各分析結果によれば、所得水準、人口密度、教育の程度等が各
世帯のリサイクル量に影響を与える重要な社会経済要因であることを導出している。特に、
教育の程度は、多くの対象物共通に見出された要因である。
また、Van Beukrering and Bouman（2001）は、古紙と廃鉛を対象に、一国全体の回収
率と資源としての利用率を推計し、その決定要因に関する分析を行っている。決定要因は、
貿易条件、地理的条件、市場条件といったカテゴリーで詳細な要因を設定し、回収率や利
用率との回帰分析を行っている。この研究では途上国と先進国に分け、経済発展段階の違
いによる決定要因の変化についても分析を行っている。この分析では、古紙及び廃鉛とも、
途上国と先進国間の比較では、途上国の方がリサイクル資源の利用率が高く、先進国は回
収率が高くなる傾向にあることを確認している。考えられる理由として、途上国では相対
的に低い労働コストと低い技術的要求水準であること、先進国では資源回収に対する政府
の深い関与と、家庭や企業、関連機関の高い参加意識があるためとしている。そして分析
結果を踏まえて、リサイクルに大きな影響を与える要因は国によって、かつ対象物によっ
て様々であることから、リサイクルに関する目標や政策は、国際的に統一された目標や制
度を整備するのではなく、基本的には各国が独自に検討すべきであるとしている。また、
一般に開放経済はリサイクル資源の高いレベルの回収率と利用率をもたらすことから、貿
易の円滑化が重要であり、その一方で環境汚染輸出リスクを回避する必要があるとしてい
る。また、環境汚染輸出リスクのために、すべてのリサイクル資源貿易を禁止するよりも
各国での適正な対処や技術移転が重要であると結論づけている。
鉄スクラップリサイクルの決定要因を直接に分析したに先行研究は見いだせなかったが、
関連する研究として、以上のような先行研究を参考として分析枠組みを検討することとし
た。特に Van Beukrering and Bouman（2001）は、国単位でのリサイクルの決定要因に
ついて実証分析を行っていることから、ここで取り上げられた決定要因を鉄スクラップの
決定要因の分析対象として適用し、また鉄スクラップの流通構造を踏まえた上でこれらに
追加すべき決定要因の検討を行った。
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２．鉄スクラップリサイクルの決定要因に関する分析枠組み
本節では、前節での予備的な考察を踏まえ、鉄スクラップリサイクルの決定要因に関す
る分析枠組みの整理を行った。ここでは、Van Beukrering and Bouman（2001）が取り上
げたリサイクル決定要因を中心に鉄スクラップへの適用を検討する。この研究では、先述
のように古紙と廃鉛の回収率と利用率の推計値を被説明変数とし、各国の貿易条件、地理
的条件、市場条件に関する要因を説明変数とした回帰分析を行っている。貿易条件として
は、貿易全般への依存度とリサイクル資源の輸入依存度、エネルギー資源輸入依存度を取
り上げ、地理的条件については、人口密度、天然資源賦存量、市場条件は、製造業賃金、
一人当たりの消費の伸び、リサイクル資源と天然資源の価格比を上げている。本稿ではこ
れらの要因を鉄スクラップの供給要因と需要要因とに再編し、それぞれの要因の仮説と鉄
スクラップへの適用可能性について以下のように整理した。
（１）供給要因
貿易開放度とリサイクル資源の国内回収率は正の相関があるとしている。貿易開放度の
高い経済においては、リサイクル産業が材料の調達や製品の販売をしやすくなる。リサイ
クル市場が余剰市場であるという特質から需給ギャップ変動が大きくなることを踏まえる
と、調達・販売ルートにおけるフレキシビリティは非常に重要になる。したがって、貿易
開放度の高い国は、リサイクル資源について輸出入や国内の回収量も多くなると想定して
いる。また、開放経済は一般によくインフラが整備されているため、リサイクル産業にと
ってポジティブな効果をもたらすとしている。鉄スクラップについても同様の仮説を適用
することができると考えられる。
人口密度は、リサイクル資源の国内回収率と正の相関があるとしている。人口密度の高
い地域は地価が高いため、埋立処分場のコストが高くなる。したがってリサイクルが促進
される。また高い人口密度は、回収効率を高めるため回収率も高くなる。鉄スクラップに
ついても基本的にはあてはまる仮説であると考えられる。しかし、人口増加の速度が鉄鋼
蓄積からのスクラップ発生速度よりも大きく上回る場合には、一人あたり回収量は減少す
ることもありうる。
製造業賃金については、コスト要因と所得要因があるとしている。リサイクルと産業の
コスト要因としての製造業賃金は負の相関があるとしている。例えばリサイクルは労働集
約的であるため、低賃金である経済ではリサイクル産業に比較優位が生じ、回収率も高く
なる。また、リサイクルと所得要因としての製造業賃金水準は正の相関があるとしている。
所得増加とともに廃棄物発生量は増加し、廃棄物発生量が多くなるほど、リサイクル資源
の回収が効率的になるためである。また、所得水準が高くなると環境意識も高まり、リサ
イクル資源の回収率も高まるとしている。一方で低所得国では、工業製品や材料の希少性
が高いため、製品の価値が最小になるまで利用あるいは再利用される傾向にある。結果的
にリサイクル資源としての回収率も低くなる。さらに、コスト要因と所得要因との比較で
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は、高所得になるとリサイクルの総コストに占める労働コストが相対的に小さくなること
から、リサイクルに関して正の所得効果が、高い賃金によるマイナス効果を凌駕するとし
ている。鉄スクラップについても基本的には同様の仮説があてはまると考えられる。しか
し、鉄スクラップの場合は有価での取引、つまり経済的動機によるリサイクルといった面
が強いため、環境意識の高まりと回収率との相関は強くないと考えられる。
鉄スクラップが廃棄物からの発生品であることから、鉄鋼の蓄積量と鉄スクラップの回
収率には強い相関があるとされている（渡邉 2010）。
教育水準もリサイクル資源の回収率と正の相関をもつと考えられる。これは、関連研究
として参照した家庭におけるリサイクル活動の決定要因分析から、「教育水準」が重要な要
因として抽出されていたことをふまえた仮説である。鉄スクラップの場合にも、高い教育
水準が回収率を高めると考えられる。しかし、鉄スクラップは、有価での取引、つまり経
済的動機によるリサイクルであることから、その相関は強くないと考えられる。
（２）需要要因
鉄鋼産業が鉄スクラップの直接的な需要者であることから、鉄鋼産業の成長と鉄スクラ
ップの回収率とは正の相関があると考えられる。また、製造業の成長率と鉄スクラップの
回収率にも正の相関があると考えられる。これは、鉄スクラップの需要特性の整理から導
かれた仮説である。しかし、高炉生産割合が大きい場合には、鉄鋼生産の成長によって鉄
スクラップが代替されて回収量は減少することもありうる。また製造業の成長率が高いと、
鉄スクラップの需要は高まるが、リサイクル産業の能力拡大の遅延によって、さほど回収
率は高まらない可能性がある。つまり相関はあまり強くはないと考えられる。
一人当たりの消費の伸びについては、国内回収率と負の相関があるとしている。消費市
場が急激に成長する場合には、リサイクル資源よりも品質が高く調達が容易な天然資源利
用への選好が高まるとしている。何故なら、リサイクル産業が相対的に小規模であるため、
急激な市場成長に応じて機敏にその産業能力を拡大することができないからである。また、
廃棄物関連施設の立地選定や建設に時間コストを要することも、産業能力の拡大が遅延す
る大きな要因としている。鉄スクラップの場合にも、基本的には同様の仮説があてはまる
と考えられる。つまり、消費市場の成長率が高まると、鉄鋼生産需要が高まるものの、高
品質への選好やリサイクル産業の生産能力拡大が遅延することから、高炉による製品利用
への選好が高まると考えられる。また、鉄スクラップの供給特性から、消費市場の成長率
の高い国では、消費から排出される鉄スクラップが増加するが、上述のようなリサイクル
産業の生産能力拡大が遅延する場合には、回収率はあまり上昇しないと考えられる。
リサイクル資源の輸入依存度については、リサイクル資源の輸入増加は、国内のリサイ
クル資源の補完というよりも代替になるとしている。したがって、リサイクル資源の輸入
依存度は国内回収量と負の相関をもつとしている。鉄スクラップについても基本的には同
様の仮説を適用することができるが、国内で高炉による製鉄や直接還元鉄の生産が多い国
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では、鉄スクラップ輸入も国内回収量も少ない場合があると考えられる。
天然資源の賦存量はリサイクル資源の国内回収率とは負の相関があるとしている。一般
に天然資源を豊富に有している場合、その資源の二次利用の必要性は低い。鉄スクラップ
についても、この要因はあてはまると考えられる。つまり、鉄鉱石の生産が豊富な国にお
いては、鉄スクラップの利用は少ない。しかし、高炉での生産には一定程度の鉄スクラッ
プの投入を必要とするため、高炉による生産規模が大きいほど、鉄スクラップの国内回収
率も増加する可能性がある。
エネルギー資源輸入依存度については、リサイクル資源の国内回収率と正の相関がある
としている。一般にバージン原料を使う素材産業は、リサイクル資源を原料とするリサイ
クル産業よりもエネルギー多消費型である。よって、エネルギー資源輸入に依存する国ほ
ど、より省エネ型の国内リサイクル産業が発達し、国内回収率も増加するとしている。鉄
スクラップについても、高炉による生産は電炉による生産よりもエネルギー多消費型であ
る（渡邉 2010）。したがって、この仮説は鉄スクラップにもあてはまると考えられる。
リサイクル資源／天然資源の価格比とリサイクル資源の国内回収率は負の相関があると
している。天然資源の価格が高くなると、リサイクル資源の利用割合が増えるためである
としている。ただし、この比率と回収率の関係は、回収が直接には天然資源の価格変化と
は関係しないので、それほど強くないとしている。鉄スクラップの場合も同様の仮説があ
てはまると考えられる。
以上の検討を踏まえて、鉄スクラップのリサイクルの決定要因に関する仮説を供給要因
と需要要因という視点で表 3-1 のように整理した。なお、リサイクル資源／天然資源の価格
比については、各国の価格データの入手の困難性から、今回の分析対象からは除外した。
また、表 3-1 を作業仮説として、高所得国と低・中所得国における決定要因の差異に関し
て以下のような仮説を設定した。
鉄スクラップ回収量の決定要因 説明変数
供給面 貿易開放度（＋） 貿易開放度（％、貿易総額／GDP）
都市部への人口集積度（＋） 都市人口率（％、都市部人口／全人口）
製造業賃金水準
（コスト要因:－）（所得要因：＋）
製造業付加価値／人口(ドル)
鉄鋼の蓄積量（＋） 総固定資本形成の累計値／人口（Constant 2005 US＄／人）
教育水準（＋） 高等教育就学率（％）
需要面 鉄鋼産業成長（＋） 粗鋼生産量（千トン／年）
製造業成長（－） 製造業付加価値増加率（％）
鉄スクラップ輸入依存度（－） 輸入スクラップ依存度（％、輸入スクラップ量／粗鋼生産量）
天然資源賦存量（－） 鉄鉱石産出量（千トン／年）
消費拡大（－） 一人あたり GDP 成長率（％）
エネルギー資源輸入依存度（＋） エネルギー輸入依存度（％、エネルギー輸入総額/GDP）
リサイクル資源／天然資源の
価格比
価格データの利用可能性から、分析対象からは除外した。
※（＋）正の相関、（－）負の相関
表 3-1 鉄スクラップ回収量の決定要因仮説
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（仮説１）低・中所得国では、工業製品や素材の希少性が高いため、鉄スクラップの国内
供給力が小さく、需要を満たすために輸入に依存する。高所得国では、供給力過剰と
なり、鉄スクラップの輸出国となる。
（仮説２）高所得国では、工業の成長や消費拡大によって、高品質な製品や素材への選好
が強まるため、鉄スクラップの需要は減少する。低・中所得国では、工業の成長や消
費拡大によるそうした選好の影響は弱いため、鉄スクラップの需要は増加する。
（仮説３）高所得国では、リサイクル制度や高い教育水準による環境意識の高まりなどが、
リサイクルを促進する要因となる。低・中所得国では、政策や環境意識の要因ではな
く、経済発展に伴う直接的な需要が大きな要因である。
３．パネルデータ分析
２.で整理した鉄スクラップリサイクルの決定要因仮説について、実証分析を行う。
３－１．推定式
各国の鉄スクラップ国内回収量（kg/人）を被説明変数とし、表 3-1 で整理した説明変数
を用いて回帰分析を行う。
ところで、鉄スクラップ市場は、鉄の需給の調整弁としての機能を有していることから
景気の影響を受けやすい。つまり時間的な変動が大きく、また、国によって製鉄技術やリ
サイクル制度などの違いによっても、鉄スクラップの回収量は影響を受けるであろう。こ
うした特性より本章では、鉄スクラップ回収量に関して国別かつ暦年別のデータを作成し
パネルデータ分析を行う。パネルデータ分析は、個体固有の要因と、時間固有な要因をコ
ントロールしながら、共通の要因について実証を行う分析手法である。また、各変数はゼ
ロという値を取りうること、説明変数は量だけでなく、割合、成長率等の単位の変数を含
むことから、以下の線形式モデルによる定式化を行った。
Yit = α＋ β1 X1it＋β2 X2it＋・・・μi＋νt＋εit ----------(1)
Yit : 被説明変数（i 国の t 年における鉄スクラップ国内回収量）
X1it、X2it、…: 説明変数（表 3-1）
i：国、t：時間
α :定数項、β 1、β 2 … :回帰係数
μi：国の特性に依存する固有効果
νt：時間（年）に依存する効果
εit：誤差項
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３－２．データ
（１）データ作成
各国の鉄スクラップ国内回収量（kg／人）を被説明変数とした。しかし、各国の鉄スク
ラップ回収量データについては、まとまった統計データとしては整備されていない。そこ
で、World Steel Association の Steel Statistical Yearbook に収録されているデータを利用
して、各国の鉄スクラップ国内回収量（千トン）を推計した。推計にあたっては、1.で概観
した製鉄プロセスを踏まえ、以下のような推計式を用いた。
鉄スクラップ回収量(3)(4)(5)＝
粗鋼生産量－銑鉄生産量（正味）－直接還元鉄（正味）－（輸入 scrap－輸出 scrap）
------- (2)
データ推計期間は 1973 から 2010 年とし、式(1)の被説明変数は、式(2)で求めた鉄スクラ
ップ国内回収量（千トン）を毎年の人口で除した一人あたり国内回収量（kg/人）とした。
説明変数は、仮説にしたがって表 3-1 のように整理した。説明変数の中で、粗鋼生産量と鉄
鉱石生産量は、World Steel Association の Steel Statistical Yearbook に収録されているデ
ータである。それら以外は全て、 World Bank Databook2013 のデータである。
（２）鉄スクラップ国内回収量推計値の実測値との適合度
式(2)により推計した、各国の鉄スクラップ回収量（千トン）の妥当性を分析するために、
実測値との推計値との相関分析を行った。分析対象は、国内の鉄スクラップ回収量実測デ
ータ(6)が整備されているドイツ、スペイン、フランス、イタリア、オーストリア、スウェー
デン、イギリス、日本、アメリカとし、対象期間は 2003 年～2008 年である。分析結果を
図 3-2 に示す。R2がおよそ 0.9 と非常に高い相関を示しており、推計値は実測値の特性を
示す変数として妥当であると言える。
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図 3-2 鉄スクラップ国内回収量の推計値と実測値との相関
（３）被説明変数の基本的統計量
被説明変数である鉄スクラップ国内回収量データの基本的統計量は以下のとおりである。
表 3-2 鉄スクラップ国内回収量データの基本的統計量
推計した各国の鉄スクラップ国内回収量について、国のカテゴリー別に集計し平均した
結果を図 3-3～4 に示す。図 3-3 は一人あたり鉄スクラップの回収量（kg／人）を縦軸に、
横軸は暦年とした。OECD 諸国の回収量が圧倒的に多く、どの国も 90 年代以降に増加傾向
を示している。図 3-4 は GDP あたり鉄スクラップの回収量（kg）を縦軸とした。旧社会主
義国の経済活動において鉄スクラップの寄与が相対的に大きいことがわかる。OECD 諸国
では、経済活動における鉄スクラップの寄与は相対的に小さく、観測期間を通じてほとん
ど変化がない。非 OECD 諸国及び旧社会主義国では、90 年代以降に経済活動における鉄ス
クラップの寄与水準が上昇した。
y = 0.8169x
R² = 0.9081
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推計値
（千トン）
実測値（千トン）
対象国数 91
対象期間 1973-2010 (38年間）
対象データ数 2649
平均 76.719
中央値 41.291
最大値 506.319
最小値 0
標準偏差 83.583
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図 3-3 一人あたり鉄スクラップ回収量（縦軸：kg／人）
図 3-4 GDP あたり鉄スクラップ回収量（縦軸：kg）
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３－３．推定結果
パネルデータ分析では、個体効果 μi を確率変数として扱うか（確率効果モデル）、非確率
変数として扱うか（固定効果モデル）、選択する必要(7)がある。ハウスマン検定(8)の結果、
本章では、固定効果モデルを用いることとした(9)。
回帰分析は、91 カ国全体、高所得国（41 カ国）、低・中所得国（50 カ国）といった所得
水準別(10)、高炉のある国（43 カ国）、高炉のない国（48 カ国）といった製鉄技術別のカテ
ゴリー分けをして実施した。また、多重共線性の可能性を見極めるために VIF（Variance
Information Factor:分散拡大要因）のチェックを行った結果、その可能性は低いと判断し
た。
（１）全体の推定結果
91 カ国を対象とした推定結果を表 3-3 の「全体」に示す。まず、供給面では、「都市部へ
の人口集積度」「教育水準」が強い相関を有する。「教育水準」については、鉄スクラップ
は経済合理的な動機によるリサイクルであることから、相関は弱いと想定していた。教育
水準が高ければ環境意識が高いと一概には言えないが、分別回収などのリサイクル制度へ
の理解と参加率が高まる可能性が考えられる。表 3-3 の「高所得国」でも「教育水準」が強
い正の相関を持っていることから、こうした効果が高所得国を中心に顕在化し、回収効率
を高める要因となっていると考えられる。ついで供給力に正の影響を与えるのは「製造業
の賃金水準」「鉄鋼の蓄積量」である。「賃金水準」にはコスト要因と所得要因があるが、
符号が正であることから、仮説のとおり、所得要因がコスト要因を凌駕していると考えら
れる。
需要面では、「消費拡大」が正の相関を有する。「消費拡大」の仮説では、消費が拡大す
ると高品質の素材への選好が高まること、リサイクル産業の能力拡大が遅行することなど
から、負の相関を想定していた。しかし現実には、鉄リサイクル産業は消費拡大に伴う鉄
スクラップ需要増加への対応能力があるものと考えられる。次いで需要に正の影響を与え
るのは「エネルギー資源輸入依存度」である。つまり、鉄鋼産業や製造業の成長よりも電
炉の立地が需要要因として説明力がある。また「鉄スクラップ輸入依存度」は、仮説のと
おり負の相関を示しているが、需要への影響は相対的に小さい。これは鉄スクラップと代
替性があるのが輸入スクラップだけでなく、直接還元鉄や高炉での製鉄製品もあるためで
ある。
以下、表 3-3 の所得水準別の推計結果に加えて、表 3-4 に製鉄技術別の推定結果を示す。
これらの結果より、各要因について以下のような考察を行った。
（２）供給要因別の分析
①貿易開放度
低・中所得国と高炉のない国において「貿易開放度」と鉄スクラップ回収量に強い正の
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相関がある。これは、これらの国で「貿易開放度」が高い場合には、工業発展によって鉄
スクラップ需要が高まり、鉄スクラップ輸入も国内回収も活発になるためであると考えら
れる。低・中所得国の多くは電炉が立地しており、国内回収の鉄スクラップだけでは需要
を満たさないために海外から輸入している国が多いと考えられる。
②都市部への人口集積度
高所得国と高炉のある国では「都市部への人口集積度」と鉄スクラップ回収量に正の相
関があり、低・中所得国と高炉のない国では負の相関がある。前者は仮説と整合的である。
後者は、人口増加速度が鉄鋼蓄積からのスクラップの発生速度を大きく上回ったことで、
一人あたり回収量が減少したものと考えられる。
③製造業の賃金水準
高所得国、低・中所得国、高炉のある国で「製造業の賃金水準」と鉄スクラップ回収量
に正の相関がある。符号が正であることから、仮説のとおり、所得要因がコスト要因を凌
駕していると考えられる。
④鉄鋼の蓄積量
すべてのカテゴリーにおいて「鉄鋼の蓄積量」と鉄スクラップ回収量に正の相関がある。
これは仮説と整合的である。その回帰係数を見ると、高所得国と高炉のある国の方が、低・
中所得国と高炉のない国よりもはるかに大きな値を示している。これは、低・中所得国や
高炉のない国の鉄鋼蓄積量が、高所得国や高炉のある国に比して少ないことを反映してい
るものと考えられる。
⑤教育水準
高所得国と高炉のある国において、「教育水準」と鉄スクラップ回収量に強い正の相関が
ある。「教育水準」については、鉄スクラップは経済合理的な動機によるリサイクルである
ことから、相関は弱いと想定していた。教育水準が高ければ環境意識が高いと一概には言
えないが、分別回収などのリサイクル制度への理解と参加率が高まる可能性が考えられる。
（３）需要要因別の分析
①鉄鋼業の成長
高所得国、高炉のない国において、「鉄鋼業の成長」と鉄スクラップ回収量に正の相関が
ある。これらの国は仮説と整合的である。高炉のある国では、回収量と負の相関がある。
これは高炉製品との競合により回収が進まないものと考えられる。
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②製造業の成長
「製造業の成長」は、どのカテゴリーでも統計的な有意性を得られなかった。鉄スクラ
ップの需要要因としては説明力が弱いことが確認できた。
③消費拡大
低・中所得国と高炉のない国で「消費拡大」と鉄スクラップ回収量に正の相関がある。「消
費拡大」の仮説では、消費が拡大すると高品質への選好が高まること、リサイクル産業の
能力拡大が遅行することなどから、負の相関を想定していた。しかし現実には、正の相関
があることから、電炉の立地が先行する低・中所得国や高炉のない国において、消費の伸
びに機敏に対応できる鉄リサイクル産業の存在が想定できる。
④鉄スクラップ輸入依存度
「鉄スクラップ輸入依存度」は、全てのカテゴリーで鉄スクラップ回収量と負の相関が
ある。つまり仮説と整合的であるが、回収量への影響は相対的に小さい。これは鉄スクラ
ップと代替性があるのが輸入スクラップだけでなく、直接還元鉄や高炉での製鉄製品もあ
るためである。
⑤天然資源賦存量
低・中所得国で「天然資源賦存量」と鉄スクラップ回収量に負の相関があり、高炉のな
い国で正の相関がある。「天然資源賦存量」として鉄鉱石産出量を指標とした。低・中所得
国では仮説と整合的であるが、高炉のない国は整合的でない。高炉のない国で鉄鉱石が豊
富な国は、鉄鉱石を輸出して国内では鉄スクラップを原料とした製鉄が行われていると考
えられる。鉄鉱石の輸出が増加して、国内の経済が成長すれば結果的に鉄スクラップ需要
も増加するという状況が考えられる。
⑥エネルギー資源輸入依存度
高所得国、高炉のある国で「エネルギー資源輸入依存度」と鉄スクラップ回収量に正の
相関があり、低・中所得国では負の相関がある。高所得国と高炉のある国は仮説と整合的
だが、低・中所得国では整合的ではない。高所得国や高炉のある国は大規模な製鉄を行っ
ている場合が多く、省エネへの選好は高いと考えられる。結果的に電炉での生産が高まり、
鉄スクラップ回収量も増加する。低・中所得国で「エネルギー資源輸入依存度」の高い国
では、エネルギー資源の輸入が多くなるということは経済活動が活発になることを示し、
経済成長に伴い鉄スクラップの需要も急増するが、供給が追いつかないために輸入スクラ
ップや高炉製品への選好が高まる。結果的に回収量は減少するものと考えられる。
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４．政策的含意
以上の結果を踏まえて、供給力要因、需要拡大要因といった視点から政策的含意を以下
のように整理した。
供給力を高める要因としては、高所得国と高炉のある国では、都市への人口集積、製造
業賃金水準、鉄鋼の蓄積量、教育水準であり、リサイクル促進のために、都市での効率的
な回収システム、リサイクル教育等の政策が必要と考えられる。また、低・中所得国と高
炉のない国では、貿易開放度が強い要因であることから、適正なリサイクル資源貿易によ
って国内回収量の不確実性を補うことが必要となる。需要拡大を促進する要因は、カテゴ
リー別の特徴がある。高所得国では、鉄鋼生産力とエネルギー資源輸入依存度、低・中所
得国では消費拡大、高炉のある国では、エネルギー資源輸入依存度、高炉のない国では鉄
鋼生産力、消費拡大、天然資源賦存量となっている。エネルギー資源輸入依存度や天然資
源賦存量をリサイクル政策の制御要素とすることはできないので、鉄鋼生産力増強や消費
拡大を図る際に、リサイクル資源としての鉄スクラップの有効利用を誘導するような政策
が必要となろう。
また、高所得国と低・中所得国の決定要因の差異分析を踏まえ、２．の（仮説１）から
（仮説３）に関する考察を行う。まず、高所得国と低・中所得国の定数項を比較すると、
高所得国は負の値で、低・中所得国は正の値である。この定数項は、鉄スクラップの回収
量の決定要因について、説明変数では説明できない要因の存在を示すものである。例えば、
リサイクル制度の運用による回収力、製品品質などのへ選好など、説明変数が全て０でも
残る観測できない様々な要因である。高所得国において、定数項が負の値ということは、
低・中所得国よりも鉄スクラップ回収が進まない固有の条件による効果が大きいことを示
している。一方で、鉄鋼蓄積量は高所得国の方がはるかに大きいため、鉄スクラップの発
生量も多い。したがって結果的に高所得国では鉄スクラップが供給過剰な状態になりやす
い特質を有しているものと考えられ、この点で（仮説１）と整合的である。
「製造業の成長」「消費拡大」の分析結果については、高所得国ではそれぞれ鉄スクラッ
プ回収量と負の相関があるものの統計的には有意ではない。低・中所得国では、「製造業の
成長」「消費拡大」が鉄スクラップ回収量と正の相関があることを示しているが、「製造業
の成長」については統計的に有意ではない。総じて（仮説２）を支持する結果は得られな
かった。「教育水準」の分析結果は、特に高所得国において、高い教育水準によるリサイク
ル政策への理解やリサイクルへの参加を促進する要因となることを示唆するものである。
この点は、（仮説３）と整合的である。また、定数項を比較すると、高所得国は負の値で、
低・中所得国は正の値である。これは高所得国において低・中所得国よりも鉄スクラップ
回収が進まない固有の条件による効果が大きいことを示している。こうした条件に抗して
リサイクルを進めるには、リサイクル制度や教育が重要な役割を果たすことが考えられ、
（仮説３）と整合的である。
ここで、事例として我が国における鉄スクラップ貿易特化係数と鉄スクラップ価格の長
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期推移を見てみる。図 3-5 に示すように、左軸に鉄スクラップ価格（円／トン）、右軸に鉄
スクラップの貿易特化係数を示している。鉄スクラップ価格は、戦後の朝鮮戦争による特
需期、高度成長期、安定成長期、バブル期を経て 2001 年まで長期的に低下傾向である。2002
年以降に急激に上昇し2008年には1960年代初頭の価格水準になっている。2001年までは、
長期的に国内の供給が過剰傾向で推移してきたことを示している。
一方、鉄スクラップの貿易特化係数は、1991 年まではマイナス、すなわち長期的に輸入
特化傾向で推移していたものが、1992 年以降は輸出特化となり、1998 年以降はほぼ完全輸
出特化になる。これは、我が国の鉄スクラップの主な輸出先が表 3-5 に示すように韓国、中
国であることを踏まえると、1980 年代後半以降の韓国や中国の急激な経済発展による需要
急増が大きな要因であると考えられる。つまり、鉄スクラップが供給過剰で価格も低下傾
向で長期的に推移してきたものが、1992 年以降は海外需要の急増に伴い鉄スクラップ価格
が急上昇したことがわかる。以上の点は、本章で検証した「高所得国では、供給力過剰と
なり、鉄スクラップの輸出国となる。」という仮説と整合的である。また、その主な輸出先
が韓国、中国であることから、これらの国で「低・中所得国では鉄スクラップの国内供給
力が小さく、需要を満たすために輸入に依存する。」という状況が開放的な経済への移行に
よる急成長で顕著になったためであると考えられる。
むすび
表 3-1 の作業仮説の実証結果によって政策的含意を導いた。また、経済発展段階に応じた
決定要因として設定した３つの仮説のうち２つの仮説について妥当性が概ね確認できた。
総じて本章の分析結果から次の２点が明らかになった。第一に、国内の需給特性として、
低・中所得国は工業発展に伴う需要増加が国内のリサイクルを促進する要因であるのに対
し、高所得国では、リサイクル政策や環境教育などがリサイクルの促進要因であること、
である。第二に、低・中所得国は供給不足であり、高所得国は供給過剰となる傾向がある
こと。第二の点については、貿易はこうした状況の緩和機能を果たす。つまり、高所得国
から低・中所得国への鉄スクラップの輸出が活発化するということである。この貿易パタ
ーンは、汚染性の高い廃棄物の混入等によって、高所得国から低・中所得国への環境汚染
輸出リスクを高めている。こうした視点での分析は 4 章でとりあげる。
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表 3-3 所得水準別推計結果
表 3-4 製鉄技術別推計結果
説明変数 VIF VIF VIF
-0.004178 -0.008 0.118 (***)
(-0.80123) (-0.06138) (2.9617)
0.56490 (**) 1.40202 (***) -0.53516 (***)
(2.40863) (5.38715) (-3.16252)
0.0249 (***) 0.031431 (***) 0.00304
(7.76452) (18.32192) (1.27867)
鉄鋼の蓄積量 0.000158 (***) 0.000135 (**) 0.000307 (***)
（総固定資本形成／人、US＄／人） (3.47544) (2.32097) (4.63521)
-0.031969 -0.058 -0.004
(-0.27425) (-0.4012) (-0.36132)
0.250 (***) 0.615 0.107 (***)
(5.25235) (1.47587) (3.00433)
0.548 (***) 0.612 (***) 0.081
(4.66297) (4.18755) (1.12634)
-0.000025 -9.21E-05 (***) 0.003606 (*)
(-0.78466) (-4.87548) (1.7480)
-0.005249 (***) -0.0145 (***) -0.001558 (**)
(-5.2699) (-7.27897) (-2.01795)
-2.74E-05 -5.31E-05 1.74E-03 (*)
(-0.62896) (-1.0707) (1.93216)
0.033094 (**) 0.09160 (**) 0.03260
(2.19999) (2.18824) (1.473404)
-26.15649 (*) -85.6535 (***) 45.45702 (***)
(-1.91873) (-5.74051) (4.30487)
自由度調整済み決定係数(R2)
観測国数
観測期間
観測データ数
4.82
1.57
3.95
9.58
各係数の下段に示す（ ）内の値はt値
定数項
0.900 0.90035 0.91793
51 36 15
天然資源賦存量
（鉄鉱石産出量、千トン）
1.77 1.96 2.25
各係数の右に示す記号は、*が10%、**は5％、***は１%の有意水準であることを示す。
1973-2009(37年) 1973-2009(37年) 1973-2009(37年)
1138 775 363
エネルギー資源輸入依存度
（エネルギー輸入総額/GDP、％）
1.27 1.42 3.4
鉄鋼産業成長
（粗鋼生産量、千トン）
1.72 1.7 1.93
鉄スクラップ輸入依存度
（輸入スクラップ量／粗鋼生産量、％）
1.27 1.26 1.81
教育（高等教育就学率、％） 2.41 2.36 3.18
賃金
（コスト要因及び所得要因）
3.85
4.99
製造業成長
（製造業付加価値増加率、％）
1.13 1.41 1.11
消費拡大
（一人あたりGDP成長率、％）
1.13 1.56 1.12
4.54
貿易開放度（％） 1.27 1.37 1.76
都市人口率（％） 1.57 1.64
全体 高炉のある国 高炉のない国
係数 係数 係数
説明変数 VIF VIF VIF
-0.004178 -0.060 0.129 (***)
(-0.80123) (-0.40349) (2.8040)
0.56490 (**) 1.52618 (*) -0.28187 (*)
(2.40863) (-1.70334) (-1.7049)
0.0249 (***) 0.010924 (***) 0.02921 (***)
(7.76452) (5.29871) (5.1777)
鉄鋼の蓄積量 0.000158 (***) 0.000128 (***) 0.000646 (**)
（総固定資本形成／人、US＄／人） (3.47544) (3.97399) (2.2805)
-0.031969 -0.054 0.095
(-0.27425) (-0.21066) (0.74434)
0.250 (***) -0.545 0.131 (*)
(5.25235) (-1.143) (1.74309)
0.548 (***) 0.560 (***) 0.073
(4.66297) (3.63793) (0.67775)
-0.000025 0.002649 (***) -1.62E-05
(-0.78466) (3.70847) (-1.20529)
-0.005249 (***) -0.004951 (**) -0.002596 (***)
(-5.2699) (-2.56534) (-3.75239)
-2.74E-05 1.09E-04 -3.23E-05 (**)
(-0.62896) (1.13851) (-2.10237)
0.033094 (**) 0.03860 (**) -0.03614 (*)
(2.19999) 2.13304 (-1.79293)
-26.15649 (*) -95.4033 (*) 16.58435 (*)
(-1.91873) (-1.73898) (1.93463)
自由度調整済み決定係数(R2)
観測国数
観測期間
観測データ数
1.63
1.8
2.09
1.27
1.25
3
1.14
1.9
2.03
1.85
1.39
1.27
1.45
全体 低・中所得国
製造業成長
（製造業付加価値増加率、％）
貿易開放度（％）
都市人口率（％）
賃金
（コスト要因及び所得要因）
係数 係数
4.99
高所得国
係数
1.58
1.69
1.27
2.51
4.18
定数項
1.27
1.57
3.85
1.13
1.13
2.41
1.72
1.27
1.77
消費拡大
（一人あたりGDP成長率、％）
教育（高等教育就学率、％）
鉄鋼産業成長
（粗鋼生産量、千トン）
鉄スクラップ輸入依存度
（輸入スクラップ量／粗鋼生産量、％）
天然資源賦存量
（鉄鉱石産出量、千トン）
エネルギー資源輸入依存度
（エネルギー輸入総額/GDP、％）
1.58
1.09
1.16
1.63
2.6
1138 576
各係数の下段に示す（ ）内の値はt値
各係数の右に示す記号は、*が10%、**は5％、***は１%の有意水準であることを示す。
0.900 0.88017
51 26
1973-2009(37年) 1973-2009(37年)
0.85145
25
1973-2009(37年)
562
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表 3-5 日本の鉄スクラップ輸出実績
（出所）一般社団法人日本鉄源協会（2016）より
※その他スクラップとは HS コード 7204.49.100 及び 7204.49.900 の計
図 3-5 我が国の鉄スクラップの価格と貿易特化係数の推移
（出所）データは、冨高（2013）より
単位： 1,000M.T
暦年
国別
韓 国 3,378 3,399 2,360 3,775 3,333 2,862 4,859 4,704 3,808
中 国 2,756 2,326 2,661 4,981 2,710 2,437 3,125 2,602 2,095
台 湾 1,185 496 217 342 298 38 189 313 608
香 港 25 27 18 25 17 24 12 5 3
ベ ト ナ ム 136 156 140 195 63 38 283 414 753
タ イ 45 13 11 8 2 33 21 2 5
シ ン ガ ポ ー ル 0 1 1 1 5 0 6 1 5
マ レ ー シ ア 72 5 0 11 6 0 10 1 1
イ ン ド ネ シ ア 43 6 11 48 20 3 73 74 46
イ ン ド 8 10 8 7 4 0 2 5 8
そ の 他 5 7 9 4 5 7 6 8 6
計 7,654 6,447 5,437 9,398 6,464 5,442 8,586 8,129 7,339
その他スク ラッ プ※ 6,619 5,552 4,657 8,188 5,681 4,605 7,053 6,826 6,155
2012 20142006 2007 2008 2009 2010 2011 2013
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注
(1) 我が国の家電リサイクルのシステムや実績は、一般財団法人 家電製品協会が毎年発行
する『家電リサイクル 年次報告書』に詳しい。
(2) ウエストピカーはスカベンジャーとも呼ばれ、McDougall et al.（2004:29-31）は、イ
ンフォーマルな経済の中で、機能を明確にして適切な廃棄物管理システムの一部とて取り
込むべきとしている。
(3) 粗鋼生産がない国、全期間が World Steel Association による推定値（e）の場合は回収
量推計の対象外とした。
(4) データ欠損（空白欄）は０とみなたした。
(5) 回収量の推計の結果、国によっては負の値を取る場合が生じた。この要因としては、推
計式の構造から、直接還元鉄、輸入鉄スクラップによって、国内回収の鉄スクラップが代
替された結果であるとみなせる。あるいは、銑鉄生産 が粗鋼生産量より多い場合（在庫
化あるいは輸出している）などが考えられる。したがって、こうした場合にはデータ上は
０とした。
(6) ヨーロッパ諸国のデータは EURO STAT を閲覧
http://epp.eurostat.ec.europa.eu/portal/page/portal/statistics/search_database
アメリカのデータは、USGS のデータベースを閲覧
http://minerals.usgs.gov/minerals/pubs/commodity/iron_&_steel_scrap/
日本おデータは一般社団法人 日本鐵原協会の web-site を閲覧
http://www.tetsugen.gol.com/kiso/6buykuzu.htm
(7) パネルデータ分析では、各個体の固有効果の捉え方に 3 つの方法がある。第一に、対象
となるデータをプーリングし、最小二乗推定（Ordinary least squares: OLS 推定）を行
う方法がある。この方法は、全ての個体が同じ定数項と傾きを持つと仮定した推定法で、
個体の固有性は考慮しないモデルである。第二に、個体の固有性を考慮して、推定式の傾
きはすべて一定であるが、定数項が個々に固有の値を取ることを仮定した推定法が固定効
果モデル（Fixed-effect model）である。第三に、各個体の定数項が、個々に固有の値をと
るのではなくランダムに決まってくることを仮定した推定方法が変量効果モデル
（Random-effect model）である。どの方法が妥当であるかは、統計的な検定によって判
断する。
(8) (7)で示した３つの方法のうち、最も妥当な推定方法を選択するために統計的な検定を行
う。固定効果モデルとプーリング OLS モデルの比較は F 検定を用い、固定効果モデルと
変量効果モデルの比較はハウスマン検定を行う。
(9) 本章では、推定式の定数項に示すように国の固有性と時点（歴年）の固有性の存在を考
慮している。したがって推定モデルは、国の固有性に着目したモデル、時点の固有性に着
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目したモデル、両方に配慮したモデルの 3 つが想定できる。本章ではまず、この３つの視
点で固定効果モデルを推定し、各モデルの冗長性をχ二乗検定により見極め、妥当なモデ
ルを絞り込む。本章の分析の場合、国の固有性に着目した固定効果モデルに絞り込まれ、
さらにハウスマン検定を行うことで、最終的に国の固有性に着目した固定効果モデルが最
も妥当であると判断した。
(10) 2014 年時点での World Bank の定義に従った。高所得国とは一人あたり GNP が
$12,746 以上、上位中所得国は$4,126～$12,745、下位中所得国は$1,046～$4,125、低所
得国は$1,045 以下である。
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第４章 リサイクル資源貿易構造と各国の循環型社会－鉄スクラップ貿易の課題分析－
はじめに
近年、経済発展が著しい新興国の資源需要の増加等を背景に、リサイクル資源貿易が拡
大している。リサイクル資源貿易は、各国のリサイクル資源市場における需給ギャップを
緩和する機能を有しており、各国の循環型社会形成において重要な役割を果たすものと考
えられる。しかし、リサイクル資源が有する環境汚染性のために、輸入国での不適正な技
術による処理過程で環境汚染が発生する問題が生じている。この問題に対処するために各
国で貿易規制措置が取られる場合があるが、適正なリサイクル資源貿易の機会の損失にも
なり、貿易規制による環境汚染リスク管理が円滑なリサイクル資源貿易の障害になるとい
ったジレンマが生じている。ところで、循環型社会形成のための制度構築の鍵となるのは、
拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility: 以降、EPR）という考え方である。
これは製品の生産、販売、消費段階までの生産者責任を、製品使用後から廃棄、適正な処
分に至るまで拡大してより効果的な管理体系をつくるものであり、リサイクル資源の供給
主体側の責任範囲に着目した取組である。しかし、この制度はリサイクル資源貿易の相手
国まで拡張することはできない。そこで考えられるのが、リサイクル資源の需要主体側の
責任範囲に着目した取組の可能性(1)である。具体的には、リサイクル資源貿易に係る環境汚
染リスク管理において、リサイクル資源に関する需要主体の調達責任を問うことであり、
途上国における適正な廃棄物管理やリサイクル処理の能力向上を図る上でも有効であると
考える。何故なら、適正な調達責任を有する企業は、適正なリサイクル資源の輸入事業者
や処理事業者を調達先として積極的に評価するとともに、調達先に環境配慮面で不十分な
点があれば必要な投資として資金や技術面での支援を行うことが期待されるからである。
需要主体の調達責任に着目した管理体系の可能性検討の手始めとして、本章では、鉄ス
クラップのうち分別品質が低いために有害廃棄物が混載されて環境汚染が発生している
「その他くず」という分類を対象とし、その貿易構造の分析を通じて環境汚染リスクが高
い貿易パターンを特定する。また、環境汚染リスクの高い国におけるリサイクル資源の需
要主体の存在状況や環境汚染リスクを把握し、それらの特性に応じた政策課題を導出する
ものである。
第１節では、リサイクル資源貿易の問題点を踏まえて需要側の責任範囲に着目した取組
の必要性を示し、本章の位置づけと検討範囲を示す。第２節では、リサイクル資源貿易構
造分析に関する先行研究レビューを踏まえて、鉄スクラップ貿易構造分析の考え方の整理
を行い、第３節では、鉄スクラップを対象とした貿易構造の仮説を設定しデータ分析を行
う。第４節では政策的含意を導き出し、むすびで本章のまとめを行う。
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１．リサイクル資源貿易の環境汚染リスクとその管理
１－１．リサイクル資源貿易に伴う環境汚染リスク
リサイクル資源貿易の拡大によって、各国はより低コストでリサイクル資源の調達が可
能となり、リサイクル資源の利用率が高まることで、市場全体での資源効率性も高まると
考えられる。しかし、リサイクル資源は廃棄物から分別や抽出を行った資源であることか
ら有害物質の残留等のリスクを有しており、リサイクル資源貿易によって環境汚染輸出入
となるリスクを孕んでいる。環境汚染リスク管理については、有害性のある廃棄物の輸出
入を管理する国際条約であるバーゼル条約(2)にもとづいた取組が行われている。有害性が明
確な廃棄物については、この条約下での管理で対処しているが、中古品として、あるいは
部品のリユース目的で輸出される廃自動車、廃家電等については規制対象外となっている。
輸出先で中古品や部品のリユースなどが行われずに、金属のリサイクルのための解体・分
別等の処理において環境汚染が発生するケースが報告されている（細田 2008b）。また我が
国では、廃家電等を国内で解体・分別せずに、様々な金属スクラップが混在する雑品とし
て輸出される場合があり、輸入先での解体・分別作業時に環境汚染が発生する可能性(3)があ
る（OECD 2010）。以上のような環境汚染リスクを管理するために、各国で貿易禁止等の
措置をとる場合がある。この場合には、ごく一部の不正な貿易を取り締まるために、多く
の適正なリサイクル資源の貿易の機会の損失を招くこととなり、貿易規制による対応が円
滑なリサイクル資源貿易の阻害要因(4)となっている 。
１－２．リサイクル資源の需要側に着目した取組
循環型社会形成は、我が国をはじめ国際社会全般に３R という政策概念に従って進められ
ている。リデュース（廃棄物の発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）
という優先度による取組によって、経済社会全体の資源生産性を高め、最終処分地の不足
という問題に対応するものである。リサイクルという取組は、資源の採取・調達→製品の
生産→流通・販売→消費→廃棄→最終処分といった直線的な物質の流れに、廃棄→回収→
リサイクル（分別・解体・抽出等によるリサイクル資源化）→資源としての再利用という
プロセスを連結させて物質循環の環を形成することである。こうした物質循環の環を形成
するとともに、この物質循環の環の中を流れる物量自体を低減させ、環境汚染性の低い物
質へと転換していくことが、循環型社会形成の目標像である。この循環を形成するために、
多くの先進国では、先述のとおりEPRという考え方での管理制度を導入している。これは、
リサイクル資源のフローから見れば、リサイクル資源の供給システムの制度化に他ならな
い。フロー上の環境汚染リスクもこの EPR を負う主体によって対処するものである。しか
し、中古品や金属スクラップの雑品類の輸出先での環境汚染リスクについては、例えば、
海外に輸出された廃家電等の流通を捕捉できたとしても、海外でのリユースやリサイクル
について、国内の EPR 制度を拡張して適用することは現実的ではない。そこで、考えられ
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る手立てとして、今後は、需要側の責任も設定し、供給側と需要側の双方の責任による管
理体制の構築が必要であると考える。輸入国での需要主体の責任範囲に着目した取組とは、
具体的には、リサイクル資源貿易に係る環境汚染リスク管理において、リサイクル資源に
関する需要主体の調達責任を問うことであり、途上国における廃棄物管理やリサイクル処
理の適正な能力向上を図る上でも有効である(5)と考える。
１－３．需要側に着目した取組の検討枠組み
１－２．で提示した、需要主体の調達責任に着目した取組の可能性を検討するためには、
第１にリサイクル資源貿易の構造を把握した上で、第２に環境汚染リスクの高い貿易パタ
ーンを特定し、第３にそのような貿易パターン下にある国での、需要主体とリサイクルの
特性を分析する必要がある。また、第４に需要主体を中心とした適正なリサイクルシステ
ム構築の優良事例を分析し、第５に環境汚染リスクの高い国での、需要主体を中心とした
適正なリサイクルシステム構築のあり方を提言するといった検討枠組みが考えられる。本
章では、第１のリサイクル資源貿易の構造分析、第２の環境汚染リスクの高い貿易パター
ンの特定、第３の輸入国での需要主体とリサイクルの特性の概要把握を行うものである。
２．リサイクル資源貿易構造分析に関する予備的考察
本節では、リサイクル資源貿易と環境汚染、リサイクル資源貿易構造の決定要因に関す
る先行研究を概観し、リサイクル資源貿易構造の分析を行うための予備的な考察を行う。
２－１．リサイクル資源貿易と環境汚染に関する研究
基本的には、リサイクル資源貿易によって貿易当事国間の厚生が向上する。通常言われ
る貿易の利益の他に、例えば、Grace et al.（1977）は、国際的なリサイクル市場の存在に
よって、各国内のリサイクル市場の価格の安定性が増すことを示している。
しかし現実には、リサイクル資源貿易は環境汚染輸出リスクを有している。これまでの
貿易と環境問題に関する多くの研究成果から得られる最も一般的な結論は、環境問題によ
る外部性がある場合には、各国内でそれを完全に内部化したうえで自由貿易を行うことが
ファーストベストであるということである。リサイクル資源貿易と環境汚染に関しては、
上記のような内部化が必要としながらも、国内でのリスク回避が困難な場合には、貿易制
限が正当化される場合がありうるという見解がある。そうした研究実績として、第１章 2-1.
で示したように、例えば、竹歳（2009）、佐竹・斉藤（2011）、Copeland（1991）、Puckett
et al.（2002）等の成果がある。
また Rauscher（2001）は、有害廃棄物の貿易について、バッズである有害物質の輸出は、
その輸入国から有害廃棄物の貯蔵・処理を行うサービス（グッズ）を購入するものとみな
して、次のような結論を導いている。輸入国において適切な政策がとられずに、有害廃棄
物輸入に伴う外部不経済が発生している場合、この貿易は輸出国の余剰を増加させ、輸入
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国の余剰を減少させる。結果的に世界全体の厚生が低下する可能性があるので、輸入国が
貿易制限を行うことはセカンドベストの政策として有効であるとしている。
以上の研究成果を踏まえると、貿易に伴う環境汚染リスクという外部不経済は、基本的
には国内で内部化しつつ、実際に汚染が顕在化する場合には、貿易制限もセカンドベスト
としてとるべき措置であることが貿易による厚生分析より導かれている。現実にも緊急的
な貿易制限が行われる場合がある(6)他、国によっては多くの種類のリサイクル資源の貿易を
禁止している場合(7)もある。しかし貿易制限は、一部の不適正な貿易を禁止するために、そ
の他の適正なリサイクル資源の貿易機会をも失うことになることも事実である。先に示し
た、輸入国でのリサイクル資源の需要主体による調達責任に着目する管理の取組は、直接
的な貿易制限ではなく、バッズを輸入してしまう事業者や不充分な設備で処理を行う事業
者を市場の中で淘汰する仕組みと捕らえることができる。つまり、ファーストベストとし
ての輸出国内での汚染リスクの除去を促し、セカンドベストとしての貿易制限について、
優良なリサイクル資源の貿易機会を逸しないような仕組みとして機能することが期待され
る。
２－２．リサイクル資源貿易の決定要因に関する研究
Van Beukrering and Bouman（2001）は、第３章で示したとおり、途上国と先進国にお
ける古紙と廃鉛の回収率と利用率について、その決定要因を回帰分析によって特定してい
る。具体的には、貿易開放度、人口密度、所得水準は、古紙及び廃鉛の回収率と利用率に
ついて、途上国及び先進国にかかわらず正の相関があることを確認している。また、古紙
及び廃鉛とも、途上国と先進国間の比較では、途上国の方がリサイクル資源の利用率が高
く、先進国は回収率が高くなる傾向にあることを確認している。考えられる理由として、
途上国では相対的に低い労働コストと低い技術的要求水準であること、先進国では資源回
収に対する政府の深い関与と、家庭や企業、関連機関の高い参加意識があるためとしてい
る。さらに、リサイクル資源の種類や国の所得水準の違いにかかわらない共通の傾向とし
て、リサイクル資源の輸入への依存度が高い国は、国内のリサイクル資源の回収率が低く
なる傾向があることが見出せるとしている。
Michida et al.（2011）は、鉄スクラップの分別品質と輸出入国の所得水準、及び鉄スク
ラップの分別品質と環境規制の強度との間には、正の相関があることを検証(8)している。つ
まり、高所得国は、より高い分別品質の鉄スクラップの輸出入が活発で、低所得国はより
低い分別品質の鉄スクラップの輸出入が活発であるということである。この現象の主な要
因は、鉄スクラップの生産効率の違いにあるとしている。つまり、労働豊富国である低所
得国は、低い分別品質のスクラップを手作業でより高い分別品質にする作業に比較優位が
あり、資本豊富国である高所得国は、同質の金属廃棄物が豊富に賦存すること、鉄スクラ
ップを効率的に分別回収する高い技術力があることなどから、高い分別品質の鉄スクラッ
プ生産に比較優位があるとしている。
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この考察は、鉄スクラップの供給側の効率性に着目したものであるが、実際には、イン
フラ整備等が拡大する国では、相対的に建設資材用途のそれほど高品質を求めない鉄鋼製
品に需要があり、自動車や家電の生産が盛んな国では、相対的に高品質の鉄鋼製品に需要
があること等、需要側の要因分析も必要であろう。また、Michida et al.（2011）は、各国
が環境規制を強化することで、汚染集約度が高く分別品質の低い鉄スクラップについて、
リサイクル資源貿易市場での流通を減少させる効果があるとしている。この点については、
結果的に各国で発生する汚染集約度の高い鉄スクラップは各国内で処理することになるが、
低所得国内での適正な処理能力形成は依然として大きな課題である。
以上の研究成果からは、リサイクル資源の国内回収や利用率は、その種類、及び各国の
人口や経済条件等によって決まるものであること、途上国の方がリサイクル資源の利用率
が高く先進国は回収率が高くなる傾向にあること、リサイクル資源の輸入と国内での回収
は代替関係にあることが明らかにされている。これらの点は、第３章の鉄スクラップの国
内回収の決定要因分析による結論と整合的である。加えて Michida et al.（2011）が示すよ
うに、分別品質の低いリサイクル資源は所得の低い国へと輸出される傾向があることが明
らかにされている。より低い分別品質とは、例えば廃家電の解体が全くなされていない物
が金属スクラップの雑品類に混載されている場合などである。
３．鉄スクラップ貿易と環境汚染リスクの分析
本節では、前節の先行研究を踏まえて、鉄スクラップ貿易構造を対象とした分析を行う。
この分析で、環境汚染リスクの高い貿易パターンを特定し、環境汚染リスクの高い輸入国
での需要主体やリサイクルの特性の把握を行う。これらの結果は、今後の需要主体の責任
範囲に着目した環境汚染管理の検討における基礎資料とするものである。
３－１．鉄スクラップの特性
分析の前提として、鉄スクラップの生産プロセス、及び鉄スクラップの需要と供給に関
する特性について、それぞれ高所得国及と低中所得国別に整理を行う。この整理を踏まえ
て、鉄スクラップの貿易パターンに関する仮説を設定する。
（１）鉄スクラップの生産プロセス
鉄スクラップの原料は、製造業の生産プロセスから発生する鉄屑、市中に普及している
鉄鋼製品（家電、自動車、建築資材等）が廃棄されて発生するものがある。いずれも資本
集約財から発生する廃棄物が原料となる。鉄スクラップは廃棄物から資源化されたもので
あるため様々な不純物が混じりやすい。そのため鉄スクラップの品質は、分別処理後の物
質的な純度の高さによる(9)。最終的に純度の高い鉄鋼素材に再生すべく、同質の物質による
分類が行われる。その結果、どの分類にも属さない「その他くず」という多様な形態での
金属くずが混在したカテゴリーが生じる。「その他くず」には、未解体の廃家電などが混入
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しており、輸出先での不適切な処理によって環境汚染が発生する。
鉄スクラップの生産工程は、回収→分別・加工処理→製鋼メーカーへ納入 である。加
工処理では、プレス（圧縮）、シャーリング（切断）、シュレッダー（破砕）、ガス切断とい
った設備型の技術を用いる。分別と加工について如何に効率的かつ高品質の分別を行うか
が、生産効率の重要な要因となる。高所得国では、全ての工程の機械化の割合が高く、作
業に伴う環境汚染防止設備や健康被害防止のための装備も備わっている。低・中所得国で
は、手作業による分別・加工処理の割合が多く、環境汚染防止設備や健康被害防止のため
の装備などがないために環境汚染や健康被害が発生している。
鉄スクラップは HS コードで、「鋳鉄スクラップ (7204-10-000)」「ステンレス鋼スクラッ
プ(7204-21-000)」「合金鋼スクラップ(7204-29-000)」「錫メッキスクラップ(7204-30-000)」
「切削・打抜スクラップ(7204-41-000)」「その他ヘビースクラップ(7204-49-100)」「その他
鉄鋼スクラップ (7204-49-900)」「再溶解インゴット (7204-50-000)」に区分されている。
表 4-1 に示すように、我が国からの輸出割合で最も多いのは「その他鉄鋼スクラップ
（HS7204-49-900）」であり、2011 年では鉄スクラップ輸出全体の 61%である。このカテ
ゴリーに未解体の家電製品などが含まれて輸出される。
表 4-1 日本からの鉄スクラップ輸出実績（ＨＳ品名コード別）
（出所）一般社団法人日本鉄源協会（2016）より（元データは財務省統計）
（２）鉄スクラップの供給特性
高所得国では一般に鉄鋼の蓄積量が多く、鉄スクラップの原料が豊富に賦存しており、
同質の原料確保が容易な状況にある（渡邉 2010）。しかし、経済規模が大きいため、同質
の原料だけでなく「その他くず」も相当量発生する。生産工程においては、相対的に労働
コストは高く、また機械化割合も高いため、より高品質の鉄スクラップ生産において、生
産効率性の高い供給力を有している。以上のように、資源の賦存量及び生産効率の点から、
高所得国は分別品質の高い鉄スクラップ製造に比較優位を有している。
単位： M.T
暦年 ＨＳ品名コード 2011 2012 2013 2014
鋳鉄スクラップ 7204.10-000 3,408 2,784 7,398 5,482
ステンレス鋼スクラップ 7204.21-000 120,105 152,766 158,867 109,595
その他の合金鋼スクラップ 7204.29-000 39,144 19,134 24,346 30,083
錫メッキスクラップ 7204.30-000 1,884 1,507 0
切削・打抜スクラップ 7204.41-000 664,769 1,345,141 1,111,740 1,038,614
その他鉄鋼ヘビースクラップ7204.49-100 1,283,423 2,518,543 2,239,929 2,188,997
その他鉄鋼スクラップ 7204.49-900 3,321,789 4,534,487 4,586,011 3,965,506
再溶解用インゴット 7204.50-000 7,944 11,404 309 438
計 5,442,464 8,585,765 8,128,601 7,338,714
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低・中所得国では、一般に労働豊富国であり、相対的に資本集約財の消費量や固定資本
の蓄積量も多くはないため、そこから発生する廃棄物発生量も多くはない。したがって、
低・中所得国では、鉄スクラップの原料が希少であり、同質の原料を大量に確保すること
が困難な状況にある。ある低・中所得国が工業発展路線上にあったとしても、鉄の市場に
おける蓄積量が少なく、鉄を使った製品が使用済みになり廃棄されるまでのタイムラグが
長いため、経済成長に伴う鉄スクラップ需要増に対して原料供給の不足が生じやすい。生
産工程においては、労働コストが低く手作業による処理割合が高いため、分別品質の低い
原料の鉄スクラップ生産において、生産効率性の高い供給力を有している。以上のように、
資源の賦存量及び生産効率の点から、低・中所得国では分別品質の低い原料による鉄スク
ラップ製造に比較優位を有している。
（３）鉄スクラップの需要特性
鉄スクラップの需要主体は鉄鋼業である。鉄鋼業はその生産技術の違いによって３つの
基本的な類型に区分できる（川端 2005a）。第１の類型が、高炉法による銑鋼一貫企業であ
る。これは鉄鉱石等の原料から高炉で銑鉄をつくり、転炉による製鋼工程で炭素成分等の
調整を行い、圧延工程により多様な鉄鋼製品を製造、という銑鉄生産と製鋼、圧延が一貫
した工程として整備されるタイプである。転炉での製鋼工程で、成分調整のために鉄スク
ラップを投入する。設備規模や必要な投資規模が大きく、電力、水道、港湾等のインフラ
の整備も必要となる。第２の類型は、電炉法による製鋼圧延企業である。これは、製鋼工
程と圧延工程のみを保有する企業であり、製鋼工程では、電気炉を使って主原料として鉄
スクラップを利用(10)する。鉄スクラップには様々な不純物が含まれているため、生産する
製品の用途は、建築・土木用が中心となる。設備規模や投資規模は銑鋼一貫に比べれば小
規模であり、市場規模の小さい国や地域でも成り立つ類型といえる。第３の類型は、単純
圧延企業であり、圧延工程のみを保有する企業である。製鋼圧延企業よりも事業規模がさ
らに小さくなるが、途上国などで工業化が進展し、自動車や家電に利用する高品質の鉄鋼
製品生産が必要とされながら、銑鋼一貫企業が存在しない国では、製鋼後の半製品を全て
輸入で調達し、圧延工程を大規模化してそれに特化する場合もある。
以上のような鉄鋼業の立地特性を踏まえると、鉄スクラップは電炉による製鋼企業が立
地する地域での需要が高いと言える。また、銑鋼一貫企業においても、一定程度の割合で
鉄スクラップを利用することから、生産規模の大規模な銑鋼一貫企業が立地する地域にお
いてもある程度の需要があるといえる。また、電炉の立地は、市場規模の小さな国に適し
ており、銑鋼一貫企業の立地は大規模な市場が存在する国に適していることから、低・中
所得国では電炉の立地によって鉄スクラップ需要が大きく、高所得国では、銑鋼一貫企業
の立地によって、ある程度鉄スクラップの需要があるといえる。ただし、高所得国の中に
も電炉による製鋼を拡大して成長と遂げた国もあり、逆に低・中所得国においても将来の
市場規模拡大を見通して銑鋼一貫企業の立地が進んでいる国もある。
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３－２．鉄スクラップ貿易構造に関する仮説
３－１．を踏まえて、鉄スクラップの供給及び需要特性とリサイクル資源貿易の関係に
関する仮説を表 4-2 のように整理した。一国の鉄スクラップの供給に関する主な要因は、鉄
スクラップ資源の賦存量と生産（回収）効率、リサイクル政策や環境政策である。需要に
関する主な要因は鉄鋼業における具体的な需要（用途）、鉄鋼業の規模、電炉による生産割
合である。
以上の要因について、低・中所得国、高所得国別に特性を整理し、そこから導かれる貿
易パターンを考察し、表 4-2 の下段に「鉄スクラップ貿易構造に関する仮説」を整理した。
表 4-2 の下段に示すように、「低・中所得国では鉄スクラップの国内供給不足となり、高
所得国は鉄スクラップの供給過剰となる傾向がある」ことから、総じて、高所得国が鉄ス
クラップの輸出国となり低・中所得国が輸入国となる傾向があることを基本的な仮説とし
た。（「低・中所得国では鉄スクラップの国内供給不足となり、高所得国は鉄スクラップの
供給過剰となる傾向がある」ことは、第３章で検証したとおりである。）したがって、長期
的に見れば、低・中所得国から高所得国へと経済発展が進むに従い、輸入特化から輸出特
化へと移行していくものと考えられる。
しかし、工業化の初期段階のように鉄スクラップの国内需要が小さい場合には、国内で
回収した希少な鉄スクラップや、輸入した中古品から回収した鉄スクラップを海外の需要
国へ輸出する可能性もある。これは、第２章で確認したガーナのようなケースである。し
たがって、低・中所得国の工業化の初期段階では鉄スクラップの輸出特化となる貿易パタ
ーンがありうることも仮説とした。
さらに、高所得国であっても、電炉による鉄鋼生産に特化している場合には、輸入特化
となりうることも仮説とした。
表 4-3 は、縦軸にリサイクル資源貿易の貿易特化の特性区分（輸出特化あるいは輸入特化）
をおき、横軸に一国の所得水準区分（低・中所得国あるいは高所得国）として、以上の仮
説のまとめを行ったものである。低・中所得国から高所得国へと経済発展が進むに従い、
輸入特化から輸出特化への移行、すなわち表中の（２）から（３）へと移行することが、
基本的な仮説であり、（１）と（４）は上記の条件下で起こりうる貿易パターンの仮説であ
る。
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鉄スクラップ貿易構造に
関する仮説
・低品質な鉄スクラップ需要がある。
しかし、国内の鉄スクラップ資源賦
存量が少ないため輸入に依存する。
・特に、電炉による鉄鋼生産割合が
多い国では、鉄スクラップの輸入
依存度が高くなる。
・銑鋼一貫製鉄で大規模な生産を行
う場合にも、そうした生産用の鉄
スクラップ需要が生じるため、輸
入依存度が高くなる。
・国内の鉄スクラップ需要が小さい
場合には、国内で回収した希少な
鉄スクラップや、あるいは廃棄物
同然の輸入中古品から回収した鉄
スクラップを海外の需要国へ輸出
する場合がある。
・高品質な鉄スクラップ需要がある。
これに対し、国内の鉄スクラップ資
源賦存量が豊富で、リサイクル政策
により鉄スクラップの供給力も高
い。結果的に供給過剰となり、余剰
が輸出される。
・労働コストが相対的に高いため、付
加価値の高い高品質な鉄スクラッ
プの供給（生産）に特化する傾向が
ある。付加価値の低い低品質な鉄ス
クラップは、低・中所得国へと輸出
される。
・高所得国でも、電炉による鉄鋼生産
割合が多い国では、鉄スクラップの
輸入依存度が高くなる。
表 4-2 鉄スクラップの需給特性と貿易構造
所得水準
需給特性
低・中所得国 高所得国
供
給
特
性
鉄スクラップの原料
である資本集約財の
廃棄物賦存量
資本集約財の廃棄物賦存量は少な
く、同質の資源の回収が困難。
資本集約財の廃棄物賦存量が豊富で、
同質の資源の回収が容易。
鉄スクラップの生産
効率（原料以外のコ
スト要因）
労働コストが低いため、労働集約的
なリサイクル（手作業による分別）
で分別品質を高める生産が効率的
労働コストが高いため、労働節約的な
リサイクル（機械選別・抽出）での生
産が効率的。
リサイクル政策、
環境政策
リサイクルに関する制度を整備して
いる国は少ない。環境規制に関する
制度はある程度整備されているが実
際の執行力は弱い。
最終処分場の不足問題等から、リサイ
クルを促進する政策が実施されてい
る。環境規制制度は整備され、その執
行能力も高い。
需
要
特
性
鉄鋼の需要 建築、土木用の低品質の鉄スクラッ
プへの需要が高い。
自動車や家電製品用の高品質の鉄ス
クラップへの需要が高い。
鉄鋼業の規模 鉄鋼業規模は高所得国に比べて相対
的に大きい。
鉄鋼業規模は低・中所得国に比べて相
対的に大きい。
電炉による生産割合 銑鋼一貫型の生産技術の導入により
大規模な生産体制をとる国と、電炉
による製鋼技術の導入により小規模
生産体制から徐々に拡大していく戦
略をとる国に区分される。
銑鋼一貫型の生産技術導入国が多い
が、電炉による小規模生産設備の拡充
により規模拡大を図った国も存在す
る。
●鉄スクラップ供給力不足によ
り輸入特化となる傾向がある。
●ただし、国内需要が小さい場合
には、国内で回収した希少な資
源を需要国へ輸出する。
●鉄スクラップ供給力過剰により
輸出特化となる傾向がある。
●ただし、電炉による鉄鋼生産割
合が多い国では、鉄スクラップ
の輸入依存度が高くなる。
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表 4-3 鉄スクラップ貿易構造に関する仮説（まとめ）
３－３．データ分析による仮説の検証フレーム
まず、所得水準の向上とともに鉄鋼需要が増加し、鉄スクラップ輸入需要も増加するが、
鉄スクラップの原料の国内賦存量も増加していくため、鉄スクラップ輸入需要の増加率が
逓減していくことを確認する。そして、鉄スクラップの貿易特化指数と所得水準との関係
を見ることで、仮説（表 4-3）に示した貿易構造が顕在化していることを確認する。さらに、
貿易パターン別の分類を行い、貿易パターン分類別にあてはまる国をリストアップし、各
国の所得水準、一人当たり鉄消費量、電炉による鉄鋼生産割合、粗鋼生産額を比較するこ
とで、各国の鉄スクラップ需要構造と貿易パターンとの関係について考察を行う。
所得水準は一人当たり実質 GDP、鉄鋼需要（鉄消費水準）は一人当たり鉄消費量（最終
製品ベース）、鉄スクラップ輸入需要は一人当たりの輸入量で示す。なお、一人当たり鉄消
費量は鉄スクラップの潜在的な国内賦存量を表す指標でもある。また、対象とする鉄スク
ラップは、最も分別品質が低く汚染集約度の高い「その他スクラップ（HS7204-49）」を対
象とする。これらの指標について、各国のデータを整理(11)し、上記の分析を行った。なお、
鉄スクラップの貿易特化指数と所得水準との関係については、世界的な金融危機に陥る直
前の 2007 年と金融危機後の 2013 年の比較も行った。各データの出所は、各国の一人当た
り GDP は世界銀行データ、一人当たり鉄消費量、電炉による鉄鋼生産割合、粗鋼生産量は
Steel Statistical Yearbook 2010 及び 2015(World Steel Association)、鉄スクラップの輸入
データは、Commodity Trade Statistics Database (United Nations Statistics Division)で
低・中所得国 高所得国
輸出特化
(1)国内需要と連関のない輸出特化
・国内の鉄スクラップ需要が小さい場合
には、国内で回収した希少な鉄スクラ
ップを海外の需要国へ輸出する場合が
ある。
（国内での回収に加えて、廃棄物同然の
輸入中古品からも回収する。）
(3)供給過剰により輸出特化
・国内の鉄スクラップ資源賦存量が豊富
で、リサイクル政策により鉄スクラッ
プの供給力も高い。結果的に供給過剰
となり、余剰が輸出される。
（高品質な鉄スクラップの供給に特化す
る傾向があり、低品質な鉄スクラップ
は、低・中所得国へと輸出される。）
輸入特化
(2)鉄鋼需要によって輸入特化
・低品質な鉄スクラップ需要がある。
しかし、国内の鉄スクラップ資源賦存量
が少ないため輸入に依存する。
(4)電炉の生産需要により輸入特化
・高所得国でも、電炉による鉄鋼生産割
合が多い国では、鉄スクラップの輸入
依存度が高くなる。
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ある。
３－４．鉄スクラップ輸入と経済発展
各国の所得水準と鉄消費水準（一人当たり鉄消費量）との関係を図 4-1 に示す。所得水準
の向上とともに鉄消費水準も増加するが、その増加率は低・中所得国の方が高所得国より
も高い。所得水準が約 10,000 ドル／人あたりまでの増加率が高く、それ以降の増加率は比
較的緩やかである。10,000 ドル／人前後での鉄消費水準は約 200～300kg/人である。また、
図 4-2 に各国のデータについて 2001 年～2010 年の変化をプロットしている。概ね図 4-1
と同様の傾向が見て取れる。図 4-3～6 は、図 4-2 のデータから地域別に主な国をとりあげ
たものである。約 10,000 ドル／人までは鉄消費水準が増加傾向にあり、高所得国では増加
傾向が穏やかになり、中には減少傾向の国もある。これは、高所得国のように高度に産業
化が進むと、鉄鋼製品の代替製品（プラスチック等）への転換、技術革新により製品当た
りの鉄鋼使用量の減少、鉄鋼の生産拠点の海外へ移転などが進むためである（佐藤 2007）。
次に、図 4-7 に一人当たり鉄スクラップ輸入量(12)と鉄消費水準との関係を示す。鉄スクラ
ップ輸入量は、鉄消費水準が高くなるほど増加するが、その増加率は、鉄消費水準が約
200kg/人程度までがそれ以降よりも高くなっている。図 4-1 と合わせてみると、これは、
所得水準の向上とともに鉄消費水準も上昇することで、国内で回収される鉄スクラップ量
が増加し、鉄スクラップの輸入代替が進むためであると考えられる。この点は、第３章で
得られた「鉄スクラップの国内回収量は鉄スクラップの輸入依存度と負の相関がある」と
いう結果と整合的である。
つまり、所得水準の上昇とともに国内での資源回収が進み、輸入特化から輸出特化へと
移行する傾向があることを確認できた。
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図 4-1 所得水準と一人当たり鉄消費量
(2007 年における各国データによる)
図 4-2 所得水準と一人当たり鉄消費量
(2000 年－2010 年の各国データによる)
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図 4-3 所得水準と一人当たり鉄消費量（アジア地域＋アメリカ）
（2000 年－2010 年の推移）
図 4-4 所得水準と一人当たり鉄消費量（北米・南米地域）
（2000 年－2010 年の推移）
図 4-5 所得水準と一人当たり鉄消費量（ヨーロッパ地域）
（2000 年－2010 年の推移）
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図 4-6 所得水準と一人当たり鉄消費量（アフリカ地域）
（2000 年－2010 年の推移）
図 4-7 鉄消費水準と鉄スクラップ輸入量(2007 年データによる)
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３－５．鉄スクラップの貿易構造
所得水準と鉄スクラップの貿易特化指数の関係を図 4-8 及び 4-9 に示す。図中に示すよう
に、貿易パターンを４つのカテゴリーに分類した。
（１）カテゴリー１
図 4-8 及び 4-9 に示す通り、所得水準が約 10,000 ドル/人未満で、貿易特化指数が 1.0
の近くに一つのグループがある。表 4-4 に貿易特化指数 0.8 以上で所得水準 10,000 ドル/
人未満の国を示す。所得水準が 5,000 ドル/人未満で、鉄スクラップについて完全輸出特化
に近い国々では、ウクライナを除き、工業化が進展していないために粗鋼生産規模が非常
に小さく、粗鋼生産がない国も存在すると考えられる。また、図 4-3～4-6 に示したとおり、
高所得国では鉄消費水準が 200～600kg/人である。それに比べて表 4-4 中の所得水準が
5,000 ドル/人未満では鉄消費水準も非常に低い。つまり、鉄スクラップ原料の賦存量が少
ない。これらの国は所得水準が低いために、外貨獲得源の一つとして、国内から回収した
希少な鉄スクラップを近隣の需要国へ輸出していると考えられる。また、国内回収の鉄ス
クラップだけでなく、中古品として輸入した廃棄物同然の自動車や家電製品を解体して鉄
スクラップを抽出したものも輸出している可能性がある。小規模に存在する鉄鋼業は、所
得水準が低いことから電炉生産割合が高い。
所得水準が 5,000 ドル/人以上の国では、5,000 ドル/人未満の国々よりも鉄消費水準や粗
鋼生産規模が大きく、電炉による生産割合が低くなっている。ロシアは鉄鋼業が輸出産業
として発展している。ロシアが鉄スクラップについて完全輸出特化に近くなっているのは、
国内から回収される鉄スクラップ量が多く、国内の鉄鋼業の需要量を上回っているためと
考えられる。これは、国内の鉄鋼業が銑鋼一貫型を中心としているため、所得水準や粗鋼
生産規模の割には鉄スクラップの需要量が相対的に小さいためであると考えられる。
2013 年データで分析した表 4-5 においては、表中にリストアップされる国に多少変化が
あるが、2007 年データで分析した表 4-4 と概ね同様の傾向であるといえる。
（２）カテゴリー２
図 4-8 及び 4-9 に示す通り、所得水準が 10,000 ドル/人未満で貿易特化指数が‐1.0 に近
くにあるグループがある。このグループの国々を表 4-6 に示す。インド、中国、トルコを除
カテゴリー 所得水準 貿易特化係数
カテゴリー１ 10,000 ドル/人未満 0.8 以上（輸出特化）
カテゴリー２ 10,000 ドル/人未満 －0.8 以下（輸入特化）
カテゴリー３ 20,000 ドル/人以上 0.8 以上（輸出特化）
カテゴリー４ 20,000 ドル/人以上 －0.8 以下（輸入特化）
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いて概ね粗鋼生産規模が小さく、中国、マレーシア、トルコを除いて鉄消費水準も低い。
鉄消費水準が低く粗鋼生産規模も低い国々が完全輸入特化に近くなるのは、国内の製鋼需
要に対して国内での鉄スクラップ回収量が非常に少ないためであると考えられる。
また、国内の製鋼需要だけでなく、近隣の鉄鋼需要国に向けた鉄鋼輸出のために、国内
の回収量よりも多くの鉄スクラップを必要とし、輸入依存が高くなっている場合もあると
考えられる。粗鋼生産規模が小さい国が多いため、概ね電炉生産割合の高い国が多いが、
粗鋼生産規模の大きなインド、中国では、電炉生産割合が他国に比べて低くなっている。
粗鋼生産規模が大きくてもインドネシアやマレーシア、トルコなどのように、電炉生産に
特化している国もある。
2013 年データで分析した表 4-7 においては、表中にリストアップされる国に多少変化が
あるが、2007 年データで分析した表 4-6 と概ね同様の傾向であるといえる。
（３）カテゴリー３
図 4-8 及び図 4-9 に示す通り、カテゴリー３は貿易特化指数が 0.8 以上で所得水準が
20,000 ドル／人以上の国々である。表 4-8、表 4-9 に示すように、このカテゴリーの国々の
一人あたり鉄消費水準は他のカテゴリーよりも大きい。一方で、粗鋼生産規模は、日本や
アメリカ以外は他のカテゴリーに比べてあまり大きくはない。また、電炉による粗鋼生産
割合は、イスラエル、シンガポール、アラブ首長国連邦、アメリカ以外は 40%未満である。
つまり、このカテゴリーの国々は高所得国で鉄スクラップ原料の賦存量が豊富であるが、
相対的に鉄スクラップ需要が大きくはないため、国内での供給量が過剰となり輸出特化と
なったものである。
３－４．で確認したように、所得水準の上昇とともに国内での資源回収が進み、輸入特
化から輸出特化へと移行する傾向があることを踏まえれば、長期的にはカテゴリー２から
カテゴリー３へと移行することになる。そして、こうした移行経路をたどる国々をひとま
とまりのカテゴリーとして見なすこともできる（表中にカテゴリー２とカテゴリー３を包
含する点線で図示）。
（４）カテゴリー４
貿易特化指数が‐0.8 以下で所得水準が 20,000 ドル／人以上の国々について表 4-10 に示
す。所得水準が 10,000 ドル/人未満の国よりも、粗鋼生産規模と鉄消費水準ともに大きい。
粗鋼生産規模が大きな国では、国内回収の鉄スクラップでは国内鉄鋼業の需要が満たせず、
鉄スクラップ輸入依存となる。このグループで特徴的なことは、韓国を除いた国では転炉
ではなく電炉生産により粗鋼生産規模の拡大を進めてきたことである。2013 年データで分
析した表 4-11 においては、表中にリストアップされる国に多少変化があるが、2007 年デー
タで分析した表 4-10 と概ね同様の傾向であるといえる。
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図 4-8 所得水準と鉄スクラップの貿易特化指数（2007 年データによる）
図 4-9 所得水準と鉄スクラップの貿易特化指数（2013 年データによる）
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表 4-4 カテゴリー１（2007 年）
表 4-5 カテゴリー１（2013 年）
国名 貿易特化係数
輸出額
(USドル)
輸入額
(USドル）
所得水準
（一人あたり実質GDP）
( 2005年 USドル換算)
[YR2007]
粗鋼生産量
（千トン）
一人あたり
鉄消費水準
（kg）
電炉による
粗鋼生産割合
（％）
Madagascar 1.000 3,427,255 750 290
Mali 0.974 1,424,839 18,657 437
Kyrgyzstan 0.961 6,829,960 134,371 523
Ghana 0.985 919,280 7,029 540 25 11.2 100
Senegal 1.000 13,871,427 2,992 787 16.7
Yemen 0.994 9,312,632 28,212 823
Cameroon 0.999 14,238,097 9,836 927 8
Cﾃｴte d'Ivoire 0.993 5,001,555 16,816 936 6.6
Bolivia (Plurinational State of) 0.995 2,961,264 6,799 1,108 18.9
Nicaragua 0.982 1,561,776 14,024 1,255
Philippines 0.989 43,319,172 233,874 1,300 718 40.6 100
Honduras 0.997 7,281,900 9,604 1,534
Paraguay 0.982 8,536,234 79,200 1,618 95 26.1 0
Georgia 0.999 64,719,164 27,770 1,795
Ukraine 0.952 195,412,556 4,799,401 2,144 42,830 179.7 3.7
Guatemala 0.872 7,635,190 520,447 2,209 349 30 100
Jordan 0.827 1,086,907 103,167 2,600 150 167
Algeria 0.999 59,025,186 30,701 3,167 1,278 120.4 0
TFYR of Macedonia 0.992 4,466,964 17,585 3,415 359
Tunisia 0.926 4,429,367 170,459 3,542 160 85.4 100
Serbia 0.954 113,125,346 2,673,758 3,951 1,478 103.4 8.8
Namibia 0.837 975,233 86,694 3,979
Kazakhstan 0.997 289,295,850 476,840 4,447 4,782 194.3 0
Costa Rica 0.993 15,100,626 56,569 5,365 69.4
Panama 1.000 2,966,979 682 5,472 83.8
Romania 0.987 521,252,095 3,345,052 5,486 6,261 235.5 30.3
South Africa 0.965 12,838,872 231,968 5,894 9,098 107.6 46.8
Russian Federation 0.973 1,487,306,237 20,715,828 6,280 72,387 283.4 23
Gabon 0.999 930,704 625 6,736
Chile 0.975 6,866,906 86,125 8,297 1,679 143.6 27.6
Lithuania 0.840 153,664,319 13,346,203 9,647 215.2
国名 貿易特化係数
輸出額
(USドル)
輸入額
(USドル）
所得水準
（一人あたり実質GDP）
( 2005年 USドル換算)
[YR2013]
粗鋼生産量
（千トン）
一人あたり
鉄消費水準
（kg）
電炉による
粗鋼生産割合
（％）
Zimbabwe 0.998 109,125 125 451 8.8
Burkina Faso 0.919 201,594 8,524 520
Benin 0.881 1,048,017 66,478 583
Kyrgyzstan 0.997 2,754,236 3,894 627
Ghana 0.983 468,568 4,015 752 25 27.6 100
Senegal 0.962 563,048 10,990 797 23.2
Bolivia (Plurinational State of) 0.997 9,174,922 13,872 1,358 12.1
Paraguay 0.969 22,166,219 343,845 2,030 45 34 0
Georgia 0.881 4,768,374 300,685 2,160
Tonga 0.991 205,212 937 2,502
El Salvador 0.993 10,921,442 39,481 3,189 118 43.3 100
Bosnia Herzegovina 0.990 65,514,461 342,770 3,409 722 167.5 0
Fiji 0.990 173,617 872 3,828
Tunisia 0.882 1,215,107 76,315 3,979 150 69.7 100
Namibia 0.999 2,305,816 717 4,480
Kazakhstan 0.995 185,292,006 490,189 5,425 3275 230.8 21
Costa Rica 0.984 20,360,878 162,812 6,044 162.8
Romania 0.985 648,289,800 4,851,762 6,067 2985 154.5 43.2
South Africa 0.931 107,122,784 3,817,968 6,090 7254 111.3 43.7
Russian Federation 0.998 1,147,538,956 994,746 6,923 68856 304.6 29.8
Botswana 0.999 182,551 55 6,931
Panama 0.986 2,075,176 14,577 7,859 158.8
Chile 0.994 39,718,674 127,904 9,773 1323 155.3 29
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表 4-6 カテゴリー２（2007 年）
表 4-7 カテゴリー２（2013 年）
国名 貿易特化係数
輸出額
(USドル)
輸入額
(USドル）
所得水準
（一人あたり実質GDP）
( 2005年 USドル換算)
[YR2007]
粗鋼生産量
（千トン）
一人あたり
鉄消費水準
（kg）
電炉による
粗鋼生産割合
（％）
Bangladesh -0.984 1,403,123 174,523,100 541 5.3
Cambodia -0.866 4,111 57,027 560
Kenya -1.000 4 198,492 572 20 15.5 100
Pakistan -0.983 1,817,579 210,566,352 763 1,090 16.3 14.4
Viet Nam -0.999 145,045 340,490,863 784 2,024 115.1 100
India -1.000 153,337 783,926,079 848 53,080 42.4 55.9
Egypt -0.976 3,572,982 290,569,907 1,322 6,224 72.4 78.5
Indonesia -0.950 6,003,511 233,665,649 1,381 4,016 31.3 100
China -0.985 10,298,414 1,327,076,264 2,215 494,899 311.4 10.5
Peru -0.946 452,940 16,416,890 3,091 881 55.3 68.8
Colombia -0.959 117,960 5,580,381 3,767 1,245 67.7 100
Belarus -0.994 940,600 339,306,900 3,775 2,410 237.8 94
Malaysia -1.000 10,483 658,358,444 6,027 6,895 375.3 100
Argentina -0.998 2,594 2,315,493 6,527 5,387 116.9 52.5
Turkey -0.999 4,161,503 5,585,808,400 7,774 25,754 314.6 73.5
国名 貿易特化係数
輸出額
(USドル)
輸入額
(USドル）
所得水準
（一人あたり実質GDP）
( 2005年 USドル換算)
[YR2013]
粗鋼生産量
（千トン）
一人あたり
鉄消費水準
（kg）
電炉による
粗鋼生産割合
（％）
Burundi -0.826 3,025 31,826 151
Pakistan -0.999 192,487 416,103,991 794 972 15.3 11.8
Viet Nam -0.998 979,189 1,234,389,683 1,029 5,474 129.8 100
India -0.999 529,044 1,948,026,821 1,164 81,299 57.8 67.8
Egypt -0.970 12,817,690 852,985,356 1,468 6,754 88.9 92
Indonesia -0.996 1,698,798 864,505,599 1,788 2,644 51.3 100
Guatemala -0.909 299,750 6,295,258 2,308 385 47.3 100
Jordan -0.906 385,472 7,810,106 2,855 150 153.7 100
China -1.000 18,828 2,495,599,648 3,619 821,990 545 8.9
Peru -0.997 217,492 157,516,232 4,083 1,069 92 100
Dominican Rep. -0.928 18,044 484,999 4,866 36
Belarus -0.999 226,100 341,281,200 4,922 2,245 273.5 100
Malaysia -0.999 151,204 289,773,322 7,057 4,693 337.4 100
Turkey -1.000 1,116,155 7,439,720,596 8,720 34,654 415.4 74
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表 4-8 カテゴリー３（2007 年）
表 4-9 カテゴリー３（2013 年）
表 4-10 カテゴリー４（2007 年）
表 4-11 カテゴリー４（2013 年）
国名 貿易特化係数
輸出額
(USドル)
輸入額
(USドル）
所得水準
（一人あたり実質GDP）
( 2005年 USドル換算)
[YR2007]
粗鋼生産量
（千トン）
一人あたり
鉄消費水準
（kg）
電炉による
粗鋼生産割合
（％）
Israel 0.951 64,078,000 1,614,000 22,109 300 196.3 100
New Zealand 0.904 68,778,613 3,463,284 28,822 845 225.1 27.5
China, Macao SAR 0.880 1,963,174 124,970 31,290
United Arab Emirates 0.890 242,788,648 14,153,287 34,060 90 1509.4 100
Australia 0.980 75,766,009 757,069 35,574 7,939 353.6 19.2
Japan 0.966 2,239,507,688 39,200,046 37,118 120,203 636.9 25.8
Andorra 0.998 2,253,733 2,337 40,054
United Kingdom 0.977 1,421,959,315 16,338,725 41,567 14,317 211.9 21.2
USA 0.858 3,461,300,772 264,145,790 45,420 98,102 369 58.1
Denmark 0.854 456,554,488 35,886,855 50,695 371.5
Ireland 0.996 93,824,247 175,634 52,925 274.1
国名 貿易特化係数
輸出額
(USドル)
輸入額
(USドル）
所得水準
（一人あたり実質GDP）
( 2005年 USドル換算)
[YR2013]
粗鋼生産量
（千トン）
一人あたり
鉄消費水準
（kg）
電炉による
粗鋼生産割合
（％）
Cyprus 0.988 11,392,230 67,781 22,152 113.7
Israel 1.000 56,555,000 11,000 24,342 300 311 100
Kuwait 1.000 17,273,743 522 28,258 349.8
New Zealand 0.947 100,912,483 2,771,397 29,201 900 172.2 32.1
Singapore 0.918 362,173,083 15,505,956 37,491 434 802.6 100
Australia 0.998 282,118,043 349,426 37,497 4,688 247.4 22.3
Japan 0.982 3,157,731,822 28,021,057 37,573 110,595 513.8 22.5
United Kingdom 0.960 2,049,463,978 42,288,145 40,199 11,858 149.5 16.4
Sweden 0.894 287,177,443 16,098,576 45,454 4,404 373.0 32.2
USA 0.852 5,980,647,477 476,408,566 45,661 86,878 301.8 60.6
Ireland 0.997 102,706,075 159,282 47,251 86.4
国名 貿易特化係数
輸出額
(USドル)
輸入額
(USドル）
所得水準
（一人あたり実質GDP）
( 2005年 USドル換算)
[YR2007]
粗鋼生産量
（千トン）
一人あたり
鉄消費水準
（kg）
電炉による
粗鋼生産割合
（％）
Rep. of Korea -0.968919173 34526453 2187193885 20,500 51,517 1162.2 46.5
Greece -0.971627938 6644853 461763328 24,308 2,554 370.7 100
Spain -0.927623417 53988036 1437876700 27,661 18,999 549.3 77.9
Italy -0.887953595 81581680 1374630679 32,831 31,553 603.9 63.4
国名 貿易特化係数
輸出額
(USドル)
輸入額
(USドル）
所得水準
（一人あたり実質GDP）
( 2005年 USドル換算)
[YR2013]
粗鋼生産量
（千トン）
一人あたり
鉄消費水準
（kg）
電炉による
粗鋼生産割合
（％）
Rep. of Korea -0.961147799 66161214 3339628575 23,875 66,061 1061.2 37.6
Spain -0.834589189 99480860 1103352972 25,150 14,252 221.7 74.9
Italy -0.914029135 60943782 1356833795 29,130 24,080 359.5 65.8
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４．政策的含意
３．のデータによる検証結果によれば、まず、図 4-1～7 によって、所得水準の向上とと
もに鉄消費水準も増加するが、国内における資本集約財の廃棄物の賦存量とそこから回収
される鉄スクラップ量も増加し、鉄スクラップの輸入代替が進むことが確認できた。また、
鉄スクラップの貿易特化指数と所得水準との関係分析により、仮説（表 4-2、表 4-3）で示
した４つの貿易パターンが全て確認できた。具体的には、第１に予見した貿易パターンは、
低・中所得国で工業化路線にある国は、鉄スクラップの輸入特化となる傾向があり、特に
電炉割合の高い国や粗鋼生産規模の大きい国は、輸入特化傾向が強くなるというものであ
る。これについては、カテゴリー２の低・中所得国グループとして確認できた。また、第
２のパターンは、工業化による発展路線上にない国あるいは粗鋼生産が極端に少ない低・
中所得国が、国内で回収した鉄スクラップや廃棄物同然の輸入中古品から抽出した鉄スク
ラップを海外需要国へ輸出することで、結果的に輸出特化になるというものである。これ
は、カテゴリー１の低・中所得国グループとして確認できた。第３のパターンは、高所得
国は、供給過剰となる傾向にあるため総体として輸出特化するというもので、これは、カ
テゴリー３の高所得国グループとして確認できる。最後に第４のパターンは、高所得国で
あっても電炉による鉄鋼生産に特化し、あるいは鉄鋼業の規模や競争力の高い国では輸入
特化となるというもので、これは、カテゴリー４の高所得国グループとして確認できた。
以上の点を踏まえて全体的な貿易構造特性を整理すると次のようになる。分別品質の低
い鉄スクラップは、低・中所得国に集積する概ねの傾向があることに加えて、低・中所得
国で完全輸出特化に近い国々と、高所得国で完全輸入特化に近い国々が存在する。前者は、
工業化による発展路線上に至らない国で、鉄スクラップ輸出を外貨獲得源としていること
が考えられ、後者は、電炉による製鋼によって工業的な発展を遂げた国である。
また、各カテゴリー内の国での鉄スクラップの需要主体の存在状況等を踏まえると、最
も環境汚染リスクが高い貿易パターンは、カテゴリー１の所得水準が 5,000 ドル/人未満の
低・中所得国グループである。国内での鉄の需要量と生産量が非常に少ないにもかかわら
ず完全輸出特化に近いのは、廃棄物同然の輸入中古品等から鉄スクラップを抽出し、海外
の需要国へ輸出している可能性がある。インフォーマルセクターが不十分な技術や装備で
処理することで環境汚染や健康被害が発生している国もあると思われる。例えば Yaw
Amoyaw-Osei （2011）は、ガーナで、中古電気・電子機器の輸入によってこのような事
態が生じていることを明らかにしている。またガーナで輸入される電気・電子機器の約 70%
は中古品であり、その内の約 10%は従来の機能が損なわれた廃棄物同然のものであるとい
う。そして、インフォーマルセクターによるリサイクルや処理の過程で環境汚染や健康被
害のリスクが高いことを指摘している。
これらの国々では、鉄鋼業等の需要主体が存在しないために、需要主体の調達責任を問
うような管理システムが適用できない。したがって、政府がインフォーマルセクターを直
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接管理する必要があるが、外貨獲得源や雇用創出ともなっているため強く取り締まること
が困難であり、管理のための財政力にも乏しいことから、結局、汚染リスクは管理できな
いままに放置されるものと考えられる。この場合は、こうした途上国からリサイクル資源
を調達する輸入側の需要主体の責任を問う国際的な管理システムの構築を図ることが考え
られる。そして、国際的な政策強調にもとづく汚染管理システムのもとで、国際的な協力
事業として、脆弱なリサイクルセクターの能力形成支援を行うことが必要である。
カテゴリー２の低・中所得国も環境汚染や健康被害のリスクはカテゴリー１と同様に高
いと考えられるが、需要主体である鉄鋼業が存在するため、需要主体の調達責任を問う管
理手法が適用可能である。ただし、このカテゴリーの需要主体の多くが電炉生産を行う小
規模な製鋼企業であるため、調達先であるリサイクル企業への技術や資本面での関与を行
う能力に乏しい可能性がある。この場合は、企業間で共同組織や基金などを創設するなど
の工夫が必要であろう。
むすび
本章では、まずリサイクル資源貿易に伴う環境汚染リスクを管理する枠組みとして、リ
サイクル資源の需要主体の調達責任を問う管理体系の必要性を示した。先行研究を踏まえ
た考察から、この管理体系が、国内での環境政策という点からも、貿易規制による汚染防
止策という点からも、有効な政策措置となる可能性を示した。
そして、鉄スクラップの貿易をケーススタディーの対象として、リサイクル資源貿易パ
ターンとそれに伴う環境汚染リスクとの関係を明らかにした。環境汚染リスクの評価は、
リサイクル資源の需要主体の調達責任を問う管理体系の視点から、鉄スクラップの調達責
任を問うべき鉄鋼業の立地の有無、鉄鋼生産規模、電炉による生産か銑鋼一貫生産か、と
いった項目で評価を行った。
鉄スクラップの貿易構造分析の結果、汚染集約度の高い鉄スクラップは低・中所得国に
集積する傾向があることに加えて、低・中所得国あるいは高所得国でも完全輸出特化に近
い国が存在することを明らかにした。低所得国の中で、需要主体である鉄鋼産業がほとん
ど存在しないにも関わらず、鉄スクラップの完全輸出特化に近い国々が最も環境汚染リス
クの高い貿易パターンであることを示した。
注
(1) もちろん EPR をこれらの途上国内で整備することが考えられる。本章では供給側と需
要側の両方からの管理体系が必要であるとの立場から、需要側の管理体系に焦点を当て
る。
(2) この条約は、有害廃棄物等を輸出する際の輸入国・通過国への事前通告、同意取得の義
務付け、非締約国との有害廃棄物の輸出入の禁止、不法取引が行われた場合等の輸出者
による再輸入義務、規制対象となる廃棄物の移動に対する移動書類の携帯義務等を規定
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したものである。
(3) 例えば、家電製品の場合、家電メーカーは EPR に基づいた家電リサイクル法によって、
自社の家電製品の回収・リサイクル・最終処分に取組んでいる。しかし、海外へ輸出す
る中古品や雑品として扱われる場合には、家電リサイクル法の対象外となる。
(4) この他、リサイクル資源貿易が資源需要の旺盛な新興国等に大量に輸出されることで、
国内リサイクル産業の資源調達が困難となり、関連産業の衰退を招くことが懸念される。
リサイクル促進には、資源の有効利用とともに廃棄物の最終処分量を減少させるという
効果も期待されており、リサイクル産業の供給力不足はこの効果を損ねることになる。
(5) 適正な調達責任を有する企業は、適正なリサイクル資源の輸入事業者や処理事業者を調
達先として積極的に評価するとともに、調達先に環境配慮面で不十分な点があれば必要
な投資として資金や技術面での支援を行うことが期待される。
(6) 中国は、日本から輸入した廃プラスチックを生活ごみと判断し、2004 年 5 月に廃プラ
スチックの輸入を一時的に禁止する公告を発表した。その後、2005 年 9 月には輸入禁
止措置が解除された。
(7) ベトナムでは原則的に廃棄物の輸入は禁止されている。ただし、製造工程の原料として
使用可能な一部のスクラップ類については輸入を認めている。また、中古電気・電子機
器の輸入は原則禁止されている。
(8) リサイクル資源の貿易構造分析を行うために、重力モデルとヘドニック価格形成モデル
を組み合わせたモデルを用いた重回帰分析を行っている。
(9) 鉄スクラップは諸々の不純物元素が鉄鋼に付着して回収され、それをリサイクル材とし
て溶解すると不純物元素は鉄鋼中に混入する。混入した不純物元素のうち銅、亜鉛、鉛、
すず、珪素、アンチモン、ビスマスなどの物質をトランプエレメントと称する。トラン
プエレメントが除去されずに鋼中に蓄積され、その濃度が高くなると鉄鋼の強度、加工
性などの性質を低下させる。
(10) 自動車や家電の製造に使用する鉄鋼製品は、不純物の含有が少ない高品質製品が求め
られる。建設用資材などは相対的に不純物の含有許容が大きく低品質鋼が利用される。
鉄スクラップはその利用によって不純物の含有率が高まるため、建設用資材向けの利用
が多い。
(11) 各分析図において利用したデータ数は、図 4-1 では 97 カ国のデータ、図 4-2 では 111
カ国について 2000 年～2010 年のデータ、図 4-7 では 76 カ国のデータ、図 4-8 及び 4-9
では 91 カ国のデータである。また、３－５．でカテゴリー別に示す各国の需要特性デ
ータ（表 4-4～4-11）については、図 4-8 及び 4-9 で利用した 91 カ国のうち、Steel
Statistical yearbook 2010 及び 2015(World Steel Association) に利用可能なデータが
あるもののみを対象とした。
(12)ここでいう鉄スクラップ輸入量は、輸入量から輸出量を差し引いた純輸入量ではなく、
輸入の絶対量である。
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(13) 環境・労働・人権・倫理等に十分に配慮したサプライヤーだけから原材料等の調達を
行うもの。サプライチェーンがグローバルする中で、原料生産地において、例えば生物
多様性を大きく損なうような原料生産を行った場合に、国際社会（現地国や国際 NGO
等）から批判を受けるとともに、消費者から当該企業の製品の不買運動が発生するケー
スもある。
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第５章 途上国におけるリサイクルセクターの発展プロセス分析
はじめに
循環型社会は、原料→加工→流通→販売といった分業間の連鎖に加えて、販売後の消費
→廃棄物回収→リサイクル→廃棄物処理といった分業の連鎖を加えることで物質循環の環
が形成された社会である。資源の有限性という制約下で持続的な発展を図るためには、循
環型社会形成は重要なアプローチである。後者の分業の連鎖では、廃棄された物質を資源
として再生させるリサイクルセクターが重要な役割を果たす。循環型社会形成においては、
健全なリサイクルセクターの発展が必要であり、そのための制度、技術、市場が重要な要
素となる。しかし、現実のリサイクルセクターは様々な問題を抱えている。特に、途上国
ではインフォーマルセクターが主な担い手であり、その多くは都市部の貧困層による小規
模零細あるいは個人生業である。インフォーマルセクターが貧困の温床であるという問題
とともに、適正な技術や装備が不十分なために有害物質を含有するものを扱うことで環境
汚染や健康被害が生じている。そこで本章では、途上国におけるリサイクルセクターの発
展プロセス分析を通じて、健全なリサイクルセクターの発展に資する政策措置の論点の導
出を行う。分析枠組みとしては、リサイクルセクターの規模の経済性を実現できるような
組織化によって、途上国におけるリサイクルセクターが抱える外部不経済の克服が可能で
あるとの仮説に立ち、事例の分析を通じてその可能性を検証する。
第 1 節では、途上国におけるリサイクルセクターが抱える問題点を概観し、第 2 節では、
そのような問題の発生メカニズムに関する先行研究のレビューと考察を行っている。また
第 3 節では、高所得国におけるリサイクルセクター発展のプロセスとして日本の経験の整
理を行っている。第 4 節では、第 2節と第 3節をふまえて健全なリサイクルセクター発展
を促進する視点からの仮説を提示し、第 5 節では、事例の分析によって仮説の検証を行っ
ている。第 6 節では、仮説の検証を踏まえた政策的な含意を導出し、むすびで本章のまと
めを行っている。
１．途上国におけるリサイクルセクターの問題点
途上国におけるリサイクルセクターは、都市生業としての割合が多く、労働環境、環境
汚染、貧困問題等の多くの問題を抱えている。
１－１．リサイクルセクター集積地における環境汚染
中国においてリサイクルが盛んに行われている地域は、沿岸地域の広東省、江蘇省、浙
江省等であり、これらの地域の農村・漁村において農民や小規模な私営企業がリサイクル
業に携わっている。これらの中には、特に e-waste（廃電気・電子機器）を専門に取り扱い、
国内外からの e-waste の集積地になっている地域がある。ここでは、広東省汕頭市貴嶼鎮
の事例(1)、及び湖南省永興の事例(2)、ベトナムのバクニン省の事例(3)についてその概要を以
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下のように整理した。
広東省汕頭市貴嶼鎮は、第２章でとりあげた Guiyu であり、国内外からの e-waste の集
積地となっている。かつてこの農村は人口の割には耕地が少ない地域であり、余剰労働者
が銅スクラップや廃プラスチック類の回収転売業に従事していたが、家電製品の普及とと
もに、中国最大の使用済み電気・電子機器のリサイクル拠点となった。現在では、300 企業、
5,500 戸、30,000 人（全人口の半分）が従事しており、その中心は出稼ぎ労働者であると
いう。また、産業としても地域税収の 90％を占め、地域経済の柱となっている。しかし、
ほとんどが家内工業であり、手作業等人力によるところが大きく、技術力は相当に低い。
中国の Guiyu における e-waste のインフォーマルな処理に伴うリスクについては第２章の
表 2-1～表 2-3 に示したとおりである。
湖南省永興は、約 300 年の金銀精錬加工の歴史を持つ地域であり、現在でも中国の“銀
都”と呼ばれる有名な地域である。現在では、これまでの貴金属精錬の技術を活かして廃
棄物からの貴金属回収精錬も営まれ、中国全土から金銀スクラップ、スラッジ、廃液など
“三廃”と呼ばれるスクラップを年間約 120 万 t 回収している。このような回収精錬によ
り、銀鉱山を有していないにもかかわらず、全国の銀生産の 1/3 を占めるに至っている。
全村で 4,000 戸 30,000 人が回収精錬に従事しており、地方政府も重点冶金工業地区として
振興を図っている。しかし、この地域においても不法投棄などで環境問題が発生している。
ベトナムでは、農村工業化の特徴的な形態として工芸村（langnghe）の形成がある。従
来は、家内制手工業的な小規模の手工芸事業者が集積した村が点在していたが、ドイモイ
以降の工業化とともにこれらの工芸村が次第に工業製品の生産を行うようになってきてい
る（坂田 2008）。このような工芸村は、特に紅河デルタ地帯に多く、廃棄物のリサイクル
を専業としているリサイクル工芸村も存在する。リサイクル工芸村は、北部と中部に多く
南部にはほとんど見られない。リサイクル工芸村では、家庭や工場発生の廃棄物を収集・
分別し、製品原料や日用品として再生化しており、事業者が数百戸の単位で集積している
（坂田 2008）。鉄スクラップのリサイクル村として代表的な村が、ハノイの北 16ｋｍに位
置するバクニン省のチャウケ―・コミューンにあるダーホイ村である。かつてダーホイ村
は、鋤、鍬などを生産する鋳鉄の伝統工芸村であったが、近年は、ベトナム国内や海外か
ら集めた鉄スクラップのリサイクル拠点へと変貌している。村内には、回収した資源の分
類、電炉による溶解とインゴット製造、圧延、メッキ、各種線材や厚板等への成形といっ
たリサイクルのプロセスが分業化され、各工程を個別の事業者が行っている。このような
工業化が進んだ工芸村において、近年では工芸村から排出される排水、排ガス、等による
環境汚染問題が顕在化しており、政府による環境保護規制が強化されている。
以上の事例は、リサイクル資源の一大集積地となった事例である。このように途上国に
おいてリサイクル産業はフォーマルな産業としてではなく、農村部からの人口流入による
過剰労働者や貧困層の受け皿として機能しており、雇用といった面では一定の貢献をして
いるものの、労働集約的で付加価値の低い作業から抜け切れない状況が続いている。加え
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て、不適正な技術による処理を行うために環境汚染が発生し、健康被害の発生が懸念され
ている。このような問題への対処のために能力形成を図ることが必要となるが、貧困の罠
に捕らえられているために、技術の蓄積や革新、人的資本の蓄積といった発展に不可欠な
要素が欠落しており、内発的な問題解決が困難な状況にあると考えられる。
１－２．貧困の温床としてのインフォーマルリサイクルセクター
途上国におけるリサイクルの中心的な担い手は、都市部を中心としたインフォーマルセ
クターである。ここでは、速水（2006）をもとにインドのデリー市における廃品回収業の
特性を整理した。この研究は、インドのデリーで廃品再生工場向けに廃品を回収すること
で生計を立てているごみ拾い人とごみ集荷人を対象に、その社会的特徴等の分析によって
都市貧困層の性格を解明したものである。
まずこの研究で対象とした廃品回収業のごみ拾い人とごみ集荷人の関係を図 5-1 によっ
て概観しておく。図 5-1 は、再生可能な廃品の流通経路を示したものである。ごみ拾い人と
ごみ集荷人は、両者とも廃品の排出現場から直接廃品を回収し、回収した廃品を中間業者
に販売することで生計を立てている。両者の異なる点は、ごみ拾い人が紙くずや空き缶・
ビンなどの廃品を回収するのに資本を必要とせず、ごみ集荷人はごみ排出者から現金で廃
品を買い取るため、運転資金を必要とすることである。彼らが回収した廃品は仕切り屋と
いう中間業者に売り渡され、仕切り屋はそれらを分別して卸売業者に販売する。卸売業者
は、紙や金属等物質別に専門特化している。
デリー市におけるごみ拾い人とごみ収集人を対象としたアンケート調査による両者の社
会的特徴の把握結果は表 5-1 に示す通りである。廃品回収業従事者のほとんどが農村部から
の移住者である。ごみ拾い人とごみ集荷人では、ごみ集荷人の方が回収規模も大きく、荷
車などを使って作業効率化を図っており、仕切り屋等の上位の職種への道も開かれている。
これは、ごみ集荷人は出身がデリー市隣接地域あるため、比較的早くから移住してきてお
り、上位の職を独占できていることによる。また、ごみ集荷人は共同体を形成し、同郷か
らの移住者が集荷業に参加するにあたっての資本やノウハウに関する制約を取り除く役割
を果たしている。これに対しごみ拾い人は、回収規模が背中に担げるレベルという制約が
あるため小規模であり、遠隔の州から比較的遅くに移住してきたために、上位の職への道
は閉ざされている。よって、ごみ集荷人のような共同体が形成されず、社会的資産を持ち
得ないために、恒常的な貧困から抜け出せないといった状態に陥っている。
このように、廃品回収業は、所得水準、生活水準などからみて都市インフォーマルセク
ターの底辺に位置していると考えられる。また、移住者の出身地域の違い等による共同体
形成が社会的な分断(4)を生じさせ、そのような社会的分断が、ごみ拾い人が貧困の罠から脱
出できず、恒常的に貧困が再生産される原因になっていることを明らかにしている。この
事例は、結果的に廃品回収業を含むリサイクル業が、途上国においては貧困の再生産の場
になっていることを示唆しており、このような流通構造の中では、リサイクルに関する適
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正な処理技術などの能力形成や蓄積は図られておらず、リサイクル資源が流通することに
よる汚染リスクは高いといえる。
廃品再生工場
卸売業者
仕切り屋
ごみ集荷人
家庭 民間企業：店、レストラン、病
院など
ごみ拾い人
公共の場：ごみ捨て場、
公園、道路、など
配送業者
予備加工業者
図 5-1 インドにおける廃品回収体系（出所）（速水 2006）より作成。
表 5-1 インド・デリー市におけるごみ拾い人とごみ集荷人の社会的特性比較
ごみ拾い人 ごみ集荷人
出身 89％が農村出身
Bihar や West Bengal など遠隔の州
の出身が 69%を占める
94％が農村出身
デリーに隣接する Uttar Pradesh(UP)
出身が 74％を占める
非識字者 約 90％ 約 80％
居住環境 泥やブリキ、竹などの素材で作られ
た仮小屋
レンガやセメントでできた耐久家屋
廃品の運搬方
法 57％が廃品を自分の背中で運ぶ
約 80％が荷車を使って運ぶ
（家庭や企業を訪問し大量の廃品を回
収する）
家族の参加 ほとんどが家族の参加による回収 家族の参加による回収は半分以下
所得 最低賃金を 40%下回る収入
(最低賃金を下回るが、故郷での所
得水準よりもはるかに高い)
最低賃金を 25%上回る収入
貧困 全員が貧困
(購買力平価で 2ドル/日未満)
約 40％が貧困
(購買力平価で 2ドル/日未満)
流通の上位職
の占有
デリーへの移住が遅かったため、卸
売業や仕切り屋等、流通の上位の職
が既に占有されていた。
比較的早い時期にデリーに移住し、卸
売業や仕切り屋等、流通の上位の職を
占有した。
上位職への就
職の可能性
遠隔の州からの移民の廃品集荷業
への参入を促進するための共同体
メカニズムが存在しないため、上位
職への移行の道は閉ざされている。
Uttar Pradesh(UP)出身の移民の廃品集
荷業への参入を促進するための共同体
メカニズムが存在するため、比較的容
易に上位職に移行できる。この共同体
メカニズムを社会的資産とみなせる。
その他 公共のごみ捨て場への立ち入りに
際して役人から賄賂を求められる。
（社会的分断が生み出す貧困の罠
にとらわれたごみ拾い人は、さらに
政府の役人によって搾取されやす
くなる）
政府の役人からの搾取はあまりない。
（出典）（速水 2006）より作成。
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２．途上国のリサイクルセクターにおける問題発生メカニズムの分析
第１節では、途上国におけるリサイクルセクターが環境汚染の発生源となり、貧困の
温床となっている事例を示した。本節では、このような問題の発生メカニズムについて、
先行研究のレビューを踏まえた考察を行った。途上国におけるリサイクルセクターは、
インフォーマルセクターが中心的な担い手であることから、まずインフォーマルセクタ
ーが抱える問題点に関する研究を概観し、加えて途上国のリサイクルセクターが抱える
問題点に関する研究の概観を行った。
２－１．インフォーマルリサイクルセクターの発生と社会的分断
都市インフォーマルセクターの発生メカニズムを説明する理論としては、第２章で取り
上げたとおり、Harris and Todaro （1970）によって提唱されたハリス＝トダロ・モデル
があげられる。まず、Lewis （1954）は、伝統的な慣習経済から近代的な市場経済への移
行過程を農工間資源移転と捉え、発展途上国の農村部に存在する偽装失業状態にある余剰
労働力の活用が経済発展の要となることを示した。しかし、ルイスのモデルでは近代部門
は完全雇用という仮定を設けたため、現実に都市部において大量の失業や貧困層の拡大が
発生していることを説明できなかった。この点を解明するために、ハリス＝トダロ・モデ
ルでは、大量の都市失業、都市貧困層の拡大現象を、農村賃金率と都市期待賃金率（都市
部門賃金率に就業確率を乗じたもの）の格差に基づく二段階農村・都市間人口移動の結果
であると説明している。つまり、都市近代部門において市場均衡水準（限界労働生産性）
を上回る最低賃金規制が存在することで労働市場の歪みが生じているとするものである。
中西（2004）は、このような都市失業が発生する労働市場の歪みを、外生的条件ではな
く企業の利潤最大化に基づく合理的行動の結果として説明する理論として効率賃金仮説を
挙げている。これは賃金水準が、労働者の労働効率を決定するインセンティブになること
を前提とした仮説である。例えば、労働者が現行の賃金水準は高いと評価していれば解雇
を恐れて高い労働効率を示す。逆に、賃金が他の雇用機会における報酬と変わらないよう
な低い水準であれば、解雇は労働者に対する威嚇にはなりえず、労働意欲が低下し労働効
率も下がる可能性がある。このような事態を回避するため、企業はある程度までの高い賃
金を提示することが必要となる。つまり結果的に、完全雇用の場合の水準を超える賃金が
支払われることになり、都市部での失業が発生する。都市部インフォーマルセクターは、
都市近代部門に雇用されなかった労働者が都市部での雑業等に就業する部門である。
都市インフォーマルセクターが従事する都市雑業は、露店、タクシー運転、リキシャ引
き、家内制の修理工場など様々であるが、都市雑業のひとつとして廃品回収業がある。市
中から排出される廃棄物あるいはダンプサイトに投棄された廃棄物の中から有価になるも
の、つまり本稿でいうリサイクル資源を回収する作業である。工業化を開始した途上国は、
金属などの資源需要が増大していくが国内供給力が不足しているために、しばらくは鉄な
どの金属スクラップの資源需要が高まり、国内外からの調達が増加する。この時期はフォ
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ーマルな国内回収制度も整備されていないため、リサイクル資源を回収し、それらをリサ
イクル原料に変換して流通させるインフォーマルな経済が発生する。くしくも同じ時期に、
農村から都市部への過剰な人口流入によって発生した都市インフォーマルセクターが、こ
のインフォーマル経済の主な担い手となる。この点は２章で明らかにした都市インフォー
マルリサイクルセクター発生のメカニズムである。
一般にインフォーマルセクターは、「低い参入障壁」、「現地資源の利用」、「家族的経営」、
「小規模経済単位」、「労働集約的な低い技術水準」、「公的機関外における技能習得」、「公
的規制のない競争市場」などの特徴を有している（中西 2004）。
以上のような特徴から、速水（2006）が示したとおり、インドのインフォーマルな廃品
回収業の内部では、血縁や出身地域等の共同体的縁故関係によって独占的レントが形成さ
れ、例えば特定の地域出身者のみが、廃品回収業界の階段を上ることができるといった社
会的分断が生じている。このような社会的関係資本(5)を有しない労働者は廃品回収業界の階
段を上ることができず、恒常的に貧困層にとどまることとなる。一方で、デリー近郊の地
域出身者は、早い時期から廃品回収の仕切り屋や卸売といった職業に就いていたために、
この地域の出身者は賃金率の高いごみ集荷人となることができる。仕切屋は安定した量と
質の集荷を行うために、ごみ集荷人に荷車を無料で貸与し、営業費の前払いを行い、ごみ
集荷人が事故や病気などの事態に陥った時の緊急融資等の支援を行う。ごみ集荷人は、そ
うした支援と引き換えに市場価格よりも低い価格で仕切り屋へ引き渡すといった代償を払
っている。このような関係はパトロン・クライアント関係と称され、社会的分断を一層強
固にしている。
中西（1995）は、都市インフォーマルセクターにおけるパトロン・クライアント関係を
フィリピンの都市部の廃品回収業にも見出し、上記と同様の構造があることを明らかにし
ている。中西（1995）は、途上国においては市場の制度が不完全であるために、市場の不
確実性、情報の不完全性によって生じるリスクを回避することを目的として互酬的な人間
関係を基礎とした契約関係が結ばれやすくなっていることを指摘している。これを「暗黙
の契約」と称し、そのような契約には垂直的暗黙契約と水平的暗黙契約があるとしている。
垂直的暗黙契約は、上記の仕切り屋とごみ集荷人との間にみられるパトロン・クライアン
ト関係であり、当事者にはタイド・レント(6)が生じる。水平的暗黙契約には、経済外部性に
基づく便益を追求する集団的経済行動であり、例えば仕切り屋間でごみ集荷の価格を操作
して新規参入を阻むといった排他的レント追求機会を有する。都市部インフォーマルセク
ターでは、このような暗黙の契約が支配的になり、競争が阻害されることで、資源配分の
非効率、低生産性、低水準賃金での安定となり、結果的に常に労働者はパトロン・クライ
アント関係に頼らざるを得ないという「貧困の悪循環」に陥ることを指摘している。
２－２．インフォーマルリサイクルセクターの問題構造
２－１．では、都市インフォーマルセクターが内包する貧困の再生産という問題分析を
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行ったが、ここでは、そのようなインフォーマルセクターが主な担い手となる途上国にお
けるリサイクルセクターに関する問題分析を行う。リサイクルセクターの関連主体につい
ては、各国で各段階の様々な名称がつけられているが、基本的には、廃品回収人、中間流
通業、再生事業者に区分できる。Chi et al.（2011）は、廃品回収人を最終処分場における
ウェイスト・ピッカー (Waste pickers from dump) と街路におけるウェイスト・ピッカー
（Street waste pickers）、中間流通業を廃品買取行商人あるいは廃品買取店 (Itinerant or
stationary waste buyers) に区分し、９カ国における各主体のフォーマル化の度合いを整理
している。それによれば、最終処分場におけるウェイスト・ピッカーは、全ての国でイン
フォーマルセクターであり、街路のウェイスト・ピッカーについては一部の国でフォーマ
ルセクター化されている。また、廃品買取行商人あるいは廃品買取店については、さらに
多くの国でフォーマルセクター化されている。また、財団法人地球環境戦略研究機関（2012）
は、インフォーマルなリサイクルセクターを「回収・ピッキング・分別」「貯蔵、取引」「再
資源化、再製品化」といった３つの機能に区分し、それぞれの特徴と課題を整理している。
表 5-2 にその概要を示す。以上のように、途上国におけるリサイクルセクターのプロセス別
にその抱える問題点が異なることが明らかになった。これをふまえて問題を構造化したも
のが図 5-2 である。回収・ピッキング・分別のプロセスでは、これに携わる回収人等の社会
的地位が弱く、仲買人とのパロトン・クライアント関係から貧困の温床になることが主な
問題である。貯蔵、取引のプロセスは、リサイクル資源の流通を司る主体として、インフ
ォーマルリサイクルセクターの中でも最も影響力のある主体であるが、回収人とのパトロ
ン・クライアント関係や、同業者間での新規参入排除のためのレント追求等によって、イ
ンフォーマルセクター内の社会分断やレント追求による市場の非効率化を助長することが
問題である。再資源化、再製品化については、不適正な処理技術や不十分な装備による作
業により、汚染や健康被害リスクが高いことが問題となっている。
次に、情報の非対称がもたらすインフォーマルなリサイクルセクターにおける問題とし
て、環境保全コストを内部化していないインフォーマルな事業者が、環境保全コストを内
部化するフォーマルな事業者を駆逐してしまうという実態がある。政府から事業許可認定
等を受けたフォーマルな事業者は、再資源化プロセスに伴う環境保全設備を導入し、環境
保全コストを考慮してリサイクル資源の購入価格等に反映させる。しかし、インフォーマ
ルな事業者は環境保全対策を行わないために、フォーマルな事業者よりも高い価格をオフ
ァーすることができ、結果的にフォーマルな事業者にリサイクル資源が集まらないといっ
た事態に陥る。ところで、このように各プロセスで問題を抱えるインフォーマルリサイク
ルであるが、その解決として、インフォーマルリサイクルを規制等によって全面的に禁止
することが良いのであろうか。Chi et al.（2011）は、既にインフォーマル・リサイクルリ
ングの中に多くのステークホルダーが関与し、市場におけるネットワークが拡大している
ことから、これを環境面、社会面、経済面で適正な活動として改善していくことが必要で
あり、そのために技術や経済的なインセンティブの導入が必要であると指摘している。
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図 5-2 インフォーマルリサイクルセクターの問題構造
回収・ピッキング・分別
貯蔵・取引
再生資源化、再製品化
貧困の再生産
パトロン・クライアント関係
不適正な技術による環境
汚染、不十分な装備によ
る健康被害
排他的なレント追求（新
規参入阻止に関する集団
的経済行動）
環境保全コストを負担し
ない主体が価格競争力を
有してしまう。
資源配分の非効率、
低生産性
農村・都市間人口移動
都市近代部門におけ
る均衡水準よりも高
い賃金率
都市近代部門に雇用
されない労働力の発
生
都市インフォーマル
部門
表 5-2 インフォーマルリサイクルセクターの機能分類
概要 課題
回収・ピッキン
グ・分別
・個人や零細な事業者が、家庭や企
業等を個別訪問して廃品を回収、
あるいは最終処分場等でピッキン
グを行う作業である。
・リサイクル資源のバリューチェー
ンにおいて最も付加価値の低い段
階である。
・粉じんの散乱以外は、このプロセスでの
環境汚染リスクは他に比べて低い。
・最終処分場でのピッキング活動は、労働
環境面、健康リスク面で問題がある。
・このプロセスは付加価値が非常に低いた
め、児童労働や貧困の再生産等の問題と
関連が大きい。
貯蔵・取引 ・回収したリサイクル資源を購入し、
解体、洗浄、分別、貯蔵、売却を
行う。
・回収事業者に影響を及ぼし、市場
価格に基づきリサイクル資源の行
先を決定する主体であることか
ら、インフォーマルリサイクルの
中で重要な機能を果たす。
・回収事業者とパトロン・クライアント関
係（出典資料中では“Boss and subject”
関係と称している）を確立していること
から、組織犯罪とのつながりが懸念され
る。
・インフォーマルリサイクルの要であるこ
とから、健全な組織育成が課題である。
再資源化、再製
品化
・化学処理や熱処理等によって資源
の再生を行う。この機能には比較
的熟練した労働力が必要となる。
・廃棄物の種類によってリスク水準は異な
るものの、相対的に環境汚染リスクが高
い。例えば e-waste のリサイクルにおい
て、廃電線の被覆プラスチックの野焼き、
プリント基板の焼却処分や強酸処理とい
った安易な方法による処理によって、大
気、水、土壌が汚染され、地域住民の健
康被害が懸念される。
（出典）財団法人地球環境戦略研究機関 （2012）を踏まえて筆者作成
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３．高所得国におけるリサイクルセクターの発展の経験
２－２．では、先行研究を踏まえながら途上国におけるリサイクルセクターの問題構造
を整理した。問題解決に向けた方策を分析するにあたり、既にこうした問題構造を有して
いた国の経験を把握することが有効であると考えられる。
３－１．日本におけるリサイクルセクターの近代化
日本にも江戸期や明治期から「紙くず買い」「くず拾い」といった名称でウェイスト・ピ
ッカーが存在していた。冨高（2013）によれは、中世の頃には、鉄くずを回収して転売す
る商人が「古鉄商人」として存在し、享保八年（1723 年）の御触書によれば、古鉄屋は奉
行の鑑札制度のもとで天下公認の商売であったという。また、藤井・平川（2008）は日本
のリサイクルセクター近代化の歴史分析を行い、主に明治期以降の文献調査により、1960
年代中旬ごろまではインフォーマルリサイクルセクターが存在し、リサイクルセクターの
近代化以前の状況であったことを明らかにしている。
以下の（１）～（３）は、藤井・平川（2008）が、かつての日本のリサイクルセクター
が有していた問題構造とその解消に到る取組の推移を分析した成果の概要を整理したもの
である。
（１）リサイクルセクターの近代化以前の構造
明治期以降の近代化による都市化と工業化に伴って、２－２．で示したような都市部の
インフォーマルリサイクルセクターへの従事者が増加していった。特に東京では、1912 年
の関東大震災を契機として都市部の貧民窟が拡大し、同時にウェイスト・ピッカーも増加
していった。戦中から戦後にかけて、都市部のウェイスト・ピッカーは「バタ屋」と「ク
ズ屋」もしくは「拾集人」と「買出人」と称され、「バタ屋」や「クズ屋」から回収物を集
荷し選別する人々を「建場」もしくは「仕切屋」と称した。
東京都では、公衆衛生の点からウェイスト・ピッカーを社会的に管理するために、1953
年に「再生資源取扱業に関する条例」を制定し、この業種に鑑札制度を導入した。この制
度での定義では、「拾集人（バタ屋）」とは廃棄された再生資源を収集することを業とする
者であり、「買出人（クズ屋）」は、再生資源を主として有償で収集することを業とする者
のことである。つまり、バタ屋は相対的にクズ屋よりも付加価値の低い再生資源の回収を
行い、低所得、不衛生な生活環境や不十分な教育などといった貧困の罠の中に陥った存在
であった。また、建場は、クズ屋から集荷する第一種建場業と、バタ屋から集荷する第二
種建場業に分かれていた。建場は集荷した資源の分別や加工を行い、再生品を扱う問屋に
再生品を売る。問屋には中間問屋と直納問屋があり、直納問屋はエンドユーザーへ資源を
売り渡す権利をもつ規模の大きな事業者であった。問屋からエンドユーザーとの取引は手
形で行われることが多く、その点で、問屋は貯蔵・保管機能だけでなく金融機能も果たし
ていた。この流通構造は再生品のエンドユーザー別に系列化、階層構造化されており、ウ
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ェイスト・ピッカーはその最下層に位置していた。その他、再生資源を建場、会社、官公
庁、工場などから大口に集荷し選別加工する「選分加工業」、百貨店や飲食業などの事業系
から排出される資源を回収・保管する「坪上業」、再生資源を消毒する「消毒業」も存在し
た。これらの主体からなるかつてのリサイクルセクターの構造を図 5-4 に示す。
東京都衛生局が 1972 年に実施した調査によれば、この鑑札の公布数がピークに達したの
が 1953 年であり、鑑札の有無だけで判断すれば、クズ屋の半分とバタ屋のほとんどがイン
フォーマルセクターであった。ところで日本のウェイスト・ピッカーの内部構造にも、先
述のパトロン・クライアント関係があった。特に、建場がバタ屋を囲い込むという構造が
あったのである。具体的には、バタ屋は建場の設定した価格で回収物を引き渡すことにな
っており、バタ屋は建場から収集用の大八車や住居を貸与されて生活を営んでいたのであ
る。以上のように、かつての日本のバタ屋、クズ屋、建場の関係は、先述のインドのデリ
ー市におけるごみ拾い人とごみ集荷人、仕切り屋との関係に酷似している。また、かつて
の日本のウェイスト・ピッカーも劣悪な生活環境や貧困という状況にあった点も同様であ
る。異なる点は、現代のインフォーマルリサイクルセクターの方が、より処理困難で有害
な物質を含有する例えば e-waste などの廃棄物を扱う機会が多いということである。
（２）公衆衛生管理行政とインフォーマルリサイクルセクター
1900 年の汚物掃除法で、廃棄物管理が地方行政による公衆衛生管理として位置づけられ
ることによって、インフォーマルリサイクルセクターは地方行政の監督下にある管理対象
となった。例えば、公衆衛生管理の観点から、建場に消毒施設の設置が義務付けられた。
しかし、設備コストが高く一事業者ではそのコスト負担ができないために、建場間で組合
を結成し、設備の共有や行政とのコミュニケーションチャネルを維持するなどの取組を行
っている。行政にとってもこうした組合は、業界を効率的に管理する上で重要な機能を果
たす存在であった。
1923 年の大震災や 1929 年の世界恐慌などによりウェイスト・ピッカーが増大する。こ
の点に対応して、地方行政はさらに公衆衛生や防犯面での取締を強化する。また、戦時統
制とのもとでインフォーマルリサイクルセクターは資源回収の国家を上げた体制の中に組
み込まれていった。第二次世界大戦以降の 10 年間は、戦後経済下での物資不足によってス
クラップが高騰したために、都市インフォーマルリサイクルセクターが急増し、その数は
1953 年ごろにピークを迎える。一方で、戦後の急速な工業化や都市化の進展に伴い、大量
の廃棄物を処理する必要が生じ、民間リサイクルセクターだけでは処理しきれない状況に
なってきたことから、自治体による公共回収システムの整備も徐々に拡大していった。そ
の結果、図 5-4 のようなインフォーマルなウェイスト・ピッカーも含む民間の収集システム
と公共収集が併存する構造が 1960 年代中頃まで続いた。先述のように、東京都では 1953
年にインフォーマルリサイクルセクターに対して鑑札制度を導入し、取扱品の処理を公衆
衛生に害のないようにすること、事業者の取扱場所以外での作業の禁止、等を求めている。
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藤井・平川（2008）は、こうした鑑札制度の導入後しばらくはバタ屋の数の減少があまり
ないことから、鑑札制度はインフォーマルリサイクルセクターの排除に短期的には効果が
なかったと評している。しかし、その後、1953 年をピークにインフォーマルリサイクルセ
クターは減少し、1960 年代前半にはほぼ消滅する。藤井・平川（2008）は、こうした減少
の要因として次の点をあげている。第一に資源価格の低下である。スクラップの価格は、
インフォーマルリサイクルセクターの数の増減と強い相関がある。経済発展に伴い所得水
準が高まることで所得に対するスクラップの相対価格が下がるため、インフォーマルリサ
イクルセクターは減少していく。第二にごみ箱の廃止と定時・定点収集システムの導入で
ある。東京オリンピックを契機として、美観や衛生状況改善の観点から街中のごみ箱が廃
止され、変わってポリ容器による定時・定点収集方式へと廃棄物収集システムが変更され
た。このシステムでは、住民が定時・定点にごみ入りのポリバケツを持ち込み、廃棄物回
収後は住民がポリバケツを持ち帰ることから、バタ屋にとってはごみを拾う機会が激減し
たのである。第三にモータリゼーションの進展である。モータリゼーションの進展は、ト
ラックによる資源回収という生産性の飛躍的な向上をもたらしたが、資本力のないバタ屋
はこの変化に対応できず衰退していく要因となった。第四にコミュニティによる分別回収
の普及である。大量に発生する廃棄物処理需要の増加やごみ問題に対する住民の意識の高
まりにより、学校やコミュニティが主体となる分別回収が普及していく。こうした公的な
回収システムの拡大に対して、インフォーマルなウェイスト・ピッカーの事業機会は激減
し、生き残るためにはフォーマル化して公的なシステムの一部として機能せざるを得ない
状況に追い込まれていった。第五に転業機会が増加である。所得や雇用の増大によって転
業機会が増加したことも大きな要因であるとしている。つまり、藤井・平川（2008）は、
インフォーマルリサイクルセクターの中でも付加価値の低い事業の従事者であるウェイス
ト・ピッカーの減少・消滅は、公的な回収システムの拡大とともに、経済成長による、資
源価格の低下や人件費の高騰といった自律的調整による要因が大きいと分析している。
ここで、我が国における鉄スクラップ価格と平均賃金の長期推移を見てみる。図 5-3 に示
すように、左軸が鉄スクラップの価格で単位は円／トンである。右軸は平均賃金の価格で
単位は千円／人・年である。鉄スクラップ価格は、朝鮮戦争による我が国での特需の期間
をピークに、高度成長期、安定成長期、バブル期を経て 2001 年まで低下傾向にあったこと
がわかる。同時にこの期間を通じて平均給与額が上昇し、1998 年にピークを迎え、その後
の 10 年間は低下傾向にあることがわかる。藤井・平川（2008）が明らかにしたようにウェ
イスト・ピッカーの消滅時期は 1960 年代前半である。この時期には、鉄スクラップ価格が
朝鮮特需期から急減し、賃金が急上昇を開始している。また、賃金の急上昇はルイス転換
点がこの時期であることと符合する。すなわち、リサイクル資源の価格低下と転業機会の
増加が同時期に生じたことが見てとれる。我が国におけるウェイスト・ピッカーの消滅要
因には、藤井・平川（2008）が指摘するように、経済成長による、資源価格の低下や人件
費の高騰といった自律的調整による要因があることを確認できた。
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図 5-3 鉄スクラップ価格と平均給与の長期推移
（出所）鉄スクラップ価格は冨高（2013）、平均給与は国税庁（2016）より
（３）リサイクルセクターの近代化へ
1960 年代中盤以降は、市中からの再生資源回収事業としてのウェイスト・ピッカーは成
立しなくなったが、生産段階から排出される再生資源は急増していったため、坪上業とい
う大口の排出者専門に回収していた事業者が急成長する。その後、1970 年に「廃棄物の処
理および清掃に関する法律（廃掃法）」が成立することで、廃棄物は家庭などから排出され
る一般廃棄物と、生産者等の事業者から排出される産業廃棄物とに区分された。一般廃棄
物の処理は自治体がその責任を負い、産業廃棄物には汚染者負担原則を適用して、事業者
が許可を受けた処理事業者に適正に処理させる義務を負わせることとなった。こうした規
制によって、処理事業者は、一定の設備や処理技術などを有する許可を受けた産業廃棄物
処理業としての近代化を迫られることとなった。先述の坪上業者は、以上のような近代化
を先導する役割を果たしたという。後述のように、この廃掃法による規制強化を契機とし
て、規制基準を満たす投資ができない事業者が淘汰される一方で、そうした投資を行い廃
棄物処理やリサイクルを本格的なビジネスとして取組んでいく企業が成長することになる。
しかし、民間リサイクルセクター全般としては、80 年代後半からのバブル期の土地価格高
騰や物価や人件費の上昇がマイナス要因となり、バブル崩壊後も含めて産業としての成長
は停滞する。その後、1990 年代後半から、容器包装廃棄物の増加や処理困難な物質を含む
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e-waste 等の増加により、廃棄物管理の公的部門の負担増や最終処分地の逼迫といった問題
が深刻化していく。こうした状況を受けて、OECD 諸国は、拡大生産者責任（EPR）とい
う政策原則のもと、製品に対する生産者の責任について、製品の使用後の段階にまで拡大
するという政策アプローチを導入し、政策的に各種のリサイクルや設計段階での環境配慮
を促していくこととなる。日本でも 1997 年の容器包装リサイクル法を始めとして、家電、
自動車、建設廃棄物、食品を対象としたリサイクル制度が構築されていった。つまり、製
品の生産者が、使用済み製品の処理に関する財務的あるいは物理的責任を負うという枠組
みの中で、リサイクルが推進されていくこととなったのである。
図 5-4 日本のリサイクルセクターの構造（1900 年から 1960 年代前半まで）
（出所）藤井・平川（2008）が示した構造図を簡略化して作成
３－２．リサイクルセクターの高度化
３－１．では、日本においても工業的な発展の初期過程からインフォーマルなウェイス
ト・ピッカーが存在し、現在の途上国のインフォーマルリサイクルセクターと酷似する内
部構造を有していたことが明らかになった。そしてインフォーマルリサイクルセクターは、
戦後の高度経済成長を経て所得水準が向上することで再生資源の所得に対する相対価格が
下がり、コミュニティや行政の廃棄物回収システムとの連携や、革新的な生産性向上なし
には成立し得ない産業となってきたことが理解できる。特に大きな転換点は、1953 年にウ
ェイスト・ピッカーの数がピークを迎えた後に減少していったこと、1970 年の廃掃法を契
機として、産業廃棄物処理を中心に本格的に民間の廃棄物処理やリサイクル事業に取組む
企業が成長していったことなどが挙げられる。以下に、廃掃法の制定を新たなビジネス機
会とポジティブに捉えて、我が国の廃棄物処理やリサイクル産業の成長を牽引した企業事
例を示す。（１）は環境新聞編集部（2009）の分析、（２）は長沢・黒坂（2009）の分析、
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（３）は山下（2009）の分析、（４）は長沢（2009）の分析の概要を整理したものである。
（１）都筑鋼産
環境新聞編集部（2009）によれば、産業廃棄物処理事業者である都筑鋼産は、1924 年に
鉄くず回収業者「都筑商店」として創業したという。創業当時は、日本が工業的発展の初
期段階に有り、鉄スクラップの価格も高く、鉄くず回収業として十分に成り立つ付加価値
が確保可能な経済状況であったと考えられる。その後、我が国経済発展とともに所得水準
も上昇することで鉄スクラップの所得に対する相対価格が低下し、鉄スクラップ回収業は
付加価値の少ない事業へと変貌していくことになる。こうした状況下、1970 年の廃掃法の
成立を機に、都筑商店は、本格的に廃棄物処理事業やリサイクル事業へ取組む決意を固め、
産業廃棄物処理事業者や機械器具設置事業者、土木専門業者等の事業許可を獲得していく。
つまり、廃掃法の成立という規制強化を、廃棄物関連事業の開拓の好機として捉えたので
ある。
都筑鋼産は手始めに最終処分場を整備する事業に取り掛かり、現在では 16 箇所もの最終
処分場を有するに至っている。また、最終処分場の整備から、焼却事業への展開や RPF 製
造や木質チップ製造等のリサイクル事業への展開も果たしている。最終処分場の建設・維
持管理事業を起点として、より長期に最終処分場が利用可能となるよう、中間処理におけ
る焼却処理やリサイクルの促進を図っていった。最終処分地の整備は、地域住民などとの
合意形成に相当な時間コストを要することになるが、都筑鋼産は、この点でも豊富な経験
値を活かして、16 箇所の最終処分地を管理運営するようになっている。最終処分地の構築
を始めとして、中間処理における「焼却」や「リサイクル」も事業展開している。
（２）市川環境エンジニアリング
長沢・黒坂（2009）によれば、総合廃棄物処理企業である株式会社市川環境エンジニア
リングの前身は、家業として営んでいた東京都のごみ収集、し尿汲み取り事業者であった
という。家業としてのごみ収集事業は、先述のように経済発展とともに人件費の上昇や転
業機会の増加とともに縮小せざるを得なくなっていった。そうした中で 1971 年に廃棄物処
理法が施行されたことを契機として、本格的な廃棄物処理事業を展開すべく設立したのが
現在の会社である。廃棄物処理法では、処理区分の規定や処理基準の厳格化が図られ、規
制強化に対して必要な設備投資ができない事業者の多くは廃業した。市川環境エンジニア
リングはこの状況を新たな機会であると捉えて、廃棄物処理事業に取組んで行ったのであ
る。同社のビジネスの特徴はその提案力にあるという。例えば、産業廃棄物処理事業では、
廃棄物処理のソリューションプロバイダーとして、各事業者から案件を受注し、処理にあ
たっては、同社が有する同業他社とのネットワークを活用して、顧客のニーズに柔軟に対
応できる体制を敷いていた。つまり、同業他社とのアライアンスにより、案件別に最適な
処理ネットワークを構築していたのである。また、廃棄物排出後の処理サービスだけでな
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く、生産プロセスでの廃棄物発生抑制や処理のソリューション提供にも取組んでいる。現
在では、年商約 80億円の企業として、日本の産業廃棄物処理業界を牽引する存在となって
いる。
（３）スズトクホールディングス株式会社
山下（2009）は、スズトクホールディングス株式会社を日本版ウェイスト・マネジメン
ト社と称し、リサイクルセクター内の業際を超えた事業展開で、今後の市場の大きな変化
にも対応可能な経営体制を有する企業として分析している。スズトクホールディングス株
式会社の母体である株式会社鈴徳は、1904 年にくず物商として創業し、鉄スクラップのリ
サイクルを中心に発展してきた企業である。株式会社鈴徳はその発展過程で 7 社の企業を
グループ企業とし、2007 年にはスズトクホールディング株式会社を設立して、その傘下に
8 社の事業会社を要する体制を構築した。現在は、スズトクホールディング株式会社がグル
ープ全体の管理業務を担い、傘下の事業会社は、鉄、非鉄のスクラップ、家電、自動車、
二輪車、OA 機器、プラスチック類等の多岐にわたるリサイクルや産業廃棄物処理に取組ん
でいる。グループ全体の 2008 年の売上規模は合計で約 690 億円である。
こうした体制構築には次のような背景がある。日本のリサイクルセクター界では、リサ
イクル関連制度が強化されることで、廃棄物の分別品質を高めていく必要が生じ、そうし
たリサイクルの高度化のために事業の大規模化や資源リサイクルの多品種化が求められた。
そのため、それまで一般廃棄物処理業、産業廃棄物処理業、資源リサイクル業と専門分化
していた業界が、1990 年代以降はその垣根を超えて相互に進出し、大規模化や多様化を図
っていったのである。スズトクホールディング株式会社は、そうした流れを先導した企業
と言える。また、スズトクホールディング株式会社の経営者は、このホールディング体制
を今後の企業淘汰の進展による業界革新の受け皿として捉えている。何故なら、次のよう
な要因により企業淘汰が進展するため、高度化のためには柔軟な体制が必要であるとの認
識に基づいている。淘汰の要因とは、第一に将来的に資源価格が頭打ちになること、第二
に制度の高度化により新たな資本投下の必要性が高まること、第三に廃棄物発生量が次第
に減少していくこと、第四に大手企業の参入があることである。
アメリカの廃棄物処理事業者の最大手であるウェイスト・マネジメント社は、まさに以
上のような状況下で、廃棄物処理やリサイクルの多様化と高度化に対応すべく、規模の経
済性を追求して地域の企業を買収し続けることで大規模化した企業である。スズトクホー
ルディング株式会社を日本版ウェイスト・マネジメント社と称したのはそうした含意があ
るものと考えられる。
（４）ウェイスト・マネジメント社
長沢（2009）は、アメリカの廃棄物処理企業の最大手であるウェイスト・マネジメント
社の発展経緯の分析を通じて、廃棄物処理業が規模の経済性と範囲の経済性の追求による
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近代的経営を図ることで、収益性の高い産業として成長出来ることを示している。ウェイ
スト・マネジメント社は、1916 年にシカゴで設立したエース・スカベンジャー社という小
規模なごみ収集企業が母体であるという。第二次世界大戦以降の大量生産・大量消費型社
会への移行に伴い、1960 年代には、ごみ処理業者や自治体の処理能力を超える廃棄物量の
増加と、組成が複雑化する廃棄物の不適正な処理などの問題が顕在化した。こうした問題
を背景として、固形廃棄物処理法が制定された。エース・スカベンジャー社は、法規制の
強化は廃棄物処理事業の成長の機会であると判断し、小規模な廃棄物処理事業者の買収を
進めて事業規模を拡大していった。1968 年にはウェイスト・マネジメント社へ社名を変更
し、1971 年には上場を果たしている。1970 年には、固形廃棄物処理法から資源回収法へと
改正され、廃棄物処理や処分の安全性基準が更に強化された。また同時にアメリカでは環
境意識が急激に高まっていった。こうした市場環境の変化の中で、処理・処分費用が増大
し、処理事業者は事業規模の拡大を通じた効率化が求められた。逆にこうした効率化を進
めた廃棄物処理事業者は大きく成長することができた。その最たる例が、ウェイスト・マ
ネジメント社であり、1971 年から 80 年までの同社の売上は年 48%の成長率で増加してい
ったという。また、1976 年には「資源回収法」から「資源保全回収法」へと大幅改正され、
有害廃棄物処理に関する規制が強化された。この規制強化によって、有害廃棄物処理分野
は高度な処理技術を要し新規参入障壁は高くなる一方で、利益率の高い事業分野として成
立した。ウェイスト・マネジメント社は規模拡大と技術の高度化によって、この分野にも
積極的進出していった。さらに廃棄物焼却による熱を利用した廃棄物発電事業も展開する
など、事業の多角化も進んでいった。
４．健全なリサイクルセクターの発展プロセス関する仮説
Chi et al.（2011）が指摘するように、途上国におけるリサイクルセクターは既にリサイ
クル資源の広範な流通ネットワークを形成する労働集約的産業であることから、相当な雇
用創出効果を有する産業である。従って、これを健全な産業として育成していくことが重
要である。そこで本節では、１．及び２．で整理した途上国におけるリサイクルセクター
の現状と課題、３．で整理した日本におけるリサイクルセクター発展の経験を踏まえて、
今後、途上国のリサイクルセクターが健全に発展するためのプロセスに関する仮説を構築
する。
一般に、リサイクル資源の市場は不確実性が高い市場である。例えば鉄スクラップは、
産業活動や消費活動の事後発生品であり、かつ鉄鋼メーカーの需要があってはじめて供給
量が決定されるため、結果的に需給ギャップが生じやすく景気の変動を受けやすいという
特性を有している（冨田 2013）。また、２．の問題構造分析でも明らかなように、途上国
では、農村・都市間の労働移動によって生じた都市部での余剰労働力の受け皿として都市
生業的なリサイクルセクターがインフォーマルに営まれている。上記のようなリサイクル
資源の需給変動の不安定さや、公正な競争を担保する制度の未整備等の環境下で、この産
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業の従事者は主に血縁や地縁などの社会的関係によって独占的レントを形成し、市場の不
確実性への対処を行っている。このような不完全な競争が、リサイクルセクター全体とし
ての資源分配の非効率や低生産性をもたらしている。その結果として、小規模零細な経営
主体となり十分な労働環境整備や環境保全コストを負担できない状況にある。
以上のようなリサイクルセクターの近代化以前の状況は、高所得国でも同様の経験を有
している。３－２．に示したように、日本においても、戦後高度成長期である 1960 年代前
半までウェイスト・ピッカーが存在していた。その内部構造は、先述のパトロン・クライ
アント関係を核として貧困層が固定化される構造であった。藤井・平川（2008）は、日本
の場合には、そうした構造がリサイクル資源のエンドユーザーである大規模製造業を頂点
とするリサイクルセクターの階層的で系列化された構造を長く固定し、その近代化を妨げ
てきた、と分析している。1900 年の汚物掃除法制定以降の地方行政は、インフォーマルリ
サイクルセクターに対して、公衆衛生管理の観点から鑑札制度や強制移転、消毒義務化な
どの規制管理を実施してきた。こうした政策によって、事業者間での組合組織化や消毒設
備などの共有化などが促進されていった。また、行政やコミュニティによる廃棄物回収能
力の高まりによって、インフォーマルリサイクルセクターのフォーマル化、つまり公的な
システムとの連携も進められた。1950 年代以降から 60 年代前半にかけては、経済発展と
ともに資源価格の低下、行政やコミュニティによる回収能力の向上、転業機会の増加など
で、付加価値の低い事業であるウェイスト・ピッカーは消滅した。その後、1970 年代以降
は法規制の強化や環境意識の高まりを背景に、付加価値の高い廃棄物処理・リサイクル事
業が成長していく。これらの分野に従事する企業は、廃棄物処理の量の増加や処理困難度
の高まりにも対応して高度化を進めている。また、廃棄物処理・リサイクル市場の不確実
性に柔軟に対応するために、規模の経済性を追求した経営が進められている。例えばアメ
リカのウェイスト・マネジメント社は M＆A によって規模を拡大し、対象地域を全米へと
拡大し、処理対象も網羅的な拡大を果たしていった。日本の企業の場合には、企業間の水
平的あるいは垂直的なアライアンスによって、廃棄物の量と質的な変化に対応できるよう
な柔軟な事業体制を敷いている。そうした柔軟な統合的体制を案件別に構築して対応する
ようないわゆるソリューション提供型のビジネスに特化した企業も発展している。
以上のような分析を踏まえて、途上国段階から高所得国段階に至るリサイクルセクター
の健全な発展プロセスに関する仮説を表 5-3 に示す。第一の段階は、いわゆるインフォーマ
ル経済が優勢な段階である。工業的な発展の初期段階では、都市生業的なインフォーマル
リサイクルセクターが発生・拡大する。第二にインフォーマル経済と公的システムの連携
の段階である。次第に公的な廃棄物処理・リサイクルシステムが整備されていくことで、
インフォーマルリサイクルセクターはフォーマルな廃棄物処理・リサイクルセクターとの
連携なしには生き残れなくなる。基本的に、所得水準の向上にともなって資源の所得に対
する相対価格は低下する一方で、人件費や転業機会などが増加していくため、付加価値の
低いウェイスト・ピッカーは衰退し、リサイクルはより付加価値の高い処理や品目を扱う
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市場に収斂していく。第三は産業組織化と高度化の段階である。さらに国家の所得水準が
上昇し、廃棄物量の増加や処理の困難性が高まっていくことに対し、廃棄物処理基準の規
制や公的システムによる処理能力の強化が進められる。大幅な生産性向上ができない零細
な主体は淘汰され、公的なシステムとともに民間の廃棄物処理・リサイクル事業者が発展
し高度化していく。
このような所得水準別の段階的なリサイクルセクターの発展プロセスの伏線には、所得
水準の向上にともなう所得に対する資源の相対価格の低下、人件費や地価等の処理コスト
の上昇、行政の処理能力の向上や規制強化の進展、環境意識の高まりやコミュニティによ
る分別回収の普及などがある。
表 5-3 リサイクルセクターの発展プロセス
リサイクルセクターの発展段階
生産性要因の変化
行政対応
需要要因 供給要因
インフォー
マル経済
都市貧困層を中心に
インフォーマルなリ
サイクル市場を形成
・工業発展の初期段
階では資源の相対
価格が高い
・景気変動の影響を
受けやすく不確実
性が高い
・農工間労働移動
や都市貧困層か
ら低廉な労働力
供給
・零細な事業主体
・行政による公的シス
テムが脆弱（規制の
執行能力、廃棄物処
理コスト負担能力に
乏しい）
・インフォーマルセク
ターに対する鑑札制
度（ライセンス制
度）、強制移転、組合
化促進
インフォー
マル経済と
公的システ
ムの連携
生産性の低下により、
インフォーマルセク
ターのより効率的な
産業組織化への胎動
（公的システムとの
連携）
・所得水準の上昇とと
もに資源の相対価
格が低下し、付加価
値の低い市場は衰
退。
・景気変動の影響を
受けやすく不確実
性が高い
・人件費、土地価
格等の生産コス
ト上昇
・行政による公的シス
テムの処理能力拡
大
・公的システムへのイ
ンフォーマルリサ
イクルセクターの
組込み
廃 棄 物 処
理・リサイク
ルの産業組
織化と高度
化
多様で高度な廃棄物
処理・リサイクルニー
ズに対応するために、
規模の経済性を追求
した産業組織化、高度
化
（企業の大規模化、企
業間の水平的連携、垂
直的連携の進展）
・所得水準の上昇に
よりさらに資源の
相対価 格が低下
し、より付加価値
の高いリサイクル
資源市場に収斂。
・景気変動の影響を
受けやすく不確実
性が高い
・環境意識の高まり
・人件費、土地価
格等の生産コス
ト上昇
・転業機会の増加
・行政による公的シス
テムの規制強化（処
理基準の厳格化等）
と規制執行能力の拡
大
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途上国は、現在の段階の認識とともに、伏線として示したような経済発展にともなう市
場調整機能要因を踏まえつつ、適正な政策を講じていく必要がある。しかし、高所得段階
まで発展を遂げる国は少なく、多くの国は中所得国の段階にとどまり、その段階での期間
も長期にわたっている。つまり、インフォーマルリサイクルセクターと脆弱な公的なシス
テムが併存する状況が長期化しているのである。景気変動の影響を受けやすく不確実性の
高い市場の中で、零細な事業主体が低生産性構造に陥っているために、環境保全コストな
どを負担できない。したがって、このような状況に対しては、インフォーマルリサイクル
セクターである段階から、規模の経済性を追求した産業組織化を図り、より生産性が高く
環境保全や労働環境整備コスト負担能力のある事業体として育成していくことが必要であ
る。日本の経験でも、鑑札制度や強制移転、消毒義務化などの規制管理を実施することで、
事業者間の組合組織化や消毒設備などの共有化などが促進されていった経緯がある。また、
行政やコミュニティによる廃棄物回収能力の高まりによって、インフォーマルリサイクル
セクターのフォーマル化、つまり公的なシステムとの連携も進められたことは先述のとお
りである。したがって、以上のような視点での途上国における政策事例分析の枠組みとし
て枠組みとして以下の仮説を設定した。
・リサイクルセクターにおける経営主体について、規模の経済性が発揮できるような組
織化によって、環境汚染等の問題へのコスト負担能力向上が可能となる。また、各経営
主体は社会的な責任主体としての規範的な行動が促される。
※ここでいう組織化には、事業者間の組織化だけでなく、インフォーマルリサイクル
セクターの公的システムへの組込みも含む
上記の仮説を図 5-2 に示した「回収・ピッキング・分別」「貯蔵・取引」「再生資源化・再
製品化」といった区分別に整理すると次のようになる。「回収・ピッキング・分別」は、零
細な経営体間の組織化によって経営効率を高め社会的責任主体となる。このような組織化
は、「貯蔵・取引」の経営主体間の組織化によって実施することで、それぞれの経営主体に
よる個別的な「回収・ピッキング・分別」主体の囲い込み効果を低減していくことができ
る。「再生資源化、再製品化」の経営主体についても規模の経済性が発揮できるような組織
化によって、環境保全等のコスト負担能力が向上する（図 5-5）。
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図 5-5 インフォーマルセクターの組織化による規模の経済性追求と責任主体化
５．都市生業からの脱出 －途上国における政策事例分析－
４．で設定した仮説から、リサイクルセクターの振興政策事例について、規模の経済性
の発揮、組織化という視点から評価を行い、その意義や効果について考察を行った。
５－１．ウェイスト・ピッカーの組織化と高付加価値化
（１）廃棄物回収事業者によるウェイスト・ピッカーの組織化（中国）(7)
中国の天津市が指定した廃棄物回収事業者の一つである天津市緑天使再生資源回収利用
有限公司（以下、緑天使）は、従来インフォーマルセクターと呼ばれていた個人廃品回収
人のフォーマル化に取組んでいる。緑天使は、人力車を個人収集事業者にレンタルしてリ
サイクル資源を回収するシステムを導入している。緑天使から人力車のレンタルを受けた
個人回収事業者は業界団体と公安局が共同で主催する研修を受けることで、公安局から事
業認可のライセンスが発行される。また、個人回収事業者は、緑天使に人力車のレンタル
と引き換えに管理費を支払うことになっており、一方で緑天使は個人事業者の保険費用の
負担、権利の保護、販売ルートの安定化（回収ルートの割当と緑天使による回収物の安定
的な買取り）を行う。この取組は緑天使と公安との連携により、職業上のモラル向上と不
法回収事業者の排除、治安維持を目的としてこの回収システムを構築したもので、全国に
普及すべきモデルとして中国政府から支援を受けている。緑天使にとっては、不法回収事
業者を排除し、より安定的なリサイクル資源の確保を行う狙いがあると考えられる。大企
業からの回収の場合には、廃棄物回収について個別の契約を結び、大量に排出される場合
には緑天使の専用トラックで回収している。回収された廃家電は、緑天使が子牙環境保護
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産業園区で展開する廃家電専門の分解企業に送って処理を行う。
この事例を規模の経済性の発揮という点でみると、廃品の貯蔵・取引という機能を果た
す緑天使は、一定の販路が確保されていることを前提とすると、回収量を拡大しかつ安定
的な量の確保を実現することで、自社の保有する倉庫やストックヤード等の貯蔵設備の稼
働率を高めるとともにその維持コストが低減でき、企業としての効率が向上する。したが
って、安定的な回収量確保を脅かす不法回収事業者を排除するための措置として有効な取
組である。また、組織化による責任主体化という点で見ると、社会的な承認が得られず、
生活が不安定な個人回収事業者に、公安からの事業認可を与え、緑天使から権利保護や経
済的保障を与えることは、社会的責任主体としての緑天使への個人回収事業者の内部組織
化が図られたことになる。しかし、契約した個人回収事業者に契約相手の変更の自由や転
職の自由等、労働移動の自由が明示的にも暗黙的にもあるか否かは確認できていない。暗
黙的にも労働移動の自由があるとすれば旧来のパトロン・クライアント関係ではないと言
える。
（２）ウェイスト・ピッカーの地域廃棄物管理行政システムへの組入れ（フィリピン）(8)
Los Banos, Laguna のインフォーマルセクターは、以前までは危険で非効率的な条件下
でウェイスト・ピッカーの作業を行っていた。しかし、2004 年にフィリピン自然研究会と
フィリピン－オーストラリアコミュニティ支援プログラムによって資金援助されたプロジ
ェクトの実施を通じて、このインフォーマルセクターのメンバーは組織化され、コミュニ
ティに対する彼らの貢献が知られるようになった。廃棄物のピッキングや購入を生業とし
ている Loa Banos に住んでいる者すべてに、このインフォーマル組織は開かれている。選
考プロセスを経て、まずは 54名のメンバーが Los Banos 固形廃棄物機関（LB-SWO）の正
式メンバーとなった。彼らは市長と LB-SWO の所長のサイン入りのＩＤを与えられ、自治
体のセクターとは異なる公式の廃棄物収集人として採用されることとなった。このインフ
ォーマルセクターの活動を自治体の廃棄物管理システムに統合化することで、彼らは廃棄
物排出時の分別行動によって、彼らの活動が脅かされるということが無くなった。また公
式の廃棄物回収人となることで、これまで回収範囲としてこなかった地域にまで回収範囲
を広げることができるようになった。このプロジェクトを通じてメンバーに補助金が配布
され、公式ユニフォームや人力車が与えられた。メンバーは、廃棄物の取引ビジネスにあ
たっての最初の運転資金として基金から一定額の金額を借りる権利も与えられた。この活
動を通じて、彼らの収入は増加し、廃棄物回収を通じたコミュニティに対する貢献が認め
られ、現在では自治体の固形廃棄物管理プログラムの実施における地域行政の重要なパー
トナーとなっている。
この事例を規模の経済性の発揮という点でみると、インフォーマルセクターが公式的な
組織として認定されることで、地域社会に対する信頼が形成され、それまで個々人が廃棄
物を回収していた範囲よりも広い範囲から回収できるようになり、回収量も増えることで
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個人の収入も増加している。人力車による回収作業の効率化や、従来の自治体回収との対
立が無くなった点も回収量の増加に大きく寄与している。また、組織化による責任主体化
という点で見ても、地域社会に対する信頼が形成され、地域行政の廃棄物管理システムに
おける重要なパートナーという社会的な承認を得ることができたことで、メンバーの稼得
能力は向上しているものと考えられる。
５－２．再生事業者の規模の経済性
（１）リサイクル工業団地の整備（中国）(9)
中国は近年、経済成長を持続するために広く資源を確保することが求められており、こ
のような立場からリサイクル産業の振興を推進している。一方、環境保全の視点からリサ
イクル後に最終的にごみとなる廃棄物の処理や、リサイクル活動に伴う環境汚染リスクを
管理する必要がある。リサイクル産業の振興とリサイクルに伴う環境汚染の管理を両立さ
せる取組としてリサイクル工業団地の整備があげられる。リサイクル工業団地は、現在既
に、天津、江蘇省太倉、折江省寧波、福建省章州の 4 箇所で稼動している。これら４箇所
のうちの１つである天津市では、天津市静海県の子牙鎮にリサイクル工業団地が整備され
ている。天津市静海県は、1980 年代には個人事業者による廃棄物分解加工業が集積してお
り、海外から輸入される第 7 類の廃品（各種金属屑、廃電気機械、廃電気製品、廃電線、
ケーブル等）、中古品の解体、加工を行う拠点となっていた。しかし、これらの個人事業者
の不適切な処理による大気汚染、悪臭、水質汚濁等の環境汚染が大きな社会問題となった
ことから、行政の主導によってリサイクル工業団地の整備が計画された。子牙環境保護産
業園区の整備により、既存事業者の園区内への集約化と淘汰が進められた。現在では、国
家級廃電子情報製品の回収・解体モデル基地、国家輸入廃棄物管理園区等の指定も受け、
立地企業も 100 社を超えている。天津市内から発生する、廃家電、廃電子機器、廃自動車
は、今後、子牙環境保護産業園区に集約され、解体・リサイクル拠点となる予定である。
この事例を規模の経済性の発揮という点でみると、従来は個人事業者による廃棄物分解
加工業の集積であったものが、リサイクル工業団地の整備を契機に集約化と淘汰が進めら
れていることから、個人事業者から組織的な企業経営を行う主体へ転換していったと考え
られる。また、リサイクル工業団地へ移転するということは、団地内で集約的に行われる
環境汚染管理に対するコスト負担能力が担保されている必要があることから、リサイクル
工業団地への集約化は環境保全面でも効果的であったと考えられる。また、組織化による
責任主体化という点で見ても、経営規模が拡大し、国家的な政策の後押しがあるリサイク
ル工業団地の一員となったことから、社会的な責任主体としての経営が進んでいると考え
られる。
（２）台湾における廃五金処理業の推移(10)
台湾は工業化が急速に進んだ 1960 年代から 70 年代にかけて電炉による製鉄であったた
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め、輸入した廃船の解体による鉄スクラップの回収が盛んに行われていた。鉄スクラップ
の回収処理業者の一部が、1990 年前後に廃船解体業が台湾から消滅して以降も廃五金処理
業者(11)として生き残り、直接、鉄スクラップを先進国から輸入し資源として再生する業者
へと変貌していった。しかし廃五金処理業は、輸入廃船の解体を行っている頃から、様々
な環境汚染問題を引き起こしてきている。例えば、廃電線の被覆や廃家電の残渣のプラス
チックやビニールなどの野焼きによる大気汚染や、重金属や強酸性溶液など排水による土
壌や河川の汚染、放置された残渣の自然発火等の問題を引き起こしている。1986 年の「緑
色牡蠣事件」は高雄県を流れる河川の養殖牡蠣が緑色に汚染され社会問題化した公害紛争
であり、汚染の原因は廃五金処理業者から排出された銅などの重金属を含む排水であった。
廃五金処理業が引き起こす汚染問題に対処するため、1983 年から台湾政府は、特定の工業
区に移転・集約させて集中的管理を開始した。1988 年から政府は、工業区内の廃五金処理
業者に対して処理後の残渣の焼却炉を共同で設置することを求めたが、廃五金処理事業者
はこれに応じず、政府はペナルティーとして廃五金処理事業者へのスクラップの輸入許可
量を制限する措置をとっている。しかし、こうした政府からの制裁にもかかわらず、廃五
金処理事業者は焼却炉設置要求には応じることなく、工業区内に野積にされた廃棄物の野
焼きや自然発火などの事件も発生し、周辺住民からの抗議運動も生じている。こうした事
態に政府は、最終的に 1993 年にはほぼ完全に輸入を禁止している。原料輸入禁止措置によ
り、廃五金処理業者は活動を縮小せざるを得なくなり環境汚染が軽減されていった。
1993 年の廃五金の台湾への輸入禁止以降、処理事業者の中国への移転が進展し、その他
にもインドネシア、マレーシア、タイ、ベトナム等の国々へ移転した処理業者もあった。
特に 1985 年のプラザ合意以降の円高が台湾元にも波及し、台湾における労働賃金の高騰と
あいまって、労働集約的な処理過程を含む廃五金処理業の台湾での比較優位が失われてい
った。浙江省の寧波市にある工業区では台湾から進出した金属再生業者が集積している。
このような中国へ移転した台湾の廃五金処理業者が、それまで培った国際的な取引ネット
ワークを活かして、アメリカや日本等の先進国から中国への廃五金の輸入を拡大していっ
た担い手である。また、1980 年代までは廃五金をアメリカや日本から大量に輸入していた
のに対し、1990 年代末からは廃五金の台湾からの輸出が増加してきている。これは、中国
の資源需要の急激な増加によるものである。台湾政府はマニュフェスト制度の導入によっ
て廃五金の貿易管理の強化を図っている。しかし、このような管理下においても適正な手
続きをとらない不正輸出が発生している。近年、台湾政府は適切な資源循環を促進するた
め、廃棄物処理・資源リサイクル業者を集積させた「環境科技園区」（環境保護科学技術工
業区）を建設し、環境産業の育成を図っている。「環境科技園区」に立地する企業は、この
ような廃五金処理業者ではなく、適切に管理された資源再生を行う事業者を想定している
という。先述したように、廃五金処理業のような労働集約的な作業の台湾における比較優
位は失われているため、今後はより技術集約的な行程を含んだ処理業の立地が求められて
いる。
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この事例を規模の経済性の発揮という点でみると、当初ほとんどが零細企業であった廃
五金処理業者は、工業化の進展に伴う金属スクラップ需要の増大に伴って、その生産量を
拡大していったものと考えられる。しかし、この過程で深刻な環境汚染を発生させており、
政府の強権的な介入があるまで企業としての環境保全措置が進まなかったことから、比較
的小規模な企業の集積によってリサイクル事業が営まれていた可能性がある。1980 年代に
は政府によって廃五金処理業者の工業団地への移転を促し集約的な管理を実施しているが、
それでも環境保全への対処が進まないため政府は廃船の輸入を規制し、労働集約的産業の
競争力の減退ともあいまって廃船解体からの金属回収は消滅することになる。工業区への
集約化は促したものの、規模の経済の発揮促進という視点での政策効果は不十分であった
といえる。また、組織化による責任主体化という点で見ても、工業区への移転を図ったも
のの、各事業者で環境保全対策が実施されなかったことから、各事業者において社会的な
責任主体としての意識改革にはつながらなかったものと考えられる。
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表 5-4 台湾における経済発展とリサイクル産業の推移
（出所）朝元（2004）、佐藤（2003）、及び寺尾（2005）をもとに筆者作成
年代 経済発展の特徴 リサイクルセクターの動向 環境への影響
1950
年代
輸入代替工業化
・農地改革
・保護関税
・手作業による分解・回収を行う「廃
五金処理業」の拡大（ほとんどが零
細企業）。
・輸入した廃船の解体による鉄スクラ
ップ回収が盛んに行われていた。
・不適正な処理に伴う
環境汚染が問題視さ
れていた。
1960
年代
輸出志向工業化
・輸出加工区設置
1970
年代
重化学工業化
・鉄鋼産業（製鉄は電
炉方式が中心で高
炉方式も導入）
・石油化学産業
・造船業
・OEM 生産
・廃電線被覆や廃家電
の残渣のプラスチッ
クやビニールを野焼
きすることによる有
毒ガス発生。
・重金属や強酸性溶液
等による水質汚染。
1980
年代
戦略的産業振興
・情報産業（パソコン
と半導体生産）
・廃五金処理業者を特定の工業区へ移
転・集約させて集中的管理を実施。
・1983 年以降、処理の過程で汚染の
著しい廃五金（有用な金属スクラッ
プ）の輸入を段階的に規制。1993
年以降には輸入は消滅。
・緑色牡蠣事件（1986）
廃五金処理業者から
の排水が養殖牡蠣を
汚染。汚染により漁業
補償が生じる公害訴
訟となった事件。
1990
年代
産業高度化
・世界レベルでのパソ
コンの生産基地化
・廃船解体からの鉄スクラップ回収は
消滅。
・鉄スクラップ業者は、直接、先進国
から鉄スクラップを輸入し、資源と
して再生する業者へと転換。
・一部は、1993 年の廃五金の輸入禁
止以降、中国への移転が進展。その
他インドネシア、マレーシア、タイ、
ベトナム等の国々へ移転。（台湾に
おいて労働集約的な産業の比較優
位が失われていった。）
・廃五金の輸出の増加
・e-waste 問題
2000
年代
海外直接投資
・中国への直接投資の
増加
・中国などに移転した台湾の廃五金業
者が、それまで培ったネットワーク
を活かして、先進国から中国への廃
五金の輸入を拡大。
・リサイクル拠点として「環境科技園
区」を設置し、廃五金処理業者の集
積と環境産業育成を図る。
・環境産業の育成
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６．政策的含意
本章では、事業主体の規模の経済性を発揮させるような組織化により、途上国のリサイ
クルセクターが抱える環境問題や労働問題への対処能力が高まるとともに、組織化によっ
て社会的責任主体としての意識が高まり規範的行動が促されることを仮説とした。第５節
の事例分析では、この仮説で示したような組織化を促すような、ライセンス制度、インフ
ォーマルリサイクルセクターの公的なシステムへの組込み、工業団地への囲い込みといっ
た事例の分析を行った。それぞれの事例について、「組織としての規模の経済性が発揮され
環境保全コスト等の負担能力が向上したか」、「社会的責任主体としての行動が促されてい
るか」、といった視点で分析を行った。その結果、台湾の事例以外においては仮説で示した
効果が確認できた。しかし、台湾の事例では、廃五金処理事業者において規模の経済性が
発揮できず、組織化による社会的な責任主体としての自覚を促すとことができなかったと
考えられる。政府が環境汚染原因者である廃五金事業者を工業区へ移転させて集約的な管
理を試みるものの、事業者は環境保全対策には取組まず汚染を発生し続けたのである。こ
れは、政府の政策の失敗という側面もあるかもしれないが、より大きな要因として、台湾
が経済発展にともなって人件費や地価の上昇する一方で、所得に対する金属スクラップ等
の取扱品の相対価格が低下していったことが考えられる。つまり、金属スクラップを対象
とする市場では労働集約的な形態の企業経営が成り立たず、環境保全コストを負担できる
ほど企業経営の効率化が図れる市場環境になかったのである。したがって、このような衰
退産業に対しては、規模の経済性を促すような政策ではなく、技術的革新や企業経営の構
造転換を促進することが求められる。台湾では、実際に「環境科技園区」をリサイクル拠
点として技術力のある廃五金事業者の育成へと転換している。
台湾のような所得水準の高い国以外の事例では、組織化による効果が確認できることか
ら、組織化を促進するという政策措置は、各国固有の条件に応じた措置が必要であるもの
の、途上国における適正なリサイクルセクター発展のための政策として多くの国に適用可
能であると考えられる。
むすび
途上国におけるリサイクルセクターの発展においては、基本的には規模の経済性を追求
する政策措置によって、企業単体あるいは産業全体として環境問題や貧困等の社会問題へ
の対処を行いつつ産業発展を図ることが可能である。もちろん具体的な政策措置において
は、対象とする主体や地域の特性に応じた様々な工夫が必要である。ところで事例分析の
中で、台湾の廃五金処理事業者が、台湾において労働集約的産業が非効率になり始めたた
めに、規模の経済性を促す政策措置が有効ではなかったという点は興味深い。労働集約的
な廃五金処理事業者は台湾国内では衰退し、中国などへ移転して現在のアジアにおけるリ
サイクル資源貿易拡大の促進要因となっているという。つまりこの現象は、台湾のような
発展段階の高いレベルにある国では、リサイクルセクターは技術やビジネスモデル改革に
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よって構造的な転換を迫られるとみなすことができる。具体的には、機械化を進めて生産
効率を高めるとともに、技術革新によってより高い品質(12)を実現させることも求められて
いる。ビジネスモデルや技術の革新で高度化を果たした例として、３－２．で日本やアメ
リカの例をとりあげた。日本の場合には、1970 年の廃掃法の制定を契機として、処理事業
者はリサイクルだけでなく、産業廃棄物処理も含めて高度な処理が多品目にわたって可能
な企業として成長してきた例がある。また、アメリカでは、M&A を繰り返して対象エリア
を全米にまで拡大し、多様な品目の処理も可能となった巨大企業であるウェイスト・マネ
ジメント社の例が挙げられる。
あらためて、経済発展と健全なリサイクルセクターの発展促進との関係を整理すると、
発展段階の低い国では、規模の経済性の追求や効率的な組織化を促す政策が有効であるが、
発展段階の高い国では、規模の経済性の追求だけでは効果的とは言えず、リサイクルセク
ターがより生産効率の高い資本集約的な産業へと転換するための政策が必要となる。
注
(1) 広東省汕頭市貴嶼鎮の事例については、（吉田 2005）と（社団法人電子情報技術産業
協会情報システム部 2006） をもとにとりまとめた。
(2) 湖南省永興の事例については、（社団法人電子情報技術産業協会情報システム部 2006）
をもとにとりまとめた。
(3) ベトナムのバクニン省の事例については、（坂田 2008）をもとにとりまとめた。
(4) このようなセクター内の共同体の形成による社会的な分断は、リサイクル資源の品質に
ばらつきがあるため、一定の品質のものを回収することを目的として仕切り屋や卸売業者
などの上位職と回収労働者との間の信頼関係を確保するための合理的な措置であるとみ
ることもできる（速水 2006）。
(5) 社会的関係資本について学問的には様々な概念規定が存在するが、OECD ではこの概念
を「グループ内部またはグループ間での協力を容易にする共通の規範や価値観、理解を伴
ったネットワーク」としている。
(6) パトロン・クライアント関係が固定化し、利益の独占関係も固定化する。
(7) （株式会社三菱総合研究所 2009）をもとに、中国の天津市における廃品回収事業者の
組織化の事例を整理した。
(8) （Vella ATIENZA 2009）をもとに、フィリピンのインフォーマルセクターのフォー
マル化事例を整理した。
(9) （株式会社三菱総合研究所 2009）をもとに、中国の天津市におけるリサイクル工業団
地の整備の事例を整理した。
(10) （寺尾 2005）をもとに、途上国におけるリサイクル産業が、国内産業の高度化や環
境規制の強化とともに変遷していった経緯を、台湾の廃五金処理業を事例として概観した。
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(11)台湾では、鉄スクラップ以外の雑多な金属スクラップの混合物を「廃五金」と称してい
た。
(12)経済発展とともにより高い分別品質のリサイクル資源のニーズが高まると考えられる。
（Michida et al. 2011）は、高所得国はより高い分別品質の鉄スクラップの輸出入が活発
で、低所得国はより低い分別品質の鉄スクラップの輸出入が活発であるということを検証
している。
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第６章 途上国における拡大生産者責任政策の導入可能性分析
はじめに
先進国では、特に 1990 年代以降に、容器包装廃棄物の増加や、処理困難なあるいは汚染
度の高い有害物質を含むような e-waste の増加に伴い、廃棄物管理の公的部門の負担増や
最終処分地の逼迫といった問題が深刻化していった。以上のような問題に対処するため、
OECD 諸国では、拡大生産者責任（EPR：Extended Producer Responsibility）という政
策原則を取入れた廃棄物処理・リサイクル政策を展開している。OECD（2001）によれば
EPR とは、「製品に対する生産者の物理的および（または）財政的な責任について、製品ラ
イフサイクルの使用後の段階にまで拡大するという環境政策アプローチである。」と定義し
ている。つまり、製品に対する生産者の責任を製品使用後の段階にまで拡大することで、
a.地方自治体主導による廃棄物処理・リサイクルシステムから生産者が関与するシステム
へと転換し効率化を図ること、b.製品設計の際に環境に配慮する（Design for Environment,
以降、DfE）よう生産者に動機を与えること、を目的とした政策原則である。
一方で途上国の廃棄物処理・リサイクルにおいては、第２章及び第５章で確認したよう
に、行政によるフォーマルなシステムが不十分であること、インフォーマルなリサイクル
が大きな割合を占めるといった状況下で、外部不経済が顕在化してきている。こうした問
題の解決に向けて、一部の途上国ではEPR政策の導入を進めているが、先行研究において、
途上国では次のような問題点からEPR 政策が十分に機能しない可能性があることが指摘さ
れている。まず、中古品や模造品等を扱うインフォーマルな小規模生産者が多く、EPR を
担うべき生産者や輸入者を特定できない場合が多いこと。次に、インフォーマルなリサイ
クル市場が相当な割合を占め、フォーマルなリサイクルの障害となっていること、などで
ある。
確かにこうした点は、EPR 政策の実施を阻む要因であると考えられるが、途上国といっ
た一括した視点ではなく、経済・社会条件の相違によって EPR 政策の障害要因の重点も異
なると考えられる。以上の問題認識にもとづき、本章では、経済・社会条件の異なる途上
国の EPR 政策導入に関する課題分析を行い、途上国における EPR 政策形成の段階的なアプ
ローチに関する考察を行った。
第１節で EPR 政策の基本構造を整理し、第２節で途上国への EPR 政策適用に関する先
行研究レビューを行い、第３節で分析枠組みを整理している。本稿の分析枠組みは、途上
国において、経済・社会条件の相違によって EPR 政策の障害要因の重点も異なる、との視
点にもとづき、EPR 政策に関するアクター・レジーム分析を行う、というものである。第
４節では、そうした分析枠組みにもとづき、途上国における EPR 政策適用可能性分析を行
う。第５節では、以上の分析結果を踏まえた政策的含意として、途上国における EPR 政策
形成の段階的なアプローチ法を考察し、むすびで全体のまとめを行う。
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１．EPR 政策の基本構造
まず、OECD(2001)によれば、EPR 政策における生産者とは、「生産者とは材料の選択と
製品の設計に最大の支配力をもつ者と定義される。これは製造業者、ブランド・オーナー、
又は輸入業者であり得る。」としている。また、各生産者がそれぞれ自社の製品を回収する
のは実際的ではなく経済的にもあまり実現可能性がない場合がある。そうした場合には、
第三者機関を設立して生産者が共同で製品回収を管理できるようにする例がある。これら
の機関は生産者責任機構（PRO）と呼ばれ、使用後の製品を管理し収集する有効な機関で
ありえるとしている。
EPR 政策の基本的な例として、ドイツの家電リサイクル法（ElektroG）の概要について、
Deubzer（2011）をもとに以下のように整理した。まず、この法令では、家庭からの e-waste
の回収は公的な廃棄物管理機関としての自治体が行う。各自治体は、各家庭や小売から
e-waste を持ち込めるように各管内に回収ポイントを設置しなければならない。この場合、
自治体は無料で e-waste を引き取る。一般世帯以外からの e-waste については、代替品が
購入された場合は生産者が回収・処理を行う。この法令以前の e-waste に関してはその最
終保有者が処理を行う。回収ポイントでは、対象製品を 5 つに分類するための回収コンテ
ナーが設置されている。生産者は無償で回収コンテナーを自治体に提供しなければならな
い。自治体は、この 5 つの分類で回収された e-waste を無償で生産者に引き渡す。自治体
は、引渡し情報をクリアリングハウスである廃電子機器登録財団（Elektro-Altgeräte
Register／EAR）に連絡することで、引き渡した e-waste の再利用やリサイクルなどの処
理と、その報告が生産者の義務として生じる。
生産者は、自治体が設置する回収ポイントからの回収に当たり、３つの方法を選択でき
る。第一は生産者が単独で自社製品のみを回収する、第二は生産者が単独で自社製品の区
別にこだわらずに回収する、第三は複数の生産者が共同で回収するといった選択肢である。
それぞれの生産者は、市場に投入した製品の割合に応じて、回収及び処理費用を負担する。
消費者は新製品を購入した小売店で使用済み製品を引き取ってもらうことができる。ま
た、消費者には e-waste を他の一般ごみから区分して、上記のスキームに従った排出をす
ることが義務付けられている。小売事業者にも e-waste の分別回収が義務付けられている
が、小売事業者から e-waste を自治体や生産者の回収システムに引き渡すことは義務付け
られておらず、いわゆるブローカーに流れる可能性もある。特に、企業から排出される
e-waste については、企業は中古品として再販する傾向があるが、実際にそうしたものが中
古品としての機能を維持しているか否かはわからない。
以上のような各主体の役割分担のもとに、管理システムが全体として効果的に運営され
るためには、生産者の登録、生産者の製品の市場シェア等の測定、生産者が回収すべき量
の算定、その他各種のモニタリング情報の管理など、システムを機能させるための集中情
報管理機能が必要である。ドイツでは生産者が共同で基金を設立して、こうしたクリアリ
ングハウスである EAR を設立している。
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２．途上国への EPR 適用に関する先行研究
Agamuthu and Victor（2011）は、途上国においては、EPR 政策のような先進的な政策
の導入よりも、適正な回収システムや処理設備などの基本的な廃棄物管理システムの整備
の方が、緊急性が高いと主張している。
小島ら（2008）は、アジア諸国の廃棄物管理制度やリサイクルシステムの現状を踏まえ
た上で、EPR 政策の途上国への適用について次のような課題があるとしている。第１に、
途上国では生産者や輸入者を特定できない場合が多いという点である。途上国では、先進
国に比べて中古市場での製品の流通が活発であり、もとの製品とはほとんど異なる部品構
成での修理品なども出回っている。こうした市場では、インフォーマルな主体も含めて零
細な修理事業者やリサイクル事業者が中心で膨大な数に及ぶため、中古品の生産者を特定
することは難しい。また、途上国のパソコン市場などでは、小さなショップが様々なメー
カーの部品を組合せて独自に組立てた製品が多いという。加えて、途上国ではブランド製
品の模造品も多く流通し、海外のブランド生産者が使用済み製品を適正に回収する障害と
なっている。そして輸入品の場合には、途上国の場合には密輸という輸入者を特定できな
い場合が先進国よりも多いことも問題点としている。第２の課題として、途上国において
生産者や輸入者を特定できたとしても、インフォーマルなリサイクル業者の存在が、フォ
ーマルな回収・リサイクル業者が市場で適正に機能するための障害になるという点をあげ
ている。フォーマルな回収・リサイクル事業者は、環境対策や労働衛生対策を十分に行っ
ているが、それらを具備しないインフォーマルな事業者は、家庭からの回収の際にフォー
マルな事業者よりも高い価格で買い取ることができる。結果的に、フォーマルな事業者に
ものが集まらずに、環境汚染や健康被害などの外部不経済を伴うリサイクルが実施される。
また、フォーマルな事業者であっても、回収量や処理量について虚偽の報告を行い、補助
金を不正に得るような可能性も高いとしている。以上のような課題への対応には相当な社
会的コストが必要であり、途上国において EPR 政策の導入を検討するにあたっては、そう
した認識のもとに導入の有効性を追求する必要があるとしている。
Akenji et al.（2011）は、以上の課題の他に、途上国では EPR 政策の運用に不可欠な廃
棄物回収・処理に関する基本的なインフラや能力が不足している点を挙げている。そうし
たインフラや能力として例えば、自治体による廃棄物回収システムや処理施設、環境汚染
や健康被害が発生しない適正なリサイクル技術、そうした技術を使える人材、日本の宅配
便のような物流システム、リサイクル教育等があるとしている。これらのインフラや能力
を全て一度に獲得することはできないので、EPR 政策導入については段階的なアプローチ
の必要性を説いている。さらに、途上国は先進国からの中古品の輸入国となる傾向がある
点も指摘しており、そうした貿易は e-waste の密輸の温床となっていることが問題である
としている。
Scheijgrond J-W（2011）は、EPR 政策の導入では、単に行政にあった責任を企業に移
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管することで効率よく問題が解決できるというものではなく、製品連鎖の全体に及ぶ行政
の補完的な責任も重要であることを説いている。特に、行政は、生産者や社会全体が環境
汚染防止を含むすべての人権を尊重するように図ることが求められていることを指摘して
いる。
Herat and Agamuthu（2012）は、途上国の廃棄物管理やリサイクルシステムにおいて
は、インフォーマルセクターの役割が大きいため、先進国での EPR 政策導入事例を真似す
ることはできないとしている。インフォーマルセクターを社会的に適正に機能させるよう
な措置をとるとともに、そうした条件下での途上国の能力に応じた EPR 政策を構築する必
要があると説いている。
３．途上国への EPR 適用可能性の分析枠組み
２．で整理した問題点は全ての途上国に一様なものではなく、経済・社会条件の相違に
よって EPR 政策の障害要因の重点も異なると考えられる。こうした視点から、本章では、
異なる地域の途上国における EPR 政策導入に関する課題分析を行い、途上国における EPR
政策形成の段階的なアプローチに関する考察を行う。
用いる分析手法は、廃棄物管理・リサイクルシステムにおけるアクター・レジーム分析
である。吉田（2003）は、レジームを制度とその前提となる条件のこととし、認識情報に
関する条件、政治・制度的条件、経済・技術的条件などの条件から構成されるとしている。
本章では、レジームを具体的に EPR 政策運営に最低限必要な主な制度と定義する。また、
アクターとは、EPR 政策における、製品の生産者（輸入者も含む）、政府機関、地方自治体、
消費者、小売事業者、廃棄物処理・リサイクルビジネス主体とする。
具体的には、EPR 政策の理論的妥当性と実際の政策運用の課題を踏まえて、EPR 政策導
入に必要なアクター・レジームの条件を抽出する。そうした条件整理を踏まえ、経済・社
会条件の異なる途上国を対象として現状での条件適合度の分析を行う。
３－１．EPR の理論的妥当性から導く条件
本節では、EPR に関する理論的妥当性について山川・植田（2010）の論考の概要をふま
え、EPR 制度が適用可能な条件について整理を行う。山川・植田（2010）は、EPR の責任
概念について、a.再利用・適正処理実施の財務的責任、b.再利用・適正処理実施の物理的責
任、c.再利用・適正処理システム構築の財務的責任と物理的責任、d.環境配慮設計の財務的
責任と物理的責任に区分して、それぞれの理論的妥当性に関する整理を行っている。
（１）EPR の理論的妥当性に関する議論
①再利用・適正処理実施の財務的責任
山川・植田（2010）は、ごみ処理有料化や消費者への製品課税と再利用補助金との組合
せなどの非 EPR 政策よりも、EPR 政策が社会的に効率的になる条件は、以下の 2 点であ
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るとしている。すなわち、a.製品連鎖中の価格伝達が十分でなく、従量制有料化や消費者へ
の製品課税などの非 EPR 政策と、EPR 政策とのあいだで政策の効率性あるいは有効性に違
いがある場合、b.製品設計の変更などの生産者の対応が使用済み製品の社会的費用を最小化
するうえでの重要な場合、である。
この結論は、社会的に効率的な廃棄物処理・リサイクルシステムに関する先行研究をレ
ビューし、それぞれのケースにおいて、EPR 政策の導入によってより効率的になる場合の
条件を導出したものである。
例えば、Fullerton and Kinnaman（1995）は、不法投棄がある場合に、不法投棄の限界
外部費用を製品課税として消費者に課した上で、消費者が適正処理ルートに排出すると適
正処理の限界費用と製品課税の差額を消費者へリファンドする政策が最適化政策であるこ
とを導いている。この場合でも、山川・植田（2010）は、財務的責任を消費者に課しても
生産者に課しても同じ結果になることを示した上で、EPR 政策がより効果的であるために
は、価格伝達の障害があり製品の設計変更が重要である場合、という条件が必要であると
している。
②再利用・適正処理実施の物理的責任
再利用・適正処理の費用低減などの点で、生産者以外の主体が物理的な責任を負うとし
た場合には、製品情報や技術が企業秘密や取引費用などの点から十分に活用されない場合
が想定される。したがってそのような場合には、生産者が直接に物理的責任を負うことが
妥当である（山川・植田 2010）。
③再利用・適正処理システム構築の財務的責任と物理的責任
山川・植田（2010）は、再利用・適正処理システム構築の財務的責任を生産者に課す根
拠を示す先行研究はないが、物理的責任を生産者に課す根拠を示す先行研究として、細田
（1999）と岡ら（2003）を挙げて、以下のような論考を行っている。
細田（1999）は、バッズ（マイナスの価格がついた財、すなわち逆有償で取引される廃
棄物）の市場においては、情報の非対称性があるために、市場内での情報伝達が十分に行
われないことが多いとしている。また、岡ら（2003）は、収穫逓増下では、ある程度の規
模が確保できれば、再利用した方が社会的費用の面から望ましい場合でも、市場が自律的
にそうした再利用市場を形成することができない可能性を指摘している。そうした場合に
は、強制的に再利用市場を構築し、市場内で情報が適正に伝達されるような再利用システ
ムを構築することが求められる。その際には、山川・植田（2010）は、製品連鎖全体に対
して大きな影響力を持ち、システムの構築のために人材や技術、資本、情報などを投入で
きる主体が先導する必要があるとしている。
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④環境配慮設計に関する財務的責任と物理的責任
山川・植田（2010）は、環境配慮設計に関する財務的責任を生産者に課す根拠を示す先
行研究はないが、物理的責任を生産者に課す根拠を示すと解釈できる先行研究として、細
田（1999）と Lindhqvist（2000）を挙げて、以下のような論考を行っている。
生産物連鎖の中で価格情報の伝達障害があり、製品設計の改善が重要な影響をもたらす
という条件下で、製品設計の改善目標が明確な場合には、再利用・適正処理実施の財務的
責任を課すよりも、生産者に対して規制的に環境配慮設計の物理的責任を課す方が効果的
になる場合があるとしている。具体的には、製品に含有される有害物質に関する規制や、
製品中の再生資源含有率基準を規制的に設定する場合などが挙げられるとしている。
（２）EPR 政策の適用条件
（１）で概観した EPR の理論的背景を踏まえると、EPR 政策には生産者による DfE へ
のインセンティブが有効に働くようなシステムの構築が必要であることがわかる。そのた
めには、社会的費用の最小化にとって DfE が重要な意味を持つ製品の生産者が特定できる
ことが求められる。また、生産者への財務的責任が公正に課せられるためにも、フォーマ
ルで競争的な回収、処理、リサイクルの市場が存在し、それらの価格が適正に決定される
ことが必要である。そうした市場が存在しない場合には、生産者の業界組織等が主導して
適正な回収、処理、リサイクルの市場を構築することも必要である。
３－２．EPR 政策運用上の課題から導かれる条件
本節では、具体的な EPR 政策運用上の課題を把握し、それをふまえて EPR 政策適用の
条件の導出を行う。
（１）EPR 政策運用上の課題
①日本の家電リサイクルシステム
日本の家電リサイクルシステムは、2001 年に施行された「特定家庭用機器再商品化法」
（以下、家電リサイクル法）にもとづいて構築された。この家電リサイクル法では、主に、
排出者から販売店を経て家電メーカーに引き渡されるルートと、市町村を経て家電メーカ
ーに引き渡されるルートがある。このそれぞれのルート上の排出者、販売店、市町村、家
電メーカーそれぞれが、使用済み家電製品の引渡しや引取り義務を有し、引渡しの際には、
収集・運搬や適正処理・リサイクルのための費用を支払わなければならない。家電メーカ
ーは指定引取り場所に集められた使用済み家電製品を引き取って、それぞれの処理・リサ
イクル施設で適正処理・リサイクルを行う。販売店が引き取る義務があるのは、自らが過
去に小売した対象機器や買い替えの際に引き取りを求められた対象機器で、それ以外のも
のは、粗大ごみとして市町村ルートに乗ることになる。結局、このルート上の製品も指定
取引所に引渡され、家電メーカーによる処理・リサイクルのルートに戻ることになる。家
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電メーカーは、適正処理・リサイクルの競争的な効率化のため、A と B のグループに区分
され、それぞれが製造した使用済み家電製品の処理を行う。処理にあたっては、各グルー
プ内共同で全国に処理・リサイクル施設を配置している。岡ら（2010）は、このように共
同で大規模に処理をする施設整備を促進したことは、処理・リサイクルの効率化の観点か
ら妥当な政策であると分析している。
細田（2008a)は、こうした家電リサイクルシステムのもとで、家電メーカーの努力によ
り DfE が現実のものになっていると評価する一方で、このシステムの大きな課題として、
「見えないフロー」の制御、静脈物流の効率化、料金の前払い方式導入を挙げている。見
えないフローとは、再販売ルートを持っている販売店が、排出者から使用済み製品の収集・
運搬、適正処理・リサイクル料金を徴収せずに引取り、中古品流通ルートへと販売するよ
うなフローである。中古品は途上国へ輸出された場合に、現地での不十分な技術による処
理によって第２章で確認したようなリスクが顕在化する。
また、全体の費用の削減のためには、物流の効率化のために、販売店や家電メーカー、
物流事業者が連携して静脈物流ビジネスを展開していく必要があるとしている。
②ドイツの家電リサイクルシステム
ドイツの家電リサイクルの概要は１．に示した通りである。このシステムの課題として
は、Deubzer（2011）によって、回収率の改善、より質の高い処理が指摘されている。回
収率の改善については、小型家電の直接回収、小売による WEEE の回収義務化、自治体や
生産者による回収以外の回収事業者に対して期間限定での回収作業の要求、自治体による
消費者向けの回収協力に関する普及啓発、等の施策の検討が必要であるとしている。また、
金銭的なインセンティブ政策として、製品課税、自治体による質の高い分別回収に対する
補助金制度、回収に対する製品課税の払い戻し制度なども提案されている。また、優れた
DfE を実現するための金銭的なインセンティブも必要であると指摘している。複数の生産
者による共同回収や、単体の生産者ではあるが自社ブランド以外の製品も回収するような
手法では、DfE に一定の投資をしている生産者は便益を得ることができない。一方で、単
独の生産者が自社ブランド製品のみを回収する手法はコストが高くなるために、多くの生
産者が採用する手法ではないという。DfE を促進するために、製品寿命後の処理について
適切な設計ができている製品については、廃棄後の処理価格の削減が可能となる制度の検
討も必要であるとしている。
（２）EPR 適用上の条件
まず、日本とドイツともに、EPR 政策において生産者だけでなく、自治体、小売、消費
者、処理・リサイクル事業者などの多様なアクターの役割分担を明確にしている点から、
ステークホルダーとの合意形成能力が高いことが伺える。また、こうした関連するアクタ
ーの役割分担の明確化は基本的なレジーム条件であるとも言える。両国とも、システムの
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効率化が課題の一つであり、そのためには大規模拠点的な処理施設の共同化や、回収シス
テムの静脈ビジネス化といった取組が進められている。また、見えないフロー、つまり小
売からの再販ルート等を通じた複雑な非正規ルートの制御が大きな課題となっている。生
産者の業界組織や政府などには、こうした課題への対処能力が求められていると言える。
３－３．EPR 政策導入に求められるアクター・レジーム条件
１．で概観した EPR 政策の基本的な構造や、２．（１）及び（２）での分析を踏まえて、
EPR 政策導入に必要なアクター・レジーム条件を以下のように整理し、表 6-1 にその概要
をまとめた。
（１）アクターの条件
①生産者
EPR 政策の理論的妥当性及び政策運用上の課題から導かれる生産者の条件を以下に示す。
第一に、EPR 政策の理論的妥当性が説明可能な重要な条件として、使用済み製品の処理の
社会的費用を最小化する上で DfE が生産者の対処として重要であることが挙げられる。し
たがって、EPR 政策適用の対象国において、DfE が重要となる製品の生産者（輸入者も含
む）が存在していることが重要な条件となる。第二に、DfE の製品への反映には製品連鎖
上にある生産者にも影響を及ぼすことから、そうした製品連鎖全体に対して DfE の意思決
定に関する支配力を有しているような生産者の存在も重要な条件である。第三に、そうし
た生産者は、対象製品に関するリサイクル市場が自律的に形成されない場合には、規模の
経済性が発揮できるような形で強制的に適正なリサイクル市場を構築する必要がある。例
えば、日本の家電リサイクルシステムの運用にあたり、家電業界が２つのグループに分か
れて、それぞれのグループで共同のリサイクル施設を全国各地に整備して、適正なリサイ
クル市場の形成を図っている。その際には、各企業から資本、人材、技術などが提供され
ていることから、生産者はこうした適正なリサイクル市場形成を推進する主要なアクター
となる能力が求められる。第四に、生産者間は EPR 政策の目標実現に向けて協調的である
ことが求められる。そのためには業界としての組織力も問われることになる。例えば、ド
イツの容器包装の削減にあたっては、業界でリサイクル目標を共有し、その目標達成につ
いて政府機関と業界が協定を締結することで一定の成果が挙げられている。第五に、複数
の生産者間で財務的責任や物理的責任を公正に分かち合うための調整能力が必要である。
これは個々の生産者の能力ではなく、業界としての政策運用能力である。具体的には、各
生産者の製品市場でのシェアの測定に基づく使用済み製品の回収義務量の算定や、回収実
績のモニタリング、処理費用の徴収や払い戻しなどの経理事務などがある。ドイツや日本
の EPR 政策事例でも示したように、対象となる業界が情報の透明性を確保しつつ上記のよ
うな調整を行うための第三者組織を構築している。
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②政府機関
EPR 政策の理論的妥当性及び運用上の課題から導かれる政府機関の条件を以下に示す。
第一に、環境政策としての廃棄物管理システムの全体設計と、そのシステムの運用能力が
求められる。さらに EPR 政策には、産業政策としての適正なリユースやリサイクル市場の
形成を支援する能力が求められる。第二に、生産者業界と交渉し、EPR 政策目標に関する
合意形成やコミットメントを取付けるといった、業界との調整能力が求められる。この業
界との調整能力の中には、業界と協力して、EPR 政策に関わる情報をモニタリングし分析
する能力も含まれる。第三に、廃棄物管理における不法行為、とりわけ不法投棄に関する
取締やモニタリング能力が求められる。第四に、政府と生産者のパートナーシップの形成
によって、EPR 政策で規定した正規ルート以外の流通の見える化や、正規ルートへの流通
のシフト促進を図る能力が求められる。
③地方自治体
EPR 政策の運用の現状や課題を踏まえると、e-waste の回収において地方自治体が重要
な役割を果たしていることがわかる。ドイツの家電リサイクルシステムにおいては、自治
体が、家庭や小売店から e-waste を持ち込むための回収ポイントを設置し、回収された
e-waste を生産者に無償で引き渡す責務がある。日本の家電リサイクルシステムにおいては、
家電メーカーが、自治体が設置した指定引取り場所に集められた e-waste を引き取るルー
トと、排出者から小売事業者（販売店）を経て引き取るルートがある。いずれの例も、自
治体が e-waste の回収場所の提供や回収した e-waste の家電メーカーへの引渡しという重
要な責務を負っている。
④消費者
EPR 政策の理論的妥当性及び運用上の課題から導かれる消費者の条件を以下に示す。第
一に製品に含有される有害物質の知識や、そうした使用済み製品の不適正な処理による環
境汚染や健康被害リスクに対する認識が求められる。第二には、使用済み製品の排出にお
ける分別排出の意義に対する認識が求められる。
⑤小売事業者
EPR 政策の運用の現状や課題を踏まえると、小売事業者は地方自治体と同様に e-waste
の回収において重要な役割を果たしていることがわかる。つまり、製品の買替え時に、顧
客から買替え後に発生した e-waste を引取るという責務がある。ただし、小売事業者は、
回収した e-waste を必ず自治体や生産者の回収システムに引き渡すことが義務付けられて
いるわけではなく、中古品として再販売する場合もある。この中古品ルートに乗った製品
は、特に途上国などへ輸出された場合には、EPR のシステムでは補足することができない。
164
⑥廃棄物処理・リサイクルビジネス主体
EPR 政策の理論的妥当性及び運用上の課題から導かれる廃棄物処理・リサイクルビジネ
ス主体の条件を以下に示す。第一に、適正な技術力、経営能力、資本力を備えたビジネス
主体の存在が求められる。また、そうした適正な技術力や経営力に関する基準作成や能力
育成の取組を行う、事業者間の業界団体の存在も必要である。第二には、事業者間で競争
があり談合などがないことが求められる。ドイツでは DSD の 1 社独占や大手廃棄物処理事
業者間での談合によって、廃棄物処理やリサイクルのコストが高くなる傾向があった。こ
うした状況を排除して、効率的な市場を形成する必要がある。第三に、処理やリサイクル
だけでなく、リサイクル物流に関するビジネス化が進展していることが、効率的な市場形
成の上でも重要な条件である。
（２）レジームの条件
EPR 政策の理論的妥当性及び運用上の課題から導かれる廃棄物処理・リサイクル関連の
レジームの条件を以下に示す。第一に、廃棄物管理に関する基本的な制度とインフラを有
していることが条件である。例えば、廃棄物の定義や廃棄物回収・処理に関する行政、生
産者、消費者などの責任が明確にされた制度の存在、またその制度運用上必要な、行政の
体制やインフラの整備などである。インフラでは、行政主導の廃棄物回収システム（回収
車、集積所、中継所など）、中間処理設備（焼却処理施設、減容化施設など）、最終処分施
設などが挙げられる。第二には、有害物質管理に関する制度が、国際的なレジームと整合
的な形で整備されていることである。こうした制度のもとで、環境汚染や健康被害をもた
らすような処理・リサイクル事業者を排除していく必要がある。第三に、適正なリサイク
ル市場の形成を図るために、EPR 政策での正規ルート以外のルート、いわゆる「見えない
フロー」での流通の見える化を図るシステムの構築が必要である。特に、ドイツや日本の
政策事例でも見られたように、使用済み製品が非正規ルートで海外へ輸出され、輸出先に
おいて不適正な処理を行うために汚染や健康被害のような外部不経済をもたらす場合があ
る。こうした国内での EPR 政策のいわば抜け道としての、輸出ルートの見える化は特に重
要である。第四に、上記のような非正規ルートから正規ルートへのシフトを促すような制
度の構築も必要である。例えば、非正規ルートがリサイクル料金徴収の回避手段として選
択される場合には、リサイクル料金を使用済み製品の排出時ではなく、製品の購入時に徴
収することで、いくらかは正規ルートへのシフトを促進することが可能である。あるいは、
非正規ルートでの流通を違法とするような強制的な制度構築の可能性もある。
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４．途上国における EPR 政策条件適合度分析
３－３．で整理した、EPR 政策に求められるアクター・レジームの条件を踏まえて、途
上国における条件の適合状況を分析した。対象とした国は、e-waste に関する問題が顕在化
している国、あるいは今後その懸念が大きいとされている国である。そうした国として、
アフリカではナイジェリア、アジアでは中国を対象とした。また、対象とした製品分野は
家電製品及び PC や携帯電話などの電気・電子機器とした。
４－１．アフリカ（ナイジェリア）
ナイジェリアは、2012 年の一人あたり GDP(constant 2005 US$)が 1,071US$で、World
Bank の 2013 年時点での分類では、低位中所得国である。原油、天然ガスの資源国であり、
主な産業は原油、天然ガス、農業であり、これらの分野の生産物が主な輸出品となってい
る。AfDB（2014）によれば、ナイジェリアは 1990 年から 2010 年の間に GDP 規模が約
89％増加し、実質 GDP 成長率は 2005 年から 2013 年まで平均して約 7%台を維持し続けて
いる。この成長は、石油、天然ガス以外の分野の急成長が貢献する部分が大きく、穀物生
アクター・レジーム 能力及び条件
①生産者 a DfE が重要となる製品の生産者（輸入者も含む）
b DfE の意思決定に関する支配力を有している生産者
c 業界としての組織力及び政策運用能力（クリアリングハウス構築、リ
サイクルシステム構築など）
②政府機関 a 環境政策としての廃棄物管理システムの全体設計と、そのシステムの
運用能力。産業政策としての適正なリユースやリサイクル市場の形成
を支援する能力
b 生産者業界等のステークホルダーと交渉・調整し政策形成を行う能力
c 廃棄物管理での不法行為（不法投棄など）に関する取締やモニタリン
グ能力
③地方自治体 分別回収拠点の整備、生産者への引渡し
④消費者 a 製品に含有される有害物質の知識や、そうした使用済み製品の不適正
な処理による環境汚染や健康被害リスクに対する認識
b 使用済み製品の排出における分別排出の意義に対する認識
⑤小売事業者 製品買い替え時の e-waste の引き取り
⑥廃棄物処理・
リサイクルビジ
ネス主体
a 適正な技術力、経営能力、資本力を備えたビジネス主体
b 事業者間で競争があり談合などがないこと
c 廃棄物処理やリサイクルだけでなく、静脈物流に関するビジネス化が
進展していること
⑦レジーム a 廃棄物管理に関する基本的な制度とインフラを有していること
b 有害物質管理制度が国際的なレジームと整合的な形で整備されている
こと
c 適正なリサイクル市場の形成を図るために、EPR 政策での非正規ルー
トから正規ルートへのシフトを促す制度
d 生産者以外の主体の責任分担の明確化
表 6-1 EPR 政策に求められるアクター・レジーム条件
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産を中心とした農業や、貿易、小売業、卸売業、ホテルやレストランなどの商業、金融・
不動産・ビジネスサービスなどのサービス業の成長が目覚しい。2013 年の GDP に占める
分野別の割合は、農業が 22%、卸売業・小売業・ホテルとレストランが 17.5%、金融・不
動産・ビジネスサービスが 14.6%である。製造業の割合は 6.8%と、まだそれほど大きくは
ない。また、ジェトロ（2010）によれば、ナイジェリアにおいて中間所得層の増加が著し
いという。民主的な政権のもと、マクロ経済の安定が持続し、民間部門を中心として国内
市場が今後とも成長することが期待されている。一方で、貧富の差が拡大しており、電力、
道路、水供給などのインフラも不十分であることが課題としている。
（１）家電リサイクルシステム概要(1)
廃棄物管理に関する法制度は、The National Environmental (Sanitation and Waste
Control)Regulation 2009 である。また、2011 年には、The National Environmental
(Electrical Electronic Sector) Regulations SI No 23 of 2011 において、e-waste の回収・処
理・リサイクルに関連して EPR 政策が導入されている。
ナイジェリアの EPR 政策では、EEE を取り扱う全ての輸入、輸出、製造、流通、小売
の事業者は、EPR 政策の対象となることが義務付けられている。また、輸入、製造、流通、
小売の事業者は、販売した使用済みの EEE の回収と、回収拠点の設置が義務付けられてい
る。そして、製造事業者と輸入事業者は、回収拠点から自社の販売製品を回収し、環境面
で適正な処理が義務付けられている。消費者は、使用済みの EEE を回収拠点に分別排出す
る責務がある。全ての EEE や中古家電製品を輸入する事業者は、あらかじめ NESREA に
WEEE を適正に処理するための管理料金を支払う義務がある。
以上の EPR 政策の実施システムは、基本的には生産者（輸入者）に、全ての製品の回収
という物理的責任を課し、e-waste 処理に伴う外部不経済に対処する費用については、別途、
管理料を徴収するというものである。
しかし、現状では e-waste の回収拠点の設置が進まず、e-waste は他の廃棄物とともに、
最終処分場に投棄されることが多いという。また、多くの e-waste が各家庭に退蔵されて
いるとも考えられている。e-waste の処理・リサイクルは依然としてインフォーマルセクタ
ーが中心となって従事しており、不十分な技術や装備による環境汚染や健康被害が大きな
課題である。
EPR 政策の導入によって、フォーマルな回収ルートの構築を試みたが、インフォーマル
セクターとの買取価格面での競合によって、正規ルートに e-waste が集まらない事態が生
じていると考えられる。また、それ以前に、法令で定めた、製造者や輸入事業者などによ
る回収拠点の設置や回収義務を果たせない事業者が多数存在していることも考えられる。
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（２）アクター・レジームの条件適合状況
以下にナイジェリアの家電リサイクルシステムにおけるアクター・レジームの適合状況
を示す。
①生産者
a. DfE が重要となる製品の生産者（輸入者も含む）
ナイジェリアの製造業が GDP に占める割合が小さく、またナイジェリアの主な輸入品と
して電気機器があることから、電気・電子機器の国内での生産はほとんどないものと考え
られる。ジェトロ（2010）によれば、ナイジェリアの家電市場においては、海外メーカー
製品が中心であり、中でも韓国メーカーや中国メーカーの進出がめざましいという。これ
らの海外メーカーがどの程度、現地生産を行っているかは不明であるが、輸出が中心であ
ると考えられる。例えば日本のパナソニックは販売拡大のために、ショールームを兼ねた
修理センターなどの立地という形態で進出している。
Basel Convention（2011）によれば、ナイジェリアとガーナは、西アフリカ地域におけ
る家電製品の輸入拠点になっており、中でも中古家電製品の輸入割合が多い。ガーナは輸
入家電製品の約 70%が中古家電製品で、そのうちの 30%が廃棄物同然であり、このうちの
半分が国内で修理されて再利用され、残りは e-waste になるという。ナイジェリアにおい
てもほぼ同様の割合で、家電製品輸入が行われているという。
つまり、ナイジェリアでは、家電製品は海外からの輸入依存度が高いために国内の生産
者はほぼ存在せず、EPR でいう生産者としては、国内輸入事業者が主体となる。また、新
製品の輸入よりも中古製品の輸入が多く、中古品輸入では海外メーカーとは資本関係の少
ない小規模な輸入業者が中心であると考えられる。
b. DfE の意思決定に支配力を有する生産者
ナイジェリアの家電市場においては、新製品を扱う輸入事業者と中古製品を扱う輸入事
業者が、EPR でいう拡大生産責任を負う対象となる。前者は、海外メーカーと資本関係が
深い事業者もおり後者に比べれば経営基盤が安定しているものと想定される。後者は、海
外メーカーとの資本関係が少なく、比較的小規模な輸入業者が中心であると想定される。
新製品や中古製品にかかわらず、輸入事業者は、海外メーカーに DfE を要求は出来ても、
実際の意思決定は海外のメーカーとなるために DfE の意思決定には支配力を持たない。し
たがって輸入事業者が取りうる措置は、輸入する製品をより環境適合的な設計の製品へと
変更していくことであるが、国内消費者の選好とのすり合わせでミスマッチが生じる可能
性もある。輸入事業者は税関への登録を通じて、EPR 政策上の生産者としての登録と連携
することで、生産者の特定が可能である。しかし、ナイジェリアのように、小規模な輸入
事業者が多数存在する場合には、財務的責任や物理的責任を負うことができない事業主体
も多数存在すると想定される。
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c. 業界としての組織力及び政策運用能力
ナイジェリアの家電リサイクル関連の事業者は、e-waste 関連の処理事業者と修理事業者
に大別される。修理事業者の技術水準は高く、地方行政に法人登録をして納税も行うフォ
ーマルセクターとして活動している。しかし e-waste 関連の回収・処理事業者は、ほとん
どがインフォーマルセクターであり、不十分な技術や装備による処理によって、環境汚染
や健康被害が生じている（Basel Convention 2011）。ナイジェリアでは 2011 年から EPR
政策が導入されているが、インフォーマルセクターによる e-waste の回収・処理に伴う問
題は依然として課題であるという（Amachree 2013）。今後、輸入事業者や政府が連携し、
現状の e-waste 処理に伴う外部不経済を内部化するシステムを構築し、適正なリサイクル
市場を構築する必要がある。また、ナイジェリアでは、多数存在する小規模な輸入事業者
が、EPR 政策でいう生産者となることから、生産者間の協調や連携を自律的に行うことは
難しいと考えられる。上記の理由から、業界の中で EPR 政策に向けた合意形成を図り、政
策運営を遂行するだけの組織力は乏しいと考えられる。
②政府機関
a.政策立案、遂行能力
ナイジェリアでは、 The National Environmental Standards and Regulations
Enforcement Agency (NESREA)が廃棄物管理を所管している。NESREA は、連邦環境省
の機関であり、環境法規制にもとづいた環境管理全般を行う機関である。また、新しい法
令の作成や既存の法令の改訂作業も行う。
しかし現状では e-waste の回収拠点の設置が進まず、e-waste は他の廃棄物とともに、最
終処分場に投棄されることが多いことや、インフォーマルリサイクルセクターの e-waste
処理がもたらす汚染などの問題が深刻化している（Amachree 2013）。以上の状況から、政
府の政策遂行能力は乏しいと考えられる。
b. 業界との交渉・調整能力
NESREA は、家電製品及び中古家電製品の輸入に関するガイドラインを発行し、輸入事
業者への NESREA への事業者登録、WEEE や廃棄物同然の EEE の輸入の禁止、輸入した
WEEE の輸出港へのシップバック、WEEE や WEEE を混載した EEE の輸入事業者に対
する罰則規定を設けている。また、2011 年に施行された The National Environmental
(Electrical Electronic Sector) Regulations SI No 23 of 2011 では、EPR 政策が導入され、
EEE を取り扱う全ての輸入、輸出、製造、組立、流通、小売の事業者は、EPR 政策の対象
となることが義務付けられた（Amachree 2013）。以上の実績から判断すれば、NESREA
は、業界に対する強制力、交渉力を備えた政府機関であると想定される。
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c. モニタリング・違法行為取締能力
NESREA は、ある基準をクリアした輸入事業者には輸入資格証を発行し、中古家電輸入
の管理の基礎としている。輸入資格証を有する事業者のみが輸入を許可される。不法に輸
入しようとした未許可の輸入事業者を摘発し、罰金を課すなどの措置を行っている。
NESREA は、税関との綿密な連携による中古家電製品輸入のモニタリングによって、こう
した管理を行っている（Amachree 2013）。一方で、先述のように不適正な e-waste 処理が
もたらす汚染などの問題が深刻化していることから、モニタリングや違法行為の取締能力
は乏しいと考えられる。
③地方自治体
ナイジェリアの EPR 政策では、連邦政府と州政府の連携、地方自治体の役割が明確でな
い。また、Transparency International（2014）によれば、2014 年時点でのナイジェリア
の腐敗度は非常に高く、175 カ国中 136 位に位置するという。このため、州政府や地方自
治体が EPR システムの運用に十分に機能していないと考えられる。
④消費者
中間所得層の拡大とともに耐久消費財の保有も拡大している。Basel Convention（2011）
によれば、ナイジェリアはアフリカの中でも家電普及率が高く、モロッコや南アフリカに
匹敵する普及率であるという。南アフリカは一人あたり GDP が 6,003US＄(constant 2005
US$)でナイジェリアの約 6 倍も高い所得水準にある。ナイジェリアが南アフリカのような
所得水準と同等の家電普及率に達したのは、中古家電製品の輸入拡大によるところが大き
いとしている。ただし、家電製品の廃棄に伴う環境汚染などのリスクや、分別回収への協
力の意義などについての認識は低いものと考えられる。
⑤小売事業者
小売の事業者にも、販売した使用済みの EEE の回収と、回収拠点の設置が義務付けられ
ている。しかし、現状では e-waste の回収拠点の設置が進まず、e-waste は他の廃棄物とと
もに、最終処分場に投棄されることが多いという。また、ナイジェリアでは中古品市場が
急拡大していることから、小売事業者は、回収した e-waste を中古市場へと再販している
ケースも多いと考えられる。
⑥廃棄物処理・リサイクルビジネス主体
a. 適正な技術力、経営能力
先述のように、ナイジェリアの家電リサイクル関連の事業者は、e-waste 関連の処理事業
者と修理事業者に大別される。修理事業者はフォーマルセクターとして活動しているが、
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e-waste の回収・処理事業者は、ほとんどがインフォーマルセクターであり、不十分な技術
や装備による処理によって、環境汚染や健康被害が生じている。これらのインフォーマル
セクターの担い手は非常に零細で、ナイジェリアの北部農村部からの移住者が都市生業的
に従事しており、貧困の温床となっている（Basel Convention 2011）。
ナイジェリアのメガシティである Lagos には、業務から発生する e-waste を回収するフ
ォーマルなシステムが Lagos 州の環境庁によって運営されている。ここで回収された
e-waste は、将来的に整備するリサイクル施設での適正な処理が行われるまで、州で保管さ
れている。また、Lagos の廃棄物管理局が回収するシステムもあり、ここで回収された
e-waste は、自治体の最終処分場に移送され、そこでインフォーマルセクターによって有価
物の分別が行われている。これは、インフォーマルな回収人をフォーマルなシステムに組
込む取組である（Amachree 2013）。
以上のように、e-waste の回収・処理・リサイクル事業者は零細なインフォーマルセクタ
ーであるため、技術力は非常に低く、近代的な経営はなされていないと考えられる。
b. 事業者間の適正な競争
インフォーマルセクター内では、近代的な経営感覚での協調や連携、競争ではなく、中
西（1995）のいうパトロン－クライアント関係が社会構造として固定化し、貧困の温床と
なっていることが考えられる。
c. リサイクル物流ビジネス
上記のように、e-waste の回収を担うのはインフォーマルセクターであり、近代経営によ
るビジネスではない。一方で Lagos には、公的な機関の関与によるフォーマルな回収プロ
グラムがある。
⑦レジーム
a. 廃棄物管理に関する基本的インフラ
廃棄物管理に関しては、４－１．（１）で示したように、基本的な法制度があり、e-waste
の管理に関しては EPR 制度がある。しかし、リサイクル関連の施設は技術は不十分である
（Ogungbuyi et al.2012）。
b. 有害廃棄物規制
４－１．（１）で示した The National Environmental (Sanitation and Waste Control)
Regulation 2009 と、Harmful Waste (Special Criminal Provisions) Act Cap HI, 2004
は、有害廃棄物に関する規制制度である。
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c. 非正規ルートから正規ルートへのシフト
非正規ルートの中心的な担い手はインフォーマルなリサイクルセクターをフォーマルな
リサイクルセクターと連携させて、適正な処理能力の形成を図ることは今後の重要な課題
であるとしている（Ogungbuyi et al.2012）。
d. 生産者以外の主体の責任分担の明確化
Ogungbuyi et al.（2012）は、EPR 制度において、輸入者と生産者の責務について詳細
なレベルで明確にすべきであることを指摘している。また、地方自治体の責務については
明確な規定がない。
以上の分析を表 6-2 に整理した。ナイジェリアでは 2011 年に家電リサイクルに関する
EPR 政策を施行している。また、環境管理や廃棄物管理に関する基本的な制度も整備され
ている。しかし、制度はあるもののインフラ整備や政府の政策遂行体制は不十分である。
上記の家電リサイクルに関する EPR 政策に加えて、家電製品及び中古家電製品の輸入に関
するガイドライン（中古品としての妥当性を評価するもの）を制定し、NESRER（環境省）
と税関との連携により e-waste の不法輸入取締に力を入れている。しかし、モニタリング
や取締など政策遂行体制は十分ではないと考えられる。
生産者は、国内ブランドメーカーは存在せず、中小の輸入事業者が中心である。また、
中古品の輸入が多いため、DfE に関する支配力はほとんどなく、組織力のある業界団体も
存在しない。一方で、修理製品市場も大きく、フォーマルセクターとしての多数の修理事
業者が存在し、組織力のある業界団体を形成している。EPR 政策では、生産者（輸入事業
者）、流通事業者、小売事業者に、e-waste の回収拠点の設置義務があるが、その整備は進
んでいない。したがって、中小輸入事業者の中には EPR を担う経営体力のない生産者が多
数存在すると考えられる。回収・処理事業者は、ほとんどがインフォーマルセクターであ
り、汚染や健康被害などの問題が発生している。EPR 政策の適正ルートによる e-waste 回
収において競合する存在となっていると考えられる。
以上の点から、総じて、家電リサイクルに関する EPR 制度はほとんど機能していないと
判断できる。
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表 6-2 ナイジェリアにおける EPR 政策条件の適合状況
アクター・レジーム 能力及び条件
①生産者 a 家電製品は海外からの輸入依存度が高いために国内の生産者はほぼ存在せず、
EPR でいう生産者は国内輸入事業者が中心となる。また通常の製品よりも中古
製品の輸入が多く、中古品輸入では小規模な輸入業者が中心である。非常に少
数の国内組立メーカーが存在するが、彼らは組立用の部品の輸入も行ってい
る。
b 輸入事業者は、海外メーカーに DfE を要求は出来ても、実際の意思決定は海外
のメーカーとなるために DfE の意思決定には支配力を持たない。
c 多数存在する小規模な輸入事業者が、EPR 政策でいう生産者となることから、
生産者間の協調や連携を自律的に行うことは難しいと考えられる。
②政府機関 a The National Environmental Standards and Regulations Enforcement
Agency (NESREA)が廃棄物管理を所管している。NESREA は、連邦環境省
の機関であり、環境法規制にもとづいた環境管理全般を行う機関である。政策
遂行能力は十分ではないと考えられる。
b NESREA は、家電製品及び中古家電製品の輸入に関するガイドラインを発行
し、輸入事業者への NESREA への事業者登録、e-waste や廃棄物同然の EEE
の輸入の禁止、輸入した e-waste の輸出港へのシップバック、不法輸入事業者
に対する罰則規定を設けている。以上の実績から判断すれば、NESREA は、
業界に対する強制力、交渉力を備えた政府機関であると想定される。
c NESREA は、ある基準をクリアした輸入事業者には輸入資格証を発行し、中
古家電輸入の管理の基礎としている。輸入資格証を有する事業者のみが輸入を
許可される。税関と NESREA が連携して不法に輸入しようとした未許可の輸
入事業者を摘発し、罰金を課すなどの措置を行っている。
③地方自治体 地方自治体の役割が明確ではない。分別回収拠点の設置は生産者の責務である
が、整備が進んでいない。
④消費者 a ナイジェリアが南アフリカのような所得水準と同等の家電普及率に達したの
は、中古家電製品の輸入拡大によるところが大きい。また、e-waste の環境汚
染などのリスクに対する意識は比較的高い。使用済み製品の処理方法として
は、世帯消費者の約半数程度が中古品市場などへの放出（寄贈も含む）を行う
という。スクラップ業者へ売却が 16%、一般家庭ごみと一緒に処分するのが
18%、家庭に退蔵しているのが 18%であるという。
b 使用済み製品の排出における分別排出の意義に対する認識は低いと考えられ
る。
⑤小売事業者 販売した使用済み製品の回収義務がある。また、分別回収の設置義務があるが
整備が進んでいない。回収した e-waste を中古市場へ再販している可能性もあ
る。
⑥ 廃 棄 物 処
理・リサイクル
ビジネス主体
a ナイジェリアの家電リサイクル関連の事業者は、e-waste 関連の処理事業者と
修理事業者に大別される。修理事業者はフォーマルセクターとして活動し、業
界組織も存在する。しかし、e-waste の回収・処理事業者は、ほとんどがイン
フォーマルセクターであり、不十分な技術や装備による処理によって、環境汚
染や健康被害が生じている。
b インフォーマルセクター内では、近代的な経営感覚での協調や連携ではなく、
中西（1995）のいうパトロン－クライアント関係が社会構造として固定化し、
貧困の温床となっていることが考えられる。
c インフォーマルな回収がほとんどで近代的なリサイクル物流ビジネスはない。
⑦レジーム条
件
a 廃棄物管理に関する基本的なインフラが不足していると考えられる。
b 有害廃棄物規制がある。
c 非正規ルートから正規ルートへのシフトを促すような制度は今後の課題。
d 生産者以外の主体の責任分担において、地方自治体の責務が不明確
（出所）（Amachree 2013）(Ogungbuyi et al. 2012)をもとに筆者作成
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４－２．アジア（中国）
中国は、2012 年の一人あたり GDP(constant 2005 US$)が 3,3451US$で、World Bank
の 2013 年時点での分類では、低位中所得国である。1985 年の開放改革以降、世界の生産
工場として沿岸部を中心として著しく工業的発展を遂げた。主な産業は、繊維、食品、化
学原料、機械、非鉄金属鉱物等である。また IMF データによれば、中国の経済成長率は 2003
年から 2007 年の間は 10%以上の水準で推移し、2008 年から 20011 年の間でも 9%代の推
移している。高成長が継続する一方で，都市と農村の経済格差の拡大，エネルギーの確保，
環境汚染，社会保障の拡充等，多くの課題も抱えている。
（１）家電リサイクルシステムの概要(2)
中国では、所得水準の向上とともに、都市部を中心に家電製品が急速に普及してきてお
り、家電消費大国となっている。また都市部で使用済みとなった家電製品は、中古製品と
して流通する市場も大きく、主に農村部へと流通している。こうした家電市場の拡大とと
もに、そこから発生する e-waste の処理やリサイクルが大きな課題となっている。また、
中国では、旺盛な資源需要のために海外から不正に輸入される e-waste のリサイクルが盛
んである。こうした e-waste の処理・リサイクルはインフォーマルな事業者が中心であり、
不十分な技術や装備による環境汚染や健康被害が問題となっている。
中国政府は、こうした問題に対処するために、まず 2000 年には e-waste の輸入禁止、2002
年には中古家電製品への輸入規制強化などを実施するが、中古製品への e-waste 混入など
いくつかのルートから e-waste の輸入が継続している。その後、e-waste 処理に伴う汚染防
止に関する制度を制定し、2011 年には中国版の家電リサイクル法である、「廃旧家電回収処
理管理条例」を施行している。この制度では、家電の生産者、販売者、アフターサービス
機関に廃旧家電を回収する義務を課している。また、国が廃旧家電の回収処理のための基
金を設立し、回収処理費用を補助することとなっている。生産者（輸入者含む）は自社製
品の出荷量に応じて必要な回収・リサイクル費用分をこの基金に収めなければならない。
また、廃旧家電を適正に処理・リサイクルを行う事業者の認定制度を導入し、回収された
廃旧家電はこの認定事業者によって適正に処理・リサイクルされることとなっている。ま
た中古製品についても認定企業による検査を受けて、基準を満たした製品しか市場に流通
できないしくみを導入している。しかし、現状では、この制度下では適正ルートのシステ
ムのインフォーマルセクターに対するコスト競争力が低いために思うように e-waste が集
まらないという。中国政府は、このような状況に対処すべく、2009 年に「家電の以旧換新
政策」が施行され、９つのモデル都市において、テレビ・冷蔵庫・洗濯機・エアコン・パ
ソコンを対象として、家電の販売店において、使用済み製品の引取りを条件に新製品の購
入価格を 10%割り引く制度を試行的に導入した。これは消費刺激政策であるとともに、使
用済み家電の適正ルートへのシフトを促すインセンティブ政策でもある。その後、2010 年
には対象地域が全国となり、2011 年末には十分な政策効果があったとして政策の施行を終
174
了した。つまり、時限的な政策によって、適正ルートへの廃旧家電の流通量を急激に増加
させ、規模の経済性の発揮などによってシステムとしての効率化を図るとともに、インフ
ォーマルセクターの市場からの退出をねらった政策であったとみることもできる。この政
策によって、適正ルートへの流通が定着したか否かはまだ不明である。
（２）アクター・レジームの条件適合状況
以下に中国の家電リサイクルシステムにおけるアクター・レジームの適合状況を示す。
①生産者
a. DfE が重要となる製品の生産者（輸入者も含む）
中国の家電市場においては、既に 2011 年に EPR 政策とみなせる「廃旧家電回収処理管
理条例」が施行されている。この制度では、家電の生産者、販売者、アフターサービス機
関に廃旧家電を回収する義務を課している。また、生産者（輸入者含む）は自社製品の出
荷量に応じて必要な回収・リサイクル費用分を政府が設立する基金に収めなければならな
い、としている。以下に、中国における家電などの生産者の動向を示す。
中国における電気・電子機器メーカーは、1978 年の改革開放以降、外資との連携による
技術導入、国内企業間の買収・合併などを経て、世界的にも競争力のある企業として成長
するなどめざましい発展を遂げている。湯（2008）は、こうした発展について、カラーテ
レビ、パソコン、携帯電話といった製品分野で分析し、国内でのシェアが外資から国内企
業へと推移していく経緯を整理している。また、国内メーカーがコア技術の習得段階であ
る第１次キャッチアップを果たしたことが、こうした成功の大きな要因であるとしている。
この成功の背景には、コア技術習得を前提として、低廉な労働コスト、巨大な潜在的市場
などの要素も大きく作用していると考えられる。湯（2008）は、今後、国内メーカーは、
自社で新技術開発を内製化し、新製品を市場投入するような第２次キャッチアップへの飛
躍が大きな課題であるとしている。
以上の背景から、中国における EPR 政策上の生産者は、国内メーカーが中心である。た
だし、使用済み製品は中古製品として流通する市場も大きいため、中古製品を取扱う生産
者の特定が課題である。中古製品を扱う生産者は零細な修理店などの場合が多く、こうし
た零細な事業主体は EPR 政策上の責任の遂行能力に乏しいと考えられる。
b. DfE の意思決定に支配力を有する生産者
上記のように中国における家電の生産は国内メーカーが中心である。国内メーカーの中
でも、外資の資本参加による経営を行っている事業者もある。外資の資本参加のない国内
メーカーであれば、DfE の意思決定に大きな支配力を有することになる。しかし、多くの
国内メーカーのコア技術は、独自に開発したものではないため、コア技術のレベルまで立
ち戻った DfE には、相当な技術開発力が求められる。一方で、中古製品を扱う生産者は、
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基本的には修理などの作業が中心であるため、直接に DfE を実施する主体ではない。
c. 業界としての組織力及び政策運用能力
中国においても、e-waste の回収・処理・リサイクルはインフォーマルセクターが中心で
あり、不十分な技術や装備による環境汚染や健康被害が問題となっている。こうした問題
への対処として、2011 年に施行した「廃旧家電回収処理管理条例」では、廃旧家電を適正
に処理・リサイクルを行う事業者の認定制度を導入し、回収された廃旧家電はこの認定事
業者によって適正に処理・リサイクルされることとなっている。また、家電の生産者は、
自社製品の出荷量に応じて必要な回収・処理費用分を政府が設立した基金へ治める義務が
ある。そして、この基金から認定事業者に対して対象品目を処理・リサイクルする場合に
補助金が出るシステムである。つまり、家電の生産者は、このシステムを通じて適正なリ
サイクル市場形成支援を行うこととなる。さらに、吉田（2008）によれば、「廃旧家電回収
処理管理条例」は、国家発展改革委員会の委託を受けて、中国家電協会と大手家電メーカ
ーが共同で草案を作成したという。したがって、生産者業界としての組織力や政策運用能
力は、大手メーカーを中心に、以上のような政策形成プロセスを通じて強化されていると
考えられる。
②政府機関
a. 政策立案、遂行能力
中国における廃棄物管理・リサイクルの管理体制は、国家発展改革委員会、環境保護部
及び建設部である。国家発展改革委員会は、資源総合利用の観点から、環境保護部は廃棄
物管理の観点から、建設部は都市生活ごみ処理の観点から管理を行っている。これらの機
関は、関連する政策や法規制の策定、関連業界に対する調整・管理・支援等を行っている
（NTT データ経営研究所 2010）。
b. 業界との交渉・調整能力
先述のように、「廃旧家電回収処理管理条例」は、国家発展改革委員会の委託を受けて、
中国家電協会と大手家電メーカーが共同で草案を作成したものである。したがって、こう
した政策形成プロセスを経て、業界との交渉・調整機能も強化されていると考えられる。
c. モニタリング・違法行為取締能力
「廃旧家電回収処理管理条例」においては、e-waste の処理目録管理制度や、適正な処理
事業者の認定制度があり、認定や登録を通じて事業者の活動を把握できる体制にある。ま
た、家電販売店やアフターサービス機関が、家電メーカーからの回収委託や消費者からの
回収を拒否した場合や、未認定の処理事業者に販売した場合、処理事業者が解体・処理過
程で環境汚染を発生させた場合などには、罰金が課されることになっている（吉田 2008）。
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輸入廃棄物については、環境保護部や国家発展改革委員会などと税関が連携して管理し
ている。2000 年には 21 品目の e-waste の輸入禁止、2002 年には中古家電製品への輸入規
制強化などを実施している。また、輸入禁止が適用されていない e-waste で環境汚染が懸
念されるものについては、沿岸部の数箇所に加工園区を整備して、一定地区に集中・立地
させて適正なリサイクルを行う措置が図られている。
以上のようなモニタリング、違法取締体制をしいても、インフォーマルセクターによる
不適正な処理やリサイクルは依然として大きな割合を占めている。これは、海外からの
e-waste 輸入規制後も様々なルートによって海外から e-waste が集積していること、適正ル
ートによる回収コストが高いなどの要因により、インフォーマルセクターよりも低い買取
価格しか提示できない、などの要因によるものである。
③地方自治体
中央政府の政策のもとで、各省政府や市において政策の実施が進められている。各省や
市においては、リサイクルに関する適正な処理事業者への認定やモニタリングを行う必要
がある。
④消費者
中国において、都市部を中心に家電製品が急激に普及していることは先述の通りである。
ただし、家電製品の廃棄に伴う環境汚染などのリスクや、分別回収への協力の意義などに
ついての認識は低いものと考えられる。吉田（2008）では、あるアンケート調査で、使用
済み家電製品の処理における有害性の認識が非常に低い結果であったことを例示している。
つまり現状では、使用済み家電製品を適正ルートに排出するための消費者への普及啓発も
重要な課題であると考えられる。
⑤小売事業者
生産者の委託のもとに、小売事業者は回収義務を負う。しかし、インフォーマルな回収
人が、各家庭を訪問して適正ルート価格よりも高い価格で買い取るため、小売事業者経由
の適正ルートに e-waste が集まらない。
⑥廃棄物処理・リサイクルビジネス主体
a. 適正な技術力、経営能力
「廃旧家電回収処理管理条例」のもとで認定された処理事業者がフォーマルな事業者で
ある。全国で約 130 の e-waste 処理認定事業者が存在するという。こうしたフォーマルリ
サイクラーは、沿岸部の経済発展が著しい地域に集積している。フォーマルリサイクラー
は、回収コストや環境汚染防止対策コストなどにより、インフォーマルセクターよりも低
い買取価格を展示せざるを得ないという。こうした経営構造の中で、e-waste の発生密度が
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小さい内陸部で採算を取ることが非常に難しくなっている（Wang et al. 2013）。また、吉
田（2008）によれば、当時の段階で認定されている e-waste 処理企業の中には、従業員規
模が 2000 人という企業や、外資が資本参加している企業も存在する。
一方で、インフォーマルセクターも沿岸部に拠点的な地域が存在し、Guangdong
Province の Guiyu と、Zhejiang Province の Taizhou は、インフォーマルなリサイクルの
二大拠点となっている。こうしたインフォーマルリサイクルは非常に零細な規模で営まれ
ており、環境汚染や健康被害、貧困の温床となっていることは先述の通りである。
b. 事業者間の適正な競争
中国では、リサイクル事業者による業界団体が、全国レベルや地方レベルで多数存在し
ている。インフォーマルセクター内では、ナイジェリアと同様に近代的な経営感覚での協
調や連携ではなく、中西（1995）のいうパトロン－クライアント関係が社会構造として固
定化し、貧困の温床となっていることが考えられる。
c. リサイクル物流ビジネス
「廃旧家電回収処理管理条例」のもとでは、家電の生産者の委託の下に、販売者、アフ
ターサービス機関が廃旧家電を回収する義務を負うことになっているが、「遊撃隊」と称さ
れるインフォーマルな個人回収人が、各家庭を訪問して適正ルートよりも高い買取価格で
引き取っていくため、適正ルートにものが集まらないという問題が生じている。したがっ
て、適正な静脈物流ビジネスはほとんどない。
⑦レジーム
a. 廃棄物管理に関する基本的インフラ
中国では、環境管理や廃棄物管理に関する基本的な制度とインフラはかなり整備されて
いる。また、４－２．（１）で示したように、中国版の家電リサイクル法である「廃旧家電
回収処理条例」が EPR 制度として導入されている。
ところで中国では、公的な廃棄物管理システムに加えて、計画経済時代（1950 年代）か
ら、リサイクル資源を回収する政府主導のフォーマルなシステムが機能していた。具体的
には、工業部門の物資局が主に工場や企業から排出される金属類などの廃旧物資を回収し、
商業部門の供鎖局が主に一般家庭から排出される金属類やプラスチック、ゴム、古紙など
様々な廃旧物資を回収するシステムを有していた。1980 年代には、全国に 10 万以上の廃
品回収所が設置され、回収・買取ステーションや個人経営の回収事業者が全国の隅々まで
行き渡るネットワークを形成していたという。こうした政府主導のネットワークは、経済
改革にしたがって次第に民営化が進展していくことになる。物資局のネットワークは、中
国物資再生協会を長とする組織として民営化が進むが、地方によっては実態的に活動が消
滅したところもある。一方で、供鎖局のネットワークは、中国再生資源回収利用協会を長
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とする組織として残り、民営化が進んでいる。この自由化の過程で、特に国営の廃品回収
ステーションは荒廃していき、かわりに地方からの出稼ぎ労働者による個人回収人によっ
て、インフォーマルな回収が拡大していくことになる。つまり、中国の廃棄物処理・リサ
イクルシステムは政府主導のフォーマルなシステムから、自由化による民営化の進展によ
って効率的で環境的にも社会的にも適正なシステムへと変容するのではなく、貧困の温床
となるなど多くの問題を孕むインフォーマルセクターが中心となるシステムへとシフトし
てきたのである。
b. 有害廃棄物規制
有害物質に関する規制もEU の RoHS 指令に倣い、2007 年 3月 1 日より中国版 RoHS
が施行されている。
c. 非正規ルートから正規ルートへのシフト
e-waste の適正ルートへのシフト促進策として、４－２．（１）で示したように、「家電の
以旧換新政策」が期間限定で実施されている。
d. 生産者以外の主体の責任分担の明確化
生産以外の主体の責任分担は比較的明確であるが、地方自治体の責務については不明確
である。
以上の分析の概要を表 6-3 に整理した。中国では、環境管理や廃棄物管理に関する基本的
な制度とインフラはかなり整備されている。また、中国版家電リサイクル法である「廃旧
家電回収処理管理条例」が施行され、有害物質に関する規制も EU の RoHS 指令に倣い、
2007 年 3 月 1 日より中国版 RoHS が施行されている。e-waste の適正ルートへのシフト
促進策として、先述の「家電の以旧換新政策」が期間限定で実施されている。以上のよう
に、政府機関は、政策形成能力が高いと考えられるが、モニタリングや取締など政策遂行
体制は十分ではない。生産者は、国内大手メーカーと中古品を扱う小規模零細な生産者が
中心である。国内大手メーカーには DfE に関する支配力があるが、コア技術が海外ブラン
ドメーカーのものである場合には限定的である。国産大手メーカーを中心とする業界団体
は、組織力や政府との交渉力もある。しかし、中古品業者の中には EPR を担う経営体力の
ない生産者も存在すると考えられる。処理事業者は、政府認定事業者が相当数存在し、業
界団体もあるものの、インフォーマルセクターとの競合が回収の障害となっている。
以上の点から、総じて、中国の家電リサイクルに関する EPR 政策は、国内大手メーカー
を中心としてある程度機能していると考えられる。一方で、中古品市場や回収・処理事業
におけるインフォーマルセクターの影響も残っている。
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表 6-3 中国における EPR 政策条件の適合状況
アクター・レジーム 能力及び条件
①生産者 a 中国における EPR 政策上の生産者は、国内大手メーカーが中心である。ただし、使用済み製品
は中古製品として流通する市場も大きいため、中古製品を取扱う生産者の特定が課題である。
中古製品を扱う生産者は零細な修理店などの場合が多く、こうした零細な事業主体は EPR 政策
上の責任の遂行能力に乏しいと考えられる。
b 国内大手メーカーであれば、DfE の意思決定に大きな支配力を有することになる。しかし、多
くの国内メーカーのコア技術は、独自に開発したものではないため、コア技術のレベルまで立
ち戻った DfE は限定的。また、中古製品を扱う生産者は、基本的には修理などの作業が中心で
あるため、直接に DfE を実施する主体ではない。
c 2011 年に施行された「廃旧家電回収処理管理条例」は、国家発展改革委員会の委託を受けて、
中国家電協会と大手家電メーカーが共同で草案を作成したという。したがって業界としての組
織力や政策運営能力は高いと考えられる。
②政府機関 a 中国における廃棄物管理・リサイクルの管理体制は、国家発展改革委員会、環境保護部及び建
設部である。国家発展改革委員会は、資源総合利用の観点から、環境保護部は廃棄物管理の観
点から、建設部は都市生活ごみ処理の観点から管理を行っている。
b 「廃旧家電回収処理管理条例」は、国家発展改革委員会からの委託で、中国家電協会と大手家
電メーカーが共同で草案を作成したものである。したがって、こうした政策形成プロセスを経
て、業界との交渉・調整機能も強化されていると考えられる。
c 認定や登録を通じて事業者の活動を把握できる体制にある。未認定の処理事業者に再販売をし
た場合、事業者が環境汚染を発生させた場合などには罰金が課せられる。税関と連携して
e-Waste の輸入禁止、中古家電製品の輸入規制強化等を実施している。しかし、インフォーマ
ルセクターによる密輸や不適正な処理が依然として大きな割合を占めている。
③地方自治体 中央政府の政策のもとで、各省政府や市において政策の実施が進められている。各省や市にお
いては、リサイクルに関する適正な処理事業者への認定やモニタリングを行う必要がある。
④消費者 a 家電製品の廃棄に伴う環境汚染などのリスクへの認識は低いものと考えられる。吉田（2008）
では、あるアンケート調査で、使用済み家電製品の処理における有害性の認識が非常に低い結
果であったことを例示している。
b 使用済み製品の排出における分別排出の意義に対する認識も低いと考えられる。
⑤小売事業者 生産者の委託のもとに、小売事業者は回収義務を負う。しかし、インフォーマルな回収人が、
各家庭を訪問して適正ルート価格よりも高い価格で買い取るため、小売事業者経由の適正ルー
トに e-Waste が集まらない。
⑥廃棄物処理・
リサイクルビジ
ネス主体
a 「廃旧家電回収処理管理条例」のもとで全国で約 130 の e-waste 処理認定事業者が存在する。
こうしたフォーマルリサイクラーは、沿岸部の経済発展が著しい地域に集積している。フォー
マルリサイクラーは、回収コストや環境汚染防止対策コストなどにより、インフォーマルセク
ターよりも低い買取価格を展示せざるを得ない。
b リサイクル事業者による業界団体が、全国レベルや地方レベルで多数存在している。一方で、
インフォーマルセクター内では、近代的な経営感覚での協調や連携ではなく、中西（1995）の
いうパトロン－クライアント関係が社会構造として固定化し、貧困の温床となっていることが
考えられる。
c インフォーマル回収とフォーマル回収の競合があり、リサイクル物流に関するビジネス化は進
展していない。
⑦レジーム条件 a 廃棄物管理に関する基本的な制度とインフラはある程度有している。
b 電子情報製品汚染制御管理弁法（中国版 RoHS）が制定されている。
c 適正ルートの定着効果が期待できる「家電の以旧換新政策」やインフォーマルリサイクラーの
リサイクル工業園区への移転策などを実施。
d 生産者以外の主体の責任は比較的明確であるが、地方自治体の責務が不明確。
（出所）（吉田 2008）(細田・染野 2014)をもとに筆者作成
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４－３．EPR 政策条件の適合分析結果
以上の分析から、中国とナイジェリアでは、EPR 政策を導入したものの十分にはその機
能を果たせていないことが明らかである。つまり、インフォーマルセクターによる不適正
な処理がもたらす汚染や健康被害、e-waste の密輸などの問題は改善されていないのである。
その主な共通要因として、中古品や修理品市場が相当な規模で存在するため生産者の特定
が困難であること、インフォーマルセクターが適正ルート回収の障害となっていることな
どが挙げられる。
これは、小島ら（2008）が途上国への EPR 政策適用の課題として指摘した要因である。
ナイジェリアと中国との EPR 政策条件の大きな差異は、生産者の特徴にある。つまり、ナ
イジェリアでは中小規模の輸入事業者が生産者であるのに対し、中国では国内ブランドメ
ーカーが生産者の中心であるという点である。ナイジェリアでは、EPR 政策で生産者や小
売事業者に義務付けられている回収拠点の設置が進まず、実質的に EPR 政策による適正ル
ートというものが形成されていない。これは、中小の輸入事業者の中に、EPR を担うだけ
の経営体力のある企業が少ないことが大きな要因としてあり、ナイジェリアでは EPR の生
産者という存在が成立し得ないのかもしれない。
つまり、家電製品を消費するだけの国と、生産機能のある国とでは EPR の適用可能性は
大きく異なるということである。ナイジェリアは原油等の資源輸出である程度の所得水準
に達し、家電製品の生産能力はないが、中古製品を中心にその消費市場が急激に拡大して
いるという状況である。こうした状況は、経済発展の初期段階にある途上国では共通であ
り、そうした途上国へ EPR 政策を適用するには大きな障害があることが明らかになったと
いえる。
５．政策的含意
基本的に家電製品の生産能力を有しない途上国では、基本的な廃棄物管理・リサイクル
制度やインフラも不十分であり、関連するアクターが EPR によるシステムを担える能力に
乏しい。そこで、そうした国には、EPR 政策を直ちに適用するのではなく、EPR 政策の適
用が可能となるよう、関連するアクターの能力形成を優先することが必要である。
Akenji et al.（2011）は、EPR 政策の途上国への適用にあたって、段階的なアプローチ
を提案している。低開発国のような段階では、廃棄物管理・リサイクルに関する基本的な
能力形成を行い、新興国のような段階では生産者の共同組織による EPR 政策を導入し、先
進工業国の段階で個別企業による EPR 政策を導入して本格的な DfE を進める、というシナ
リオである。新興国において、家電製品の生産機能をもたない国も存在することから、上
記のアプローチにおいて、新興国段階から必ず EPR 政策の適用が可能であるとは言い切れ
ない。
以上の点から、途上国においては EPR 政策の適用を優先的に検討するのではなく、基本
的な廃棄物管理・リサイクルシステムの整備として、インフォーマルセクターのフォーマ
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ル化、健全なリサイクルセクターの育成、e-waste の不法輸入防止システムの強化などの対
策を進めていく必要がある。つまり、製品の生産者の責任を問う前に、基本的には処理や
リサイクルサービスの脆弱な供給主体であるインフォーマルセクターの能力開発を着実に
進めるということである。しかし同時に、環境汚染などの外部不経済への対応能力の欠如
が、コスト面での競争力の源泉となっているというジレンマを抱えた市場構造を改革しな
い限り、抜本的な解決には至らないであろう。そうした市場構造改革の取組として、リサ
イクル産業の前方連関産業である素材産業の資源調達責任を問うような制度の可能性も検
討に値すると考えられる。
こうした対処を基本として、EPR 政策の適合条件を満たせる段階でその導入を進めるこ
とが適切であろう。
むすび
途上国への EPR 政策導入の課題が先行研究で指摘されているが、本章は、経済・社会条
件の差異によってそうした課題要因の重点も異なるであろう、との仮説のもとに分析を行
ったものである。その結果、家電製品の生産機能を有する国と有しない国では、EPR 政策
の適用可能性に大きな格差があることが明らかになった。
基本的には、家電製品の生産機能を有しない国では、e-waste に関する EPR を担う能力
を有する企業が存在しないため、直ちにEPR 政策を導入することができない。したがって、
こうした国では行政主導でインフォーマルリサイクルセクターの産業組織化を通じた能力
形成を優先させることが必要である。ところで、第１章で示したように、本研究は「リサ
イクルセクターがもたらす社会的リスクの管理には、行政とともにリサイクルセクターに
関する生産連鎖上の産業主体間が連携した対処」の可能性を探るものである。EPR はリサ
イクルセクターに関する生産連鎖上の後方連関産業といえる。したがって、次は、前方連
関産業との連携によるリスク管理の可能性を分析する必要がある。具体的には、素材産業
にリサイクル資源の適正な調達責任を課すことで、インフォーマルセクターの能力形成が
促進されるというシステムの可能性分析である。こうした可能性については 7 章で分析を
行う。
注
(1) 本項は、（Amachree 2013）(Ogungbuyi et al. 2012)をもとに整理したものである。
(2) 本項は、（吉田 2008）(細田・染野 2014)をもとに整理したものである。
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第７章 途上国の循環型社会形成に向けた CSR 調達システム
はじめに
途上国の循環型社会形成において、インフォーマルリサイクルセクターの活動がもたら
す社会的リスクの管理が重要な課題である。しかし多くの途上国では、そうした課題に対
処するための行政能力が不十分である。そこで 6 章では、行政能力を補完しながら課題解
決を図る方策としてEPR政策の途上国での適用可能性を分析した。その結果、途上国では、
EPR 政策が十分に機能する条件が揃っていないことが明らかとなった。条件が未整備であ
る主な要因は、EPR を担う能力のある生産者を特定できないことにある。特に、製品の生
産機能を持たず、輸入中古品の流通が大宗を占めるような国では、EPR を担う生産者はほ
ぼ存在しない。
そこで本章では、途上国の循環型社会形成において、行政能力を補完するより効率的な
資源循環を促進する手立てとして、リサイクル資源の需要主体の調達責任に着目した政策
に関する考察を行った。リサイクル資源の最終的な需要主体は素材産業である。途上国に
おける素材産業は、他の産業に比して相対的に資本力があり、経営や技術も優れているこ
とから、その調達責任を問うことで、適正な調達先の管理や育成が促進され、結果的に途
上国の適正な廃棄物処理やリサイクル処理能力の向上に有効であると考えられる。こうし
た考え方は、既に企業の CSR（Corporate Social Responsibility）活動の中で CSR 調達と
して進められており、調達先の収益性や品質だけでなく、環境や社会面での評価を通じて、
サプライチェーン全体の持続可能性を高めいく取組として展開されている。したがって本
章では、途上国の素材産業における CSR 調達システムの導入可能性について分析を行う。
第１節では、途上国における EPR 政策適用の限界などを踏まえて、リサイクル資源の需
要主体の調達責任を問う CSR 調達システムの必要性を整理する。第２節で CSR 調達シス
テムの現状や論点の把握を行い、それを踏まえて第３節で途上国の素材産業における CSR
調達システムのあり方を考察する。また、第４節では素材産業における CSR 調達システム
導入に向けた具体的な取組の課題を整理し、むすびで本章のまとめを行う。
１．途上国の循環型社会形成に向けた CSR 調達システムの必要性
１－１．途上国における循環型社会の問題構造
一般に途上国においては、廃棄物処理・リサイクルにおける行政管理を中心としたフォ
ーマルなシステムが不十分である。何故なら、経済発展とともに増加する廃棄物量に対し
て、その処理能力や管理能力が追いつかないためである。また、廃棄物に占める使用済み
の工業製品や耐久消費財等の割合が高まることで、廃棄物処理やリサイクル処理において
高度な技術を要するようになり、現状の技術水準と求められるものとの乖離がさらに拡大
している。
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特に近年では、e-waste が急増しており、その適正なリサイクルや廃棄物処理能力の増強
が求められている。具体的には、e-waste には、資源として価値のある金属類とともに、重
金属などの様々な有害物質も含まれているため、リサイクルや最終処分にあたっては、適
切な技術や設備が必要となるのである。しかし途上国では、都市貧困層を中心としたイン
フォーマルセクターによる零細な規模でのリサイクルの占める割合が多く、不十分な技術
や装備による処理によって、生活環境の汚染や健康被害等の問題が生じている(1)。
途上国において e-waste がリサイクル資源として再利用されるまでの資源循環システム
は次のとおりである。それは、e-waste のウェイスト・ピッカーと呼ばれる回収人による家
庭や企業等への訪問回収→仲買人→解体屋→リサイクル事業者→素材産業での需要あるい
は輸出、といった流れをたどる。また、回収物の中で程度の良いものは、仲買人から修理・
改造屋に引き渡され、修理・改造後に中古品市場をとおして再利用される。そしてこれら
の過程での残渣が最終処分場に投棄される。途上国の最終処分場は多くの場合、オープン
ダンピング（野積、投棄）状態である。最終処分場では、ウェイスト・ピッカーがさらに
有価物を拾い出す。以上の過程の中で登場した、ウェイスト・ピッカー、仲買人、修理・
改造屋、解体屋、リサイクル業者はインフォーマルセクターである場合が多い。特に環境
汚染や健康被害のリスクが高いのは、リサイクル事業者や最終処分場である。リサイクル
事業者は十分な装備や設備、技術を有しないために、例えば、廃ケーブル内の銅線を抽出
するための野焼き、プラスチックの直接溶解、プリント基板からの酸を使った金属の抽出、
ハンダ付け溶解などの作業によって、健康被害や汚染が発生する。また、最終処分場に投
棄された残渣中には重金属などの有害な物質が含まれている場合があり、最終処分場での
浸出水にそうした有害物質が混入することで、周辺環境の汚染や健康被害が生じる。
以上が国内で発生する e-waste の流れであるが、これに先進国からの中古品の輸入や
e-waste の偽装貿易による輸入の流れが加わる。途上国では、所得水準が先進国よりも低い
ために中古品の需要が比較的大きい。国内で供給される中古品では足りないために、先進
国からの輸入が増加する。中古品輸入では、廃棄物同然の製品が含まれている場合があり、
そうした製品はインフォーマルな仲買人を通じて先に示したインフォーマルなリサイクル
流通に流れる。また、ミックスメタルスクラップなどの輸入においても e-waste が混入さ
れている場合が有り、これもインフォーマルに仲買人を通じて、同様のリサイクル流通に
流れる。
途上国における汚染や健康被害といった外部不経済の根本原因は、リサイクルの担い手
であるインフォーマルな事業者が適正な処理技術や環境汚染防止設備、健康被害を防ぐた
めの十分な装備を備えていないことにある。国によっては行政による認定事業者などフォ
ーマルな主体として存在する場合があるが、適正な処理技術や装備を持たず、環境汚染防
止対策なども行わないインフォーマルな事業者の価格競争力が高いために、リサイクルの
フォーマルな産業組織化が進展しないといったジレンマに陥っている。
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１－２．途上国における EPR 制度導入の限界
１－１．で整理したような問題の解決に向けて、基本的には行政がインフォーマルなリ
サイクル従事者のフォーマルな産業組織化や適正なリサイクル処理の能力向上支援を行う
ことが必要である。しかし、多くの途上国では行政の政策遂行能力が乏しいために遅々と
して進まないのが現状である。そこで、一部の途上国では EPR 政策の導入(2)を行っている。
EPR は、製品に対する生産者の責任を製品使用後の段階に拡大することで、a.地方自治体
主導による廃棄物処理・リサイクルシステムから生産者が関与するシステムへと転換し効
率化を図ること、b.製品設計の際に環境に配慮するよう生産者に動機を与えること、を目的
とした政策原則である。1990 年代以降に、先進国を中心に廃棄物処理・リサイクルシステ
ムに取り入れられてきた政策であり、処理困難な物質や有害物質を含むような e-waste の
増加に伴い、廃棄物管理の公的部門の負担増や最終処分場の逼迫といった問題の深刻化が
背景となっている。
しかし、EPR の途上国への適用については、6 章で整理したように、次のような課題が
ある。第１に、途上国では生産者や輸入者を特定できない場合が多いという点である。途
上国では先述のように中古品流通市場が大きく、こうした市場では零細な修理事業者や輸
入業者が多数存在し、修理した中古品について誰が生産者であるかを特定することは難し
い。第２には、途上国においてはインフォーマルなリサイクル事業者の存在が、フォーマ
ルなリサイクル市場の障害になっているという点である。これは先述のように、インフォ
ーマルな事業者は適正な処理技術や装備を持たず、環境汚染防止対策なども行わないため
にフォーマルな事業者よりも価格競争力が高いことに起因する。結果的に価格競争力に劣
るフォーマルな事業者にリサイクル資源が集まらず、フォーマルな事業経営の妨げとなっ
ている。第３には、途上国では EPR 政策の運用に不可欠な廃棄物回収・処理に関する基本
的なインフラや技術が不足している点である。基本的なインフラや技術とは、自治体の廃
棄物回収システムや処理施設、環境汚染や健康被害が生じない適正な技術、人材などであ
る。実際に先進国の EPR 政策では、民間の生産者が e-waste の回収やリサイクルの責任を
負うとしても、e-waste の回収では自治体の回収システムを活用し、民間の生産者は財務的
な負担責任を果たすといった取組が多い。つまり、EPR 政策が基本的なインフラ整備や技
術を促進するのではなく、EPR 政策の実施においては基本的なインフラの存在が必要条件
なのである。したがって、途上国においては基本的なインフラが未整備であるため、EPR
政策の適用が困難なのである。以上のような、EPR 政策の途上国への適用における条件面
でのギャップの程度は、途上国の特性に応じて異なる。例えば、廃棄物処理やリサイクル
の公的なインフラ整備の程度、処理技術の水準、リサイクルセクターのフォーマルな産業
組織化の程度、そして当該製品の生産機能を有するかあるいは消費するだけなのかといっ
た特性によって異なるのである。
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１－３．途上国における能力形成促進策としての CSR 調達制度の必要性
１－２．で把握したような途上国における EPR 政策適用の課題を踏まえて、Akenji et al.
（2011）は、EPR 政策の途上国への適用にあたって、次のような段階的なアプローチを提
案している。まず、低開発国のような段階では、廃棄物管理・リサイクルに関する基本的
なインフラ整備や能力形成を行い、新興国のような段階では生産者の共同組織による EPR
政策を導入し、先進工業国の段階で個別企業による EPR 政策を導入して本格的な DfE を進
める、というシナリオである。シナリオとしては理解できるが、先進工業国の段階以外で
は、環境汚染や健康被害などの外部不経済への対応能力の欠如が、市場におけるリサイク
ル事業者の価格競争力の源泉となっているというジレンマを解消しない限り、抜本的な解
決には至らないであろう。そこで、抜本的な解決に向けた取組として、本章ではリサイク
ルセクターの前方連関産業である素材産業の資源調達責任を問うような制度の導入が必要
であると考える。EPR は、リサイクル資源の供給主体に着目し供給システムを適正に管理
していく取組であるとみなすことができる。これに対して、素材産業の調達責任を問うこ
とは、リサイクル資源の需要主体に着目し調達システムを適正に管理していくことで、適
正な調達先としてのリサイクル事業者の選別や育成を図る取組である。
以上のような取組は、既に企業の CSR 活動の中で CSR 調達(3)として進められている。企
業のサプライチェーンがグローバル化する中で、企業は、調達先の収益性や品質だけでな
く、環境や社会面での評価を通じて、サプライチェーン全体の持続可能性を高めいくこと
が求められているのである。例えば、多国籍企業は、廉価な労働コストを誘因として、多
くの途上国に生産工場を展開する場合があるが、図らずも部品調達先の工場における低賃
金労働や児童労働などが発覚することで、国際社会や市場から厳しい批判を浴び、当該企
業の製品の不買運動が起きるといったリスク(4)に晒されている。したがって、調達先との間
に収益性や品質だけでなく、環境面や社会面での CSR の取組において確固たる信頼関係を
築いていく必要がある。
こうした CSR 調達のシステムを途上国の素材産業に導入することで、素材産業からの支
援によって調達先としてのリサイクル事業者のフォーマルな産業組織化が促され、結果的
に外部不経済を生じるインフォーマルな事業者が市場から駆逐されてゆくという展開が期
待できるのである。
２．CSR 調達システムの動向
２－１．CSR 調達システムの普及と背景
今日、企業活動においては、CSR という概念を前提とすることが求められている。CSR
とは、広辞苑では「企業の社会的責任。企業は利益の追求だけでなく、環境保護・人権擁
護・地域貢献など社会的責任を果たすべきであるとする経営理念」とされている。また、
日本経済団体連合会（2004）は、「企業の社会的責任（CSR）推進にあたっての基本的考え
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方」の中で、「CSR の具体的な内容については国、地域によって考えが異なり、国際的な定
義はないが、一般的には、企業活動において経済、環境、社会の側面を総合的に捉え、競
争力の源泉とし、企業価値の向上につなげることとされている。」という理解を示している。
実際に、CSR に関する国際的に定まった定義はなく、世界の各地域や国、各種団体、研究
者などによって見解が異なり、企業を取り巻く情勢の変化に応じてその定義も変化する。
例えば、欧州委員会が 2002 年に欧州委員会ホワイトペーパーの中で定義した内容は、「責
任ある行動が持続可能な事業の成功につながるという認識を、企業が深め、社会･環境問題
を自発的に、その事業活動およびステークホルダーとの相互関係に取り入れるための概念」
というものである。その後、欧州委員会が 2011 年に策定した「新 CSR 戦略」の中では、
CSR を「企業の社会への影響に対する責任」と再定義し、社会への影響についてプラスの
影響を大きくし、マイナスの影響を小さくするという方向性を打ち出している。CSR とい
う概念の以上のような捉え方を踏まえると、CSR の枠組みの鍵となる要素は、企業は利益
追求活動において社会に与える影響に対する責任があること、社会に与える影響は環境面、
社会面、経済面といういわゆるトリプルボトムライン(5)という枠組みで捉えられること、果
たすべき責任の内容は国や地域、時代などによって異なること、そのためステークホルダ
ーとの連携や果たすべき責任に対する説明責任や情報の透明性などが重要であること、な
どがあげられる。
CSR が普及した経緯として、藤井ら（2006）は、次のような４つの要因を挙げている。
第１に、経済のグローバリゼーションが進展したことに伴い、特に途上国において企業の
社会へのマイナスの影響が顕在化していることである。途上国での企業活動による強制労
働や児童労働、環境破壊などはその代表例である。第２に、企業を取り巻くステークホル
ダーが多様化し、企業が提供する製品やサービス、企業活動全般に対して監視や関心が高
まっている点である。第３には、世界レベルで企業の不祥事が頻発していることで、結果
的に第２であげたステークホルダーの企業に対する視線が厳しくなっている。第４には、
インターネットの普及により、企業の CSR に関する多様で膨大な情報が世界中で共有でき
るようになったことで、第２や第３であげた要因をさらに強める効果をもたらした点であ
る。
また CSR の取組においては、自社だけでなく自社が中核となるサプライチェーン全体で
の取組が重要であるとの認識が高まり、CSR 調達の取組みが拡大していく。CSR 調達が普
及していく背景には、世界的な多国籍企業のサプライチェーンにおいて、社会的に負の影
響が顕在化していったことがあげられる。例えば、靴メーカーの Niki 社は、1992 年にイ
ンドネシアやベトナムの契約工場での低賃金労働や児童労働が発覚することで、世界的に
批判を浴び、広範囲での不買運動が生じた。また、イギリスの人権団体である
CAFOD(Catholic Agency for Overseas Development)が、HP、Dell、IBM のサプライヤー
の労働条件が国際的な基準に達していないことを指摘したことを契機として、2004 年に電
子業界の行動規範（Electronic Industry Code of Conduct:以降 EICC）が作成されている（藤
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井ら 2006）。
以上のような事例を踏まえて、藤井ら（2006）は、企業が CSR 調達に取組む動機を「CSR
調達を行わないことによるリスク」への対応として見ている。この場合のリスクとは、ブ
ランドリスク、IR リスク、調達リスク、販売リスクである。ブランドリスクは、Niki の例
のようにサプライチェーン上で社会へのマイナスの影響が生じることで、NGO に糾弾され、
消費者からは不買運動を起こされるなど、ブランド価値が著しく毀損されるリスクである。
IR リスクは、社会へのネガティブな影響の発生によって、株価の下落はもとより、金融市
場での企業評価が下がり、株主が経営陣に直接是正を求めたりするといったリスクである。
調達リスクは、サプライヤー内の違法行為や事故などによって、行政から受ける操業停止
措置、あるいは従業員によるストライキなどによって、通常の調達活動が途絶えてしまう
リスクである。販売リスクとは、例えばサプライヤーから調達した部品中に不適正な有害
物質などが含まれていた場合に、それを部品として製造した自社製品の販売先から、製品
の回収要求や取引停止が生じるようなリスクである。
以上は、企業が CSR 調達を進める動機としてリスク回避やコンプライアンスが中心であ
るという見方である。一方で、World Economic Forum（2015）は、より持続可能な企業
活動を目指すために、環境やエネルギー面でのサプライチェーン全体の効率性の実現、ス
テークホルダーとの信頼や自社事業の持続性に対する社会的な認証の構築、サプライチェ
ーン全体の価値を高めるような独自の工夫などの視点から、CSR 調達を戦略的な機会とし
て捉えていくことが必要であるとしている。
２－２．CSR 調達における要求事項
CSR 調達における要求事項として、藤井ら（2006）は、コンプライアンス（法令遵守）、
人権、労働、安全衛生、環境、原料調達における CSR 配慮といった事項を挙げている。コ
ンプライアンスは、サプライチェーンが立地する国の法規制や自治体の条例などを対象と
した遵守行動への要求であり、CSR 調達の最も基礎的な取組である。その内容は、基本的
に環境、社会、経済といったトリプルボトムラインの枠組みに沿ったものであるが、詳細
には、国や自治体の特性に応じた内容となっている。表 7-1 に示した要求事項は、表 7-2 に
示す国際的な取組みの中でも、認証制度やガイドラインなどの形で示されている。
また、先述の EICC の内容は、CSR で求められるほとんどの項目が含まれている（藤井
ら 2006）。その項目を表 7-3 に示す。
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表 7-1 CSR 調達における要求概要
（出所）藤井ら（2006）をもとに筆者作成
表 7-2 CSR に関する国際的な指針など（人権問題を中心に）
（出所）各種資料により筆者作成
要求事項
人権 児童労働の禁止、強制労働の禁止、差別の禁止など
労働 結社の自由、団体交渉権の保証、長時間労働の禁止、最低賃金の保障など
安全衛生 労働安全管理システムの導入、安全衛生教育の実施、危険物を扱う場合の防護装備着用や一
定以上の年齢制限など
環境 ＜製品に対する要求事項＞
有害物質などの含有の有無や含有の程度等に関する情報公開や、ライフサイクルアセスメン
トの視点から製品のライフサイクルにおける環境負荷情報の開示など
＜企業経営に対する要求事項＞
環境マネジメントシステムの国際規格である ISO14001 などの認証取得を要求される。ま
た、より具体的なマネジメントシステムとして、化学物質管理や廃棄物・リサイクル、温暖
化防止のための管理など
原料調達
における
CSR 配慮
鉱山採掘場など天然資源の採取を行う現場に焦点を当て、現場での環境保全、資源枯渇を回
避できるような持続可能な資源利用システム、現場の地域社会との信頼関係や企業ブランド
の構築・維持などが求められている。
概要
OECD 多国籍企
業行動指針（2011
年）
OECD が，行動指針参加国の多国籍企業に対して，企業に期待される責任ある行動
を自主的にとるよう勧告するための行動指針。法的拘束力はない。行動指針の普及，
照会処理，問題解決支援のための連絡窓口を各国に設置
＜要求項目＞一般方針，情報開示，人権，雇用及び労使関係，環境，贈賄・贈賄要
求・金品の強要の防止，消費者利益，科学及び技術，競争，納税
国連グローバル・
コンパクト
（2008 年）
「持続可能な成長」を実現するための世界的な枠組み作りを行う、世界の企業・団
体の自発的な取り組み。参加企業・団体は、企業トップのコミットメントのもとに
以下の原則に応じた行動を取る。
人権擁護と尊重、人権侵害への非加担、組合結成と団体交渉権の実効化、強制労働
の排除、児童労働の実効的な排除、雇用と職業の差別撤廃、環境問題の予防的アプ
ローチ、環境に対する責任のイニシアティブ、環境にやさしい技術の開発と普及、
腐敗防止
ISO26000
（2006 年）
持続可能な発展を目指すために、あらゆる組織に適用可能な社会的積任に関する包
括的な手引書として国際標準化機構が 2006 年に発行。社会的責任の中核的な主題と
して以下の項目をあげている。
組織統治、人権、労働慣行、環境、公正な事業慣行、消費者課題、コミュニティへ
の参画及びコミュニティの発展
ILO 多国籍企業及
び社会政策に関す
る原則の三者宣言
ILO 理事会で 1977 年に採択された雇用、訓練、労使関係などに関する指針で、企業、
労働者、政府の三者が合意した多国籍企業の社会政策に関する任意的な指針。
ビジネスと人権に
おける国連原則
(ラギーフレーム
ワーク)
企業と人権に関する国連事務総長特別代表であるジョン・ラギー氏が、企業と人権
に関する現状分析や多様なステークホルダーとの議論にもとづいてとりまとめた
「保護、尊重及び救済枠組み（フレームワーク）」（2008 年）と、フレームワークを
実現するための「ビジネスと人権に関する指導原則」（2011 年）は、 OECD 多国籍
企業行動指針の改訂や ISO2600 策定などに大きな影響を与えた。
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表 7-3 電子業界行動規範（EICC）の項目
（出所）藤井ら（2006）をもとに筆者作成
２－３．CSR 調達システム形成の手法
本節では、企業が CSR 調達システムを導入して持続可能なサプライチェーンを形成して
いくための方法論について概観する。先述のように、企業が CSR 調達に取り組む動機は、
リスク回避やコンプライアンスが基本的な要因となっているが、それだけではなく、サプ
ライチェーン全体の価値を高めることで競争力の源泉とし、そのことが持続可能な社会構
築への貢献ともなるような「攻め」の戦略的取組として展開すべきであるという論調が主
流となりつつある。これは企業における CSR への取組全般に言えることである。
（１）CSR 調達システムに関する潮流
World Economic Forum（2015）は、CSR 調達システムへの取組を単にコスト要因とし
てみるのではなく、新たな機会創出のための差別化戦略として捉えるべきであるとしてい
る。前者をコストリーダー志向、後者を差別化志向としている。CSR 調達に取組む企業の
戦略的視点として、「コンプライアンス／リスク管理」「効率性」「企業活動の正当性／社会
的な認証の確保」「サプライチェーン全体として独自の価値を創出」をあげ、コストリーダ
ー志向から差別化志向への転換のシナリオを次のように整理している。コストリーダー志
向の企業は、まず「コンプライアンス／リスク管理」という視点から CSR 調達に取組み、
コスト削減効果のある「サプライチェーン全体での効率化」に展開し、最後にコスト削減
だけでなく「サプライチェーン全体として独自の価値を創出」という視点から、サプライ
チェーン外部の多様なステークホルダーとの交流や連携を深めていく。差別化志向の企業
も、まずは「コンプライアンス／リスク管理」という視点から CSR 調達に取組むが、この
時点でサプライチェーン外部のステークホルダーとの交流や連携に積極的である。その後
「企業活動の正当性／社会的な認証の確保」という点を重視して、さらに多様なステーク
ホルダーとの連携を拡大していくことで、最終的に「サプライチェーン全体として独自の
概要
労働 雇用の自主性、児童労働、差別、非人道的な扱い、最低賃金、労働時間、結社の自
主性
安全・衛生 機器装置の安全対策、労働環境衛生、労働環境安全、緊急災害時対応、労働災害・
職業的疾病、身体的な負荷のかかる作業への配慮、寮施設と食堂の衛生管理
環境 製品含有物質規制、化学物質と環境汚染物質、排水と廃棄物、大気汚染、環境許可
証と行政勧告、汚染防止策や省資源化
CSR マネジメン
トシステム
会社のコミットメント、経営者の責任、法律と顧客要求、リスク評価とリスク管理、
活動目標・実行計画・測定、教育・研修、コミュニケーション、従業員フィードバ
ックと参画、監査と評価、改善措置、文書化と記録
企業倫理 汚職・恐喝・横領の禁止、情報公開、不適切な利益供与・受領、公正な事業・広告・
競争、内部通報制度、地域への貢献、知的財産権の保護
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価値を創出」を見出していく。つまり、差別化志向になるほど、企業やサプライチェーン
内部に焦点を当てた取組から、外部の多様なステークホルダーとの連携による価値創出へ
とシフトし、結果として持続性の水準も高まるとともにビジネスの業績も高まるとしてい
る。
（２）業界別の分析
CSR 調達システム形成の方法論に関するいくつかの先行研究を以下のように概観した。
Wittstruck and Teuteberg（2012）は、ドイツの電気・電子機器産業界の企業を対象に、
持続可能なサプライチェーンを形成するために必要な手法、成功要因について、アンケー
ト調査を実施し、その分析から次の結論を導いている。すなわち、企業が持続可能なサプ
ライチェーン形成が有益であると考えるのは、サプライチェーン全体で省エネや省資源が
促進され、その結果生産や物流コストの低減が実現できることであると捉えている。その
他にも、消費者保護や企業イメージの向上、従業員の満足度向上といった効果にも期待し
ている。したがって、持続可能なサプライチェーンを成功に導く鍵は、サプライチェーン
内での資源循環システム構築などを通じて企業間の相互理解を深めていくことが重要であ
るとしている。さらに、サプライチェーン内で、全体として価値を高めていくような戦略
的コミットメントを構築し共有していくことも重要であるとしている。一方で行動規範の
制定や戦略的コミットメントの構築だけでは、成功にはつながらないことを指摘している。
この結論は、World Economic Forum（2015）のシナリオでいうところのコストリーダー
シップ志向を前提とした展開アプローチと符合する。
Lintukangas et al.（2013）も同様に持続可能なサプライチェーンを形成する際には、グ
リーンサプライチェーンマネジメント、つまり環境面の配慮を重視したサプライチェーン
が核になることを分析している。この研究では、フィンランドの企業を対象（売上高€
30million 以上かつ従業員規模 100 名以上の規模の企業）としたアンケート調査を実施し、
次のような結論を得ている。製品に対する顧客の環境志向の高まりがグリーンサプライチ
ェーンマネジメントへの強い圧力となっており、特に企業のブランドやイメージを毀損し
てしまうというリスクへの対応として、持続可能なサプライチェーン形成に取組んでいる
というものである。この傾向は顧客志向の強い大企業ほど顕著であるという。この結論も
World Economic Forum（2015）が示したコストリーダー志向の展開と符合している。
Wittstruck and Teuteberg（2012）、Lintukangas et al.（2013）とも、コストリーダー志
向であり、サプライチェーン形成の中核的なテーマとして、環境面での配慮を取りあげて
いる点も共通である。
Gold et al.（2010）は、持続可能なサプライチェーン形成によって、企業間で環境や社会
課題への対応を行うことが、企業間にまたがる新たな資源動員をもたらし、そのことがサ
プライチェーン全体としての競争優位の創出となる可能性を分析している。これは、文献
調査を通じて分析したもので、サプライチェーン内での企業間のビジョンや情報の共有、
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信頼関係の構築などを通じた学び合いによって、企業間をまたぐ資源の動員と能力形成が
実現することを明らかにしている。さらに、こうした能力は他に模倣ができない無形の資
産となるため、新たな競争力の源泉となると結論づけている。この結論は、World Economic
Forum（2015）が示した差別化戦略志向の展開の可能性を示唆するものである。
Turker and Altuntas（2014）は、ファストファッション業界の企業を対象に、持続可能
なサプライチェーン形成のあり方について分析をしている。具体的には、ファストファッ
ション業界の９つの企業の CSR レポートの内容を分析し、持続可能なサプライチェーン形
成の可能性を次のように提示している。まず、生産コスト競争が激しいファストファッシ
ョン企業は、そのサプライチェーンの大きな部分が途上国に存在し、環境面、社会面での
コンプライアンス違反や様々な問題が生じるリスクが高いことから、持続可能なサプライ
チェーン形成に力を入れるべき業界であるとしている。
多くの企業は、サプライヤーを自社のシステムに統合化して持続可能なサプライチェー
ンの形成を図ろうとしている。そのために、行動規範の構築やサプライヤーからの自主的
なコミットメントを引き出すことに取組んでいる。加えて、これらのサプライヤーのモニ
タリングや監査にも力を入れている。今後はこうした取組だけでなく、トリプルボトムラ
インをベースにした経営哲学をサプライチェーン内の企業の経営理念として根付かせるこ
とで、サプライチェーン全体の持続可能経営の基盤強化と、業界全体の経営パラダイムの
変革を促すことができるとしている。
また、地域自治体や労働者、消費者とのコミュニケーションは、持続可能経営の徹底に
とって必要不可欠であるとしている。そして、長期的な視点から、持続可能経営へのポジ
ティブな態度を醸成していくことや消費者の選好を変えていくことは、この業界の持続性
を最大限に高めることになると結論づけている。
Li（2014）もファストファッションの持続可能なサプライチェーンについて分析してい
る。持続可能なサプライチェーンのあり方を決定する重要な要因は、消費者需要の特性、
政府の規制管理能力、NGO による情報開示能力、サプライチェーンの密度、企業間での取
引の複雑さ、サプライチェーンの中核企業の経営能力、サプライヤーの経営能力であると
している。特にサプライチェーンの中核企業の経営能力や影響力、関連するステークホル
ダーの参加と協働が重要であるとしている。
Kolk（2012）は、コーヒー豆業界における持続可能なサプラチェーンの複雑な構造を分
析し、CSR 調達基準に関する大きな論点を提示している。コーヒー豆業界は、多国籍企業
が途上国に展開したサプライチェーンから原料を調達することから、持続可能なサプライ
チェーン形成に力を入れている業界の一つである。持続可能なコーヒー豆の基準には、主
にフェアトレード、オーガニック、レインフォレストアライアンス（RA）、Utz といったも
のがある。フェアトレードは歴史が最も古く、小規模生産者を対象にしたもので、RA とオ
ーガニックは生物多様性やエコシステムの保全に力点がある。Utz は、コーヒー豆の主流市
場における持続可能性基準を問うものである。フェアトレードは、生産者の最低価格保障
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と固定プレミアム価格を採用し、小規模生産者が組合を形成していることを求めるなど、
コミュニティ開発を重視する。一方で他の基準は、生産者の属性は問わず、価格について
は市場価格を採用しており、生産の質的改善が市場でのプレミアム価格形成をもたらすと
いう考え方を前提としている。上記のような基準を持つファエアトレードは、企業が支払
うライセンス使用料が高く生産組合への手付金支払いを求められることから、ファアトレ
ード商品として流通するのは全体の 10-20%とニッチな市場を形成している。
この研究では、以上のような状況下で、コーヒー豆を大量に扱う多国籍企業である Sara
Lee(SL)が、今後どのような経営戦略を取るべきかについて分析を行ったものである。SL
はかつて NGO から支持を得て、持続可能なコーヒー豆の調達に関する業界の行動規範を構
築する中心的な存在であった。そして現在 SL は、コーヒー豆の主流市場における持続可能
な調達基準として Utz を採用し、主流市場のコーヒー豆全てをこの基準を満たした認証コ
ーヒー豆とする戦略をとっている。また同時に、途上国の小規模生産者の生活環境改善に
ついては、価格政策ではなく、特別な基金を設立して対応することとしている。しかし、
オランダ政府の公的な調達ガイドラインがコーヒー豆業界にフェアトレード基準と同様の
基準を要求したため、SL の主流市場における持続可能性戦略は利益を得られない構造にな
っている。SL はこのジレンマの中で、戦略的行動を求められているのである。この研究は、
結論として SL が取るべき３つの戦略オプションを提示している。第一に、現在の戦略を堅
持し、オランダで Utz を主流市場に導入して、基金によるプロジェクトによって生産者の
支援を行うという取組の効果が、フェアトレードの採択による効果と劣るものではないこ
とを証明するという戦略。第二に、他の焙煎企業と同様に、ファアトレード認証のコーヒ
ーをニッチな市場における需要を満たすぶんだけ購入するようにする。残りは Utz 認証の
コーヒーを購入するという組合せ戦略。第三は、オランダ政府が発行した持続可能な公的
調達基準を既存の戦略に全面的に取り込む。例えば、基金による生産者を支援するプロジ
ェクトをパイロット事業として、そうした基準に適合する生産システムを拡大していくと
いう戦略である。
つまりこの問題は、フェアトレードのような最低価格保障や固定プレミアム価格は、多
様な生産地の個別の状況に応じて設定する必要があり、個別性を考慮するような基準や認
証システムは取引コストが増加するために、主流市場の基準と成り得ないというジレンマ
があることを示唆している。また、途上国の小規模生産者の生活環境改善を価格政策で実
施するのか、あるいは基金の設立によってプロジェクトベースで実施するのかといった論
点も提示している。
（３）中小企業における CSR 調達システム
Baden（2009）は、顧客の調達戦略に CSR 基準を導入することに対する中小企業のオー
ナーやマネージャーの意識についてイギリス南部の中小企業を対象にアンケート調査を実
施し、その分析から中小企業における CSR 調達システムへの取組のインセンティブ／ディ
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スインセンティブを考察している。意識調査によれば、中小企業にとって顧客が CSR 調達
基準を導入することは、規制と同様の効果があり、特に環境面での調達基準はその傾向が
顕著であるとしている。一方で、顧客が調達先の評価に CSR 基準を導入することで、官僚
的な取引システムができることを嫌っている企業が多いことも明らかになった。また、調
達先評価に CSR 基準を導入することのメリットは、企業の評判やオーナーやマネージャー
の評価も高まることとしている。この結果から、オーナーやマネージャーの本質的なモチ
ベーションが CSR 調達推進の鍵となる原動力であるとしている。
課題としては、CSR 基準を調達先評価の基準とすることで、評価される中小企業は、そ
の基準以上の取組は行わないという、いわゆる天井効果が生じてしまうことを指摘してい
る。解決方法としては、チェックボックス方式の評価ではなく、対象となる中小企業自身
の言葉で彼らの取組内容を報告することが必要であるとしている。質的な評価方法を導入
すると評価が複雑になり運用上の負担が増加するという点はあるが、チェックボックス方
式では、中小企業の独自の工夫を引き出せないとしている。少なくとも CSR 調達基準の導
入にあたっては、バイヤーだけの都合に合わせた評価システムでは、CSR 調達基準導入は
うまく機能しないと結論づけている。
（４）途上国における CSR 調達システム
藤井ら（2008）は、途上国における CSR の形態を取組む企業別に次のように分類してい
る。第一に外資企業による独自の取組、第二に外資企業の地場のサプライヤーとしての取
組み、第三に地場企業独自の取組である。以上の分類でみると、多くの途上国では外資企
業の取組みと、外資企業からの調達要件として要請された現地のサプライヤーとしての取
組みがほとんどであるとしている。したがって、途上国の CSR 普及に関して外資企業の果
たす役割は大きく、重要なことは外資企業が CSR を通じて「土着化」することであるとし
ている。つまり、外資企業の持続可能なビジネス展開のためには、既存の製品や生産プロ
セスの押し付けではなく、地域の条件に十分に適合し地域の課題解決にも貢献できるよう
にする必要が有り、CSR をそうした土着化の取組みアプローチとして活用するというもの
である。また、外資企業が現地のサプライヤーに CSR 調達要件を要求することで、途上国
の中小企業にも CSR が普及する。この過程で重要なことは、外資企業が現地の関連業界や
NGO などと連携して、CSR 調達に対応できない現地企業に対して、コンサルティングや研
修を行うことも必要であるとしている。一方で、地場企業が独自に CSR に取組む例は少な
く、全体に CSR に関する認識も低く、CSR 推進に必要不可欠なアカウンタビィリティーが
欠如していると指摘している。
Lu and Castka（2009）は、マレーシアにおける CSR 専門家へのインタビューを通じて、
マレーシアの企業の CSR の導入状況の把握と課題の分析を行っている。分析の結果、マレ
ーシアの課題としては、第一に、CSR の定義に関する混乱を解消することが必要で、その
ためには ISO26000 などに依拠しながら正しい定義の構築や普及を図ることが必要である
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としている。その際には、国の認証基準に関する機関にその中心的な役割を担わせること
が必要であるとしている。第二に、マレーシアでの CSR は補助金、寄付金、スポンサーシ
ップ、教育活動の支援などに限定されており、CSR の取組手法や対象とする課題分野の多
様性についても普及していく必要があるとしている。この点もまた、国の認証基準に関す
る機関にその中心的な役割を担わせることが必要であるとしている。また、中小企業にお
ける CSR の普及が大きな課題であることも指摘している。以上のような普及の強化のため
には、CSR に関する教育や情報提供を行うことが重要で、そのために政府や政府機関、メ
ディアの役割が重要であるとしている。
Zhu（2008）は、中国における製造業の企業規模の違いによる Green Supply Chain
Management(GSCM)の実施レベルの差異を分析したものである。具体的には、209 社に対
する企業アンケート調査により、統計的な検定を行って企業規模と GSCM の導入度合いの
関連を分析したものである。その結果、GSCM のほとんどの取組み要素において、中規模
及び大規模企業が小規模企業に比べて導入水準が高いこと、また、中規模企業は大規模企
業と GSCM の取組み水準はほぼ同じであることを明らかにしている。つまり、中国では大
企業ほど環境管理が進んでいるということである。この状況下では、大規模企業は、SCM
を通じて環境管理の普及の機能を有しているとみなせる。つまり、大規模企業のサプライ
チェーンにおいて、大規模企業がコンプライアンスの徹底や独自の環境管理による調達先
の選別や管理を行うことで、小規模な企業にも適正な環境管理が促進されるという機能で
ある。そして、政府はこの機能に着目して、環境管理があらゆる企業規模に普及するよう
な政策を検討すべきであり、この政策は、アジアの途上国全般に適用可能であろう、と結
論づけている。
３．途上国の循環型社会形成における CSR 調達システムの可能性
２．で把握した CSR 調達システムの動向をふまえて、本節では、途上国の循環型社会形
成における CSR 調達システムの可能性の分析を行う。具体的には、途上国における鉄の資
源循環システム構築を目的として、鉄鋼業界への CSR 調達システム導入の可能性を分析す
る。
３―１．分析の枠組み
まず、２．で把握した先行研究の成果を踏まえてサプライチェーンにおける CSR 調達シ
ステムの形成条件を整理する。同時に、１．で概観した途上国における循環型社会形成の
問題構造を踏まえて、途上国の鉄鋼業への CSR 調達システム導入に関する仮説を構築する。
そして、先に整理した CSR 調達システム成立条件を評価の視点として、中国及びナイジェ
リアなどの鉄鋼業における CSR 調達システム導入可能性を分析する。
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（１）サプライチェーンにおける CSR 調達システムの成立条件
サプライチェーンにおける CSR 調達システムの成立条件について、表 7-4 に示すように
「CSR 調達基準を導入したサプライチェーンの形成」「CSR 調達基準に基づく効果的なサプ
ライチェーン・マネジメントの運用」「CSR 調達基準導入によるサプライチェーンの差別化
戦略の展開」という枠組みで整理を行った。
多くの企業はコンプライアンスの徹底によるリスク回避や、省エネや省資源によるコス
ト削減を目的として、サプライチェーンへの CSR 調達基準の導入を進めている
（Lintukangas et al. 2013）（Wittstruck and Teuteberg 2012）。World Economic Forum
（2015）は、こうしたアプローチをコストリーダー志向によるサプライチェーンとする一
方で、多くのステークホルダーとの交流のもとに、企業活動の正当性や社会的な認証を得
るような包括的な取組みを行うアプローチを他の企業との差別化戦略志向のサプライチェ
ーンとしている。現状では、短期的に具体的な効果が期待できるコストリーダーシップ志
向が、企業の CSR 調達基準によるサプライチェーン形成の動機付けとして優勢である
（World Economic Forum 2015）（Lintukangas et al. 2013）（Wittstruck and Teuteberg
2012）。従って、まずはサプライチェーン内の企業間で、コンプライアンスの徹底によるリ
スク回避や、省エネや省資源によるコスト削減といった目的を共有することが、CSR 調達基
準によるサプライチェーン形成の重要な条件となる。
CSR 調達基準によるサプライチェーンの運用面では、中核企業の強力なリーダーシップは
もとより、サプライヤーの自主的なコミットメントや取組み上の工夫を引き出すことが重
要である（Turker and Altuntas 2014）。行動規範の設定や、CSR 調達基準遵守に関する形
式的なモニタリングや評価だけでは、サプライヤーの自主的な取組みを引き出すことはで
きない（Wittstruck and Teuteberg 2012）（Baden 2009）。従って、サプライチェーン内の
企業間でのコミュニケーションとともに、消費者、サプライヤー立地の地域自治体、労働
者等、多様なステークホルダーとの交流や連携が必要となる（Turker and Altuntas 2014）。
また、こうした取組みを運営していくための、中核企業の影響力や経営能力が重要である。
特に、途上国の場合には、外資企業や地場の大企業がこうした取組を先導し、中小企業の
能力形成支援を行う必要がある（藤井ら 2008）（Zhu et al. 2008）。
CSR 調達基準によるサプライチェーンを新しい価値の創造による企業の差別化戦略とし
て取組むアプローチはまだ少ない。まずは、サプライチェーン内での CSR 調達の取組が、
企業間をまたぐ資源の動員と能力形成による模倣不可能な無形の資産形成になるという認
識や理念を共有することが必要である。また、先述のように、CSR 調達について、多くのス
テークホルダーと交流することで、企業活動の正当性や社会的な認証の獲得につながると
いう認識や理念を共有することも必要である。差別化戦略の例として、例えば、コーヒー
豆業界では複数の CSR 調達基準が存在することで、どの基準が主流市場に受け入れられる
かといった基準間の競争が生じている場合もある（Kolk 2012）。
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表 7-4 CSR 調達システムの成立条件
※ SC：サプライチェーン
以上のような条件が成立するためには、いくつかの外部条件が必要である。まず消費者
の社会システム全般に対する問題意識である。消費者は企業にとって最重要なステークホ
ルダーであり、企業の不当な活動に対して、消費者は当該企業製品の不買運動や訴訟とい
う手段をとることができる。したがって、企業が CSR 基準によるサプライチェーン形成を
図るには、消費者が社会システムに対して環境、社会、経済面で高い問題意識を有してい
ることが前提となる。次に行政の政策遂行能力である。CSR 調達基準に関する法令や規制な
どが存在しても、実際のモニタリングや取締能力が弱ければ、企業のコンプライアンス意
識も低くなり、CSR 調達基準の導入や運用は困難になる。また、企業活動のモニタリングや
不正の告発という点で、NGO による社会的課題に関する活発な情報収集と開示活動も重要で
ある。途上国では、一般に行政の政策遂行能力が低いことから、外資企業や地場の大企業
が行政や NGO が連携し、CSR に関する普及啓発、情報開示、提供を行うことが必要となる。
（２）途上国の鉄鋼業への CSR 調達システム導入に関する仮説
１．で概観した途上国における循環型社会形成の問題構造を踏まえて、途上国の鉄鋼業
への CSR 調達システム導入に関する仮説を以下のように設定した。
内部条件 外部条件
CSR 調達システムを
導入した SC の形成
・コンプライアンスによるリスク回避の重要性
に関する SC 内での強い共通認識
・エネルギーや環境面での配慮による SC 全体
の効率化やコスト低減効果への共通認識 ・環境、社会、経済面での消費者
の高い問題意識
・行政の政策遂行能力
・NGO による社会的課題に関する
活発な情報開示
・途上国においては、外資企業、
主要大企業と行政やNGOが連携
し、CSR に関する普及啓発、情
報開示、提供を行うことが必要
CSR 調達システムを
導入した SC の効果
的運用
・行動規範だけでなくサプライヤーの自主的な
コミットメントを引き出す評価システムや
SC 内のコミュニケーション
・サプライヤー立地地域の自治体や消費者との
コミュニケーション
・中核企業の SC に対する影響力やマネジメン
ト能力、サプライヤーの CSR 調達基準の受容
能力
・途上国においては、外資企業や大企業による
先導とサプライヤーの能力形成支援（NGO や
行政との連携による）
CSR 調達システムを
導入した SC の差別
化戦略
・企業間をまたぐ資源の動員と能力形成による
模倣不可能な無形の資産形成
・企業活動の正当性や社会的な認証の獲得
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仮説：途上国の鉄鋼産業における CSR 調達システム導入は、適正なリサイクル産業の育成
に貢献し、リサイクルに関する行政の政策遂行あるいは行政管理能力の補完機能となる。
図 7-1 は、途上国において、製鉄企業及び製鉄業界団体が中心となり、CSR 調達基準に
よるサプライチェーンを形成するモデルである。製鉄企業は、鉄スクラップをリサイクル
業者から調達する場合に、CSR 調達基準に適合したリサイクル事業者を認証企業として指
定し、認証企業とのみ調達契約を締結する。ここで導入する CSR 調達基準は、リサイクル
事業者が環境面、社会面、経済面で及ぼす影響について、ネガティブな影響を緩和しポジ
ティブな影響を拡大させるための事業者の取組みの水準に関するものである。例えば、リ
サイクル事業者はフォーマルな事業者とし、労働基準や環境規制を遵守し、適正な労働環
境や環境衛生設備を具備することなどが CSR 調達基準となる。また、また製鉄企業は、行
政との連携のもとで財務的あるいは技術的な支援を行うことで、適正なリサイクル事業者
を育成する。以上のような CSR 調達基準は、国内の製鉄業界が行政、NGO との連携のも
とに作成し、製鉄業界と政府との間の自主的な協定とする。
製鉄企業によるリサイクル事業者の認証基準には、リサイクル事業者が CSR 調達を行う
ことが含まれる。したがって、リサイクル事業者は、仲買人からの鉄スクラップの調達に
おいて、CSR 調達基準に適合した仲買人を認証業者として指定し、認証業者とのみ調達契
約を締結する必要が生じる。
同様にリサイクル事業者による仲買人の認証基準には、仲買人が CSR 調達を行うことが
含まれる。したがって仲買人は、ウェイスト・ピッカーからの鉄スクラップの調達におい
て、行政から事業許可を得たウェイスト・ピッカーとのみ取引を行う必要が生じる。仲買
人は、取引の際には、最低価格保証のもとで適正な価格で買取るとともに、行政との連携
によって、貧困層であるウェイスト・ピッカーのフォーマルな産業組織化を支援すること
も求められる。例えば、仲買人が、ウェイスト・ピッカーからの長期安定的な回収を確保
するために、最低価格保証や身分の保証、保険費用の一部負担などを条件として、長期契
約を結ぶことが考えられる。またウェイスト・ピッカーが組合を形成し、行政やコミュニ
ティが組合に廃棄物回収や公共空間の清掃を委託することで、組合は一つのビジネス主体
となる。あるいは、行政がこうした組合組織を公的な廃棄物管理システムの中に組込み、
ウェイスト・ピッカーの身分、権利を保証することが考えられる。
また、リサイクル事業者や仲買人が輸入業者から調達を行う場合には、フォーマルな輸
入事業者であり、不適正な廃棄物などの密輸を行わないことなどが条件として求められる。
さらに、国内で回収した鉄スクラップを輸出する場合にも、輸出事業者は CSR 調達基準を
有するリサイクル事業者から調達を行うことを義務付ける。
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※⇒あるいは⇔はリサイクル資源の流れ
図 7-1 途上国の鉄鋼産業における CSR 調達システム導入モデル
（３）分析のための指標
（２）で示した CSR 調達システムは仮説であり現実には存在しない。したがって、（１）
で整理した CSR 調達システムの成立条件について、その適合度を直接に評価することはで
きない。特に表 7-4 で示した内部条件については、現状で CSR 調達を行っている企業がほ
とんどないため、直接的な観察対象が存在しない状況である。
そこで、仮説の検証にあたっては、仮説として設定した CSR 調達モデルの成立条件の実
現可能性を評価した。評価にあたり、表 7-4 に示した内部条件については、複数ある条件に
共通の最も基礎的な指標として、「CSR 調達システムを先導する主要な鉄鋼企業が存在する
か否か」という点を取り上げた。具体的には、仮説検証の対象国の鉄鋼産業の構造を把握
することで評価を行った。また、外部条件については、各条件についての現状を示す資料
調査により評価を行った。
３―２．途上国の鉄鋼業への CSR 調達システム導入可能性
３―１.の（１）及び（２）で構築したモデルの成立可能性を検討するために、中国、そ
の他のアジア諸国、ナイジェリアを対象に、３―１．の（３）で整理した指標をもとに CSR
調達システムの成立条件の実現可能性を分析した。
NGO、メディア（モニタリング、情報開示）
行政（規制、モニタリング、情報開示、能力開発支援）
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（１）中国
①鉄鋼産業構造からみた CSR 調達システム導入の可能性
まず中国における鉄鋼産業の構造を把握する。川端（2005a）は、中国の鉄鋼産業を構成
する企業について、銑鋼一貫大企業、銑鋼一貫中小型企業、単純製銑企業（中小型高炉企
業）、電炉企業に分類し、銑鋼一貫大企業は鋼板類の生産、その他企業は条鋼類の生産を担
っているという構造を明らかにしている。また、高級鋼板類はその生産能力が不足してい
るために輸入依存となる一方で、条鋼類の生産能力拡大が著しく過剰な供給能力になる可
能性を示唆している。ところで、中国の鉄鋼産業はその歴史的経緯から特筆すべき特徴が
ある。それは川端（2005b）が示すように、改革・開放以前から多数の中小型高炉企業が存
在することである。これは、1959 年～1960 年の大躍進期に中国全土で小型高炉などによる
銑鉄生産が展開されたことに起因し、改革・開放後も、鉄鉱石や石炭資源が各地に分散し
ていることや輸送システムの未整備などにより、小規模な高炉企業の分散立地が進んだ。
特に 1990 年代前半の銑鉄価格自由化を契機に小型高炉が急増したが、不十分な環境対策や
操業技術水準の低さなどから、100 ㎥未満の小型高炉は操業禁止にされている。しかし、小
型高炉による環境汚染や非効率な生産という問題は払拭されないままであるという。
杉本（2008）は、中国の鉄鋼産業について、特に 2000 年以降の爆発的な生産拡大の要因
に関する分析を行っている。その結果、国内の鉄鉱石の大増産と鉄鋼業への傾斜的設備投
資が爆発的な生産拡大の主因であり、その背景として、鉄鋼業自身が生み出した潤沢な資
金と企業の自由な意思決定を保障する制度改革があったことを挙げている。同時に、この
ような爆発的拡大は、70 社余りの重点大中型企業や規模の小さな企業の連合再編、自社設
備の拡大を通じて展開したことも明らかにしている。
以上のような先行研究を勘案すると、中国の鉄鋼産業において CSR 調達システムを先導
するのは大規模な銑鋼一貫企業であると考えられる。一般に鉄スクラップは電炉での製鋼
原料であるが、高炉においても転炉による製鋼過程で鉄スクラップを原料の一部として投
入する。中国では電炉の生産割合が相対的に低いものの、高炉における大規模生産におい
て相当量の鉄スクラップを使用することになる。また、大規模な銑鋼一貫企業は、資本力
が豊富で技術水準が高く、外資企業や政府との連携も強固であり、中国鉄鋼産業の発展を
量的にも質的にも牽引する役割を担っていることから、そうした企業が CSR 調達システム
を先導することには十分な妥当性がある。
以上のような大規模な銑鋼一貫企業として、中国国内で生産能力が最大である宝鋼有限
集団公司があげられる。宝鋼有限集団公司の中核は上海市宝山区に立地する宝山製鉄所で
あり、生産規模や技術水準の点で中国の鉄鋼産業の最先端として位置づけられる。宝山製
鉄所では、薄板や厚板、鋼管が主な製品であり、中国の造船、自動車、家電用鋼板の供給
基地となっている。川端（2005b）によれば、宝山製鉄所は、高級鋼板類の国内市場では輸
入依存度が高い中で、唯一競争力を有する企業なのであるとしている。こうした高い技術
力の獲得は、新日本製鉄（現新日鐵住金）をはじめとする外資企業との長年の技術提携に
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よって培われたものであり、2003 年には、宝鋼は新日本製鉄とアルセロールの 3 社による
合弁企業である「宝鋼新日鉄自動車鋼板有限公司」を設立し、自動車向けの高級鋼板製造
を開始し、その後生産能力の増強が進められてきている。
中国鉄鋼業産業の中核となる大規模な銑鋼一貫企業は、宝鋼有限集団公司の他にも、鞍
本鋼鉄集団、江蘇沙鋼集団有限公司、唐山鋼鉄集団有限公司、武漢鋼鉄集団公司などが挙
げられ、2007 年時点でそれぞれ 2000 万トン以上の粗鋼生産規模を有している。これらの
企業以外にも、生産規模は少し小さくなるが、中国の主な工業地帯には中核的な大規模銑
鋼一貫企業が立地している状況である。従って、こうした大規模企業が CSR 調達システム
を導入することで、ほぼ中国全土に CSR 調達システムを普及させることが可能であると考
えられる。
想定される具体的な CSR 調達システムは以下のとおりである。中国においては上記のよ
うな大規模な銑鋼一貫企業が行政や NGO などとの連携のもとに CSR 調達基準を構築し、
CSR 調達基準を満たした鉄スクラップのサプライヤーを認定事業者として指定し、取引は
認定事業者とのみ行う。こうしたシステムの導入により、それまでインフォーマルな零細
事業として営んできたリサイクル事業者において、CSR 認定基準を満たすような投資や事
業主体の再編が促進されることが期待される。CSR 基準を満たす取組とは、例えば環境汚
染防止設備や従業員の健康被害を防止するための設備投資、児童労働の禁止、生産効率を
向上させるための事業主体の大規模化などが想定される。また、インフォーマルなリサイ
クルセクターのフォーマルな産業組織化を促進するために、中国鉄鋼産業界内で基金を設
立し、資金面や技術面での支援を行うことも考えられる。
問題は、企業数の多い生産規模の小さな電炉企業や中小型高炉企業である。これらの企
業は条鋼類の生産が中心であり、鋼板類生産が中心の大規模な銑鋼一貫企業によるサプラ
イチェーンとは独立したサプライチェーンが形成される可能性がある。条鋼類は鋼板類よ
りも品質面での要求度が低く、また生産能力が過剰になりつつあることから企業間の競争
も厳しく、たとえ CSR 調達システムを導入したとしてもインフォーマルなリサイクル事業
者からの調達が温存されやすい状況にあると言える。基本的には、政府の政策によって全
国に分散立地する中小の高炉企業や電炉企業の再編により大規模化を図っていく必要があ
る。事業主体の大規模化や事業者数の削減によって過当競争を緩和し、1 社あたりの資本力
を高めて、CSR 調達システムを導入し運用していく経営能力向上を促進する必要がある。
ただし、小規模な事業主体で農村部立地の場合には、地域の自治体がその事業主体として
参画し、CSR 調達を主導していくことも一つの方策であると考えられる。また電炉企業は、
鉄スクラップの回収効率や製品需要の点から都市部に立地する傾向が強いため、民間事業
者主導で経済合理的に規模の拡大を促進することが可能であると考えられる。
以上のように、中国の鉄鋼産業における CSR 調達システムの導入は、大規模銑鋼一貫企
業による先導、中小高炉企業や電炉企業の再編政策と連携した導入が基本戦略である。そ
して、こうした取組において、中国の鉄鋼業界団体の役割も重要である。CSR 調達システ
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ム構築に取組む企業が個別に政府との間で自主協定を結ぶことも考えられるが、最終的に
は中国の鉄鋼産業の業界団体が政府や有力な NGO との間で自主協定を締結し、業界団体の
加盟企業へは CSR 調達システム導入を義務付けるといったシステムへと発展することが考
えられる。さらに業界団体や政府、NGO との連携のもとで、CSR 調達システムに関するモ
ニタリングやコンサルティング、能力形成支援を行うための組織や基金の構築を行うこと
も必要である。
②外部条件からみた CSR 調達システム導入の可能性
横塚（2008,2010）は、中国では企業の社会的責任に関する関心が高まっていることを中
国企業の CSR 報告書の分析を通じて明らかにしている。それによれば、中国では 2006 年に
改正会社法において社会的責任条項が設けられたことを契機として、企業の社会的責任概
念の普及が政府主導で進められ、その結果、政府系機関や有力な企業において CSR 活動と
その内容の情報開示が活発化しているという。例えば、中国で CSR に関する報告を行った
企業は 2006 年の 32 社から 2009 年には 589 社に急増している（横塚 2010）。また、政府主
導の CSR 普及の主な背景には、環境問題の深刻化、人権・労働問題における海外からの高
い関心・注目、海外における中国の経済・産業面での影響力の増加（摩擦の回避・緩和の
必要性）といった点があると指摘している。
ところで CSR 報告書の内容であるが、横塚（2008）によれば、GRI 発行のガイドラインや
国連グローバル・コンパクトなどの国際的なガイドラインを参照して作成している企業が
多く、企業活動の経済面、環境面、社会面について網羅的に取組んで情報開示を行ってい
るものの、環境面を重視した開示に偏向しているという。これは、中国においては、環境
面で、関連する環境規制などの法整備も含めて政策的裏付けが強化されてきており、一方
で社会面では相対的に政策的な裏付けが少ないために、環境面に偏向した CSR 活動になっ
ていることが考えられる。また、サプライチェーン・マネジメントに関する CSR 活動は未
だ少なく、横塚（2008）によれば、CSR 報告書分析対象とした 16社のうち約 30%にあたる 5
社しか当該項目に関する情報開示をしていない。ちなみにサプライチェーン・マネジメン
トに関する CSR 活動としては、取引先や下請け企業への労働や環境面などでの適切な管理
に取組むことを想定している。
以上のような CSR 活動に関する企業の関心の高まりを受けて、中国政府系のシンクタン
クである社会科学院の「企業社会責任研究センター」が、国内の CSR 活動の調査研究、普
及、情報発信などを行っている。その活動の一環として、CSR ランキングを公表しており、
2009 年の上位 20 社中には 3 社の大規模な銑鋼一貫企業が含まれている。3 社とは、宝鋼集
団（6 位）、武漢鋼鉄集団（15 位）、鞍山鋼鉄集団（18 位）であり、宝鋼集団は、CSR 活動
においても中国産業界を先導していくような企業であると評価されている。
Baoshan Iron & Steel Co., Ltd.（2013）は、宝鋼集団における、サプライチェーン・マ
ネジメントの取組として、原料、材料、設備や部品のサプライヤーに対して環境管理を徹
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底してきたことを強調しており、そのためにサプライヤーとのコミュニケーションを密に
して普及啓発を図っているとしている。また、サプライヤーの選定にあたっては、ISO14001
のような環境管理の認証を取得している企業を優先するとしており、2013 年には全サプラ
イヤーのうち 44%がそうした認証取得企業であるという。ただし、サプライヤーの社会面、
例えば児童労働の禁止や最低賃金の保障、安全で衛生的な労働環境など、適正な労働条件
面での管理に関する取組みについての言及はない。
以上のように、中国では、環境問題の深刻化や、人権・労働問題の海外からの注目の高
まり、海外における中国の経済・産業面での影響力の増加などを背景として、CSR に関する
社会的な関心も高まり、行政の政策的対応も進んでいると言える。
（２）他のアジア諸国
中国以外のアジア諸国として、タイ、ベトナム、マレーシア、インドネシアを対象とし
て、それぞれの鉄鋼産業界における CSR 調達システム導入の可能性を分析した。
①鉄鋼産業構造からみた CSR 調達システム導入の可能性
川端（2005b）の分析によれば、タイ、ベトナム、マレーシアの鉄鋼産業は、銑鉄から製
鋼、鋼材の製造の一貫生産体制が未確立である国々として分類し、インドネシアの鉄鋼産
業は、還元鉄一貫生産による大量生産体制が主導する国として分類している。タイ、ベト
ナム、マレーシアは、鉄鋼産業の川下部門、つまり鋼材生産企業の発展が先行している国々
である。
川端（2005b,2008）による分析に基づいて、タイとベトナムの鉄鋼業の構造を以下のよ
うに整理した。まずタイでは、銑鉄や直接還元鉄の生産企業はなく、電炉による粗鋼生産
企業の他、熱延鋼材生産企業、冷延薄板生産企業、表面処理鋼板生産企業、鋼管生産企業
などの鋼材生産部門が発展している。また、この鋼材部門は、高中級品質の鋼材生産は外
資系企業が担い、中低級品は地場企業が担うという分業構造が形成されている。タイの特
徴は、自動車産業に象徴されるように日系企業を中心とした外資系製造業を核とした輸出
志向の工業化を進めており、条鋼類などの中低級品とともに、自動車や家電向けの高級鋼
板類への需要にも対応を求められているのである。現状では、先述のように高級品生産は
外資系鋼材生産企業が担い、中低級品生産は地場鋼材生産企業が担うといった構造になっ
ている。今後は、地場資本と外資の技術導入による銑鋼一貫製鉄システムの導入も含めて、
地場企業主導の鉄鋼産業高度化が模索されていくという。
以上の構造を踏まえると、タイの鉄鋼産業において CSR 調達システムを先導するのは、
粗鋼生産を行う地場の電炉企業であると考えられる。電炉企業の経営規模は大きくないた
め、政府やタイの鉄鋼業界団体の支援のもとに、電炉企業のフォーラムを形成し、タイの
電炉業界全体で取組んでいく必要がある。具体的に想定される CSR 調達システムは、（１）
中国で示した内容と同様である。
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ベトナムの鉄鋼産業も川下部門、つまり鋼材生産部門に偏向しており、しかも条鋼類中
心の生産である。国有企業が小型高炉で銑鉄の生産を行っているが生産規模は非常に小さ
い。また、粗鋼生産は全て国有企業系の電炉による生産であり、原料は、小型高炉で生産
した銑鉄や国内回収及び輸入による鉄スクラップである。粗鋼生産も鋼材部門の生産規模
に比して非常に小規模である。つまり、条鋼類を中心とした鋼材生産の母材となるビレッ
トは輸入依存度が高い構造となっている。ベトナムでは、銑鉄生産、電炉による粗鋼生産、
圧延等の鋼材生産企業の一部は国有企業であり、それ以外の鋼材生産企業は国有企業と外
資の合弁企業と地場企業である。
以上の構造を踏まえると、ベトナムの鉄鋼産業において CSR 調達システムを先導するの
は、粗鋼生産を行う電炉企業であると考えられる。電炉企業は国有企業であるため、政府
やベトナムの鉄鋼業界団体の支援のもとに取組んでいく必要がある。具体的に想定される
CSR 調達システムは、（１）中国で示した内容と同様である。
マレーシアの鉄鋼産業については、佐藤（2008）による分析に基づいて以下のように整
理した。マレーシアの鉄鋼産業界は条鋼類の輸入代替体制や鋼板類も含めた鋼材生産部門
が中心の生産構造である。まず銑鉄生産はないが直接還元鉄生産が行われている。粗鋼生
産は全て電炉であり、条鋼類の母材となる半製品（ビレット及びブルーム）の生産を行っ
ている。これらの生産は７社の寡占であり、国内需要を自給できる生産能力である。一方
で、鋼板類の母材となる半製品（スラブ）の生産は 1 社による独占であり、輸入依存度が
高い。ちなみのこの独占企業は国内資本のメガスチールという企業であり、マレーシア政
府は鋼板類生産にも対応できるこの企業の保護的政策を実施している。しかし、政府のメ
ガスチールに対する保護政策が、鋼板部門の圧延企業や表面処理企業等に負担を強いる結
果を招いている。また、こうした製鋼工程を有する企業は、圧延工程も有する製鋼圧延企
業である。その他の鋼材生産部門として、多数の単圧企業や表面処理企業、鋼管企業が存
在する。
以上の構造を踏まえると、マレーシアの鉄鋼産業において CSR 調達システムを先導する
のは、粗鋼生産を行う電炉企業であると考えられる。電炉企業は 7 社の寡占であるため、
政府やマレーシアの鉄鋼業界団体の支援のもとに、電炉企業のフォーラムを形成し、マレ
ーシアの電炉業界全体で取組んでいく必要がある。具体的に想定される CSR 調達システム
は、（１）中国で示した内容と同様である。
インドネシアの鉄鋼産業については、佐藤（2008）による分析に基づいて以下のように
整理した。インドネシアは、2007 年時点で、鉄鋼一貫システムを有する東南アジアで唯一
の国である。ただし、銑鉄の生産ではなく直接還元鉄による一貫生産である。国営企業で
あるクラカタウスチールによる事業経営で、鉄鉱石と鉄スクラップを原料に海綿鉄を生産
して、電炉によりスラブとビレットを生産している。他の民間の電炉メーカーも存在し、
これらの企業は鉄スクラップと銑鉄を原料としてビレットを生産している。銑鉄と鉄鉱石
は全量輸入である。これらの製鋼企業のほとんどは圧延機能も有する製鋼圧延企業である。
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川下の鋼材生産部門では、圧延・表面処理・二次加工といった工程で、鋼板や鋼管の生産
企業と条鋼類の生産企業が存在する。クラカタウスチールは、鋼板類の生産機能も有して
おり、先述のように鉄鋼一貫企業である。条鋼類の生産部門では、製鋼と圧延を統合した
上記の電炉メーカーが中心となる生産者であり、国内一貫体制が確立され輸入依存度は低
い。しかし、鋼板類の生産は、クラカタウスチールで一貫体制が構築されているものの、
輸入依存度は高い。
以上の構造を踏まえると、インドネシアの鉄鋼産業において CSR 調達システムを先導す
るのは、粗鋼生産を行う国有企業のクラカタウスチールと民間の電炉企業であると考えら
れる。民間の電炉企業は経営規模があまり大きくないと想定されるため、政府やインドネ
シアの鉄鋼業界団体の支援のもとに、国営のクラカタウスチールと民間電炉企業のフォー
ラムを形成し、インドネシアの粗鋼生産業界全体で取組んでいく必要がある。具体的に想
定される CSR 調達システムは、（１）中国で示した内容と同様である。
②外部条件からみた CSR 調達システム導入の可能性
タイの外部条件については、財団法人地球・人間環境フォーラム（2006）による分析を
踏まえて以下のように整理した。タイにおいては、CSR の取組みは始まったばかりであり、
一般には CSR という言葉はあまり普及していない。セメントや石油化学など環境負荷の大
きな大企業や外資系企業、労働集約型の生産を行う輸出企業を中心に、環境や社会問題を
中心とした CSR 活動が展開されている。その一方で、中小企業における CSR はほとんど
進んでいない状況である。タイでは、1970 年代中頃から外資企業の進出によって工業化が
進展し始めたが、企業活動による無秩序な自然資源利用と環境破壊が進むとともに、過酷
な労働条件や児童労働などの労働問題が発生している。1990 年代末になると、タイでも
CSR が普及し始めるが、先述のように外資企業による取組が先行したものである。こうし
た外資企業の取組みは、当初は操業許可要件としての環境規制遵守活動が主なものであっ
た。その結果、外資企業や国内資本の大企業を中心に ISO14001 の取得企業数が急増した。
その後、単に法令の遵守だけでなく、企業の倫理的で自主的な行動として、社会に利益を
還元する方法で投資や資源利用に取組む動きが見られるようになっている。そうした取組
みにおいて、タイでは、CSR 促進を支援する優れた NPO の役割が大きい。これらの NPO
は、タイの環境面、社会面での問題の特質を知り尽くしており、具体的に企業と連携して
地域の自立を支援する活動や、環境保全や CSR 活動に関する能力形成支援、研究、教育な
どを展開している。
ベトナムにおける外部条件については、財団法人地球・人間環境フォーラム（2007）に
よる分析を踏まえて以下のように整理した。ベトナムにおいては、CSR はまだ新しい概念
であり一般には普及していないが、公害防止や労働環境改善などの分野では産業界の自主
的な取組みを促進するための考え方として導入されている。こうした取組みにおいて、ベ
トナム商工会議所が産業界での CSR 普及に向けた活動を行っている。ベトナム商工会議所
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は、靴産業における CSR 活動を支援するため、ベトナム・ビジネス・リンクスというイニ
シアティブを運営している。このプログラムは、靴産業の労働環境改善や環境保全対策促
進を支援するもので、具体的には、中小企業向けの研修やコンサルティングを行っている。
コンサルティングでは、できる限り安いコスト負担で実現可能な CSR 活動（労働環境改善、
環境保全対策など）を提案するとともに、参加企業自身がお互いに経験を共有しアイデア
を出し合うためのプラットフォームともなっている。またこのイニシアティブの体制には
多くの国際組織やベトナム国内機関も参加し、アディダスやピューマ、アシックス等のス
ポーツ用品産業のグローバル企業などが資金提供を行っている。国内機関としては、健康
省や工業省などの中央省庁、繊維、靴、スポーツ用品などの産業団体、社会系 NGO、環境
コンサルタントなどが参加している。2005 年からは、靴や革製品産業における CSR 評価
システムの構築を行うとともに、CSR 表彰制度の運営も行っている。
マレーシアの外部条件については、Lu and Castka（2009）及び ECO-CSR JAPAN（2015）
を踏まえて以下のように整理した。マレーシアでは、CSR の概念が導入される以前から、
宗教的・民族的な慣行として、企業による寄付行為が活発であった。したがって、マレー
シアにおいて CSR は、企業による寄付行為やフィランソロフィー活動であり、あるいは単
に企業の PR 活動であると捉える傾向が強い。また、そうした PR としての CSR は、大企
業の活動はメディアによってとりあげられるが、中小企業の活動には光が当たらないとい
った問題がある。マレーシアでは真の意味での CSR の実践は、外資企業や大企業による取
組みが中心である。CSR の定義に対する混乱や、外資企業などを中心としたそれぞれの基
準に基づく CSR 活動が進展する中で、マレーシア政府としての CSR 促進枠組みとしての
ガイドラインの制定が求められていた。このような背景のもと、2006 年には、政府系企業
の改革の一環として、CSR 活動や CSR 政策の効果を評価するためのガイドラインが提供さ
れた。また、マレーシア証券取引所（ブルサ・マレーシア）は、上場企業向けに CSR 実施
の報告書作成のガイドラインを提供し、2007 年には上場企業に対して CSR 活動の公開義
務が課せられた。さらに政府は、CSR を積極的に行う企業に対する税制優遇を導入し、CSR
の表彰制度も実施されるようになった。以上のような政府の促進策によって、マレーシア
における CSR 活動は大きく進展しているが、その内容に着目すると未だ初期な段階である
と考えられている。
インドネシアの外部条件については、財団法人地球・人間環境フォーラム（2006）及び
川原と入江（2014）の分析を踏まえて以下のように整理した。インドネシアでは、行政の
腐敗、違法伐採などによる森林破壊、深刻な大気汚染や水質汚濁などに対応するため、CSR
概念が導入される以前から、企業の環境面や社会面に配慮した活動に対する社会的な要請
は強いものがあった。そうした背景のもとに、環境分野での取組みとして、環境省によっ
てエコラベル制度、環境報告書による情報開示の促進、企業の環境面での格付け制度など
の取組を進めていた。CSR は環境面だけではなく社会面、経済面も含めた包括的な概念で
あるが、2006 年時点では CSR を経営戦略として展開している企業は少なく、多くの企業
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は CSR とは従来からある企業の慈善活動と同義であると捉えている。CSR を経営戦略とし
て展開する主な企業はグローバルに展開する外資企業が中心となっている。以上のような
状況のもと、2007 年に CSR に関する法令として、会社法、投資法において、それぞれ企
業と投資企業は環境的、社会的な責任を果たす義務があることを定めている。特に会社法
では、年次報告書において社会的及び環境的責任の実施に関する報告を含めるよう要請し
ている。また、会社法では社会的及び環境的責任の実施すべき対象として、天然資源に関
する有限責任会社であるとし、上記のように活動の情報開示の要請や罰則規定も定められ
ている。これらの法律に先んじて、2003 年には全ての国営企業に対して、CSR 活動に関す
る報告を行うことを国有企業省規則の中で要請している。また、2012 年には、財務省令に
より、インドネシアで上場した企業は全てその年次報告書において CSR 活動の内容を開示
することを求めている。
（３）ナイジェリア
①鉄鋼産業構造からみた CSR 調達システム導入の可能性
Osita Aghu（2007）は、ナイジェリアの鉄鋼産業の形成の歴史を概観し、日本との技術
協力による今後の発展可能性を分析している。この成果を踏まえて、ナイジェリアの鉄鋼
産業の構造を以下のように整理した。
ナイジェリアでは 1970 年代後半から、政府主導で鉄鋼一貫生産プラントの建設計画が進
められた。具体的には、The Ajaokuta Steel Project と Delta Steel Company Limited の
プラント建設である。前者は、技術選択における意思決定ミスなどにより建設が大幅に遅
れたが、2006 年に銑鋼一貫生産プラントとして条鋼類の生産を開始し、製品の一部はガー
ナなどへの輸出も開始している。このプラントの操業は、インド資本のグローバル企業で
ある Global Steel Holdings Ltd（GSHL）が行っている。後者は、ナイジェリアはもとよ
り西アフリカ地域での先駆的な直接還元鉄の鉄鋼一貫生産プラントとして1980年代に建設
された。しかし、政府による経営において、運転資金の不足により 25%という非常に低い
稼働率で操業していた。2005 年に GSHL が Delta Steel Company Limited の株式の 80%
を取得し、GSHL によってプラントの修繕とより効率的な操業が開始されることとで、生
産能力を十分に活かした操業が続けられている。2015 年時点では、Delta Steel Company
Limited は、西アフリカ地域の中核的な鉄鋼一貫メーカーである Premium Steel & Mines
Ltd の一事業所として創業されている。ナイジェリアでは、上記のような中核的な鉄鋼一貫
生産企業とともに、条鋼類生産を中心とした民間の鋼材生産企業が複数存在する。また、
これらの中核プラントの操業によって、国内の民間の鋼材生産企業において、条鋼類生産
の母材の輸入代替が進んでいる。
以上の構造を踏まえると、ナイジェリアの鉄鋼産業において CSR 調達システムを先導す
るのは、上記の２つの中核的な鉄鋼一貫生産企業であると考えられる。現在、２つの中核
的企業は、外資企業によって運営されているため、政府主導で２つの企業との間に協定を
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締結し、ナイジェリアの鉄鋼業界団体とも連携して取組んでいく必要がある。具体的に想
定される CSR 調達システムは、（１）中国で示した内容と同様である。
②外部条件からみた CSR 調達システム導入の可能性
Smit et al.（2013）は、現在のナイジェリアにおいては企業による CSR の取組は活発で
はないことを指摘している。政府が直面する大きな課題は、GDP の 80％以上を依存する原
油や天然ガス採掘ビジネスに従事する企業活動の透明性や、掘削サイトが集中するナイジ
ェリアデルタ地域の水質や土壌の汚染、政府の腐敗防止、貧困問題、人権擁護、インフラ
整備などである。こうした状況下で、企業において CSR はフィランソロフィー活動として
捉えられることが多く、具体的には地域社会などへの寄付という取組が主流を占めている。
この点で、企業のビジネス戦略の重要な要素として CSR を統合化した取組は、一部の多国
籍企業を除いてまだほとんどみられない。特にサプライチェーンを通じた CSR 活動の統合
化が新たな企業価値創造に貢献するといった認識や取組もほとんどないということである。
現状では、多国籍企業や地元企業、国際的な NGO などもこのフィランソロピーアプローチ
を促進しており、その結果、貧困、教育、健康・医療、環境といったテーマでの協力基金
の設立数が増加している。特に通信や銀行セクターの企業がこの取組に熱心である。また、
CSR 税を取るといった提案もあるが、政府も企業も時期尚早であるとの認識であるという。
Helg（2007）も、ナイジェリアでは、外資企業と地場企業とでは CSR への認識や取組み
状況が異なることを指摘している。ナイジェリアでは社会的な関係のあり方が家族主義的
であり、例えば地場企業の企業内組織や地域社会は、全て同じ家族の一員であるかのよう
な非常に強い身内意識が形成されている。この傾向はナイジェリアの中小企業やインフォ
ーマルセクター内の組織において顕著である。したがって、従業員や地域住民を家族の一
員であるかのようにみなす伝統が、ナイジェリアの CSR に対する理解や行動に大きな影響
を与えているという。少なくとも、CSR は唯一の定義や対処方法があるわけでなく、地域
の社会文化的な条件に応じてその普及を進める必要があると結論づけている。
Moldi et al.（2012）は、ナイジェリアにおいては遵法意識が低いため、今後 CSR を普及
するためには、まず行政による規制や政策の遂行能力を高めることが必要であり、特にモ
ニタリング能力を強化する必要性を強調している。ここでのモニタリングには、違法行為
の摘発だけでなく、企業活動の情報開示、政策の評価なども含んでいる。また、遵法意識
や CSR の普及のためには、行政が企業間の情報共有や相互の意識改革を促すためのフォー
ラムを形成していくことも重要であるとしている。また、CSR の普及に向けた経済的なイン
センティブ付与も提唱している。例えば、環境保全のための投資に対する税制優遇や補助
金制度等である。さらに、行政は企業に対して操業許可を付与する際に、その企業の CSR
の遂行能力を十分に見極めることも提唱している。例えば、環境保全投資が十分にできな
い場合には、操業許可を与えないといったように、事業の許認可要件として CSR 実施能力
を導入することも必要であるとしている。
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４．素材産業における CSR 調達システム導入に向けて
３―２．での考察結果を表 7-5 のように整理した。各国において、鉄鋼産業界での CSR
調達システム構築を先導する主体は、その国の鉄鋼産業構造によって異なることが明らか
になった。中国やベトナム、インドネシアなどのように国営企業が粗鋼生産の中核的な存
在である場合には、政府主導のプロジェクトとして CSR 調達システムの構築を進めること
が可能である。一方で、複数の民間電炉企業が粗鋼生産を行っている場合には、鉄鋼産業
の業界団体や政府との連携によって電炉企業間でフォーラムを形成し、CSR 調達システム
構築に関するビジョンやノウハウの共有化を進め、業界としての合意形成を図っていく必
要がある。そして業界としての合意形成のもとに、政府と業界団体との間で CSR 調達シス
テムに関する自主的な協定を締結することが考えられる。ナイジェリアのように、CSR 調
達システムを先導すべき中核的な企業が外資企業の場合には、政府主導でこれらの外資企
業と交渉し、CSR 調達システム構築に向けた協定を締結していく必要がある。
外部条件については、各国の CSR 活動の普及動向を概観することで、行政、消費者、NGO
などのステークホルダーによる企業ガバナンスの状況を評価した。各国とも環境問題に対
する政策として、規制や経済的インセンティブ、情報的措置などの手法で企業活動の環境
面での適正化を図る取組みが盛んである。しかし、人権や労働環境なども含めた CSR とい
う概念での政策への取組みは始まったばかりという段階であり、外資企業を中心に母国の
CSR 基準に従った活動が中心である。
CSR 促進に関して、政府による規制的措置や経済的インセンティブなどの具体的な政策
を実施しているのは、中国、マレーシアとインドネシアである。具体的な政策とは、CSR
に関するガイドライン制定や企業活動情報開示に関する法令、CSR 活動実施企業に対する
税制優遇などである。それ以外の国の主な取組としては、業界団体主導によるフォーラム
活動や、証券取引所でのガイドライン策定、NGO による CSR 実施支援、表彰制度、CSR
報告書のランキングなどがあげられる。以上のように、CSR 促進を主導する主体も政府だ
けでなく、国によっては NGO や業界団体、金融市場などが主導する場合もある。したがっ
て、CSR 調達システム構築にあたっては、NGO やメディア、地方自治体、関連団体など、
その国で CSR 普及を主導する主体と政府との連携により、政府の政策立案やその遂行能力
を補完していくことが必要である。
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表 7-5 CSR 調達システムの成立条件の実現可能性
むすび
本章は、途上国における適正なリサイクルセクターの育成に向けた方策として、リサイ
クル資源の需要主体における CSR 調達システムの導入可能性を検討したものである。途上
国では、環境汚染や健康被害などの外部不経済を前提としたインフォーマルなリサイクル
事業が、リサイクル資源市場で最も価格競争力を有するという構造を有している。そこで、
問題を抜本的に改善する方策として、リサイクル資源の需要主体の調達責任に着目し、需
要主体における CSR 調達システムの導入によって、リサイクル事業主体の淘汰と適正化が
促進されるという政策の可能性を分析した。
具体的には、CSR 調達システムの動向把握を踏まえて、CSR 調達システムの成立条件を整
理し、そうした成立条件の対象国における実現可能性を評価した。具体的な分析対象とし
たリサイクル資源は鉄スクラップであり、その需要主体としての鉄鋼産業である。
その結果、まず、CSR 調達システムの導入条件として次の 3 点が必要であることが明らか
となった。第一に、CSR 調達システムの中核となる企業が存在すること。第二に、中核企
内部条件
（CSR 調達システムを主導する企業）
外部条件
（CSR 活動の普及動向）
中国 ・銑鋼一貫生産大企業（国営企業）
・中小型高炉企業及び電炉企業につい
ては、その再編と大規模化が必要
・CSR 法制（会社法の CSR 条項）
・CSR 報告書数の増加
・中国社会科学院「企業社会責任研究センター」
による普及活動（CSR 報告書ランキング制度）
タイ ・民間の電炉企業
（政府や鉄鋼業界団体の支援のもと、
電炉企業のフォーラムを形成し、電
炉業界全体で取組んでいく）
・環境負荷の大きな企業、外資企業、輸出企業
を中心に CSR 活動を展開
・CSR 実施を支援する優れた NGO が存在する
ベトナム ・国営の電炉企業
（電炉企業は国有企業であるため、政
府や鉄鋼業界団体の支援のもとに
取組んでいく）
・ベトナム商工会議所による CSR 普及、CSR
実施支援（研修やコンサルティングなど）
・靴産業での CSR 活動が先行
（政府、外資企業、業界団体、NGO などが参画）
・CSR 表彰制度
マレーシア ・民間の電炉企業
（政府や鉄鋼業界団体の支援のもと
に、電炉企業のフォーラムを形成
し、電炉業界全体で取組んでいく）
・政府による CSR 活動評価ガイドライン
・上場企業に対する CSR 活動情報公開義務
・CSR 活動に対する税制優遇
・CSR 表彰制度
インドネシア ・国有の鉄鋼一貫生産企業（クラカタ
ウスチール）及び民間の電炉企業
（政府や鉄鋼業界団体の支援のもと
に、国営のクラカタウスチールと民
間電炉企業のフォーラムを形成し、
粗鋼生産業界全体で取組んでいく）
・CSR 法制（会社法、投資法に CSR 条項）
・CSR 法制は、CSR 活動情報開示の義務化が中
心。特に天然資源を採取する企業や上場企業、
国営企業を中心とした適用。
ナイジェリア ・鉄鋼一貫生産を行う中核外資企業
（政府主導で２つの外資企業との間
に協定を締結し、鉄鋼業界団体とも
連携して取組んでいく）
・コンプライアンス意識が低い。
・企業活動の透明性に対する社会的要請は高い
が、企業側の取組みは進まない。
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業が CSR 調達システム形成を主導し、サプライチェーン上の企業への能力形成支援を行い、
行政や NGO との連携を図ること。第三に、不正行為に対する行政や NGO と連携したモニ
タリングと情報公開が必要であること。また、以上の条件について、各国の鉄鋼産業への
適用可能性について分析したところ、鉄鋼産業界で CSR 調達システム構築を先導する主体
は、その国の鉄鋼産業構造によって異なることが明らかになった。基本的にはどの国も政
府の介入や主導が必要であるが、粗鋼生産において大規模な国営企業が中核的な存在であ
る場合と、複数の民間電炉企業などが担っている場合では、異なるアプローチが必要であ
る。つまり、前者は政府主導で展開することが可能であるが、後者は、関連企業間でフォ
ーラムを形成し、業界としての合意形成を図っていく必要がある。いずれの場合も、主導
する企業と政府、業界団体との連携が必須である。また、CSR を主導する政府以外の主体は
国によって異なるため、NGO やメディア、地方自治体、関連団体など、その国で CSR 普及を
主導する主体と政府との連携により、政府の政策立案やその遂行能力を補完していくこと
が必要である。
工業化の初期段階では、耐久消費財の大規模メーカーが存在しない国も多々あり、責任
能力のある生産者が乏しいという点でEPR 制度が成立しない場合があることは６章で示し
た通りである。一方で、鉄鋼業などの素材産業は工業化の初期段階の中核的な産業として
立地している場合が多いことから、素材産業を中核とした CSR 調達システムは比較的所得
水準の低い段階からでも導入可能であると考えられる。
注
(1) この詳細な構造は第２章に詳しい。
(2) EPR にもとづく制度を導入しているアジアの国は、中国、インド、インドネシア、タイ、
マレーシア、ベトナムである。タイとベトナムは制度を構築中である。
(3) CSR 調達をグローバルに普及している取組例として、電子機器業界による行動規範、森
林管理協議会による森林認証制度、海洋管理協議会による持続可能な漁業の認証、国際
金属・鉱業評議会の CSR 調達に関する基本原則などがある。
(4) CSR 調達を行わないことによるリスクは不買運動だけではない。NGO からのネガティ
ブキャンペーンや、投資家からの信頼を損ねることによる株価の下落、他のサプライヤ
ーからの供給停止や取引停止、販売先からの取引停止など様々なリスクを伴う。
(5) 企業活動を経済面だけでなく社会面、環境面からも評価する考え方で、企業の決算書の
最終行（ボトムライン）には、収益や損失の最終結果を示すように、社会面、環境面で
もその評価結果を述べるべきとの議論がある（EIC ネット 2015d）。
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第８章 まとめ：途上国における健全なリサイクルセクターの発展シナリオ
はじめに
グローバル経済下における循環型社会形成の論点を俯瞰した上で、本研究が焦点をあて
たのは、途上国におけるインフォーマルリサイクルセクターの活動による社会的リスクの
発生という問題である。途上国における廃棄物の回収・リサイクル処理の主な担い手は、
都市部の小規模零細あるいは個人生業であり、十分な設備や装備がないために環境汚染や
健康被害が生じている。また、こうしたインフォーマルリサイクルセクターは貧困の温床
ともなっており、児童労働などの人権問題も顕在化している例がある。こうした問題の顕
著な例が、途上国における e-waste のリサイクルである。
以上のような問題は、途上国が経済発展とともに大量生産・大量消費・大量廃棄型の社
会へと移行するにしたがい、廃棄物処理やリサイクル処理能力が量や質ともに不足してい
くことによるものである。したがってこの問題は、工業化による経済発展上の構造的な要
因によるもので、多くの途上国に共通の問題として捉えることができる。その解決に向け
ては、基本的には行政が規制や財政的な措置によって廃棄物処理やリサイクルの能力向上
を図ることが必要となる。しかし、多くの途上国では行政における体制や財政的な要因に
よって政策遂行能力に大きな制約がある。そこで、行政だけでなく、生産連鎖上の産業主
体が連携して健全なリサイクルセクターの育成支援を行うことが考えられる。
本研究では、以上の点を踏まえた分析枠組みとして、「途上国における都市インフォーマ
ルリサイクルセクターがもたらす社会的リスクは、経済発展過程上の構造的要因によるも
のである。その解決にあたっては、行政とともにリサイクルセクターに関する生産連鎖上
での産業主体が連携した対処が必要である」との仮説を設定し、その検証を進めてきた。
本章では、7 章までの分析や考察のまとめを行う。第 1 節で、途上国のリサイクルセクタ
ーに関するリスク要因分析概要、第 2 節でリスク管理方策に関する分析概要を整理し、第 3
節で、リサイクルセクターの能力形成を軸とした、循環型社会形成の発展シナリオの構築
を行う。
１．途上国のリサイクルセクターに関する社会的リスク要因
１－１．経済発展とリサイクルセクターに関する社会的リスク
第 2 章では、各国の e-waste 処理やリサイクルの事例分析を通じて、経済発展段階に応
じた問題の諸相の類型化を行った。具体的には、途上国における e-waste の処理やリサイ
クルについて、西アフリカ、アジア、中南米諸国を対象とした事例分析を行った。
アフリカのナイジェリアやガーナ、コートジボワールは、原油等の天然資源に恵まれた
国であり、天然資源の輸出額増加が所得水準向上をもたらしてきた。これらの国々は中所
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得国であるとはいえ、工業による経済発展の初期段階であり、農村都市間の労働移動に対
して、都市部の工業部門が未発達であるがために、都市部においてフォーマルな就業機会
を獲得できない都市貧困層が発生している。実際に、ナイジェリアとガーナでは、都市部
のインフォーマルリサイクルの従事者は、ほとんどが両国の北部の農村部からの移住者で
ある。ところで、西アフリカ諸国は、一次産品依存型の経済構造であるために、工業部門
の成長が遅く国際経済情勢の影響を受けやすい脆弱な経済である。こうした状況から脱し
ない限り、今後、都市インフォーマルリサイクルセクターに伴う問題は長期化することが
考えられる。
西アフリカ諸国では、素材産業による金属のリサイクル資源需要が存在するものの、金
属のリサイクル資源流通はあまり多くない。また、国内での e-waste 発生量も多くないた
め、国内の家庭や産業から回収する金属のリサイクル資源もあまり多くはないと考えられ
る。一方で、中古品輸入の急拡大によって中古品に偽装した e-waste 輸入が拡大しており、
インフォーマルリサイクルセクターは、こうした中古品貿易関連の e-waste のリサイクル
に従事する割合が高いと考えられる。
中国、インド、ベトナムは工業的な発展を進めており、特に中国の急激な発展は目覚し
い。パキスタン、バングラディシュは農業や繊維産業が主要産業である。中国以外は工業
的発展の初期段階にあり、中国は工業的発展による成長軌道上に位置する段階である。し
たがってこれらの国々でも、農村から都市への労働移動が生じている。例えば中国では、
近年の沿海都市部を中心とした急激な工業的発展により、農村部の農業部門から都市部の
工業部門への労働移動が顕著である。中国の都市部のインフォーマルリサイクルセクター
従事者も地方からの移住者が多い。また、中国では工業的発展が著しい沿岸部内の都市近
郊農村が村全体でインフォーマルリサイクル拠点化していることも大きな特徴である。
中国では、沿岸部を中心とした工業発展や全国のインフラ整備需要の拡大により、金属
リサイクル資源への需要が非常に大きく旺盛である。中国は世界一の粗鋼生産規模を有し、
国内の e-waste の一人あたり発生量が、西アフリカ諸国よりは多いため、国内の金属のリ
サイクル資源回収量も西アフリカ諸国よりは多いものと考えられる。国内の回収量が増加
する一方で、依然として、沿岸部を中心に海外からの e-waste の輸入による資源回収も盛
んである。ベトナムは、その発展段階からナイジェリアやガーナといった国々と同様に、
国内の e-waste 蓄積量が少ないことや、e-waste 輸入を禁止していることから、中古品とし
ての偽装輸入や再輸出目的の輸入として増加していると考えられる。
アルゼンチン、ブラジル、メキシコは 3 カ国とも上位中所得国であり、工業的な発展が
進んでいる。ブラジルとアルゼンチンは、かつて日本が転換点を迎えた所得水準に近づき
つつあり、メキシコは既に越えている。ただし、転換点にあった日本の産業構造と大きく
異なるのは、これらの 3 カ国が資源国であり農業国でもあるという点である。また、これ
ら 3 カ国を含む中南米の資源国は、70 年代から 80 年代にかけて長期の経済停滞を経験し
ている。こうした国では、都市インフォーマルリサイクルセクターの存在も長期にわたり、
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自らの活動や政策的な措置によって社会的な地位を得た組織として定着している。これら
のインフォーマルセクターは、長年、古紙、プラスチック、金属スクラップ類などの回収
やリサイクルに従事しており、e-waste の処理への取組はこれからという状況である。ただ
し、かなり工業化が進展しているため、適正な技術の導入や効率化のための産業組織化な
どを進めることで、e-waste に関する諸問題への対応が可能であると考えられる。
対象とした中南米諸国は、国内における e-waste 蓄積量も多く、現在も PC や携帯電話な
どの急激な普及によって e-waste が増加している。こうした状況から、e-waste を海外から
輸入するといったことも少なく、国内での e-waste からの資源回収も進んでいると考えら
れる。例えばアルゼンチンでは、使用済みの家電製品については、フォーマルな金属スク
ラップ事業者による処理が進められている。ただし、近年急激に普及した PC や携帯電話が
使用済みになった物については、まだそのリサイクル処理は本格化しておらず、修繕しリ
ユースするといった中古品市場流通が中心である。
以上の事例分析より、対象とした国々は次のように類型化できる。西アフリカ諸国は、
都市インフォーマルリサイクルセクターの急増期にあり、取り扱う e-waste は輸入品中心
である。中国は都市インフォーマルリサイクルセクター増加の逓減期にあり、取り扱う
e-waste は輸入品だけでなく国内回収品も増加している。南米諸国はインフォーマルリサイ
クルセクターの存在が定常化し、まだインフォーマルリサイクルセクターによって e-waste
は取り扱われていない。
以上の分析をふまえると、都市インフォーマルリサイクルは、工業化の初期段階で都市
農村間の労働力移動という経済発展のための要素供給過程で生じる活動であり、これに発
展過程で増大するリサイクル資源需要が相まって、インフォーマルリサイクルの活発化と
それに伴う健康被害や環境汚染などの外部不経済が大きな問題として顕在化することが明
らかとなった。また、リサイクル需要は増大するものの、国内でのリサイクル資源の蓄積
量が少ないために、主に先進国からの不法な輸入に依存した循環型社会となる。
そうした都市インフォーマルリサイクルセクターは経済発展とともに、リサイクル資源
の所得に対する相対価格の低下や人件費の上昇、転業機会の増加といった要因により衰退
する。しかし、多くの途上国は低・中所得国にとどまることが多く、インフォーマルリサ
イクルセクターも長期的に社会の中に定着した存在となる。したがって、経済発展による
自然消滅を待つのではなく、現在、解決すべき問題として捉えて、リスク管理を行ってい
く必要がある。
１－２．リサイクル経済の発展要因
第 3 章ではリサイクル経済の発展要因を解明するために、ケーススタディーとして鉄ス
クラップを取り上げ、その国内回収量の決定要因に関するパネルデータ分析を行った。
具体的には、鉄スクラップの需要、供給、価格決定といった点での特性を把握し、鉄ス
クラップの国内回収量の決定要因に関する仮説を構築した。この仮説の実証分析として、
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各国の鉄スクラップの国内回収量（kg/人）を被説明変数とし、仮説で抽出した決定要因を
説明変数とした回帰分析を行った。なお鉄スクラップ市場は、景気の影響を受けやすく時
間的な変動が大きい。また、各国の製鉄技術やリサイクル制度などの違いによっても影響
を受ける。こうした特性より本章では、鉄スクラップ回収量に関して国別かつ暦年別のデ
ータを作成しパネルデータ分析を行った。パネルデータ分析は、個体固有の要因と、時間
固有な要因をコントロールしながら、共通の要因について実証を行う分析手法である。
国内回収量の決定要因として仮説的に設定したのは、鉄スクラップの供給要因として、
貿易開放度、都市への人口集積度、製造業の賃金水準、鉄鋼の蓄積量、教育水準であり、
需要要因としては、鉄鋼産業の成長、製造業の成長、鉄スクラップの輸入依存度、天然資
源賦存量、消費の拡大、エネルギー資源輸入依存度である。また、これらを作業仮説とし
て、高所得国と低・中所得国における決定要因の差異に関して次のような仮説を設定した。
第一に中・低所得国では、工業製品や素材の希少性が高いため、鉄スクラップの国内供給
力が小さく、需要を満たすために輸入に依存する。高所得国では、供給力過剰となり、鉄
スクラップの輸出国となる。第二に高所得国では、工業の成長や消費拡大によって、高品
質な製品や素材への選好が強まるため、鉄スクラップの需要は減少する。中・低所得国で
は、工業の成長や消費拡大によるそうした選好の影響は弱いため、鉄スクラップの需要は
増加する。第三に高所得国では、リサイクル制度や高い教育水準による環境意識の高まり
などが、リサイクルを促進する要因となる。中・低所得国では、政策や環境意識の要因で
はなく、経済発展に伴う直接的な需要が大きな要因である。
以上の仮説を踏まえ、91 ヵ国で 37 年間（1973 年－2010 年）のデータを用い、高所得国、
低・中所得国、高炉のある国、高炉のない国という類型で推定を行った。その結果、供給
力を高める要因としては、高所得国と高炉のある国では、都市への人口集積、教育水準、
製造業の賃金水準、鉄鋼の蓄積量であり、リサイクル促進のために、都市での効率的な回
収システム、リサイクル教育等の政策が必要と考えられる。また、低・中所得国と高炉の
ない国では、貿易開放度が強い要因であることから、適正なリサイクル資源貿易を通じて、
国内回収量の不確実性を補うことが必要となる。需要拡大を促進する要因は、高所得国で
は、鉄鋼生産力とエネルギー資源輸入依存度、低・中所得国では消費拡大、高炉のある国
では、エネルギー資源輸入依存度、高炉のない国では鉄鋼生産力、消費拡大、天然資源賦
存量となっている。エネルギー資源輸入依存度や天然資源賦存量をリサイクル政策の制御
要素とすることはできないので、鉄鋼生産力増強や消費拡大を図る際に、リサイクル資源
としての鉄スクラップの有効利用を誘導するような政策が必要となることが明らかとなっ
た。以上のような、類型別の仮説の検証とともに、高所得国と中・低所得国の決定要因の
差異に関する仮説の検証も行った。
まず、高所得国と中・低所得国の定数項を比較すると、高所得国は負の値で、中・低所
得国は正の値である。高所得国において、定数項が負の値ということは、中・低所得国よ
りも鉄スクラップ回収が進まない固有の条件による効果が大きいことを示している。一方
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で、鉄鋼蓄積量は高所得国の方がはるかに大きいため、結果的に高所得国では鉄スクラッ
プが供給過剰な状態になりやすい特質を有しているものと考えられ、第一の仮説１と整合
的である。
「製造業の成長」「消費拡大」の分析結果では、高所得国ではそれぞれ鉄スクラップ回収
量と負の相関があることを示しているが統計的には有意ではない。中・低所得国では、「製
造業の成長」「消費拡大」が鉄スクラップ回収量と正の相関があることを示しているが、「製
造業の成長」については統計的に有意ではない。総じて先の第二の仮説を支持する結果は
得られなかった。「教育水準」の分析結果は、特に高所得国において、高い教育水準による
リサイクル政策への理解やリサイクルへの参加を促進する要因となることを示唆するもの
である。この点は、先の第三の仮説と整合的である。また、定数項を比較すると、高所得
国は負の値で、中・低所得国は正の値である。これは高所得国において中・低所得国より
も鉄スクラップ回収が進まない固有の条件による効果が大きいことを示している。こうし
た条件に抗してリサイクルを進めるには、教育が重要な役割を果たすことが考えられ、第
三の仮説と整合的である。
以上の分析から、次の 2 点が明らかになった。第一に、国内の需給特性として、低・中
所得国は工業発展に伴う需要増加が国内のリサイクルを促進する要因であるのに対し、高
所得国では、リサイクル政策や環境教育などがリサイクルの促進要因であること。第二に、
低・中所得国は供給不足であり、高所得国は供給過剰となる傾向があることである。した
がって、供給不足の低・中所得国は輸入依存となり、供給過剰な高所得国から低・中所得
国へ輸出されるという、概ねの構造が検証できた。
１－３．リサイクル資源貿易に関する汚染リスク
第 4 章では、鉄スクラップを対象としてリサイクル資源の貿易構造分析を行い、最も汚
染リスクの高い貿易パターンの特定を行った。具体的には、鉄スクラップの需給特性や、
第 2 章と 3 章で検証した、「低・中所得国は鉄スクラップの国内供給不足となり、高所得国
は鉄スクラップの供給過剰となる傾向があること」を踏まえて、鉄スクラップの貿易構造
に関する仮説を構築した。その貿易構造とは、次の四つのパターンである。第一に、工業
的発展の初期段階で、鉄スクラップの輸入特化となるパターン。これは、鉄鋼産業の初期
的な発展期で電炉を中心とした需要拡大が主要因となるものである。第二に、工業化の初
期段階で粗鋼生産規模が非常に小さい国が、鉄スクラップの輸出特化となるパターン。こ
れは、国内の鉄鋼生産需要ではなく、労働コストが低いことを活かして、海外から分別品
質の低い鉄スクラップや廃棄物同然の中古品を輸入して、国内で処理を行い需要国へ輸出
するパターンである。第三に、高所得国で輸出特化となるパターン。これは、人件費が低・
中所得国に対して相対的に高いことや高品質志向であることから、国内では高品質鉄スク
ラップの生産に特化し、余剰が輸出される場合である。高品質なものは高所得国へ輸出さ
れ、分別品質の低いものは、需要の大きい低・中所得国へと輸出される。第四に、高所得
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国で鉄スクラップの輸入特化となるパターンである。これは、高所得国でも、電炉による
鉄鋼生産に特化し、あるいは鉄鋼業の規模や競争力の高い国では輸入特化となるパターン
である。
以上の仮説を検証するため、鉄スクラップの貿易特化指数と所得水準との関係を見るこ
とで、仮説に示した貿易構造が顕在化していることを確認した。その結果、仮説で示した 4
つの貿易パターンが全て確認できた。さらに貿易パターン分類別にあてはまる国をリスト
アップし、各国の所得水準、一人当たり鉄消費量、電炉による鉄鋼生産割合、粗鋼生産額
を比較することで、各国の鉄スクラップ需要構造と貿易パターンとの関係について考察を
行った。
各国での鉄スクラップの需要主体の存在状況等を踏まえると、最も環境汚染リスクが高
い貿易パターンは、第二の仮説で示した低・中所得国で輸出特化となるパターンの中で、
所得水準が 5,000 ドル/人未満の国々である。国内の鉄の需要量と生産量が非常に少ないに
もかかわらず完全輸出特化に近いのは、廃棄物同然の輸入中古品等から鉄スクラップを抽
出し、海外の需要国へ輸出している可能性がある。実際に第 2 章や 4 章で示したように、
ガーナではそうした輸出が確認されており、インフォーマルセクターが不十分な技術や装
備で処理することで環境汚染や健康被害が発生している。
２．途上国のリサイクルセクターに関する社会的リスクの管理方策
１．のリスク要因は、経済発展とともに生じる構造的な問題であることが明らかになっ
た。したがって、そうした構造要因を踏まえた上で、経済発展段階に応じたリスク管理の
あり方の検討が必要である。
２－１．途上国におけるリサイクルセクターの発展プロセス
第 5 章では、途上国におけるリサイクルセクターの発展プロセスに関する分析を行った。
この分析の前提として、都市インフォーマルリサイクルセクターに関する先行研究や日本
の経験を踏まえて、低・中所得段階から高所得国段階に至るリサイクルセクターの健全な
発展プロセスに関する仮説を構築した。発展プロセスには次の３の段階がある。第一の段
階は、いわゆるインフォーマル経済が優勢な段階である。第二にインフォーマル経済と公
的システムの連携の段階である。公的なシステムの拡充によりインフォーマルリサイクル
セクターはフォーマルなセクターとの連携なしには生き残れなくなる。第三は産業組織化
と高度化の段階である。高所得国では、廃棄物量の増加とともに処理困難性が高い廃棄物
も増加し、廃棄物処理基準や公的システムによる処理能力の強化が進められる。大幅な生
産性向上ができない零細な主体は淘汰され、生産性向上のための投資が可能な事業者が発
展し高度化していく。基本的に、所得水準の増加にともなって資源の所得に対する相対価
格は低下する一方で、人件費や転業機会などが増加していくため、付加価値の低いウェイ
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スト・ピッカーは衰退し、リサイクルはより付加価値の高い処理や品目を扱う市場に収斂
していく。
以上のような発展プロセスの中で、第三の段階は高所得国で実現した状況であり、多く
の途上国では、第二の段階までにとどまっているものと考えられる。第一や第二の段階で
は、小規模零細なインフォーマルリサイクルセクターをいかに健全な産業主体として組織
化できるかが課題である。したがって 5 章では、「事業主体の規模の経済性の発揮させるよ
うな組織化により、途上国の静脈産業が抱える環境問題や労働問題への対処能力が高まる
とともに、組織化によって社会的責任主体としての意識が高まり規範的行動が促される」
ことを仮説とし事例分析を行った。分析では、この仮説で示した組織化を促すような、ラ
イセンス制度、インフォーマルリサイクルセクターの公的なシステムへの組込み、工業団
地への囲い込みといった政策に関する事例を取り上げた。それぞれの事例について、「組織
としての規模の経済性が発揮され環境保全コスト等の負担能力が向上したか」、「社会的責
任主体としての行動が促されているか」、といった視点で評価を行い、その結果、概ね仮説
で示した効果が確認できた。
ところで事例分析では、台湾の廃五金処理事業者において規模の経済性が発揮できず、
組織化による社会的な責任主体としての自覚を促すとことができなかったことが確認でき
た。政府が環境汚染原因者である廃五金事業者を工業区へ移転させて集約的な管理を試み
るものの、事業者は環境保全対策には取組まず汚染を発生し続けたのである。これは、台
湾が経済発展にともなって人件費や地価が上昇することに加えて、金属スクラップ等の所
得に対する相対価格が低下していったことが考えられる。つまり、金属スクラップを対象
とする市場では労働集約的な形態の企業経営が成り立たず、環境保全コストを負担できる
ほど企業経営の効率化が図れる市場環境になかったのである。したがって、このような衰
退産業に対しては、規模の経済性を促すような政策ではなく、技術的革新や企業経営の構
造転換を促進することが求められる。この点で、台湾の事例は発展プロセスの第三の段階
にさしかかった事例であると位置づけられる。
２－２．途上国における拡大生産者責任制度の導入可能性
第 6 章では、途上国における廃棄物・リサイクル処理能力の向上に向けた民間主導の方
策としての EPR 制度の可能性について分析した。1990 年代から先進国において、最終処
分場の逼迫や高度な処理を要する耐久消費財の増加を背景として、EPR 制度の導入が図ら
れ、各国で循環型社会の構築が図られてきた。一部の途上国では、適正な廃棄物管理やリ
サイクルシステムの構築に向けて、EPR 政策の導入を進めている。しかし、先行研究にお
いて、途上国では次のような問題点から EPR 政策が十分に機能しない可能性があることが
指摘されている。まず、中古品や模造品等を扱うインフォーマルな小規模生産者が多く、
EPR を担うべき生産者や輸入者を特定できない場合が多いこと。次に、インフォーマルな
リサイクル市場が相当な割合を占め、フォーマルなリサイクルの障害となっていること、
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などである。以上のような問題認識のもとに 6 章では、経済・社会条件の異なる途上国の
EPR 政策導入に関する課題分析を行い、途上国における EPR 政策形成の段階的なアプロー
チに関する考察を行った。具体的には、まず、EPR 政策の基本構造や先進国での政策実績
などから、EPR 政策が適用可能なアクター・レジーム条件を整理した。このアクター・レ
ジーム条件を踏まえて、e-waste に関する問題が顕著で既に EPR 制度を導入しているナイ
ジェリアと中国における条件の適合性を分析した。
分析の結果、中国とナイジェリアでは、EPR 政策を導入したものの十分にはその機能を
果たせていないことが明らかとなった。その主な共通要因は、中古品や修理品市場が相当
な規模で存在するため生産者の特定が困難であること、インフォーマルセクターが適正ル
ート回収の障害となっていることなどである。
また、ナイジェリアと中国との EPR 政策条件の大きな差異は生産者の特徴にある。つま
り、ナイジェリアでは中小規模の輸入事業者が生産者であるのに対し、中国では国内ブラ
ンドメーカーが生産者の中心である。ナイジェリアでは、EPR 政策で生産者（輸入事業者）
や小売事業者に義務付けられている回収拠点の設置が進まず、実質的に EPR 政策による回
収ルートが形成されていない。これは、中小の輸入事業者に、EPR を担うだけの経営体力
のある企業が少ないことを示している。つまり、家電製品を消費するだけの国と、生産機
能のある国とでは EPR の適用可能性は大きく異なるのである。ナイジェリアは原油等の資
源輸出である程度の所得水準に達し、家電製品の生産能力はないが、中古製品を中心にそ
の消費市場が急激に拡大している。こうした途上国へ EPR 政策を適用するには、EPR を担
う生産者を特定できないのではなく、そもそも存在しないという点で大きな障害がある。
この場合には、EPR政策を直ちに適用するのではなく、EPR政策の適用が可能となるよう、
関連するアクターの能力形成を優先することが必要である。つまり、工業化の初期段階で
以上のような状況にある国においては、EPR 政策の適用を優先するのではなく、行政の主
導による公的な廃棄物管理システムの整備、インフォーマルリサイクルセクターのフォー
マル化、e-waste の不法輸入防止システムの強化などの対策を進めていく必要がある。場合
によっては、ODA 等の国際協力も必要となろう。ところで、EPR 制度は、生産連鎖上でリ
サイクルセクターからみて後方連関の産業主体の責任分担に着目したシステムである。こ
の制度の適用可能性の追求とともに、生産連鎖上の前方連関産業、すなわちリサイクル資
源を需要する各国の素材産業の調達責任にも着目した管理体系の検討も必要である。
２－３．途上国のリサイクルセクターの能力形成に向けた CSR 調達システム
第 7 章では、リサイクル資源の需要主体の調達責任に着目し、需要主体における CSR 調
達システムの導入によって、リサイクルセクターの淘汰と適正化が促進されるという政策
の可能性を分析した。具体的には、CSR 調達システムの成立条件を整理し、そうした条件
の途上国における実現可能性を評価した。具体的な分析対象は、鉄スクラップをリサイク
ル資源とし、その需要主体としての鉄鋼産業である。この場合に想定される CSR 調達シス
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テムとは、サプライチェーン上の調達先に、環境面、社会面、経済面で社会的責任主体と
して適正な企業活動を求めるもので、企業間の契約ではそうした調達基準に基づくことを
条件とする。こうすることで、サプライチェーン上からは、環境汚染や児童労働など不適
正な企業活動を行う主体を排除することができ、サプライチェーン上の中核企業は必要に
応じて調達先企業が適正な活動を行うための支援を行うイメージである。金属リサイクル
では、例えば鉄スクラップの最終需要者である鉄鋼企業が中核となって CSR 調達システム
を構築し、鉄鋼企業は必要に応じて調達先のリサイクルセクターの能力形成を支援するこ
とを想定している。
CSR 調達システムの成立条件については、先行研究を踏まえて、システムの「形成」「運
用」「差別化戦略」といった段階別に、内部条件と外部条件の抽出を行った。「形成」期の
重要な内部条件は、サプライチェーンの主体間で CSR 調達システムを構築する目的やメリ
ットを共有することである。「運用」期には、サプライヤーの自主的な活動を引き出す評価
システムや、中核企業による先導とメンバー企業への支援、自治体や地域コミュニティと
のコミュニケーションが重要な条件となる。「差別化戦略」では、CSR 調達システムに参加
する企業活動の正当性や社会的な認証の獲得が重要な条件となる。外部条件としては、第
一に環境、社会、経済面での消費者の高い問題意識、第二に行政の政策遂行能力、第三に
NGO による社会的課題に関する活発な情報開示である。
以上の条件を分析枠組みとして、中国、その他のアジア諸国、ナイジェリアを対象に適
用可能性を分析した。なお内部条件の適用可能性については、こうした取組を主導する中
核的企業が存在するか否かで判断した。その結果、各国において、基本的にはどの国も政
府の介入や主導が必要であるが、大規模な国営企業が中核的な存在である場合と、複数の
民間電炉企業などが中核である場合では、異なるアプローチが必要であることが明らかと
なった。前者は政府主導で展開することが可能であるが、後者は、関連企業間でフォーラ
ムを形成し、業界としての合意形成を図っていく必要がある。いずれの場合も、主導する
企業と政府、業界団体との連携が必須である。また、CSR を主導する政府以外の主体は国
によって異なるため、NGO やメディア、地方自治体、関連団体など、その国で CSR 普及
を主導する主体と政府との連携により、政府の政策遂行能力を補完していくことが必要で
ある。第６章で確認したように、工業化の初期段階では、耐久消費財の大規模メーカーが
存在しないために EPR の適用は困難である。しかし、鉄鋼業などの素材産業は工業化の初
期段階の中核的な産業として立地している場合が多いことから、CSR 調達システムは比較
的所得水準の低い段階からでも導入可能であると考えられる。
３．経済発展段階に応じたリサイクルセクターの発展シナリオ
本節では、これまでの分析によって明らかにした点を踏まえつつ、途上国の循環形社会
形成における主要な要素として、リサイクルセクター、リサイクル資源の需要者である素
材産業、製造業、行政、リサイクル資源の国内回収と輸出入に着目し、経済発展にともな
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う健全な循環型社会の発展プロセスを考察する。
３－１．工業化の初期段階
（１）リスク発生メカニズム
工業化の初期段階で都市農村間の労働力移動という経済発展のための要素供給過程にお
いて、ハリス・トダロモデルが示すメカニズムによって都市失業が発生し、そうした失業
者が参入障壁の低い生業的なインフォーマルリサイクルに従事することで都市インフォー
マルリサイクルセクターが拡大する。都市インフォーマルリサイクルセクターは貧困の温
床ともなっており、廃棄物の回収やリサイクルのための十分な設備や装備を有しないため
に、環境汚染や健康被害をもたらしている。特に、有害物質等の汚染性の高い処理困難物
を多く含む e-waste の処理において以上の問題は深刻である。
工業化の初期段階では、国内の鉄鋼業などの素材産業による金属スクラップの需要が急
増する。何故なら、自動車や家電などの耐久消費財製造には品質の高い鉄鋼製品が利用さ
れるが、社会インフラ整備用には品質の高さは問われない鉄スクラップが利用されるため
である。しかし、工業化の初期段階では、生産や消費から排出される鉄スクラップ量は所
得水準の高い国比べて少なく、低・中所得国では鉄スクラップの供給不足の傾向にある。
逆に高所得国では、鉄スクラップの蓄積量が膨大で供給過剰の傾向にある。この点は第 3
章で分析したとおりである。その結果、輸入スクラップに依存した循環型社会となる。分
別品質の低い鉄スクラップのカテゴリーには、e-waste が混入されている場合や、他の方法
で偽装して e-waste を高所得国から輸入する場合もある。所得水準の低い段階では新製品
よりも中古品の需要が高く、中古家電製品等の輸入も活発になるが、その中にはリユース
ではなく廃棄物同然の製品も相当程度含まれている。こうした廃棄物は都市インフォーマ
ルリサイクルセクターの手によって処理されることで、上記の汚染や健康被害といった問
題が発生する。つまり、工業化の初期段階では、金属スクラップ等のリサイクル資源需要
が高まるとともに、汚染などのリスクの高いリサイクル資源貿易も活発になるのである。
汚染リスクの最も高いリサイクル資源貿易パターンは、工業化の初期段階で金属スクラッ
プの蓄積が少ないにもかかわらず、金属スクラップの輸出特化国となっている場合である。
こうした国では、輸入した大量の中古家電などをリユースではなくリサイクル用途に使い、
抽出した金属スクラップを輸出している。国内の素材産業も小規模であるため適正な調達
責任主体がなく行政の規制遂行能力も低い。したがって、都市インフォーマルリサイクル
セクターの汚染管理支援を行える主体がいない。
（２）リスク管理方策
この段階では、行政による公的システムが脆弱である。行政の財政や体制などの不足か
ら、規制の執行能力や廃棄物処理コスト負担力に乏しい。静脈産業の発展の視点からは、
日本の経験や途上国での事例を踏まえると、小規模零細な事業主体の組織化を促し、規模
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の経済性により必要な設備や装備コストが負担可能な経営主体として育成していくことが
必要である。また、こうした組織化により社会的責任主体としての規範的な行動が促され
ることも期待される。行政の立場からは、管理対象の組織化は管理効率を高めることにも
なる。組織化の措置としては、近代的経営を行う仲買人と行政によって、ウェイスト・ピ
ッカーへライセンスを与えて、仲買人とウェイスト・ピッカーとのパトロン－クライアン
ト関係ではなく、近代的経営組織の一員としての活動を促進させることが求められる。ま
た、特定の仲買人が特定のウェイスト・ピッカーを囲い込むことを防ぐためにも、仲買人
自体の近代化が求められ、そのために仲買人同士が組織化することも必要である。フィリ
ピンの事例でみられたように、行政の公的な廃棄物管理システムの中にウェイスト・ピッ
カーを組み入れることも有効であろう。
Medina （2007）は、多くの途上国で、ウェイスト・ピッカーの組織化や企業の設立に
関する草の根支援が増加していることを分析している。その例として、コロンビアで 1980
年中頃から 90 年代中頃までのあいだに、ダイナミックなウェイスト・ピッカーの組織化（組
合）運動が行われたことを挙げている。100 以上のウェイスト・ピッカーの組合が全国で形
成され、そのほとんどが Fundacion Social という基金とともに構築された国家リサイクル
プログラムに加盟している。こうした組合は、アルゼンチン、メキシコ、フィリピン、イ
ンドネシア、ブラジル、ペルー、エクアドルでも形成されている。そのうちのいくつかは、
非常に成功しており、組合形成後にはそれまでの 10 倍の収入増加が見られた例もあるとい
う。こうした例は、組織化によってビジネス機会が拡大するとともに、それまでのパトロ
ン－クライアント関係のような人的資源の囲い込みではなく、広く人的資源の動員の効率
化が図られた結果であると考えられる。
都市インフォーマルリサイクルセクターの生産連鎖上の産業主体に目を転じると、まず、
工業化の初期段階ではEPRのシステムを担えるような大規模メーカーに乏しい場合が多い。
一部の途上国では、EPR を導入している国もあるが、中古品や模造品を扱う小規模メーカ
ーが多数存在するために EPR を担う主体を特定できない。また、インフォーマルリサイク
ルセクターが大宗をしめてフォーマルなリサイクルの妨げとなっている。EPR の適用可能
性に関してナイジェリアと中国の比較分析で示したように、中国では大規模な国産家電メ
ーカーや外資メーカーが存在するために、そうした企業を中核とした EPR システムの成長
の可能性があるが、ナイジェリアでは小規模な修理業や輸入業者が中心であるため、現状
の EPR 制度が機能していない。つまり、この段階での EPR システムの導入には大きな限
界がある。
次に、行政の能力不足や EPR システム導入の限界などを補完するシステムとして、CSR
調達システム導入の可能性を整理する。CSR 調達システムとは、鉄スクラップの場合には、
製鉄企業が、鉄スクラップをリサイクル業者から調達する場合に、CSR 調達基準に適合し
たリサイクル事業者を認証企業として指定し、認証企業とのみ調達契約を締結するという
システムである。CSR 調達基準は、都市インフォーマルリサイクルセクターのフォーマル
222
化や近代化を促し、現在生じている外部不経済を削減するような内容とする。そうした基
準による認定と同時に、基準が維持できないような事業者に対して、製鉄企業は行政との
連携のもとで財務的あるいは技術的な支援を行う。仲買人とリサイクル事業者とのあいだ
にも同様の認定基準制度を適用し、製鉄企業を中核としたサプライチェーン上での CSR 調
達システムを構築する。
工業化の初期段階では、耐久消費財の大規模メーカーが存在しない国も多々あるが、鉄
鋼業などの素材産業は工業化の初期段階の中核的な産業として立地している場合が多いこ
とから、比較的所得水準の低い段階からでも導入が可能であると考えられる。
３－２．工業化の進展期
（１）リスク発生メカニズム
工業化の進展により経済全体が成長し、産業規模の拡大や多様化が実現することで転業
機会が増加し、次第にインフォーマルリサイクルセクターは減少していく。同時に、公的
な廃棄物処理・リサイクルシステムが拡充していくため、インフォーマルリサイクルセク
ターはフォーマルな廃棄物処理・リサイクルシステムとの連携なしには生き残れなくなる。
こうした状況は、日本の経験から、ルイス・モデルが示すような産業全体が労働力不足経
済へと転換する時点から生じるものと考えられる。日本の場合には、ルイス転換点以降は
高度成長を果たすことでインフォーマルリサイクルセクターはほぼ消滅したが、一方で多
くの途上国は経済成長が停滞して低・中所得国段階に長期にわたってとどまるため、イン
フォーマルリサイクルセクターも長期的に社会の中に定着した存在となる。
工業化による経済発展が進展することで廃棄物発生量が増加し、鉄スクラップなどのリ
サイクル資源の潜在的な蓄積量が増加する。鉄スクラップの潜在的な蓄積量が増加するこ
とで国内での回収量が増加し、次第に輸入量を上回っていく。またこの段階では、中古品
市場も相当な規模で存在するため、リサイクル市場には、輸入鉄スクラップ、国内回収の
鉄スクラップが混在し、国内回収の鉄スクラップは、通常の使用済み製品とリサイクル目
的の廃棄物同然の中古品由来のものが混在することになる。依然としてインフォーマルリ
サイクルセクターによる外部不経済問題はあるが、経済発展にともない人件費や地価等、
リサイクルセクターの生産コストが上昇し、資源の所得に対する相対価格が低下していく
ことから、付加価値の低いリサイクルは淘汰されていく。
（２）リスク管理方策
工業化も初期段階を経て進展期に入ることで、行政の公的な廃棄物処理・リサイクルシ
ステムが拡充され、規制管理能力も向上する。都市インフォーマルリサイクルセクターも
組織化が進み、こうした組織単位で公的なシステムとの連携が図られるようになる。また、
行政の主導により、リサイクル工業団地が整備され、インフォーマルリサイクルセクター
を団地内に移転させて、組織化や環境汚染防止管理の共同化を図る取組も展開する。事例
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分析で示した、中国の天津市の子牙環境保護産業園区などはこうした取組の一例である。
日本の経験でも示したように、鑑札制度や消毒義務化等の規制管理により、組合の組織化
や消毒設備の共有化が促進されていった。
都市インフォーマルリサイクルセクターの生産連鎖上の産業主体に目を転じると、まず、
この段階では行政能力の拡充とともに大規模な国内メーカーや外資メーカーなどが増える
ことから、こうした企業を中心にEPRシステムの導入を進めていくことが可能である。EPR
システムでは生産者が回収にも関与するとはいえ、行政の回収システムとの連携が不可欠
である。この段階では、行政の回収システムが整備されているため、EPR システムの有効
性が高まる。しかし、EPR システムを担う大規模なメーカーの存在や、行政の回収システ
ムの能力などには国によってその程度にばらつきがある。そこで、この段階においても CSR
調達システムは行政のシステムや EPR システムを補完する取組として必要である。その導
入形態は３－１．に示した内容と同様である。
むすび
本研究は、途上国における循環型社会形成の政策課題として、リサイクルセクターの能
力形成に焦点をあてて分析を進めてきた。最後に、あらためて本研究で明らかになった点
と残された研究課題を整理する。
リスク要因分析では、「途上国におけるリサイクルセクターがもたらす社会的リスクは、
経済発展過程上の構造的要因によるものである。」との視点に立ち、経済発展に伴うリサイ
クルセクターの構造変化とリサイクル資源の需給構造変化の分析を行った。
リサイクルセクターの構造変化として明らかになったのは次の 3 点である。第一に、工
業化の初期段階では、農工間労働移動という工業部門への要素供給過程で都市貧困層とし
てのインフォーマルリサイクルセクターが生じること。第二に、経済発展による人件費や
転業機会の増加と公的なシステムの整備に伴い、インフォーマルリサイクルセクターが淘
汰されていくこと。第三に、長期的な経済的停滞を経験した国では、インフォーマルリサ
イクルセクターの存在も長期にわたり、フォーマル化の取組が課題であること。以上の結
果は、e-waste の処理やリサイクルがもたらす社会的な問題について、西アフリカ、アジア、
中南米諸国の現状に関する比較分析を行うことで得られたものである。
リサイクル資源の需給構造は、国内での需給構造とリサイクル資源の貿易構造の変化を
分析した。まず、国内での需給構造の変化として明らかになったのは次の 2 点である。第
一に、国内の需給特性として、低・中所得国は工業発展に伴う需要増加が国内のリサイク
ルを促進する要因であるのに対し、高所得国では、リサイクル政策や環境教育などがリサ
イクルの促進要因であること。第二に、低・中所得国は供給不足であり、高所得国は供給
過剰となる傾向があること。以上の結果は、鉄スクラップの国内リサイクル量の決定要因
に関して 93 カ国で 37 年間を対象としたパネルデータ分析より実証したものである。次に
鉄スクラップのリサイクル資源貿易構造の変化として明らかになったのは次の 3 点である。
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第一に、低・中所得国では輸入特化となり、高所得国では輸出特化となる傾向があること。
第二に、低・中所得国では輸出特化となる国も相当数あること。第三に、低・中所得国の
中で輸出特化となる国では、輸入中古品等から抽出したスクラップを輸出しており、汚染
リスクが最も高い貿易パターンであること。以上の結果は、91 カ国を対象とした貿易特化
指数分析により実証したものである。リスク要因に関する以上の分析結果を踏まえると、
経済発展に伴う構造的な要因で社会的リスクが高まるメカニズムは３－１．（１）及び３－
２．（１）で示したように説明できる。
リスク管理方策分析では、「リサイクルセクターがもたらす社会的リスクの管理にあたっ
ては、行政とともにリサイクルセクターに関する生産連鎖上での産業主体が連携した対処
が必要である」との視点に立ち、リサイクルセクターの発展プロセス分析と生産連鎖上で
の産業主体の連携による対処の可能性分析を行った。
リサイクルセクターの発展プロセス分析では、経済発展に伴い変化するリサイクル市場
構造に対して、適正な能力形成を図るための基本的な政策のあり方を明らかにした。基本
的な政策のあり方とは、「零細な事業主体の組織化を通じた規模の経済性の実現によって環
境問題や労働問題への対処能力が高め、社会的責任主体としての意識と規範的行動を促す」
ことである。しかし、一般に途上国ではこうした政策を実施していく行政能力に乏しいこ
とが大きな課題である。以上の結論は、各国のリスク管理方策事例について、「組織として
の規模の経済性が発揮され環境保全コスト等の負担能力が向上したか」、「社会的責任主体
としての行動が促されているか」、といった視点で評価を行うことで導き出したものである。
以上のような基本的な政策を進めるために、リサイクルセクターの生産連鎖上の産業主
体との連携による対処の可能性を分析した。分析の対象は、製品の生産者への EPR システ
ムの導入と、リサイクル資源の需要者に対する調達責任を問う CSR 調達システムの導入で
ある。途上国への EPR の導入については、次の 2 点を主な理由として限界があることが明
らかとなった。第一に、発展の初期段階では製品の生産能力はないが、中古製品の消費市
場が拡大しており、実質的に EPR を担う主体があまり存在しないこと。第二に、第一の理
由から EPR は優先すべき政策ではなく、公的なシステムがある程度整備された段階で適用
すべきであること。以上の結論は、EPR 制度が成立するアクター・レジーム条件を抽出し、
その条件を枠組みとして現在EPR を導入している途上国の政策事例を評価することで導い
たものである。CSR 調達システムの導入可能性分析では、その導入条件として次の 3 点が
明らかとなった。第一に、CSR 調達システムの中核となる企業が存在すること。第二に、
中核企業による CSR 調達システム形成の主導と、サプライチェーン上の企業への支援、行
政や NGO との連携が必要であること。第三に、不正行為に対する行政や NGO と連携した
モニタリングと情報公開が必要であること。また、以上の条件を鉄鋼業に適用した場合、
大規模な国営企業が中核企業として存在する場合には政府主導で取組み、複数の民間企業
が中核的企業として存在する場合には、業界としての合意形成を図る必要があることが明
らかとなった。工業化の初期段階では、耐久消費財の大規模メーカーが存在しない国も多々
225
あるが、鉄鋼業などの素材産業は工業化の初期段階の中核的な産業として立地している場
合が多いことから、比較的所得水準の低い段階からでも導入可能であると考えられる。以
上の結論は、先行研究などから CSR 調達システムが成立する条件を抽出した上で、中国、
その他のアジア諸国、ナイジェリアを対象として、そうした条件の適合可能性を評価する
ことで導いたものである。
本研究では、途上国のリサイクルセクターがもたらす社会的リスクについて、経済発展
に伴う構造的な要因で社会的リスクが高まるメカニズムを解明した。また、そのメカニズ
ムを踏まえて基本的なリスク管理方策を明らかにし、そうした方策を進めるためにリサイ
クルセクターの生産連鎖上の産業主体間の連携による対処の可能性を示すことができた。
第１章に示したように、途上国におけるリサイクルセクターやリサイクル資源の需給構造
に関する研究は、現状を把握し問題を提起するための静学的な視点での分析が主流である。
本研究は、そうした研究分野に経済発展という動学的な視点を導入したもので、事例の比
較分析に加えて、計量的な実証分析を行うことで上記のような様々な知見を得ることがで
きた点で、一定の貢献を果たしうるものと考える。特に、途上国を対象としたリサイクル
市場に関する定量的なデータが乏しい中で、鉄スクラップを指標としてリサイクル経済に
関する決定要因の計量的分析を行った点、貿易特化係数分析によって汚染リスクの高い貿
易パターンを特定できた点等は、特筆すべき成果であると考える。さらに、リスク管理方
策として、途上国への EPR 政策の適用が議論の主流であるところに、CSR 調達システムと
いうリサイクル資源の需要主体の調達責任を問うシステムの導入は、全く新しい方法論の
提示であると言える。
本研究の残された主な課題は 3 点である。第一に、リサイクル資源貿易管理政策に関す
る研究である。経済発展の初期段階では、汚染リスクの高いリサイクル資源貿易の影響を
強く受けることから、汚染リスクを管理できる適正なリサイクル資源貿易政策が必要であ
る。本研究では、以上のような課題に対して、貿易制限を伴わない汚染リスク管理方策と
して、リサイクル資源の需要主体の調達責任を問うシステムを提示した。今後は、輸出す
る側でのリスク管理政策との連携にも着目し、リサイクル資源貿易に関するクローズドな
国際ネットワーク下でのリスク管理の可能性を検討する必要がある。特に FTA や TPP な
どの様々な自由貿易体制下でのリスク管理方策のあり方に関する研究が必要である。
第二に、途上国における中古品市場や産業に関する研究である。本研究でも明らかにし
たように、中古品市場は汚染リスクの高い循環貿易の温床でもある。また、国内の中古品
市場や産業に従事する主体は零細で、インフォーマルリサイクルセクターと同一の主体で
ある場合も多いと考えられる。しかし、修理業などは製品に体化された技術を習得する機
会に恵まれた主体でもあり、適正に育成することが必要であろう。以上のような点から、
途上国におけるリサイクルセクターと中古品市場や産業主体との関連を分析することも必
要である。
第三には、先進国のリサイクルビジネス主体による途上国への進出可能性に関する研究
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である。本研究では、リサイクルセクターの能力形成を図るために、行政と連携した EPR
政策や CSR 調達システムの導入可能性を分析した。つまり、リサイクルセクターから見た
後方連関産業と前方連関産業との連携によるリスク管理方策という新しい方法論を提示し
た。これに加えて、先進国のリサイクルビジネス主体が途上国に進出し、現地のリサイク
ルセクターと連携することで、能力形成を図るという方策も有効であると考えられる。5 章
で示したアメリカ最大手の廃棄物ビジネス企業であるウェイスト・マネジメント社は、途
上国への展開を進めている多国籍企業の例である。研究課題としては、こうした企業の誘
致方策とともに、このような多国籍企業が現地に適合し適正な技術が円滑に移転できるた
めの、現地での受容能力に関する分析などが考えられる。
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